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序章課題と方法
本論文の基本的課題は，第 1に，個別農業経営の経済活動を遂行するにあたって必要と
なる農業経営分析の理論的基礎を明らかにすることにある.その際，考察対象を家族経営
にしぼり，その農家経済全体の経済目標である効用最大化の条件を明らかにするが，さら
に家族経営における農業経営の側面を自己完了的組織体としてぬきだし，経営主体の管理
機能からみた経営分析の役割を明らかにする.
現代の農業経営における課題と解決方向を示しながら，それに対応してどのような計測
可能な分析指標があり，それが経営管理上どのような意味をもっているかについて考察す
る.更に，それらの分析指標が利用される場合の経営分析法を明らかにする.それによっ
て，現実の農業経営の基本的問題を解決する方法または手段を理論的に明らかにしておく
ことをねらっている.
ついで，現実の農業経営における実態調査資料に農業経営分析の理論的基礎にもとづい
た農業経営分析法を適用するが，その場合，第2の基本的課題は，調査対象となった農業
経営について，その問題点と改善点を明らかにし，その資料に適用した農業経営分析法に
ついて，その有効性と限界を明らかにすることにある.同時に経営分析法聞の関連をも明
らかにすることにつとめる.
これらの基本的課題を解明するために，以下の九つの章があてられる.各章と全体との
関連については，あらためて各章の f課題と方法Jで詳細に述べることにして，ここでは
全体の構想、を示すに止める.
3本論文は 3部に分かれている.そのうち第 1部と第2部は第 1の基本的課題に対応し，
第3部は第2の基本的課題に対応している.
第 1部では，農業経営分析の農業経営活動における重要性と意義を確認する.そのため
に，第 1部は 2章からなっている.第l主主「農業経営分析の認識対象と経営主体」では，
農業経営分析で取り扱う農業経営の対象領域を確定する.第2章 「農業経営分析の役割と
目的j では，経営主体の経営活動を説明するなかで，農業経営分析の役割を明らか』こする.
第2部では，経営分析指標を理論的に整理し，それらの分析指標を用いた分析方法を体
系化することが課題である.そのために，第2部は 2主主にわかれている.第3章「農業経
営分析指標の基礎的考察」において，経営分析で用いられる経営分析指標を，現実の農業
経営の課題を解明する方法または手段に対応して確定していくのであるが，あわせてその
際，従来の経営及び生産理論の成果をふまえて経営分析指標を分類整理し，それに理論的
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基礎を与えている.第4章「農業経営分析法とその体系」では，従来の古典的経営分析法
を整理し，更に主な農業経営分析法を提示して，その有効性と限界を明らかにし，最後に，
これらの考察結果に基づいて農業経営分析法を体系化する.
第3部の課題は第1.第2部で明らかにされた農業経営分析の意義.分析指標，分析方
法と分析体系の基礎的考察に基づいて，実態制査の資料を利用して，現実の農業経営の問
題点を明らかにすると同時に，実際に生じた経営分析法の有効性と限界を解明することに
話る.その際，経営部門の組織形態を単一部門と複合部門経営に分けて考察している.単
一部門経営としては，稲作経営とみかん作経営を考察対象としている.そのために，第3
部は 5章からなっている.そのうち稲作経営は 3章からなっている.稲作経営については，
現在の自作農主義が保持されているなかで，大規模な経営である企業的稲作経営をとりあ
げ，それに対して，静態 (staticanalysis)・横断面分析 (crosssection analysis)及び
動態分析 (dynamicanalysis)・時系列分析 (timeser包sanalysis) を試みている.それ
によって，企業的稲作経営の実態を考察し，それを通じた分析方法の有効性とその限界を
明らかにしている.すなわち，第5主主「企業的稲作経営の経済分析Jは，静態分析であっ
て，企業的稲作経営に直接比較法による要因分析法と生産関数分析法を適用して，現時点
における企業的稲作経営の問題点を明らかlこすることにつとめている.
第6主主では，第5主主で提起された問題点を更に個別技術水準にまで掘り下げながら， r稲
作経営分析における直接比較法の有効性と限界Jを明らかtこするにあたって，分散.共分
散分析と結びつけて考察している.第7章「稲作農家の経営成果とその変動要因」では種
々の動態分析によって，企業的稲作農家の経営成果の構造的変動要因を明らかにしている.
次に，みかん作経営を取り上げて，第8章「傾斜地みかん作経営の経済分析Jで検討し
ている.
最後に，第9章 f線型計画法利用による農業経営部門組織の編成計画」では複合部門経
営を考察している.そこでは，分析方法が単なる実在分析にとどまらず，他面.規範分析
としての性格をもっていることから，線型計画法をとりあげることによって，その実践性
を確認することにつとめている.
第1章 農業経営分析の認識対象と経営主体
第 1節 農業経営分析の認識対象
農業経営分析はいかなるものであり，いかなる目的と内容をもっているかを考察するに
先立つて農業経営分析の背景となる理論的基礎を明らかにする.それは農業経営をどのよ
うに把握すをかということにほかならない.なんとなれば農業経営分析の認識対象は現実
の農業経営だからである.現実の農業経営はそれのみで自己完結しているならば農業経営
のみで分析を進めることができるが，わが国の現実の農業経営は家計部面と密接不可分の
関係にあるから，いわゆる農家経済経営1) (あるいは小農.家族労作経営)としての把握を
しなければならない一般の企業経営であれば，企業利潤最大化目標を追求する自己完了
的的な組織体として認識することができる.しかしながら農家経済に内包されている農業
経営の場合は，家計部面と結合し，効用最大化目標を追求しているものとして認識しなけ
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ればならない.
そこで，先ず農家経済経営は農業経営の発展過程からみてどのような経済形態として位
置ずけられるかを考察し，次にそのように位置ずけられた農家経済経営の主体均衡条件を
明らかにするとともに，農家経済経営が次の経済形態に発展する場合に生産要素の中で特
に農家労働力をとりあげ，それがどのように分化していくのであるかについてふれる.最
後に農家経済経営から分離して自己完了的な農業経営を前提とした場合の農業経営者はい
かなるものとして把握できるのか，またいかなる機能をはたすもの:であるかについて考察
する
第1項農業経営の経済形態と農家経済経営
農業経営は単一2)な経営主体の意志によっで秩序ずけられる農業生産の永続的な組織体
であると定義しておこう.単一な経営主体は経済合理性を追求するという意識的な行動を
するものである.農業経営主体の意識的行動が経済合理性を追求する場合の具体的な経営
目標がどのような内容をもつのであるかは農業経営をどのような経済形態であると認識す
るかに依存する.そこで，農業経営の経済形態とその経営目標の公準となる成果指標につ
いて考察する.経営の経済形態は 2つの側面から認識できる. 1つは理念的(純理論的.
規範的.簿記的)なそれであり，他方は現実的な認識である.
先ず，理念的な経営経済形態3)-a.bについて考察する.その分類判別基準は次の2つか
ら成っている. 1つは農業経営を構成する経営要素は何であり 2つは経営目標がu、かな
る内容をもつものであるかである.従って理念的な経営経済形態は表 1-1の通りに表わ
すことができる.
表 1-1の理念的経営の経済形態は，第1に農業経営を構成するものが永続的に沈下回
表1-1 滋念的農業経営の経済形態
名 称
総資本利用経営(資本
主義農企業経営又は単
に農企業経営)
経 営 経 済 目 棋 i 農業経営の構成要素
総資本利用経営純収益 (叉は単に農企業 i経営者能力と資本(土地
経営純収益=組収益→ (物財貨+労働貸)I 左含む)
社会経済的農業経営 |社会経済的経営純収益(又は単に集団経 i
| 、 | 経営者能力 ・労働と資本
(又は集団農業経営) I営純収益) =組収益一物財費 1 
土地利用経営純収益(又は土地純収益)
土地利用経 営 I=粗収益一(物財費+労働費+資本財用|経営 者能 力と土地
役費
労働力利用経営純収益(叉は労働力純収
労 働力利用経 営|益) =組l収益物財貨+土地及び資本財|経闘能能力と州力
用i支貸
経営者能力利用経営純収益(叉は農企業
経営者能力利用経営 |利i問) =組収益ー(物財費+労働力土地|経 営 省 能 力
及び資本財用役費)
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定された生産用役泉源体であるという側面を重視して農業経営を家計部面から分離された
自己完了的独立体として認識している.第2に生産用役泉源体が永続的に沈下されて農業
経営要素を構成しているという側面を重視している.その際， 生産用役泉源体がどの家計
経済の所有に属するかを問わないのである.このために，必ずしも経験的に与えられた経
営、はなし理念的.規範的に分類整理されたものと理解してよい・このような経済形態
が存在するには，土地.労働. 資本財などの生産要素市場と生産物市場とが完全競争形態
をとっていることであり，しかも，各経営経済形態の農業経営主体が完全な知識状態にあ
って経営目標を追求し，その成果の最大化のための均衡条件が成立することが前提と され
ねばならない.
次に実際に存在し，また存在した農業経営の経済形態。について考察する.、その分類基
準は次の通りである.
① 経営主体は単一か複数であるか.
②経営主体が単一の個別経営を前提とすれば，その経営主体は資本家であるのか，家
族の長であるのか.
③ 家計と経営の分離の程度からみて経営目標はどのような内容をもっているのか.
④ 土地.労働.資本各市場の発達程度はどの位であるのか.また商品生産であるか自
給生産であのか.
⑤ 生産力水準と資本装備の高さからみて近代的であるのかどうかということである.
農業経営は， 単に農業所得や経営純収益の最大化を目標とするのみならず， 社会的な生産
力に参与する生産単位とみることができるからである.
以上のような分類基準に従って概略的に表示すれば表 1-25)のように分類整理するこ
とができる.
実在の農業経営の経済形態における農業経営主体は必ずしも完全な知識状態にあるとは
限らないまた経営目標は本来経営純収益の最大化にあるしかし経営に沈下された生産
用役泉源体から湧出する生産用役を農外部門に投下することが許される場合には，経営活
動は農家所得最大化目標によ って直接的に制約されることになるのである.さらにその生
産用役を家計部面で直接的に消費することが許される場合には，経営活動は効用最大化目
標によって直接的に制約されることになる.
表 1-2から家族経営 (農家経済経営)が実在の農業経営の経済形態の中でどのよ うな
地位を占めているかを明瞭に窺うことができる.家族経営といっても 自給生産を基調と
し，生産力が低く市場も未発達な段階から生産力が高まり商品生産を基調とし市場も発達
して，資本装備も高まり機械作業体系が確立している.企業的にして近代的な家族経営ま
での範囲にわたる家族経営をみることが出来る.社会主義国を除いては家族経営のなかで
も本来的家族経営(狭義の農家経済経営)はわが国のみならず世界の大部分の諸国で最も
支配的な農業経営の経済形態である.
第12節 農家経済経営の主体均衡
このように位置ずけられる家族経営が他の経済形態と根本的に異なるために生ずる問題
は前述のように農業経営目標が単なる経営純収益の最大化にあるのではなく，それが家計
部面を含む農家経済全体の最終目標に対して中間目標として意味をもっととである.従っ
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表1-2 現存する農業経営の経済形熊
l 経家営計の分離と 経営経済目傑|経営主体|労働市場|主主ザ会
1資 ~1ï 労働市場は高度に
資本大行鏡発あ再ぶ途のわる生れ花循市し場は高度に3奇 発途して，完全に ている.資総資本純収益の 企業家 援用労働に依存す 球産過を通程はして本 本 完全分雌
最大 〈資 本家) る. る.経 法は完体全系な
家 営 一貫 で
的
プ了シγヲン過童) ( 栽嫡経営
植民地支配 労ら働な者が原住管住理民か 資本市場は主装す連し
者とそれに る2原就重 制 ている.資偽を のj循広である. は 環過生程作は 的1閏 経 完 全分離
偽装的資本純 従属する 1 強ら制的に 業させ
童俊左話民右の重賃れ体銀水系主原に
れているのみな収益の最大 Btlの資本家
らず不れ当当に差賃別さ
1l￥ ， れ，正な金は さ ， 一準定で
支払わない. ない.
給曲家族昔内
農済業楳経用営はの経家 家長が家計 労働J市場は未発達 資換で本のあ市場は未生物発交達
であり ，生産は賃 ってI ノセ
の員長農の
と経営とも 単純再産で男1)
中間自目 とな に絶対的権 労働でなく大家族 ある完全融合
る. 生生産 のもとで家族労働 生産馬方耕法段は階小農具
物活によって
限をもっ と であ
家 物資にあて カによってのみ行 る.
る. オコれる.
族
農業経営の経 生産は未婚の傍系 資本市場は発達し
本 済目標は農家 家政を含めた家族 ているが単純再生
経
議
の効用目標の 労働力と若干の雇 産の限度である."I~間目標であ
事基 不完全融合 ることに変わ 家 長 用労働 に依存す 生産方法は小型i1i)J
りない.生計 る. カ耕段階の未体系
維持のための の機械を利用する
営 営 農家所得の最
大.
革広こ手2 
農業経営の経 労働市場は完全に 資本市場は完全に
済目標は経営 発達して， 生産は 発達している.拡
体を自己完了 家放労働力のうち 大再生産が行われ
実 質的に 体 1独立体と 経営主とその後継 る.して実質的に 経営主 生産方法は中.大分間(t 分離できるの 者に限られ，その
で経営純l収益 i也は雇用労働力に 型動力耕段階で機
の最大を追求 依存する. 械化作業体系で整
する. 備する.
全間集団経営 j国営集団経営……ソ連のソフホーズ
(共同又は協業経営)"'" '1団体営集団経営……イスラエルのギブツ.一般の共同経蛍
音I~ 分協業経営……・・・・…・・生産部門耳1)に個別経営から分離して設立される経営
????
↑????
???
資本財(生産手段)組織……トラタタ ー.ライスセンターなどの機械や施設の共同利用
労働力協業組織……肥料.農薬などの共同購入や共同田1直.共同防除
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価値転換模式図 商品生産市場 戸長性
G -W{九 P. W' -G' (= G + g') 近
ここでGは前払資本はて生労，y働鮮利生Vは力潤産前払資本によって峨Jたされた生産財働食力で 高度に発達した商品生産 rl; .そのうちAfi9ifjli)}7J， Pmは生産手農段である.WはG労' E左手によっ れた商品となる である. は 的
鵠ぬあるを販草資して得た貨皇 あり ，;C~川純る人喜望産されるととか である. 経
前穆払 本Gと農平 部過分gかすらな .ーは貨幣と物との交 営…P…は 程を示
表現としては上図と同じである. 手ド
G -W{会n'"P ...W'-G" (=G+ピ) 近
世界的な尚品生産である i七白ヲ
G"は農産物を販売して得た貨幣であり g"は偽装的平均利i聞を示 主
す. '~当
市場が存在しても物々交 非
Wは生生給購J産E入1白w4議部過定で(程的そ分f事れ家はm、v物族はい'b労経々怯P認交働生換力で産U諾はWと盈手生程な'段時雄い:ti議PV手示m2段すに21か3あ器ならfZζなお12らE自りAれE給，る1J的ECれ家t勝に足経よP先営っはて量， RF 
換であり ，生産力は小さ 近
農産物 く，生百|は総て自給生産 j-l; 
そのう 物に依存する. 自旬
手農段の キ正
なはる業自 営
lw(訓:商品生産は不安定であり生産力は高まるが，生百| 非} Pm はほとんで自給に依存す 近
lPing WJg-Gf る. (l; 
G-WglAg 自守
壁監活ζ，物資とP料での11服購gA入売州sにのはたよ寂地め勝っの1労好符働Gたa力腕貨と7 静にA利配gGは分。腐。さ単周生れ純労産る;働手カ享，購のP入前醐の提ほたのめ白丁給ので生Gは産~宇乎生 経営
}"p "wj W's (~~'同町 市場は存在して，生産力Pms f"w j VVS ¥W も高くなる. 自給生産が 近
}Pm J rGa-W"aJ I ~P Il1 行われても，それは商品 代
Pl1g ¥W'g-Gル 生産と同禄の比較有利性G-Wg(A'~' " (=G+g) の選択理論で、行われる. 的
本来的家族経営と異なる点は，拡大再生産が行われていることが 1 経
前提になる.そのため，農産物の販売lとよって得た貨幣 G"は， '営
前払資本Gと平均利i間部分gからなる.
※ 生産力水準ど資本装備率を基礎とする.
。
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て，家族経営の最終的目標は効用の最大におかれることになり 3 この効用目標を高める範
囲内で経営純収益をできるだけ高めることが経営目標となるのである.そこで，家族経営
の主体均衡はいかなる内容と条件からなるものであるかを考察する.
農家経済の主体均衡理論は，先ずチャヤノフ「小農経済の原理6)→」のなかで取りあげ
られたのにはじまる.わが国では大槻正男教授の-bが初めてであろう.その後，神崎博愛
教授・中嶋千尋教授の-b・問中修教授の←eによって展開され，特に中嶋教授によって体系
化されるに至った.最近では佐々木・丸山両氏6)-fによって更に展開されると同時に頼平
氏6)-gに至ってようやく主体均衡理論の一般化が試みられている.
頼理論が他の主体均衡論と異なる点は，商品及び生産要素の価格に二重価格をもうりて
いることである.現実的にいって，生産物(商品)と生産要素に関じで庭先購入価格と庭
先販売価格との間にある購入経費.販売経費を無視することはできないとする問題意識に
立って，次のような主体均衡理論を展開している.
二重価格をもうける根拠として次の 4つの利益が従来の主体均衡理論では説明できない
ことをあげている.
1.所有生産要素内給の利益
2.生産物家計仕向の利益
3.生産物経営内部仕向の利益
4. 固定資産用役の補合的利用の利益
である.これら 4つの利益の発生は農家経済経営が永続的に存在する根拠となるものであ
る.
第1の所有生産要素内給の利益は家族労働力 ・所有財産のように家計経済面が所有す
る泉j原体を元入して，それから湧出する生産用役(家族労働 ・所有財産用役)が内給され
るのは，それらの生産用役の経営によって得られるであろう限界収益力が庭先販売価格よ
り高い限り自家経営に投入される.他方，所有生産要素を庭先購入価格でもって購入する
よりも低い主観的限界評価でもって内給される限り自家経営で内給される.この両方によ
って生ずる差益の合計が所有生産要素内給の利益である.
第2の利益については，家計経済面において家計で消費する生産物を庭先購入価格で購
入するよりも経営から仕受けられる生産物の限界生産費評価額が低いならば自家経営から
受ける方が有利である.他方，その生産物を庭先販売価格で販売するよりもその生産物に
対する主観的限界評価が高い限りにおいて，家計に仕向けた方が有利である.もし，庭先
販売.購入価格に格差がないならば販売しようと家計仕向けしようと無差別である.
第3・4は家計と経営との直接的関係ではなく，一般の企業経営においても発生する利
益である.生産物経営仕向けの利益に関しては，中間生産物仕向部門はそれを販売するよ
りも経営に仕向けて，庭先販売価格より高い限界収益力をあげる限りにおいて仕向けられ
る.他方，仕受け部門は同一生産物を庭先購入価格でもって購入するよりも安い限界生産
費評価額でもって仕受けられる限りにおいて仕受けることが有利である.固定資産用役補
合的利用の利益は間定資産用役の限界収益力が庭先販売・購入価格内にある限り，その経
営に沈下固定することによって発生する.
家族経営といっても企業的家族経営になると商品生産農家であるのが本質的経済活動と
なり，家族労働の評価基準として，その主観的限界評価を用いるという経営者の行動様式
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は後退してくる.即ち，
① 労働についてはあらかじめ労働時間が規定されて，労働と余暇との選択を自由に行
なうことができないようになれば限界評価と限界収益力との比較が行なわれなくなる.
② 家計仕向生産物については小規模自給生産が不利になり大規模商品生産が有利にな
ればなるほど，また庭先売買価格が縮少するほど商品生産に専同化する方が有利になる.
そめ際はじめて生産物の限界評価を生産量決定のための選択尺度として使うことが不必要
に記ってくるのである.
家族労働力とはいっても，経営主・専従者・補助労働者と分化して，各々の役割を担当
するようになる.例えば，水稲単作の稲作農家についてみると，商品生産としての水稲部
門は経営主とその他の専従労働者が従事し，自給程度の自家菜園は補助労働者によって分
担されているのが現状である.家族のうちで基幹労働者は益々商品生産の影響を受けて，
単に自家労働を主観的に評価するにとどまらず社会的に客観化された賃金によって評価す
るようになる.他方，自給生産を担当する家族労働のうちの補助労働者は自給生産がある
ために自らの労働が客観化されず主観的に評価するものとして残存しているにすぎなくな
る.それは，又その自給生産は農地と家族労働との関係が固定しているほど農家に残存せ
ざるをえない性質をもっている.更に，生産力が低いほどその結ひPっきは強く，生産力が
高まるほど弱くなる.部分機械化段階における農業生産においては農地が固定していると
それに一定の家族労働を結びつけておかなければならない.このような段階においては，
家族労働の強化によって土地の物的生産力をあげることが農業所得を高める方法である.
それが水稲作の商品生産を通して発揮されたとしても，稲作の栽培期間が 1年の内ごく限
られた期間に固定されている関係もあって， 自立可能な経営であっても経営規模が大きく
なると遊休労働が必ず生ずる.そこに農業経営において，家族労働Jを補合的に利用するた
めの多角化が合理的になり，補助労働者をして自給生産に向かわせるのである.それは自
給菜園として種々雑多な作物栽培となり，しかも低い収益性の生産部門を残存させている.
商品生産として行なわれている稲作農家などの自給生産部分はこのような補助労働者に
よって行なわれているとみることができる.商品生産部門にたずさわる基幹労働者は稲作
栽培期間が限定されているために遊休労働者となるのであるが，彼らは商品化された労働
者であるから，兼業所得の獲得あるいは副次部門の導入を促進させる要因となる.高IJ次部
門の導入は農業生産に対する積極的な対応であり，兼業労働への流出は農業生産に対する
消極的な対応である.そのいずれの方向を選択するかは勿論，基幹労働者の主観的効用に
よって決定されるが，農産物価格の不安定.農業における技術進歩や他産業における雇用
の不安定性などが要因となって，農家戸数が固定化しているにもかかわらず農業就業人口
が減少して，兼業農家を集積していくのである.
このように，商品生産一基幹労働者.自給生産補助労働者の対応関係は自立可能な農
業経営の一般的形態として定式化できる.兼業農家においても，自給生産一補助労働者の
関係は変わらないが基幹労働力それ自体が商品化し商品生産が賃金におきかえられて，賃
金一基幹労働者という関係になるとみることができる. しかるに，一定の農業立地を前提
とすれば，経営耕地の小さい農家ほど賃金一基幹労働者. 自給生産一補助労働者の関係が
強くなることは明らかな事実である.商品生産一基幹労働者と賃金一基幹労働者の最も大
きな差異は商品生産の基幹労働者に経営能力が要求されているのに対して，賃金獲得のみ
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の基幹労働者は経営能力を必要としないことである.補助労働者は農業所得形成に少しは
寄与するが無視するほどであるのに対して，基幹労働者は農業所得に占める比重が増大し
てくる.このように農業経営目標を追求する主体が基幹労働者であることから，基幹労働
者以外の家族員は基幹労働者の所得を通して自己の効用が満足されるのである.基幹労働
者は農業経営呂標をその範囲内において，基幹労働者を含む家族員は効用の最大を追求す
るというように二者は明確に分離されてくる.
このような主体均衡理論によって家族経営を理解し，説明することは勿論大切なことで
あるが，それはあくまで定性的分析の域を出ないのであって，それを計量化することは困
難なことである. しかし，農業経営において利用可能な家族労働時間と経営用資金配分量
および生産物家計仕向量が所得水準や家族員数に対応して社会慣行的に決まっており，そ
れを効用関数に照らして決定する必要がないとすれば，計量化の可能性が生ずる.家族
(農家経済)経営における家計と経営との融合関係を認めながらも，経営を家計から独立し
た自己完了的な組織体として認識し，計量的な農業経営分析法を適用することができるよ
うになるのである.
以下，次主主においては，①従来の農業経営理論を整理し.②農業経営理論にもとづいて
計測可能な農業経営分析指標を分類整理し. ③農業経営理論にもとづく農業経営分析指標
を農業経営分析法によって体系化する.それらの経営分析法を具体的な経営問題解決のた
めに準備された資料に適用して分析内容と解決方向を明らかにする.その際，なぜ具体的
な経営資料にかかる分析法を適用したのかを明らかにすると同時に，かかる分析法を適用
することによ って，全く用いないかあるいは他の分析法を用いる場合よりも有効であると
認められる根拠を明らかtこする.
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第2章 農業経営分析の役割と目的
第 1節農業経営分析の役割
第1項農業経営者の管理機能
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わが国における従来の農業経営学では農業経営を静態的組織体として認識するのが支配
的であった.これは ドイ ツ経営学の潮流を くむものである. これに対して， 最近の農業経
営学では経営者の動態的経営管理機能を重視し，農業経営の本質は経営管理過程にあると
いこの経営管理過程をいかに合理化するかが重要視される. これを担当する ものは経営
者であることから，経営主体としての意志決定とその成果に対する危険負担こそが経営の
本質をなすものであるとみているのである.
このように農業経営を認識すると，農業経営の管理過程は次の 5つからなるl)-b. すな
わち，(1)観察による問題発見. (2)分析. (3)意志決定.(<1)執行活動.(5)危険負担である.
意志決定は経営目標を達成するために，何をなすべきかを決定することである.それは
経営活動の最終計画を選択することを内容とする.執行活動は計画の実現に必要な諸活動
である.危険負担の経営過程においては，実施結果が初期の計画に合致しているかどうか
を検討し，経営計画通りに行なわれれば初期の目的が達成されたことになり，もし初期の
目的と非常に大きくかい離すれば， それだけ経営者の経営管理能力に欠陥があったことと
して，責任を問われなければならない.初期の目的が達成されない場合には，それが新た
な経営問題として設定され，その問題を解決するために，関係資料を集め，その集められ
た情報によ って，経営改善の可能性とその方向を見きわめる.いわゆる経営分析活動を行
なうのである.この分析結果にもとづいて，経営目標と照合して各々の可能な経営活動に
ついて取捨選択する..このようにしてP 再-び新しい計画が設定される.
これに対して代表的な一般経営学では次の4つの管理過程に整理しているl)-a. すなわ
ち，意志決定は経営者の計画過程であり，経営者の執行活動とは経営者が計画にもとづい
て経営を組織し，指導.監督することを内容とし，観察 ・分析は経営者の統制過程とみて
いる.このように経営の管理過程を計画一組織一指導一統制からなる循環過程とみている.
ここで，各過程について説明しておく 1)一人
第1の計画過程は，経営目標を達成するために，何をなすべきかを，あらかじめ設定す
ることである.これには目標 ・目的・方針予算 ・企画 ・実施計画・日程計画・標準・手続
き・方法なでを含み， 経営管理だけでな く執行にも及ぶものである. 計画設定にあたって
は少なくとも次のような基本的段階を経る.
(1) 計画を必要としている問題を明確化すること.これには第1に何を行おうとするの
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かを明らかにすることでなければならない.第2に計画設定によって解決しようとする問
題の原因を発見する.第3に問題解決のための計画の制約条件ないし限界をあらかじめ明
らかにしておくことである.
(2) いくつかの可能な案を発見すること.先ず可能な案は経験や模倣から作られるが，
それに頼ることはもちろん危険であり，もっと多くの創意を必要とされねばならない.
(3) これらの案の利害得失を比較すること.可能な計画案のそれぞれについてそれらの
案を実施した場合に， どのような結果がえられるかを予測し，予測される結果の利害得失
を比較することである.従って結果を予測するには現在存在する事実を収集し，それを分
析して，現在の状況を把握し，さらに将来の状況を予測し，それらの状況の下でのそれぞ
れの計画案のもたらすであろう結果を予想しなければならない.オペレーションズ・リサ
ーチの技法はこの段階で有用であることを指摘しておく.
(4) 1つの案を選び出し，最終的な意志決定を行なうこと.これは計画設定の最終段階
であり，ここで計画は現実に設定される. ここで注意すべきことは予測には何らかの程度
で不確実性を含み，事実の収集と分析が正確に行なわれても，この不確実性が全く消え去
るわけではない.また事実の収集や分析および結果の予測には，時間・労働・費用を必要
とすることから，情報の信頼性と予測確率を考慮して設定されねばならない.このような
計画設定の負担を軽減するために 1つは階層性を利用することである.すなわち，方針
のような上位の計画によって具体的な下位の計画の範囲を限定し，計画設定の負担を軽減
することである.更には既成の標準，例えば標準手法を新しい計画の一部に入れることで
ある. 2つは計画のために組織を利用することである.その 1つは分権化ないし委譲によ
って行なわれる.その 2つはスタッフの利用である.このことによって単独では不可能な
計画の設定も組織を通じて比較的容易に行なわれることになる.
第2の組織過程は農業経営目標の遂行にあたって，各種の活動をその性質にしたがって
整理し，各作業内容を明らかにすると同時に，これら各作業聞の関係を明確にすることで
ある.一般企業における組織活動は先ず職務の責任・責任の委譲・監督権限などが明らか
になされる.次に生産部門組織及び組成・職能的権限とスタップ権限・委員会の活用が明
確化される.経営規模の拡大・商品の複雑化にともなって，分権制及び事業部制が近代企
業に一般化される.
第3の指導過程は経営者の経営経済現象に対する知識が完全であり計画が完全であり，
経営組織活動も完壁であって，また経営に協力する労働者もすべて有能で自発的協力によ
って遂行されているならば，指導や監督を必要としない.この故に指導は計画目標を実現
するために労働者にその協力しようとする意志を絶えず喚起することである.そのために
経営者にあっては経営者のリーダーシップが発揮される必要があり，労働者に対しては自
発的協力を確保することである.それには互いにコミュケーションが大切になる.
第4の統制過程は経営の活動状況またはその結果を測定し，それらの実績を計画あるい
はそれに代わる基準と比較し，それに合致させるように修正する措置をとる過種である.
この故に，統制は先ず第1に合理的計画が前提となっていることである.第2に統制は計
画と実績とを合致させようとする経営者の記慮を必要とすることである.換言すれば統制
は実績と計画との差異を明らかにするために分析と評価は不可欠の実体となっていること
である.通常それらの差異の原因として，経営者能力・労働者・作業者の作業能力・作業
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者の士気・、機械・施設の整備状況・資材購入の見込み違い・計画自体の予想?前提・見込
みなどの誤りなどが考えられる"いずれにしろ"分析された事実は経営者に情報として提
供され，その差異の意義 ・重要性，あるいはこれに対する措置の必要性などにつき経営者
の判断をまつことになるといっている.
さて，情報は計画過程の(1)，(2)と(3)を内容としているとみることができる.そして分析
は統制過程のみならず情報の内容にもなっていることである.従って，分析は計画過程に
含iまれていることが明確にされる.そこで，計画過程のなかから，情報を切り離して考え
てみることが，経営管理機能における分析の役割をより一層，明らかにすることができる
と考える.また統制過程で行なわれる分析内容として，①業績及び財政状態.②資金の保
全.③方針・標準的方法・標準的手続き・経営部門組織そして経営規模や経営集約度など
で表わされる経営構造の検討をあげている. しかし，方針などの検討は統制過程ではなく，
情報活動における分析内容になると考える.その理由は，方針などの検討は，統制過程が
合理的計画を前提とじて行なわれる限り，計画自体の予想・前提や見込みの誤りと同様に
統制過程に含まれないとみられるからである.このようにみると，経営管理過程としてあ
げた 2つの分類の仕方を検討した結果，特に計画一組織一指導一統制からなる循環とみる
経営管理過程は若干修正されなけれぼならない.すなわち，経営管理過程は，情報活動 ・
意志決定活動・執行活動と危険負担活動からなる.そのなかで，情報活動は計画過程のな
かの観察 ・分析からなり，意志決定活動は計画過程のなかの最終計画を選択することに限
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定する.執行活動は組織・指導と統制過程を内容とする.そして，経営管理過程は意志決
定と執行活動からなる 1つの循環過程を構成すると考える.なお，危険負担はこの循環過
程に含まれないで，意志決定ど直接的な関係にあるとみなされる.図 2ー 1は農業経営者
の経営管理機能を図示したものである.図2-1を参照しながら，次項で農業経営者の経
営管理機能における農業経営分析の役割を明らかにすると同時に分析の意味と内容を検討
する.
第2項農業経営分析の役割
(1) 観察・分析は主として情報活動であるが，その他，執行活動のなかの統制の内容と
なることを上述で明らかにした.ここで，観察とは問題発見によって，その問題に関する
経営現象の構成要素を蒐集し，整理することである.また，分析とはその経営現象の構成
要素を明らかにし，その構成要素聞の因果または因数関係を明らかにすることであると定
義しておこう.この分析の定義に従って，分析の具体的内容を検討するが，その|燦先ず，
どのような分析内容が情報に，また統制に含まれるかを明らかにしておく.
最初に，統制に含められる分析として 1つはもっぱら財務諸表などの経営資料を用い
てp 過去の実行結果を把握すること. 2つは実行結果を，過去の実績値・標準値や計画値
と比較すること. 3つは実行結果が計画どおり行なわれない場合に，経営者はその後の実
行の修正を行なうことである.このように統制は計画が正しいとみて，計画と実行結果と
が合致するものであることを前提としていることが明らかにうかがわれる.
次に情報に含められる分析は，上述の分析内容の他に，計画が不適当であることが判明
した場合.つまり，条件予測値に誤りがあるか.または当初の新規計画に誤りのあること
が明らかにされた場合に，経営者が計画の修正を行なうための情報を提供することであ
る.このように情報における分析は，計画が不適当であることが前提となって，修正計画
案を作成することを内容としている.
(2) 上述のように，農業経営分析は第1義的に情報活動であり，第2義的には執行活動
のなかの統制の内容をなすことが明らかにされたが，分析が農業経営の実践的解決手段を
提供するようになるためには 1つは(現状についての実態把握Jを正確に行ない 2つ
には「将来についての望ましい選択方向を与えるJ，云い換えれば，実態把握にとどまらず，
「処方j に相当する経営改善策を打ち出すための予測と方向づけを行ない計画案を作成す
るものである.つまり，経営の過去の実績を診断するだけでなくて経営問題の将来に向つ
ての解決手段を与えるという実践的役割をはたすものとならなくてはならない 従って，
分析は統制に含められた本来の分析内容に加えて，情報活動としての分析である診断と
計画案の作成を含むことによって，実践的役割をもった分析の意味が明らかになるので
ある.
(3) 農業経営分析の実践的役割をより効果的にはたすために，農業経営に投入された各
生産要素の収益力を計測し，それにもとづいて，生産要素や生産部門の結合が最適である
かどうかを評価できるような精徴な分析方法を用いる必要がある.
さて，農業経営者が経営管理機能を効率的に遂行するには，経営管理の各過程の重要性
を認識しなければならない.実際に，どの経営管理過程が重要となるかは農業経営者の当
面する問題により著しく異なってくる.従来の研究成果をみると，意志決定を中心とする
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f 計画論的な接近の仕方が線型計画法の発達によって著しく進歩し，一定の成果をあげてい
る.
以上述べた如く，農業経営分析は経営管理機能の情報活動の内容として，それ自体，重
要な役割を果たすものであるが， さらに他の経営管理過程との関連を認識することによっ
て，分析効果が発揮されるのである.
なお，農業経営者の管理機能を発揮するために必要とする経営者の主体的能力として，
農業経営者の知識状態・予想あるいは期待値の形成・市場条件tこ対する行動様式が密接に
関連する.若干，それらの問題について次に述べておくわめの5)，
第2節 農業経営者の主体的条件
農業経営の分析結果の利用者は農業経営者であることに隈定して考えると，彼が農業経
営をとりまく経済現象をどのように認識し，その認識の程度が完全であるのかどうかによ
って，分析結果は大きく影響されるであろう.従って，分析を行なうにあたって，農業経
営経済現象に関する農業経営者の知識状態・将来に対する期待値の形成・市場条件に対す
る行動様式などの主体的条件をあらかじめ吟味しておくことが重要となる.
(1) 先ず農業経営者が将来事象の予測値(期待値)に基づいて意志決定を行なう場合に
完全な知識状態にあるとすれば，農業経営目標は農業経営純収益の最大化におかれる. し
かし不完全な知識状態にあれば，経営目標は経営純収益の期待値と経営の安全性との組合
せから得られる成果(効用)の最大化におかれる.
(2) 次に農業経営者は農業経営分析において，将来の経営方向を打ち出すために予想、
(期待値)を形成する.その場合，分析内容となる生産要素の調達・投入および生産物の産
出・処分に日付が関係しているかどうかという時間的要因が入ってくる.時間的要因が入
るかどうかによって長期と短期に分かれる.また経営経済事:象について確定的な知識状態
にあるか，あるいは確率的・不確定な知識状態にあるかによって，それぞれ静態と動態に
分けられる.従って，それらの組み合せから短期静態・長期静態(比較静態)，そして長期
動態と仮定される農業経営経済現象が分析対象となる.
(3) 更にまた，購入される生産要素の種類と購入数量 ・販売される農作物の種類と販売
数量を決定する場合に，市場に対してどのような行動様式がとられているかが問題になる.
農業経営者は，一般に価格所与のもとで消極的に数量調節者として行動している. しかし
積極的な農業経営者は，共同出荷のように，大量出荷によって市場における価格交渉力を
強化する.あるいは新しい品種を開発したり，貯蔵や栽培法を工夫して端境期に出荷した
り，また加工や包装手段によって生産物を差別化してより高い価格を取得しようとしてい
る.農業経営分析は，農業経営者のそのような市場対応のちがいによって経営成果がどの
ように高められるかを明らかにするものでなくてはならない.
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第3章 農業経営分析指標の基礎的考察
第 1節 農業経営の課題と分析指標の設定
農業経営の分析指標を設定する前に，農業経営に対する問題意識を明らかにしておく必
要がある.そのためにわが国の現在の農業経営の課題とその方向について模型的構想を示
しておく.それによって，次節の分析指標の意味を問題意識とその問題解決との関連で理
解することができると考える.そこで，わが国の現在の農業経営は家族経営であるとして，
図3-1・農業経営の課題とその模式図を設定する1)-a. b.c.d. 
家族経営の目標は農家の家族員の効用を極大にすることにあることは明らかである.そ
れには農家所得と余暇を得ることによって達成されるであろうと考える.今，余暇は社会
標準として確保されているとするならば農家所得を増大することにのみ依存することにな
る.農家所得を得るには家族労働を農業と兼業に配分する.家族労働を兼業に配分するこ
とは農家の消極的対応である.それは農業と非農業との二重構造にもとづく所得格差から
生ずる対応の仕方である.すなわち，農業外部の雇用条件の不安定・農産物価格の不安
定・農業生産の不安定に起国する.更に農業を適職とし!ない職業選好の問題などによって，
農業人口の減少をともなうが，農家は離農までにいたらず固定化する.そのなかにあって，
生活水準は上昇する. しかし，それは農家所得に占める農業所得の割合が低下するなかで
出稼ぎ，在宅兼業などの兼業所得により多く依存せざるを得なくなることにおいて可能な
のである.
次に農業本来のまたは農家の積極的対応である農業経営の課題とその解決-方法にIつい
て，図 3-1の模式図を参照しながら述べる.
農業所得または農業経営純収益を階大する第 l次接近として次の 3つをあげることがで
きる.先ず経営主体の確立である 2つは客体的経営活動の問題として，労働及び土地生産
性(収益性を含む)の向上である.なお， 資本生産性については資本が労働や土地のよう
に本源的生産要素よりつくられたものであって，生産されたところの生産手段である.従
って，特に資本生産性をこの模式図では明記しないが，労働及び土地生産性を問題とする
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際に陰伏的に含められるものとして取り扱うことにする. 3つは庭先販売価格の向上と庭
先購買価格の節減というつまり価格獲得力の強化である.
さて，この模式図の基調は家族経営から農企業経営の発展方向をたどるというところに
ある.それには生産費を低下させるという経済性を高めることが一方に要請されながら，
他方においては農業経営の収益性を高めながら経営規模の拡大を実現することである.わ
が国のように零細農耕制においては，経営規模を拡大することが必須となる.収益性を高
めるととである農業経営純収益の増大は価格獲得力に依存するので生産費の低下を内容と
する経済性を高めることとは必ずしも同一方向をたどるとは限らない.模式図では同ー方
向をたどるものと考えている.
更にこの図では農業経営純収益を増大するための第一次接近の 3つの問題を解決する対
応策として，改善主体からみて次の 3つに分割している. 1つは個別経営の活動による改
善策である. 2つは営農団地または地域としての対応策である.3つは行政的措置である.
農業経営の課題をこのように 3つの問題と 3つの対応策に 2分類するととができる.
先ず農業経営の確立の問題であるが，その個別経営の改善策として農業経営者が農業経
済現象に対する正しい認識と農業に関する意欲を喚起し，将来事象についても予想を形成
する能力を養うことである.
営農団地及び行政的措置は基盤整備を充実して生産の組織化を進めると同時に農業教育
と普及活動を充実し，企業農にめざめた農業後継者の育成をはかることである.
次に，生産性のうちで，労働J生産性の個別経営の改善策あるいは労働生産性形成要因は
労働手段または労働節約技術の進歩を媒介として，労働手段を高度化することである.そ
の実態は農業機械化による資本装備率の向上である.更に経営耕地規模を拡大することで
ある.それを可能にするには農地の流動化が行なわれていなければならない.この 2つの
要因は経営問競争をひき起こす重要な基本的要因となる.労働手段の高度化と経営耕地規
模の拡大は労働作業管理の合理化によって労働の受容力と労働能率の向上に結ひ'つける必
要がある.
土地生産性の向上に関する問題の改善策あるいは土地生産'性形成要因は労働対象または
労働集約(増収)技術の進歩を媒介として 1つは労働対象手段の合理的作用をはかるこ
とである.すなわち，肥料・農薬・動力燃料などを最適生産性が確保されるように投入す
ることである. 2つは土地利用を高度化することであって，それは反収の増大 ・作物品種
の選択組合せを適正にする.この 2つの基本的要因によって，経営耕地の集約度を高度化
する必要がある.このような意味の集約度を組織集約度と呼ぶとすれば労働作業管理の合
理化は一定の労働手段と経営耕地規模における管理集約度であるとみることができる.組
織集約度と管理集約度は土地利用共同・土地利用手段共同(労働手段共同)・労働力利用共
同・生産物利用共同によって経営の総合力が発揮される.生産理論では土地と土地(労働
力)利用手段共同は補完または補合関係として把握し，労働力利用共同は補合関係，生産
物利用共同は自給生産の理論が対応する.
3つの価格獲得力の強化に関する問題である.その個別経営の改善策は販売・購買の合
理化である.これには生産物・生産要素市場の動向を察知することによって庭先販売価格
を高め，庭先購買価格と流通経費を軽減することが必要である.
以上，経営主体の確立を除き，生産性の向上と価格獲得力の強化の問題については，個
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別経営の改善策の側面から述べてきたが，次にそれらの営農団地地域または行政的措置の
側面の経営外部からの形成要因についてみる.労働と土地生産性を向上させるには，長
期的には経営規模の拡大と短期的には経営集約度の高度化が必要である.経営規模の拡大
と経営集約度の高度化の両方向の同時追求は現実的に容易に達成し難いことではある.い
ずれにしても，前述の如く，経営規模を拡大するには労働節約技術がその効果を発揮する
のι対して，経営集約度を高めるには労働集約技術がその効果を発揮する.そうであると
してjも，今，農業生産力の本質と目的が単位土地面積当り生産量を高めて国民の食糧の供
給を確保することにあるとして，農業生産力の増大のために経営集約度を高めることによ
って短期的に達成をはかる場合に，経営集約度の効果が発揮されるのが通例である.農業
生産力を高めるために経営規模を拡大しようとして，それが長期間を必要とする場合には
強固で継続的な保護政策を必要とする.この故に，農業生産力を増大するために経営規模
の拡大かそれとも経営集約度を高めるかは，労働力と資本財利用をめぐって国民経済にお
ける長期展望と個別経営の収益性との調整あるいは調和発展の上に立った考察も必要とな
ってくる.農産物の輸入依存度が高まり，農業労働力の流出と労働節約技術の進歩と相ま
って，資本装備率の高い近代的にして企業的な農業経営の確立がますます必要となるなか
で，その面の考慮と園内の農業生産力の形成が見落されはしないかどうか問題となる現状
である.いずれにしろ，経営規模の拡大は必須となり，それには経営問競争をともなう.
従って，この面における地域的な対応策はこの競争原理の上に立って，更に農法と生産組
織を確立することによヲて国民の食糧の供給の確保と結び、つくことになる.それには行政
的措置として近代化施設と土地基盤の整備がはかられねばならない.
また経営集約度の高度化と価格獲得力の強化は地域間競争とその調整をともなう.この
面における地域的な対応策は主産地形成と価格の安定・流通組織の確立である.そのため
に行政的措置として生産物・資本財市場の整備と価格の安定策が講じらればならない
このように農業経営純収益の増大という農業経営目標を実現するために，第1次接近と
して経営主体の確立・生産性の向上・価格獲得力の強化が必要である.そのために個別経
営における改善策のような経営内部の要因と地域的対応策・国家行政的措置のような経営
外部からの促進要因とが相互に相乗効果を発揮させることである.そしてその相乗効果は
農業経営目標の達成と国民経済の発展につながらなければならない.
さて，農業経営の現代的課題の模式的な説明の中に，農業経営目標の実現と解決手段に
対して具体的に計測可能な分析指標を設定することが必要である.それを次節で述べよう.
その場合に，勿論，農業経営に関する理論的背景を持つ必要がある.例えば，農業経営規
模と経営集約度に関しては，それぞれ経営規模理論・経営集約度理論であり，各生産要素
の収益力の計測に関じては農業経営評価理論，作物品種の選択組み合わせに関しては選択
理論，地域開競争に関しては農業立地理論，農業経営の主体の確立に関しては主体均衡理
論，農産物の販売・農業資材の購入に関しては市場論である.これらの農業経営の理論を
も背景としながら農業経営分析指標を設定し，その意味を吟味する.
第2節 農業経営分析指標の種類と意味
第1項農業経堂成果指標
本節で分析指標を吟味することに関連して.改めて農業経営分析の本質を問うとすれば，
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次の如く云い表わすことができるであろう.すなわち，農業経営者がある経営条件(一般
的には，経営環境条件と経営要素条件)のもとで，ある経営活動を選択する場合に，経営
目標をどの程度達成できるかという経営管理問題に答えるために，経営条件・経営活動・
経営目標の聞の因果関係について一般法則を明らかにすることにあるといえよう.しかも，
その農業経営の分析結果は，当崩する農業経営問題に対して，解決方向を示すものでなく
てはならない.換言すれば，農業経営者にいくつかの解決方向を示し，そのなかから農業
経営目標を実現する!ために最適な方法を選択させることを意図しているとみることができ
る.
農業経営目標となる成果指標として経営純収益と経営の安全性をあげることができる.
(1) 先ず経営純収益は農業生産の永続的組織体である農業経営体を構成する全ての経営
要素に帰属する残余純収益である.これは農業経営体を構成する経営要素の性格によって
区分される.
例えば，農業経営の理念的経済形態の経営純収益についてみる.(図 1ー 1を参照された
い).農企業経営は労働市場から提供された物財に対して物財費を支払い，生産物市場には
生産物を提供して生産物販売収益(粗収益)を得る.このような外給をえて費用要素とな
るのは労働と物財用役であり，資本はすべて内給される.従って，農企業経営純収益=粗
収益一(物財費十労働費)となる.この経営純収益を高めることは総資本に対する残余報酬
を高めることになる.また集団農業経営は労働と資本がすべて構成集団から出資される.
経営体は労働力・土地・資本を内給する.従って集団農業経営の成果は集団農業経営純収
益=粗収益一物財費となる.この経営純収益は労働・土地用役と資本用役に帰属する残余
報酬であって，これは農業純生産額に等しい，更にまた，土地のみが経営体である土地利
用経営の経営純収益である.その他，労働力利用経営や経営者能力利用経営などの経営純
収益を理念的に考えることができる.
農業経営の現実的経済形態は理念的なそれに若干の修正を必要とする.現実の農企業経
営は総資本がすべて出資されて内給されることはなく. 1部は借用され，経営体を構成し
ないことが多い.現実の農企業経営純収益=粗収益一(物財費十労働費十借入地地代及ひ守
資本用役費)となる.従って現実の農企業経営は，自作地用役・出資(自己)資本用役と経
営者能力の内給生産要素に帰属する残余報酬の極大を達成することが経営目標となる.
なお，農企業経営の経営目標は農企業経営純収益であるが，それを他の経営との比較の
便宜のために，農企業経営純収益を総資本で割った資本純収益率(資本効率)で表わされ
る場合もある.また農企業経営では，労働が資本主や経営者によって雇用されるので，労
働を外給費として取り扱う.しかしながら，農企業経営といっても労働者の参加と協力に
よって生産されるのであるから，資本主や経営者に対する残余報酬と同様に，労働者の利
益もよく確保されるように，農企業経営は組織され，そして運営されねばならない.つま
り，資本のみならず，労働力も経営体を構成するのである. このような見解を堅持する場
合には，農企業経営は社会化されることになる.従って，経営目標は共同経済的生産性，
換言すれば，集団農業経営の経営目標と同様に純生産額が経営目標となる.家脇怪営の経
営純収益は家族経営純収益出粗収益(物財費十雇用労賃+借入地代+借入資本来Ij子と)な
る.とれは家族の効用概念から離れて，経営体のみの成果を把握している.その経営体は
家族労働力・自作地と自己資本を内給し，それらの経営要素に帰属する残余報酬が家族経
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営純収益となる.なお，借入地代(小作料)のうち，農地法によって耕・作権 (用益権)が
確立されていることから表土権は経営体を構成するとみることもできるので外給される費
用とみない場合も考えられる.
ここで注意しておきたいことは，家族経営であっても，その経営体を構成する各生産要
素に帰属する収益力の大きさを示す収益性指標がある.例えば1日当り労働報酬は労働収
益性を示す.一般に残余報酬としての経営純収益と しての経営純収益と上述のよ うな収益
性る含めて収益性概念として把握している.本論では両者を区別し，生産要素単位当り収
益力を示す収益性は残余報酬の経営純収益に影響す要因指標である経営効率の 1つで、ある
とみなす.従って， 収益性は経営効率と して後述する.
(2) 経営の安全性には経営純収益の安全性と経営財産の流動性を示す指標からなる.経
営純収益の安全性は経営純収益が変動しないことに成果としての目標をおき，経営純収益
の分散や標準偏差で示される.経営財産の流動性は経営財産の即時換金容易性と元金回収
の確実性からなる泊).これらの指標としては，例えば，即時換金容易性は流動比率などで
示される.元金回収の確実性は固定比率や資本構成を示す負債比率などがあげられる.即
時換金容易性と元金回収の確実性には密接な関係がある.農業経営に元金を投入し場合に
は，短期的には経営財産の即時換金容易性が，長期的には元金回収の確実性が重視される.
さて，これらの経営目標となる成果指標はどのような経営現象におかれて経営活動を行
なうかによって，その重要性に差異を生ずる.例えば， 短期静態下において経営者が意志
を決定しようとすれば，経営純収益を高めることが経営目標となる.比較静態または長期
動態では経営純収益は勿論，経営の安全性の成果指標に関しでも同時に考慮する必要があ
る.
(注) 経営財産の流動性は，いわゆる 「安全性の原理削Jともいわれている.これは「経
営資金を必要とする ときに， 必要とするだけ， いつでも経営に流し込みうる準備ができて
いるか否かに関する良さである」とされている.本論の元金回収の確実性は長期安全性ま
たは確実性に，即時換金容易性は短期安全性を意味しているとみられる.安全性を具体的
な指標を用いて考察するには，主に貸借対照表を利用して行なわれる.例えば元金回収の
確実性(長期安全性)に関して 1つは，固定資産と資本との関連を問題とする固定比率
(=固定資産/自己資本).固定長期適合比率{=固定資産/(自己資本+固定負債)}など，
いま lつは， 資本構成を問題とする負債比率(負債/自己資本).その他，貸借対照表以外
に損益計算書からも，利子補償率{=(純利益十支払利子)/支払利子}などが経営財産の元
金回収の確実性の点から問題とされる.また，即時換金容易性(短期安全性)に関する指
標としては，流動比率(=流動資産/流動負債)や当座比率も しく は酸性試験比率(=当座
資産/流動負債)などがあげられる.
@ 藻利重隆編 『経営学辞典j，東洋経済新報社，1967， pp. 297~304 
第2項農業経営成果に影響する要因指標
農業経営の要因指標は，経営成果との聞に因数関係と関数関係が存在する.医i数関係は
経営成果が要因指標間の加減乗除によって直接に表現される関係である.関数関係は経営
成果と要因との因果関係が加減乗除で、直接に把握することができないが，ある媒介項をと
もなって間接に表わされる関係である.また，因数関係は加減乗除という数量的把握にと
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どまらず，記述的な因果関係で説明されることも含むものである.
このような経営成果と要因・要因相互間などの経営構成要素聞の因果関係については，
第4章・農業経営分析法とその体系でとらえられので，本章では，主として，農業経営指
標として，どのような要因指標があるのかを，分類・整理する.その際，要因指標の種類
と意味を明らかにする.それによ って，経営分析の 1部が明らかにされて，農業経営条件
に相応して，農業経営者が経営成果を最大にすることを目標として経営活動を行なう場合
に，農業経営者の意志決定がいくらかでも正確に行なわれるものでなければならない.
経営・経済で用いられる生産要素や経営要素は労働(力)，土地(用役)，資本や資本(財)
用役などと各要素の性格や特質から分類・整理されていることは云うまでもない，しかし
土地と固定財資本には類似した性格があったり，また統計学上では種々の母集団から標本
を抽出し，確E私的な意味で同質性が検定されるかどうかによって分類される.農業経営分
析においては，統計的な操作を行なうことが不可欠であることから.多少ともこれと類似
した手続きをする場合がある.いずれにしろ，本項では前述したわが国の農業経営の課題
を模式図に示したが，その課題と問題解決の方向に則って，要因指標をとらえることにす
る.
農業経営目標を実現するには，先ず，短期間に実現される方向と，長期間かかって実現
される方向とがある.短期間に実現される指標は経営活動を示すものからなり，それは主
に技術革新と市場対応の改善によって動態的に経営集約度を高めるか，また静態的には最
有利経営集約度を高めることに関係する.敷術すれば，静態的には，長期的生産関数上に
おいて規模・集約度をかえて効率をあげる.動態的には，市場対応を改善する価格条件を
能動的にかえるか，あるいは技術革新を採用することよ って生産関数の移動となり経営効
率をあげる. したがって，動態的経営活動と静態的経営活動との結合によって f純収益J
をより高めうる「新均衡点Jに到達する.
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農業経営分析指標の分類図3-2
標、指
1日当り労働報酬など)
因要
f収益性(10a当り土地純収益.
経営効率{生産性(1人当り純生産額)
l経済性(生産物単位当り生産祭用)
〔経営活動〕〔経営目様〕
「管法集約度
I I経営耕地単位当り労働.流動Jtオ.資本l
f本来的経営集約度¥¥用役など l 
組織集約度
経営集約度(
L受容力(利用度)と装備率(1人当り稼働日数.資本装備率など)
経営の安全性{経営純収益の安定性と経営財産の流動性(即時換金容易性と元金回収の解実性)} 
経営規模(農地図定財資本.家畜単位.生産労働力単位など)
経営純収益????????
(作物.品種の構成.輪作方式)
「農業経環境条件Jとなる自然.市場a 社会 (組織.制度)条件指標は省略する.
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長期間かかって実現される指標は経営条件に関するものからなり，それは主に経営規模
を拡大することに関係する.
このような経営集約度と経営規模は経営成果に対する要因指標になる.これらの要因は
経営効率を通じて経営成果に影響するという意味から，経営効率も要因指標として位置づ
けられる.図 3-2は農業経営分析指標を分類したものである.図 3-2を参照しながら
各要因指標を順次吟味する.
ζ!れらの要因指標を図 3-1の模式図と関連づけると，本来的集約度は土地生産性の要
因となり，経営規模の拡大は労働生産性を向上するための要因となる.これらの土地及び
労働生産性は経営効率指標であり，その大きさが経営成果としての経営純収益に影響を与
えているとみることができる.経営主体の確立と価格獲得力の強化に関する要因指標は割
愛し，生産経営のみの要因指標は，従って経営効率(FarmEfficiency)，経営規模 (Farm
Size) ， (長期実現)と経営集約度 (FarmCapacity)， (短期実現)に 3大別される.また経
営集約度は本来的経営集約度 (FamIntensity)と利用度・装備率にわけられる.更に，本
来的経営集約度は組織集約度，と管理集約度注)からなる.
(注) 経営集約度を管理集約度と組織集約度にわけたことに関して，若干注釈を加えて
おく.この概念はチューネン著『狐立国J，ブリンクマン著「農業経営経済学』において，
既に陰伏的には述べられていると解釈できる.特に，ブリンクマンは第1章で農業経営集
紡度を r農地単位面積あたり費消される労働および資本の量Jと同書で定義している.ま
た第2章では経営集約度要因として，農場の交通地位・自然的事情・国民経済の進歩発展
と農企業者の個人的事情をあげて説明している.そのなかで経営の「相対的」集約度は「最
初に作目の選択の上に反映し・・…・，すなわち経営組織の集約度の上に反映するが…個
々の作目が経営される集約度の上には，はるかによりわずかしか反映しない」と同書で述
べているなかで，筆者は経営組織の集約度を組織集約度とし，また，個々の作目云々の集
約度を管理集約度と解釈する.また，農業経営方式を論じている第3章第2節農業生産の
多面性への強制の原因は一定面積に投下される労働と物財における費用逓増の法則を回避
すを方法として考えられたものであり，これはとりもなおさず，経営組織集約度の成立要
因ともなっている.このように，ブリンクマンは経営組織集約度，更に，一定の耕地面積
における経営方式を合理的に確立するために，土地，土地利用手段と養畜・加工部門を結
合させることを主眼として，集約度理論と生産立地論を展開しているとみることができる.
しかしながら，我国のように， 71<閏作を中心としている場合には，作目の選択が非常に
制限される.そして，作自の選択が既に決定されており，そのなかで資源をどのように合
理的に利用するかということがより重要となってくる.更に，土地が制限要因となってい
ることは依然として変わらないが，最近，高度経済成長において，農業労働力が流出し，
農業経営を維持し発展させるために，農業労働力が制限要因となったことにともない資本
装備が重視されてきている.このような事態を反映して農業経営を正しく認識できる集約
度を重視し組織集約度に対比して管理集約度を提唱する.
1 なお，このような考え方は，ブローム Dr.Dr. h. c. Georg Blohmも彼の最近の著書
"Die Neu-Orientierung der Landwirtschaft" (Jl波剛毅訳 f農業経営の新方向Jr農業
技術研究所資料JH.第11号)のなかで述べている.すなわち農業経営が変動している
場合には，経営管理的な経営逐行の諸方策と経営組織の諸方策とが区別されなければなら
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ない.すべての経営経済的な考察の場合に，とくに，最適集約度 dieoptimale Intenstitat 
を発見することが問題であるから.吾々は管理集約度， Bewirtschaftungs Intensitatと
組織集約度 Organisationsintensitatと根本的に区別する. というのは集約度の阿形態
は変化した経済条件の作用によって相反した結果を生ずるからである.第1の方策は経営
の管理 Bewirtschafungc1es Betriebe Iこ関するものであり，他の 1つは経営組織の問題
Angelegenheit der B巴triebsOrganisatiol1に関するものであるJ(引用.向上書9頁)
と述べている.管理集約度は経済成長にともなって，益々労働が限定要素となり， しかも
それが機械力に代替される場合に重要となり，経営の分業化が進み，更に，経営規模の拡
大の可能性を問題tこする場合には，その重要性が増大してくるものと考える.
1.経営効率とその指標のH今!来
(1)経営効率の定義
経営効率は技術的にはある生産要素が実際に稼動した投下量に対するその生産要素に帰
属する成果量である.各生産要素の収益力を示す収益性指標や純生産要素の収益力を示す
生産性指標をさすことになる.逆に生産量(成果量)に対する(総)投入量でもあるL こ
の場合は生産費などの経済性指標をさす.
経営効率は経営成果に影響する要因であるが，同時に経営効率は経営規模と経営集約度
によって影響される.このように経営効率は要因指標と云っても経営規模や経営集約度の
要因指標と経営純収益や経営の安全性の成果指標との中聞に位置づけられる要因指標であ
る.このように位置づけるのは次のような理由による.ある特定の農業経営の経営目標が6
その経営体を構成する生産要素に帰属する混合残余報酬である経営純収益をもっで，経営
成果とすることを前提とする限り，その農業経営を分析対象とする際に，その農業経営の
経済形態と関係なく，各生産要素に帰属する収益力を計測し，その収益力(収益性または
生産性)と経営規模や経営集約度との関係を明らかにしたり，また各生産要素の収益力と
経営成果としての経営純収益との関係を考察するというように，経営構成要素と経営成果
との因果関係を明らかにする上に重要な役割をもっているからである.その際，経営効率
指標聞の序列並びに相互依存関係を明らかにするとともに，農業経営成果の形成要因とな
る経営活動を示す経営集約度およびそれを制約する経営制約条件となる経営規模などの要
因指標開の相互依存関係も考慮されなければならない.
(2) 経営効率の関数的把握と残余的把握
農業経営成果・経営効率と経営構成要素(因)，または農業経営純収益は経営構成要素の
収益力(収益性)に応じてどのように帰属するか，逆に経営構成要素は農業経営純収益に
どのように寄与しているかということに関して数量的に把撮する場合 2つの方法で計測
される. 1つは残余的把握であり，もう 1つは関数的把握で、ある.これら両者の関係につ
いて明らかにする.
残余報酬としての経営純収益の各生産要素に帰属する収益力の内容は農業経営の経済形
態の相異によって異なる.残余としての経営純収益は内給生産要素以外の外給生産要素が
すべて市場価格(庭先購入価格)で評価され経営費として粗収益から差し引かれた残余報
酬である.すなわち，雇用労働に討 しては賃金を.小作i也に対しては小作料を.購入農業
資材に対しては物財費を，借入資金に対しては利子を支払う.そこでは，外給生産要素の
市場価格は農業経営で利用されることによって得られる収益力に一致することを仮定して
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いる.市場価格は個別経営によっても長期的にとれば各生産要素の収益力に等しくなると
期待してよいであろう. しかし短期的には個別経営で利用される任意の生産要素の収益力
とその市場価格が一致するとは限らない.従って内給生産要素の収益力を控除(残余)法
によって残余帰属収益力として計測した値は正確な収益力を表わすものとして期待するこ
とができない.
ζのように考えると，各生産要素の市場価格でもって，タト給あるル、は内給生産要素を評
価することよりも当該経営の各生産要素の限界収益力でも って評価する必要がある.
ぞこで，限界収益力と残余報酬との関係についみる.今，もし，次のような仮定をおく
ことができるとする.すなわちj
① l生産要素を除いて，生産要素の市場制li絡がその限界価値生産力に等しい.
@ 物的ないしは価値的な全生産物がつぎのように分配される.すなわち各生産要
素への報酬がその限界収益力に等しいこと.
@ そのような報酬が計算される とすれば，物的ないしは価値的生産物には残余を
生じないこと.すなわち V~かなる残余部分も残らないで各生産要素にその正確な報酬を
帰属させることができることである.換言すれば，
① 各生産要素は限界生産力を報酬として受け入れることができる.
② 全生産物は各生産要素の分配の和に等しくなることができる.
この生産物帰属の原理はオイラーの定理によって証明される.すなわち，生産物P，そ
の価格九とし，生産要素のうち，土地B・労働L・物財M として，次のような生産関数
からオイラーの定理によって，例えば，資本の価値限界生産力(資本効率)が導出される.
生産関数 P=F(B. L. M)・生産物価額 V=九・ P 生産関数が一次同次関数であれ
ば，次のようなオイラーの定理が成立する.すなわち，
P = a~ . B+ ar. L+ a!K・MαnαLα1Vl 
V=p.・Pについてみると
αVαV 一一一一 ・B十一一 ・L+ ・MαBαL' J..J I aM 
上式の告について
aV 旦1旦工11~!:J九バ11 . aP = 
αBαBαPαB 
の関係があるから
αP=oαPαP (P.十一一一一一 P)一一 ・一一αBαB 
V=Pp・4.B+Pp・4 .L十九・ 4 ・MαDαLαlVl 
となる.今，資本効率についてみると
pαp 
p・五百・ Mミ αP 
一 c 一 =(V一(P.・EE-B+Pp-EE--L)〕÷
となり，上式は資本価値限界生産力となる.もし，一次同次関数が成立していないならば，
資本効率は資本の価値限界生産力と一致しないで過大あるいは過小に評価される.他方，
控除(残余)法による資本効率の算出は次の式で示される.
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f子三(Vー (PB・日L・山す
但し，m 資本純収益， c投下資本，PB :地代， PL:労賃を示す.
もし，オイラーの定理が控除法においても成立するとすれば，次の式が成立しなければ
ならない.
m=Pn・4PR=Pn.4P14.竺
αlVl， α.o， αL 
すなわち，生産要素の価値限界生産力は生産要素価格に等しくなければならない.この
故に，控除法によって資本効率を計測する場合は①一次同次関数が成立し，しかも②生産
要素の価値限界生産力は生産要素価格に等しい条件においてのみ正確に資本効率が計測さ
れる. と同時に経営純収益が把握できるのである.一次同次関数は利潤極大の均衡条件を
導出する場合に，必ずしも前提されるとは限らない. しかしながら，実際には不確定要因
が入っきて必ずしも上述の 2つの条件をみたさない.そのために，経営純収益を各効率指
標でもって把揮する場合には，経営純収益は各効率指標の試行錯誤をともなった複合した
収益性からなるものとして把握することも 1手法である.
従って，同じような 2つの農業経営の経営純収益を比較した場合に，一方が相対的に高
いからといっても，各効率指標のすべてが高いとは限らないので，単一の効率指標をもっ
て経営純収益の高低を判断することのできないことが理解される.
(3) 経営効率指標の吟味
経営効率 (Efficiency)は次の 3つに大別される指標からなる.それは収益性・生産性と経
済性である.
1)先ず収益性はある生産要素に対するその生産要素に帰属する(純)収益力で示
される.例えば，耕地10a当り土地純収益(土地効率).投下労働1日当り労働純収益また
は労働報酬(労働効率)や投下資本単位当り資本純収益(資本純収益率又は資本効率)で
ある.
一般に収益性は絶対額としての経営純収益で示される経営成果を含めて考えているが，
本論では収益性を経営効率に限定していることに留意されたい.なお，これらの関係を明
らかにするために，例えば土地利用経営の成果となる土地純収益は次のような項からなる
ものとする.すなわち，
土地純収益=経営要素量(耕地面積)x有効生産要素量× 土地純収益
経営要素量 有効生産要素量
右辺の第 1項は経営規模，この場合経営耕地面積，第2項は利用度，この場合土地利用度，
第3項は経営効率である土地収益性を示すというような要因指標聞の因数(相乗)関係が
存在する.
収益牲を計測するにあたって，同一生産要素が内給生産要素でもあり，また外給生産要
素ともなる場合が必ず存在する.例えば，農業労働として家族労働のみで不足し，雇用労
働を必要とする場合，家族労働や農機具などの利用効率を高めるために，自作地の外に借
入地を必要とする場合，また，農家所得の大部分が兼業収入に依存して，家族労働が主に
兼業労働jに向けられており，動力耕転機などの資本装備も低いために，自家の経営地の一
部を賃耕している場合などが農業経営の現実的問題として生ずる.収益性などの経営効率
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'指標は内給すべきまた外給に依存すべき生産要素量を決定する場合の選択基準に利用され
る1$)，
注)このような選択基準として， Heady，の考えを参考にして説明すると次のようにま
とめることができる7)• 
併) 農業経営者が所有(内給)する生産要素か賃借(外出合)する生産要素のどちらを選
択!ポるかは，単一生産期間でかう完全知識を仮定する場合には所有(内給)と賃貸(外給)
は両者から得られるであろう等効率曲線に接する両者の価格評価線の点において両者の利
用量が決まる.
1 (1ロ):競合期間，完全知識および生産要素が多年度の期聞にわたって利用される固定財資
本や土地のような生産要素の用役ストックの場合には所有(内給)固定財資本及び土地の
現在価格と同じ耐用年数をもっ賃借(外給)要素の用役価格の現在価格との比較によって
どちらかの費用価額の小さい方を選択する.ここで用いられる割引率は市場利子率でもっ
て評価している.
付 競合期間，用役の蓄積および不確定性が入ってくる場合には主観的あるいは内部利
子率によって評価されねばならない.賃借用役に対しては収益率の外に不確定のために主
観的割引率を加えて，外給の生産要素によって得られる将来収益力を割引くことがある.
従って所有(内給)固定財は賃借固定財用役よりも主観的に高く評価されて不確定に対す
る安定性を維持することを期待するのである.このように所有(内給)か賃借(外給)か
によって経営効率に差の生ずる場合には，同ーの選択基準で経営効率を設定することはで
きないのである.その具体例として，今土地の賃貸借の例をあげるとすれば借入地か自作
地にすべきかの資源配分問題に直面した場合に保持されなければならない原則について次
の通り考えられる.
イ)単一生産物についての生産要素一生産物関係並びに費用構造は時間と関係する短
期的設備の技術体系上の条件と矛盾しないように長期にわたり保持されねばならない.
ロ)代替諸資源の限界価値生産力はそれぞれ等しくなることが必要であり，また生産
要素一生産要素聞の関係は歪められてはならない.
ノ、)各種生産物の組合せは所与の時点に各生産物に用いられた諸資源の最終単位の限
界価値生産力をそれぞれ均衡化するように行なわれなければならず，また賃貸借契約は他
の生産要素市場および価格決定方式のもとで存在する同じ変形関教の保持を促進するので
なければならない.
ニ)生産物の時間的組合わせは将来収益を適当に割引いた後の限界価値生産力が長期
にわたりす:べての資源単位について等しくなるものでなければならない.
ホ)土地賃貸借契約は市場に通常存在する程度以上の不確定性の増加をうちに含むこ
とによって，資源の非効率を引き起すようなものであってはならない.
その他p 実際，一般に利用されている収益性を示す経営効率指標として，例えば，農業
経営に投下された， トラクター，コンパインなどの投資効率，農業構造改善事業における
土地基盤整備としての区画整理，暗渠排水や客土などの投資効率があげられる.このよう
な投資あるいは資本効率に関して， MAPI法などを用いて計測される果樹や農機具の更新
理論で重要な指標である.
2)生産性は基木的には各生産要素に対する物財を除いた純生産要素に帰属する収
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益力=生産要素単位当り生産額の大きさで示されるのが原則である.なかには経営要素単
位当り純生産額や生産量で示すこともある.生産性のなかで，労働力生産性(労働力単位
当り純生産額)は国民経済と個別経済のどちらに対しても重要な指標として重視される.
その他，農業経営でしばしば用いられる生産性指標として，単作経営の物的生産性であ
る10a当り収量，複合経営の物的生産性である作物収量指数があげられる.また物的資本
生産性として，耕:転機1台(5~ 6程度)当り収量，乳牛 l頭当り産乳量， 養鶏 1，000羽当
り産卵数，複合畜産経営の場合は家畜生産指数などがあげられる.更にまた，労働力物的
生産性(または効率)は労働生産性と労働力の受容力(利用度)との聞に因数(相乗)関
係がある.例えば，基幹労働者が，1年で 1人当り米生産量9tをあげたという労働力物的
生産性，(または効率)は労働の物的生産性(物的労働j効率)として 1日当り 3QOkgと労働
力の受容力(利用度)として 1年250日働いた結果としてえられたのである.このような
労働力の物的生産性をあげる質的要因としては 1つは基幹労働者の主体的条件であり，
それは作業の熟練度と作業の強度である. 2つは基幹労働者の外的条件である.これは立
地条件などの労働環境や農機具の利用体系などの労働手段に依存する.
3)経済性は生産物単位当り生産費用，つまり生産費で示される.農業経営者にと
って生産費は費用関数における平均費用と限界費用の両概念を用いて，生産量で測った経
営集約度及び経営規模を決定するのに重要な効率指標である.同時に，農業経営者が生産
関数を技術革新と生産意欲によって移動させて生産費を下げることによって，先駆者利潤
(企業利用)を発生させることになれば，それだけ経済性が高められる.このように，経済
性は農業生産における個別経営の市場供給力を示すことになる.
しかしながら，これだけで経済性の真の意味をとらえたことにならない.それに分配正
義性の概念がなければならない.
完全競争市場下で，需給の均衡値が存在し，生産費が生産物価格に一致している農業経
営の経済性は対外的な合理性を追求しており， しかも，正しい経営純収益という分配正義
性を満たしている.それに対して不完全競争市場で，需給が均衡して価格が決まっても，
それが独占価格や管理価格であって，自由な競争を制限して高い利潤を得ている場合に
は，供給者が一方的に利益をあげて分配されたものであるという意味から，分配正義性を
満たしていないことになる.
個別経済は，この分配正義性とU、う概念が経済性に加わることによって，社会全体の厚
生と合致するのである.
さて，農業経営の経営目標となる経営純収益を高めることが生産費の低下や分配におけ
る正義性を含む経済性の要請に答えるものとは限らない.静態経済で完全競争市場にある
とはみられない，現代の独占資本主義下において，経営成果としての経営純収益と経営効
率としての収益性.生産性と経済性との聞に，また収益性.生産性の経営効率指標聞に矛
盾がないとすれば，それは 1つの理想として表わされるにすぎない
2.経営規模とその指標の1今味
(1) 技術的規模関係
1)、経営規模の定義3) 農業経営規模は，基本的には農業経営体を構成するすべて
の経営要素の大きさ，つまり農業経営に永続的に沈下されたすべての生産用役泉源体の大
きさを意味するのが原則である.
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経営規模は 1つは技術的規模関係として 2つは不確実性と資本市場との関係において
把握できる.技術的規模関係とは，経営要素比率の一定のもとで同時に経営(生産)要素
を追加投入した場合の経営規模の変化と経営成果の変化との対応関係を意味し，一般に，
収穫(または収益)逓増，一定または逓減関係として理解されている.このように，技術
的規模関係は長期の生産関数の規模拡大線 (scaleline)上における投入ー産出関係を意味
し官いる.
声らに生産要素は 1つの集合体で表わされた同質的要素と考えることができる.それに
対しも生産要素の 1つが固定されている場合には生産要素の構成比率が変化する.この
ような短期の生産関数を前提とする経営集約度と区別される.従って，経営規模は生産要
素の構成比率の変化と経営成果との関係として把握されるのではない.また，例えば，一
定の土地面積における肥料の追加投入と生産量との関係か、ら導出される収穫逓増，一定そ
しτ逓減の関係ではない. しかし，実際，経営(生産)要素問の結合比率を一定のまま，
経営規模を変えるということは現実的ではなく，抽象的な規定である.農業経営の大きさ
(経営規模)である経営要素の集合体が倍数的に増大することは考えられない.もし，考え
られるとすれば，経営者能力の差異をどのように把握するかに依存するであろう4)，
2)生産理論における経営規模の基礎概念
経営規模を生産関数の側面から考察する.規模に関する収益(産出)効果はすべての生
産要素比率一定=すべての生産要素の投入量を同じ比率で増加した場合に産出量がどのよ
うに変化するかに関する関数関係として示される.産出量が投入量と同じ増加率で増加す
る場合は規模に対する収益不変であり，産出量が投入量の増加率以上の比率で増加する場
合は規模に対する収益逓増であり，産出量が投入量の増加率以下の比率で増加する場合は
規模に対する収益逓減である.
同次の生産関数によって規模に対する収益効果を示すことにする.
変数 X)，X2"'， Xm よりなる関数f(X)， X2・ Xm)があり，111個の変数の各々が一様に
任意定数(未定乗数)J.をえ倍された場合，関数の値が
f (J.x)， J.X2，・"， Xm) =J.rf (九九…，Xm) 
のように，もとの関数のP倍となるならば，この関数f(X1> X2，…， Xm)は111次元 r次の
間次関数であるという((注)同次とは定数項が独立して決定されていること)， r>.1であ
るならば規模に関.して収益は逓増し， r= 1であれば収益は一定， r< 1であれば収益は逓
減する r次の間次関数の偏導関数をとってみる.左辺をれについて偏微分すれば関数
の関数に関する微分の公式を適用して
J.ft (J.x ¥) J.x2，…， J..1・m)=J.rft (九九・2，…，Xm) 
この式を Aで除すると
ft (J.x¥)' . Jx2，…， J.xm) =J. r-I fl (XI， .1・2，…Xm)
となる.これは (r-1)次の同次性を示している.従って，生産関数が r=i' 1の一次同
次であるならば，変数九九…， ~m の限界生産力は零次同次である.すなわち投入量
が一様に同一比率で変化した場合に限界生産力(限界収益力)は変化しない.すなわち
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f1 (X1> X2，…， 九)=f1 (，1.X1， ，1.X2，…， ，1.Xm) 
X2，…， Xrn) =f2 (，1.X1' ，1.X2，…， ，1.Xrn) f2 (X1> 
frn (九 X2， "'， Xrn) =frn (，1.X1> ，1.X2，…， ，1.Xrn) 
従って，限界生産力は変数 X1> X2， "'Xmの投入量の比率に依存する.次に r< 1の同次
関数であるならば，変数九九."， Xm の限界生産力は真分数次の同次となり，投入量
が一様に同一比率で変化した場合に限界生産力は真分数だけ逓減する.すなわち，今，整
数をm，nとしm>nが成立しているとするとき， r-1 < 0について， r -1 =n/m< 0 
と実数で表わすと ，1.-1= l/n/m.vTとなる.すなわち変数九九…，Xm の投入量が一
様にA倍だけ同じ比率で変化したときに，限界生産力はl/n/mfiとなり投入量のA倍よ
り少なく逓減する，生産関数がr>1の同次関数であるとき，変数九九…，Xin の偏
導関数の次数についてみると， r-1>0となり，今， r -1 =m/n> 0と実数で表わす
と，，1.'-1 =m/n.vTとなる.すなわち，変数九九… Xrn の投入量が一様にA倍だけ
同じ比率で変化したときに限界生産力はm/n.vすとなり，投入量の』倍より大きくなり，
規模に関して収益が逓増する.したがって，限界生産力は変数九九… Xm の投入量
の比率のみではなく rの大きさにも依存することがわかる.
以上述べた性質を同時にみたす生産関数として三次式をあげることができる.また各効
果を別個に性質を知るにあたっては最も広く使われている同次の生産関数の一つにCobb-
Dauglas型生産関数.X.=AX1"， X2sがあるの.
3)経営規模指標の吟味
i) 実際に，多数の標本農家からなる統計集団の統計量(特性値)として，もし
経営規模を統一的に把握できる経営規模指標が設定できるとすれば，その経営規模指標に
対して，収益(または産出量.収穫)逓減の関係があるとしても，経営規模指標を構成す
る各生産要素をそれぞれ追加投入した場合に各生産要素に対して収益逓減になるとは限ら
ず，一定あるいは逓増となる関係が存在する.このようなことから，逆に，経営規模指標
を一つの統一的な経営規模指標としてとらえられないために，任意の生産要素を経営規模
指標としで，それが収益逓減を示すからといって，経営規模が収益逓減関係にあるとはい
えない. しかし，本来の意味の経営規模を統一的に 1つの経営規模指標として設定するこ
とは困難である.そのため，土地や国定財資本を個々に経営規模指標として用いざるをえ
ない.従って，経営規模の収益関係を示すであろう土地又は闇定財資本を用いて経営規模
の真の収益関係であるかのごとく代表させている.例えば耕種生産にあっては土地を，酪
農経営にあっては家畜頭数を経営規模指標として代表させている.この故に本来の意味の
経営規模と各生産要素の大きさを示すにすぎない各固定的生産要素との聞に収益関係にお
いて誤差を生じない限りにおいて意味をもつのである.経営規模を土地あるいは固定財資
本という各固定的生産要素の大きさから接近する以外に，土地及び固定財資本などを同時
に考慮して多変数とする生産関数のパロメーターを計測することによって経営規模の収益
関係をとらえることができる.例えば，代表的生産関数として， Cobb-Dauglas型生産関
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数を設定して，それから収益関係を推定できることは生産理論と経営規模との関係から明
らかにうかがわれる.
さて，農業経営における生産は基本的には土地からの生産である.それは土地の広がり
に規定されている.この限りにおいて最も代表的な農業経営規模指標は経営耕地であると
み包れる.更に経営耕地が地域的に有限であるならば，ある農家の経営耕地規模の拡大は
他の農家の経営耕地規模の縮少を余儀なくされざるをえない.経営耕拙規模の拡大をめぐ
ってj農家聞に経営問競争の起るのは必然的な経営経済現象である.それは労働節約技術
の進歩によって，より一層助長される.(図 3ー 1・現代の農業経営の課題の模式図参照).
農業経営耕地規模拡大は経営耕地に対する収益関係によって判別されるのであるから，経
営耕地に対する収益力すなわち地代が経営問競争を引き起す起動力となる.この故に，経
営耕地規模指標こそ最も基本的な農業経営規模指標たりうるものと解されるのである.
i) 次に経営規模を費用関数5)の側面からとらえる場合の経営規模と費用の経済
性について考察する.これは経営成果つまり産出量を経営規模としてとらえるのである.
その際，産出量と費用との間に逓減，一定，逓増の関係が存在する.
費用理論では回定的生産要素がなく，最適な生産要素比率が既に決定されている条件に
おける費用の逓減，換言すれば浪費又は不経済性である.その他国定的生産要素があって，
生産要素比率を変化させるという経営集約度に規定されて調整過程をともなう場合の費用
関係がある.
先ず生産要素比率が→定における費用関係を説明する.ここでいう経済性は経営成果指
標で述べたように生産物単位当り費用の大きさであることには変りがないが，特に費用の
経済性という場合は産出量が増加するにつれて生産物単位当り費用(=生産費)が低下し
て節約されることを意味する.費用の不経済性は産出量の増加するにつれて生産費が増加
することである.更にそれぞれに対して外部的と内部的な費用の経済性.不経済性が存在
する.経営規模の拡大による費用の経済性の要因を明らかtこするにあたり.表3--c-1のよ
うに要因を分類しておく.
第1に費用の内部市場経済性は経営規模が大きくなると借入金を多く，または低金利で
借入れることができたり，生産資材を低い価格で購入できることである.
第2に内部物的経済性は作業の専門化あるいは単純化と分業が可能となることである.
大型機械は小型機械よりは効率が高いのが原則であるから産出量の増加によって機械の効
内
タト
表 3ー て1 経営規模の費用経済性
昔日
吉日
経済性 |不経済性
貨幣的 | 貨幣的
物的|物的
貨幣的 | 貨幣的
物的|物的
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率が高められる.この故に，生産物1単位当り固定費は低下する.
第3に内部不経済性は経営者能力の低下，要因相互作用，新たな病気の発生による危険
が存在することである.要因相互作用によって耕・地面積を拡大することは作物の適期を逸
して収益逓減となることである.
第4に，外部経済性は主産地の形成が進むと販売輸送組織が確立され，市場出荷費用を
低めたり，生産物価格を高めたり，生産資材の共同購入によって要素価格が低められるA
また大規模な農業水利事業が行なわれることによって，謹排水・耕地区画などが整備され，
それによって固定費用の低減や生産力の増大が生ずる.
第5Iこ，外部的不経済性は農業経営の競争構造によって，互に個別経営者が競争する ζ
とによ って，生産物価格をつりあげたり，生産資材を高く買ったりする.また，一定の用
水量しかない場合に，ある農家が多く利用することによって他の農家が不足となり減収を
きたすような水利をめぐる上流と下流流域との利害関係などである.
しかしながら，費用の経済性において，例えば農業用水の供給量が当該主産地の需要量
をうわまわる場合には外部物的経済性であるが，需要量をみたさない場合には用水の不足
による外部物的不経済となる.このように農業用水量という規模指標をとっても経済性と
もなり，不経済性ともなりうる.従って，具体的な経営規模指標を表3-1に従って分類
区別することが困難な場合がありうる.この場合には，産出量のみが経営規模指標となる
のである.
次に，生産要素の構成比率が変化する場合については経営集約度で述べることにするの
で，ここでは簡単に述べる.実際に農業経営の規模の大きさを決定する場合には，生産要
素の構成比率が変化しても経営規模の代表的な同定的生産要素の大きさが変化した場合も
経営規模が変化したとして考えられている.これは本来の経営規模とは異なり経営集約度
を意味するものをもって経営規模として受けとっており，これまでの論述からみてもそれ
は正しくないことは明らかである.そのような例として，ある一定の耕地面積以上の受容
カをもっ農業機械を保持する農業経営者が耕地面積を拡大することによって，農業機械の
受容力が噌大し，効率が高められる.このようにある生産要素が固定されており，それが
変化するという，すなわち生産要素の構成比率が変化する場合には，経営総費用は固定費
用と変動費用に分割する短期の費用関数が理論的背景になっている.
費用の側面からみた場合に経営規模を産出量で示すことは生産理論における説明の便利
さはあっても，経営理論において，先ず生産要素があって経営体を構成し，その性格に応
じて生産が行なわれている限り，経営規模は生産要素で計測される必要がある.従って，
土地生産力を基調とする農業経営における農業経営規模は基本的には経営耕地であるとみ
るのが妥当である.
しかしながら，農業経営で、行なわれる生産が必ずしも直接に経営耕地に結ひ'つかない場
合には，種々の経営規模指標が考えられる.この故に，当面する農業経営問題に応じて，
具体的に検討すると同時に総合的判断によって，経営規模指標を設定，経営規模に対する
収益関係を導出せざるをえない.
以上述べてきたように経営規模を技術的規模関係の観点から考祭してきた.
(2) 不確定性と経営規模関係
次に経営規模を不確定性と資本利用の観点から考察する.
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同質問量の経営耕地，資本財，労働力を保持している 2つの経営体において，収益性が
異なる場合が存在する.その要因として経営者能力の差異をあげることができる.この経
営者能力の差異は経営の将来事象に対する不完全な知識状態に起因する.つまり将来事象
が不確定事象となる場合である.このように経営規模は不確定性を指標とすることができ
るのである.計量可能な不確定性となる規模指標を考えるにあたって， 次のことを仮定す
る.I前述した土地面積，固定財資本，労働力などの各生産要素でもって経営規模を示すこ
と円変りない.同質問量の固定財資本をもって 2つの経営を比較した場合に収益性に差
を生じたとする.その差の範囲は経営規模の大きくなるにつれて範囲も大き くなるとする.
範囲が大きくなるということは，それだけ不確定性が増大すると考える.この故に，不確
定性の経営規模指標の拡大に対する収益性の範囲の大きさとして具体的に把握される.不
確定性は標準偏差や分散値が指標となり，その範囲または分散値の大きさが経営規模とな
る.逆に，一定の収益性における 2つの経営問における経営規模指標の差が収益性の増大
につれて，その差の範囲が大きくなるとすれば，その範囲が不確定性であって，経営規模
指標となるとみることができる.各生産要素から把握される経営規模指標と分散値には 2
つの関係がある.
1つは比例的あるいは直線的であり 2つは変動的あるいは尚線的関係である.この変
動的関係は総資本に対する借入資本の割合が総資本の増大につれて借入資本も増大する場
合に生ずる.それは危険で、あり，その危険が漸増するこ とによって生ずる不徳定事象であ
る.分散値の規模指標に対して期待収益はその危険の漸増する分だけ低下し，分散値は更
に増加することになる.逆に総資本が少ないならばそれだけ損失が大きくなるということ
から，期待収益は損失分だけ低下する.このようにして範囲あるいは分散値(=不確定性)
と期待収益性との座標においては横軸の経営規模指標に対して，縦軸の分散値が凹形とな
ることを仮定しているとみることができる.この故に，経営者の主観的確率つまり効用は
経営規模指標としての分散値と期待収益性の関数である.その場合，分散値が小さいほど
あるいは分散値のの逆数が高いほど，また，期待収益性が高いほど主観的確率は高いとい
う関数関係にある.分散値と期待収益性との代替率は逓増関係にある.
このような仮定における均衡条件をもとめる.
。制約式が直線関係である場合
主観的確率関数U=F(R.V) 
を制約条件式 R=g (V) 
R:経営の期待収益性 V:分散値
(1) 
(2) 
U:主観的確率 (効用)
においてUを極太にする均衡条件を求める問題になる.未定乗数法によって(2)をR-g(v)
=0として，両辺に未定乗数えをかけ，これを， U= (R. V)に加えてLとおく.
L = F (R. V) + A ( R -g (v)) 
R， V， Aに関するLの偏導関数を求めて，それぞれゼロに等しいとおく.
dL/dR=Fu-A = 0 dL/dV =Fy-Agy= 0 dL/dA= R -g (v) = 0 
この 3つの方程式のうち最初の 2つの式において Aを含む項を右に移項し，第1の方程
式を第2の方程式で除すると， FR/Fy=l/gr となる.すなわちUを極大にする 1階の均衡
条件はRとVの限界効用の比率がRとVの限界収益率の逆比に等しいという条件である.
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この 1階の均衡条件はいくつかの異なった同値の形式で述べることができる.最初の2つ
の方程式を Aについて解くと A=Fn=Fv/gvとなる.各投入量について限界の部分に投入
される最後の 1単位はいずれも Aに等しい効用をもたらす.
次にU=F(P. V)の全微分はc1u=Fnc1R+Fvc1V均衡点においてはc1u=0であるから，
RとVの代替率は-c1v/dR=Fn/Fvである.すなわち，ある点(均衡点)におけるRとV
の代替率はその点におけるRの限界効用とVの限界効用との逆比率に等しい.これを Fn/
Fv=l/gvに代入すると. RとVの代替率は-dv/dR=I/gvである.ここで R=g(v)は1
変数であることからRとVの代替率はR=g(v)の偏微分値の逆比に等しくなる.目的関数
である主観的確率分布関数を具体的な指標によって設定することは困難である. しかし，
不確定における経営規模の最適値を決めることは理念として考えられても，具体性，実体
性をもつには多数の観察事例によって帰納的に設定できるかも知れない.これは今後の研
究に待たれる.
さて，完全知識状態においては限界収益と限界費用との交わるところに最適規模が存在
する.だが，借入資本の増大が危険の嫌悪によって，限界収益が低下する.これによって，
最適点より小さい経営規模が決まる場合が考えられる.つまり資本制限が存在することに
よって経営規模が制約されることである.これは，農業において資本供給が必要以上に存
在するが，これは経営者が借入資本の増大などを危険として主観的に評価することによっ
て生ずることである.
3.経営集約度とその指標の1今味
(1) 経営集約度の定義
経営集約度は短期的な経営活動を表わす要因指標であり，広義には投入量と投入量との
関係上七率によって表わされる受容力 (Capacity)の概念である.広義の経営集約度つまり
受容力は次の 3つに大別される.それは狭義のまたは本来的経営集約度(Farmlntensity). 
狭義の受容力または利用度，そして装備率である.
(2) 経営集約度指標の吟味
1)本来的経営集約度は経営要素量に対する他の生産要素量によって表わされる.
基本的には，本来的経営集約度は経営耕地に対する労働，物財用役，資本用役などの生産
要素の投入量またはそれからなる総費用一つまり土地利用経営費でもって示される.もし，
本来的経営集約度が経営耕地に対する他の可変する生産要素からなる土地利用経営として
示される指標であるとすれば，経営耕地を固定した経営要素とする，短期の費用関数を設
定することがで!きる.と lの短期費用関数において，経営耕地を固定した条件のもとで，費
用の逓減，一定，逓増関係が統一的に把握される.ここで，土地に対する収穫(収益)逓
減の法則が仮定されると，最適な本来的集約度は限界土地純収益と限界利用経営費とが一
致する点できまる. しかも，この本来的経営集約度に影響する要因は農場の交通地位，自
然的事J情，国民経済の発展段階と農企業者の個人的事情をあげている8).これらの要因は
経営者の主体的条件と経営環境条件に関する指標である.この場合，本来的経営集約度は
上述の 4つの要因によって影響されるのであるが，同時に本来的経営集約度は経営効率を
示す経営耕地単位面積当りに帰属する土地純収益に影響する要因指標である.更に，この
土地純収益を通じて経営成果に影響するものとみることができる.
なお，木来的経営集約度を管理集約度と組織集約度にわけたが，その背景としてはi農
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業労働者の著しい流出に対応して，一定の経営耕地規模のもとで生産部門組織を変えて，
組織集約度を最適化すること，更に基幹部門において資本装備率を高めて，農業労働力を
合理的に利用すること.換言すれば，部門の管理集約度を高めることが重要になってきた
からである.
2)狭義の受容力または利用度は経営要素に対するその経営要素の有効生産要素量
である.また装備率は経営要素に対する他の経営要素量あるいは生産要素量に対する他の
生車要素量である.狭義の受容力と装備率指標は経営要素間の変動比率との関係をとりあ
っかう限りにおいて，技術的規模関係を示さないので，経営規模関係とはみないでト経営
集約度とみているが，経営規模の拡大をはかるには狭義の受容力または資本装備率の大き
さが密接な関係をもってくる.例えば，稲作経営では資本装備率が高いと経営耕地規模は
一般に大きいのが通例である.
また，狭義の受容力または利用度は土地利用率，裏作率や労働力手1)用率，農機具利用率
などの指標で示される. とくに土地利用率が高いと本来的経営集約度が高い.これは自由
式や超輪栽式農法ではなく，単作や三園式農法では低いのが一般的である.
一定の経営成果を実現することを前提として，例えば，水稲単作経営で、は現在の稲作技
術体系を前提とすると，基幹労働者1人で水田面積を1.5ha運営できるとか，酪農経営で
は乳牛4頭を管理する受容力があるといわれている.前者は労働力の水田面積に対する受
容力を，後者は労働力の乳牛に対する受容力を示し，これは労働力の乳牛資本装備率と呼
ばjもる.
農業労働力が減少し，機械化が進行して，農業生産力が高まることは，それだけ資本装
備率(労働者1人当り固定財資本)が高まっていることを示すものである.そして，資本
装備率は経営集約化，更に，経営規模の拡大に重要な影響を与える.このような意味から
も管理集約度概念が重要となる.
さて，上述のように，農業経営分析指標を吟味することによって，農業経営の構成要素
を明らかにしてきた.更に，農業経営分析はそれらの構成要素間の因果(又は因数)関係
を明らかにすることである.この点，本章でも一部明らかにしてきたが，改めて次の因果
関係を確認しておく必要がある.
1つは経営集約度を変えれば経営効率がどのように変わり，最終的に経営成果をどのよ
うに変えるかという問題がある.その場合，その 1つは経営集約度を構成する変動要素聞
の結合比率の変化が経営効率を変化させ，経営成果である経営純収益を変える.その 2つ
は経営集約度を構成する変動要素聞の結合比率を一定のままにして経営集約度を変え，そ
れが経営効率の変化となれ経営純収益をどのように変化させるかということである.
2つは経営規模を変えれば経営効率が変化し，経営純収益を変化させる.その場合，そ
の1つは経営要素聞の結合比率を変化させ，経営効率が変化し，経営純収益を変える.実
際には，これが経営規模関係とみられている.その 2つは経営要素聞の結合比率一定のま
まで経営規模が変化し，それが経営効率を変化させ，経営純収益を変化させる. しかし，
これが本質的な経営規模関係であるとみるのが正しいのである.
3つは経営規模を変えれば経営集約度も変化する.この 2つが組み合わさって，経営効
率が変化し，経営純収益が変化することである.
農業経営分析法は，このような因果関係を明らかにすることに重要な役割を荷なってい
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る.そこで，次主主で、は農業経営分析方法について述べる.
× × 
以上述べてきた1.2. 3章において，農業経営分析は農業経営者の意志決定活動と情報活
動を結びつける 1つの経営管理過程であることを前提としつつ，現代の農業経営における
課題とその概念にもとづいて，どのような計測可能な成果及び要因分析指標があるか， そ
の各指標について考察してきた.次章においては，計測可能な成果及び要因指標をどのよ
うな方法で利用するのかについて考察する.先ず従来まで行なわれてきた→般的な経営分
析手法について考察し，次に特に農業経営で利用されている分析手法について整理すると
ともに若干の考察を試みる.
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第4章農業経営分析法とその体系
第1節経営分析法の体系化
第1項経営分析法の種類
農業経営分析の実践的課題は，経営資源および収益活動の結果として得られる経営情報
をもとに，経営の長 ・短所を評価判断するために，経営分析指標を分析し，その内容を明
らかに把握することである.その結果は意志決定と結びつき，将来の経営活動の改善指針
となるものでなけjもばならない.
農業経営分析を行なうに当って，基本的に明らかにしておかなければならない前提は，
経営分析の(1)主体I (2)目的I (3)分析対象I (4)方法を明らかにしておくことである.
先ず，誰が分析を行なうかという分析主体は 2つに分けられる. 1つは経営外部の利害
関係者が行なう外部分析である.これは主に当該経営の信用投資分析を行ない，経営の安
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定性を評価する場合が多い. 2つは分析主体は経営内部の者で直接に行なう分析に分けら
れる.わが国の現状では，農業経営者が簿記記帳し，分析を行なって，経営の長・短所を
診断することはあまり多くなく，むしろ，利害関係者が外部分析を行なう場合の方が多い
とおもわれる.
次tF，どのような分析目的で行なうかについてみると，分析主体によって異なることも
考えられるが，農業経営者にとって，最も重要なことは経営目標を実現することにおかれ
るこ主である.すなわち，経営目標となる成果指標の経営純収益の最大化と経営の安全性
について"考察の対象となる.先述の通り，これらの経営目標を同時に実現することは稀
であり， 普通は農業経営の経済形態， 長 -短期，静態，動態現象の相異など経営者の当面
する経営問題を解決する意味から，経営目標においてあらかじめ序列関係を定めておくこ
とによって，分析効果が発揮される.
第3に，農業経営 (本論の場合， 農家経済経営)の何を具体的に分析対象とするかにつ
いてみると，分析主体，目的と関連して，次の 3~つにわけられる. 1つは経営目標を対象
とする.すなわち，経営純収益の最大化および経営の安全性である. 2つは経営の諸要因
を直接の対象とする.すなわち，経営効率，経営規模，経営集約度である. 3つは損益計
算書や貸借対照表を対象とし，経営の一定の時点および期間の活動を分析したり，また財
務諸表の統計的把揮によって，資金，物財，労働の源泉あるいは使途などについて分析す
ることである.
第4にどのような分析手法で行なうかということである.この点に関しては一般に農業
以外で行なわれている古典的な経営分析手法1)の種類を例示するのに止どめ， 農業経営分
析手法については本章第2節で改めて述べることにする.
その第1は経営分析は何かと比較することによって，長・短所を正しく評価判断するこ
とができる.そこで何を基準値とするかによってわけると 1つは自己比較法であり，こ
れはある特定の経営の，ある一定期間の財務諸表のみを基礎資料として現在の内容と過去
の実績を比較，検討し，その良否を判断することである.経営分析とは一般にこれを指し
ている. 2つは標準比較法であり，これは同質問群の経営におけるあり得べき標準値と比
較する. 3つは経営群比較または直接比較法であり，とれは多数の同質問群の経営に関し
て全体または範囲を設けて平均値を出して，当該経営の経営数値と比較する手法である.
後述するよ うに， 農業経営分析法としての直接比較法は，米国において始めてワレン (G.
F. Warren)によって，コーネル大学の農業経営調査法として広く行なわれた.我国にお
いても，第2次大戦後，京都大学農学部農業簿記1肝究施設，農業技術研究所経営土地利用
部，九州大学農学部において実証的に行われた.
その第2は経営分析指標をどのように取り扱うかによって整理すれば次の 3つに分けら
れる.すなわち，実数法，比率法，関数法である.
先ず，その第2の1として，実数法は更に控除法，均衡法， 増減法があり，控除法と均
衡法には損益分岐点図法，資本資産図表，総合資産，資本回転図法，比較財務諸表法など
がある.増減法tこは利益増減原因図法，資本運用表法などが入る.分析の基礎資料として
の簿記あるいは統計資料の大部分は，先ず実数を把握することが最初であり，それから比
率や関数として表示される.その意味において，実数法は分析以前の準備的手法ともいえ
る.均衡法のうち損益分岐点図法は非農業において広く利用され，その有効性が実証され
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ている. しかし，損益分岐点図法の最大の欠点は単一経営部門ならよく適用されるが，複
合経営部門では適用が困難であることである.また増減法としての実数差額分析は標準値
と実績値の差異を数量差異，価格差異に分解してその要因を分析する上に有効である. し
かしこれにしても，数量と価格差異の共通項をどのようにどちらの差異部分として判別す
るかが定まらないことである.実数法の短所としては経営を比較することとそれによる判
断が非常に困難なことである.ことに経営規模の大きさの異なる場合には全く困難である.
だが具体的に実数まで把握じないと判断の難しい場合には効果的である.
次に，その第2の2として比率法について述べる.それには構成比率，関数比率，標準
比率(平均比率)と指数をあげることができる.元来，このような分類は統計学の領域に
属する.構成比率は，同一標識にもとづく系列に属する各部分量の全体量に対する構成関
係を示す比率である.使えば百分比損益計算書は売上利益率や費用構成の内容から経営の
特徴をつかむのに便利である.関係比率は異なる系列に属するこ個の絶対量聞の関係を示
す.経営集約度指標の大部分，受容力指標，効率指標などがあげられる.関係比率はこの
ように比率それ自体が特別の意味をもっている.従って，関係比率を求めるときにはどの
ような意味のある値を求めるべきかをあらかじめ認識しておく必要がある.関係比率は最
も重要な表示手法であるが，その欠点として，
① 2つの項目聞の関係であるために比率の変動がどちらの項目の変動にもとづくのか
不明である.
@ ，比率と経営(生産)要素量との関係を理解するのに困難である.
@ 分析過程において比率の信頼性と重要性に差がある.
④ 比率は単独では経営全体を判断することは困難である.
ことなどがあげられる.標準比率または平均値は多数の経営体の財務諸表から計算され
た経営比率の平均値である.この表示手法の長所として，
① その経営の比率が，平均水準よりもどれほどす!ぐれたあるいは劣った位置にあるか，
の参考資料として役立つこと.
② それによって経営の経済環境の動向を知るとともに，その経営の将来の改善を指摘
できる.
@ 個別経営のみならず経済全体からも分析することによって，経済的関係を究明する
と同時に経済政策立案の資料として役立つなどがあげられる.標準比率の利用にあたっ
て，いかなる平均値を用いるかが問題となる.従って，①平均値の信頼性，②資料の統→
性，⑥経営の同質性lが前提される.このような前提をみたすことが実際に不可能であると
すれば，経営比率による分析には限界がある.指標は同一系列中の絶対数のうちの 1つを
基準として，同一系列を構成する他の絶対数と比較する場合に用いられる.これには固定
基準と連鎖基準法とがある.連鎖基準法は途中に経営内容の変化する場合に有効である.
その第2の3として関数による分析をあげることができる.実数法，比率法は過去の経
営資料について事後的に分析するが，関数による分析はむしろ経営管理の側面から事前的
に分析するのに利用される.使えば経営成果は経営効率，経営規模と経営集約度(本来的
経営集約度，利用度，装備率)などの要因指標の変化，更にまた，生産要素価格，生産物
価格などの価格獲得力に関する指標や生産物の種類それに対応する生産技術の変化に依
存する.それらの要因を変数とする経営成果において関数関係を設定してパラメーターを
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推定する.その推定された値によってシミュレートする.その誤差の範囲内において計数
管理する.農業経営においては Cobb-Douglas型生産関数分析が広く行なわれている.な
お，CobトDouglas型生産関数の諸特徴については第5章第3節第3項生産関数分析の(注)
を参照されたい.
第2項経営分析の体系化
経営分析を統一的に体系づけるにあたっては単に自己管理的な計算技術のみをもって完
結することではなく，経済学との結びつきとの関連において追求されることが是非とも必
要となる.このような意味において，経営分析の科学的完結のために従来の伝統的な計算
技術の諸方法を一定の経済学的方法論に照合して批判検討し，新しい分析手法の体系化を
作りあげることによって，変動する経済現象を認識する手段となるものでなければならな
い.それには経済統計学や数理経済学，換言すれば計量経済学との結合が要請される.
一般の企業経営においては経営比率分析手法を中心とした経営分析の体系化が試みられ
ており，幾多の業績をあげその実証性が確認されている.これは財務諸表(貸借対照表，
損益計算書など)を基礎資料どしていることはいうまでもない.
さて，一般企業経営で利用されている分析手法の体系化とはいかなるものであるかにつ
いて順次説明する1) • 
先ず，分析目的による体系化であって，これは最も伝統的な分析体系である.外部目的
には投資，信用，監査，労働組合の包的から分析される.内部目的は，経営純収益の最大
化および経営の安全性なEの経営成果と価格，経営効率，経営規模，経営集約度や技術な
どの要因から分析される.
次に，分析手法にもとづく体系化であって，その 1つは特定期間の損益計算書や貸借対
照表を分析するいわゆる垂直分析，構造比較，静態分析あるいは横断面分析など注)と名付
けられる分析と 2期間以上を含み期間比較をしてその発展の傾向と要因を分析する水平
分析，発展比較(時間比較)，動態分析手法からなる体系化である.
その 2つは比較基準によって l個別経営のみの経営資料を利用し，特定時点における理
想的な標準値または最適値と実績値と比較し，その相異する要因を究明する.また 1個別
経営の分析指標の時間比較である.更に，直接比較法の手法を利用して経営比較を行なう
(注) 垂直分析と水平分析 (verticalanalysis and h01包outalanalysis)の区分はマイ
ヤー Mayer，L. u. (Mayer， L. u. Blanz-und-Betriedsanalyse. 1960)によ って名づけ
られた.
構造比較と発展比較 (Konstitutiol1svergleich and wicklungsvergleich)の区分はレ
ーマン (Lehmann，M. R. Industr匂leBetriebsvergleich. 1958) による.
静態と動態分析 (staticand dynamic analysis)は統計学上，または経済学上で用いら
れており，論者によって多少異なった意味で用いている.
横断面分析と時系列分析 (crosssection and time series)の区分も，経営分析のみな
らず，統計学， 経済学上においても度々用いられる.
上述のいずれの区分でも，必ずしも損益計算書や貸借対照表のみを分析資料とするとは
限らないが，全ての区分で，時間又は日づけ要因の関係していることだけは確かである.
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ことを通して個別経営の成果と要因を明らかにすることである.
第3は幾多の経営比率分析指標を経営の全体的側面から統一的に体系づけた総合的方法
である.それには何はともあれ， ウォー ノレ Wallの指数法があげられる.これは先ず各業
種別に主要な成果，要因指標を選択し，その選択される分析指標に比重をつけておく.次
に各選択された分析指標に関して当該経営の経営比率指標と標準比率指標との百分比を求
める.これに前の各経営比率指標の比重を乗じて評点を出しP その評点を合計してみる.
もし 100より大ならば標準比率をもっ経営より優れており，それ以下ならば劣つだいると
判断するのである.この欠点は選択されるべき経営比率指標，標準比率経営，経営比率指
標を合計することなどして表面的には体裁が整えられているが理論的科学的根拠も乏し
し実践的価値があるとは思われない.
Wallの指数法をブリ ス，シュマノレツによって更に発展させられた.わが国においては
この経営比率分析による総合的方法が広く普及している.それは経営成果指標によって全
体的に把握し，そのよってくる要因を連鎖的に結びつけて体系化するものである.その代
表的な人に古川栄一，国弘員人をあげることができる.ブリス，シュマノレツ，古川， 国弘
の聞には多少の選択される分析指標に差異があるが，経営比率分析手法を中心としている
ことに変りはない.いずれにしろ，経営比率分析の総合的方法による体系の一例としてシ
ュマノレツについてみると，経営成果指標は総資本利益率であり，それによって経営全体を
評価する.その連鎖的な要因指標は売上高利益率と資本回転率としてとらえる.売上高利
益率は更にその従属的要因たる原価分析の対象となる比率に分解する.その分析過程にお
いて，売上高または費用の変動要因をみるために，標準と実績の数量並びに価格差異分析
や損益分岐点分析が組み入れられる.このようにしてなおまた経営効率，経営規模，経営
集約度などの物的技術的経営内容にまで追求していく.他方資本回転率は諸資産回転率に
分解される.それに附随して資金の流動性は流動比率，財務の安定性は固定比率などの指
標が重要視される.このような一連の経営比率体系はある特定期の収益性，生産性，経済
性がどれだけであったか，またその要因は何かを事後的に評価判断することに利用される.
さて，農業経営分析の分野において，経営比率体系による実証的研究は少なれもし行
なったとしても分析指標を算出するに止まっている.使えば農林省統計調査部の農家経済
調査，経営調査，生産費調査などは単に分析指標の羅列的な表示に終っている. しかし，
最近，桐生氏が経営比率分析によって実証を試み注目すべき成果をあげている.
第2節 農業経営分析法の系譜
第 1項農業経営分析法の発展
農業経営分析法の存在意義は，実在の農業経営がいかなる問題の解決に直面しているか，
あるいは農業経営分析法がどのくらいの正確さで問題の解決に答えるごとができるかに依
存する.この場合，正確さとはどのくらいの実践的価値をもっているかどうかを意味する.
わが国には農業経営分析が独自の系譜をもつにいたらなかったので，米国の農業経
営分析法，農業経営研究法の発展の経過を考察しながら農業経営分析法の系譜を考察す
る2)-a.b. 米国における農業経営を対象とする研究は20世紀の始めになって，本格的に始
められた.先ずそれはRouteMetho【!という分析法である.理念的には少ない費用で多く
の生産をあげることであるとし，この分析法は1902年にミネソダ大学のへイ (Wil1et.M;. 
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Hays)によって考察された.それ以来，Bennettによると 6つの州立試験場で採用されて
いるといわれるまでに普及した.また J.E. Huntは初めオハイオ大学で，次にコ ネー1レ
大学において利用した. 次に， 1903年には標準農場 ModelFarl11を設定して，それを個
別農場の模範とし，それと比較することによって自己の経営改善をすべき点が単純に明ら
かにされる.しかし分析法の具体的手順は明らかでない.このような考えは標準法として
W. J. Spilll1anによって発展させられた.G. F. Warranは標準法で人工的に作られた
模範農場は改善目標とはなりえないとし， 同質多数の農場からえられた平均的農場こそ経
営の改善目標となるとし，Survey Methodを考案した.ここで用いられる分析法は直接
比較法と呼ばれる方法である.これは多数の同質の農場群からなる調査資料にもとづいて，
経営成果にいかなる要因が影響を及ぼしているかという問題意識をもっている.この分析
手続きは要因別水準lJlJにまたは水準別平均値と自己の農場と比較する.それによって，経
営成果に影響を及ぼす要因を析出し，経営の成功あるいは失敗に対する方策を明らかにす
る.直接比較法によ って初めて農業経営分析として独自の具体的な方法が開発されたとみ
ることができる.
Spilll1anは第1次世界大戦中に費用研究面についても研究を進めている.それは生産
物価格が生産物費用に等しくなければならないという理念にもとづくものである.このよ
うな費用分析法は多くの論争の原因となる.その結果，新しく Henry.C. Taylorによ
って，統計的手続きが分析法に導入され，幾多の優れた研究者によって，その遺志が受け
つがれた.Route Method， Model Farl1. Survey Method， Cost Studyが開発された.
第1次世界大戦前における農業経済研究者は自由放任主義の信念をもち，専ら個別農業経
営に視点をおき，生産部門組織や運営に関心をもっていた.そして適切な資料が与えられ
れば個別営農者は社会経済的変化がおきた場合に，ただちに自己の経営を調整できること
を確信していた.
このような経営経済理念は第1次大戦後の急激な社会経済条件の変化によって，単に個
別経営からの接近のみでは農業，農業経営問題を解決することができなくなり，国家また
は地域の生産力の変化に応じて，国家または地域的な対応策がとられなければならない.
このような考え方に立つ個別経営の分析方法の最も大きな変化の 1つは新しい費用分析の
適用である.この費用分析は総費用，平均費用，限界費用，固定費用と純収益との関係を
明らかにする.それによ って，農業経営組織の問題，価格と費用の変化が農業所得に及ぼ
す効果を分析する.これは新しい農業技術を農業経営に採用する場合に，それの経営にお
ける役割を正確に理解することができるのに役立つとみられる.この間，資料の蒐集，分
析方法に関して論争がかわされたが，その中で，農業経営組織と運営をより深く理解する
結果bなった.その後，経営問題とは何か，また経営事実とはいかなる意味をもつのかな
どに注意がひかれた.このように第1次世界大戦を前後して分析方法は大きく変化した.
Model Farl1の考え方に，第1次世界大戦後の CostAnalysisの考え方を入れた新し
い分析方法として， 試算分析法が開発されてくる.も っとも試算分析法の原型は直接比較
法を作る原因にもなったほど古くから考えられていたのである.標準法で設定される模範
農場は，分析者の主観によって決定される面が強く， 客観性に欠ける.試算分析法におけ
る経営目標は，標準法のように単なる生産量の増大というよりも個別経営目標がより明確
になる.それは現金所得と家計仕向物を確保すること.更には農業労働報酬の増大におか
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れる.ただし，生産方向，価格，生産要素の調達可能性などの農業経営環境に関する資料
の蒐集は標準法と同じである.その他に，標準農場に代って，生産関数にもとづいて 2，
3の実行可能な代替案を農業経営者に提示し，その中から，現状に代わる最適な案を選択
させる.このようにして分析と設計が統一的に行なわれる.
この試算分析法の考え方は第2次世界大戦後，急速に発展した活動分析法(線型計画法
など)にうけつがれている.試算分析法は限界概念を入れているが，経営目標tを実現する
までの分析手順が試行錯誤の過程をたどる. それに対して， 活動分析法は， 一度問題が設
定され，利用可能な資源、と技術 (process)が考えられているならば，経営目標を実現する
までの過程は計算手順に選択の余地を残さずに自動的に決まる.従って，試算分析法は必
ずしも最適値を利用可能な資源内で与えるとは限らない.活動分析法は退化現象という条
件設定の矛盾のない限り必ず最適値が存在する.標準法，試算分析法，活動分析法におい
て類似していることは，限界分析法や直接比較法のように経営群の平均値または代表値間
あるいは平均値と個別経営の値との比較を通じて， '成果と要因を分析するというのではな
く，むしろ分析というよりは設計という点に重点がおかれる.この故に，分析は 2つの意
味をもっている. 1つは設計を作成するまでの実在分析，つまり現状の個別経営にiはどん
な長所と欠陥があるかを認識することである.それには限界分析法か直接比較法かを併用
することができる. 2つは設計値と実績値の比較によって， また設計値を変化させること
によって，経営成果と要因の関係，要因聞の関係を明らかにすることができることである.
活動分析法の出現はそれまでの農業経営理論を精微化し， 実践化するのに大いに役立って
いる.活動分析法は，更に整数計画法，多段階計画法として発展する.それとともに，ゲ
ムー理論の計算手順として利用されるなど， 多面的な発展をみせている.
第21頁農業経営分析法の体系と問題点
現在，わが国においても広く利用されている分析方法を前項の米国における発展順序か
ら列挙すれば次の通りである.
標準法，直接比較法，記述統計または限界分析法，試算分析法，線型計画法，ゲームの
理論と推測統計分析を加味した計量経済学的接近法である.
本項は，農業経営目標を最大限に達成するという立場に立って，農業経営分析法の体系
化を試みる3)• 
先ず，分析方法は 2つの体系に大別される. 1つは経営成果のうち経営純収益の最大化
を追求する分析体系である.その中でも更に，その 1つは実在分析に属する直接比較法，
記述統計的分析と限界分析法である.その 2つは規範分析に属する標準法，試算分析法，
線型計画法である.
もう 1つの体系は経営成果と しての経営純収益とともに経営の安全性を重視する分析体
系である.この分析体系は長期平均的な経営純収益と経営の安全性との組み合せから得ら
れる成果(効用)を最大にすることに経営目標がおかれることに対応しているJこれには
経営純収益の安定性を追求するリスク ・プロ グラシング，ゲーム理論と推測統計分析を加
味した計量経済学的接近法があげられる 2つは，経営財産の流動性である. それは標準
法，直接比較法，試算分析法や生産関数分析法でもって明らかにされるが，独自の分析方
法除現在のところないものとみられる.本項でいう実在分析とはいかなる要因が最も経営
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成果に影響をもってし、るかを，過去に実在した経営資料によって実態を把握する分析体系
である.規範分析は将来あるべき経営組織及び構造と過去の経営資料にもとづいた実績値
との比較を通して，いかなる要因が最も経営成果に影響をもっているか，また成果と要因，
要因相互間を把揮する分析体系である.
なお，近代経済学における分析方法並びに体系についてみると 2つに大別できる. 1つ
は関数関係的分析方法 (FunctionalApproarch)である.これは方程式や座標をもって表
示するローザンヌ学派的な関数論的体系として展開させている方法である 2つは因果関
係的分析方法 (CausalApproach)である.これは，原因と結果によって経済現象を認識
するオーストリア学派的な因果論的体系として展開されている方法である.
農業経営分析における実在分析の体系のうち，生産関数分析法または限界分析法，規範
分析の体系のうち活動分析法，経営純収益の安定性を追求する分析体系であるリスク，プ
ログラミング，ゲーム理論，計量経済学的接近法などは関数関係的分析法に属し，直接比
較法などは大量調査によって成果と要因を明らかにするだけで，特別に方程式体系をもっ
ていないことから，因果関係的分析法として理解することができる.その他，記述的な分
析方法はすべ之因果関係分析法に属するといってよい.
上述の農業経営分析法の体系を図示すれば図4-1の通りである.
なお，各々の農業経営分析法の内容，限界，問題点について，本章では省略する3).直
接比較法，標準法と回帰，生産関数分析との関連において，特に直接比較法の有効性と限
界については第6章において論述している.
図4-1 農業経営分析法の休系
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1)古典的経営分析・法に関しては次の著書を参照した.
a 亀川俊雄『体系経営分析論1.白桃書房，1966. 
b 国弘員人『休系経営分析.1，ダイヤモンド主1:，1966. 
c 中本博昭『企業分析の理論と方法J，新生社， 1967. 
2)農業経営分析法の発展と系譜に関しては次の著書を参照した.
a FORSTER. G. W.“Farm Organizatiqn and Management，" Prentice-Hall， Ive. 1953. 
b CASEjWILLIANS“Fifty Years of Farm Management，“IlIinois Univ. Press， 1957. 
3)個々の農業経営分析法に関しては次の著書を参照されたい.
加藤功稿「農業経営分析法に関する基礎的研究JrlLJ形大学紀要(農学)J第5巻
第4章第2節第2項， 1969， pp. 120~124. 
① なお，最近の参考文献として次の著書をあげておく.
a 沢村東平『農場経営の意思決定.1，富良協会，第2，3，4編1971.
b 天間征「経営管理と分析・方法Jr農業近代化のための経営管理の理論と実際J，富民協会，
第3意所収， 1971. 
加藤功「前掲書:J，農業経営分析法の内容，
記のJl1iりである，
a HEADY， E. O. and DILLON. J. 1.“Agricutural Production Function，" Iowa State 
Univ. Press， 1961. 
HEADY， E. O. and CANDLER.“Linear Programming Methods，" Iowa State Univ. 
Press， 1960. 
稲田献一 『リニア・プログラミ Yグの理論と応用j，ダイヤモシド社， 1957. 
ドーブマン，サミュエルソン，ソロー共著，安井琢磨，福岡正夫，渡部経彦，小山昭雄共
訳『線型計画と経済分析j 1， n，岩波書庖，1959. 
A.チヤーソズ，W.Wター パー，A.ヘンダーソシ共著，小宮隆太郎，福地原生共訳『リ
ニア・ プログラミ Yグ入門J，動草書房，1964. 
久武雅夫，片岡信二共著『リエア・プログラミング入門』一理論と例解，白桃書房，1957. 
水野正一『線型経済学J，春秋社， 1959. 
S.ヴ7イダ著， 宮下寿太郎訳『ゲ{ム理論と線型計画J，紀伊国屋書応， 1959. 
神崎博愛『農業経営の理論と計画.1，富民社， 1958， pp. 88~160. 
S.ヴァラヴ7ニス著， )1勝昭平訳『計量経済学j，ダイヤモγド社，1963. 
J.ジョンストン著，竹内好訳『計量経済学の方法j，東洋経済新報社， 1964. 
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企業的稲作経営の経済分析第5章
題
第 1項企業的稲作経営の概念、と目標
農家は営業(経営)部門と家計部門からなり，両者は密接不可分なままの統一体となっ
ている.その営業(経営)部門にあっては，経営者は営業(経営)活動を行なうために，
必要な労働力を主として家族の労働力から調達し，その家族労働力の利用を中心に組織し，
管理運営する.このような営業(経営)は家族経営または家族労作経営1).めといわれる.
その場合，家族経営の目標が家族の生計を維持し，確保するために営業活動を行なうの
であるとすれば，その経営目標は農家目標を達成することを保証し，また手段となる点に
おいて，それ自身の重要性に加えて，付加的重要性をもっているのである.
家族経営が家族労働力の利用を中心とした経営であっても，労働力，生産財および商品
46 
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の各市場の発展に即応して，経営に沈下固定して経営の泉源体となる家族の範囲が異なり，
商品生産及び自給生産の性格が違い，営業(経営)と家計との未分離の状態も異なってく
る.
このような意味から，家族経営は，傍系家族を含む大家族をかかえ，賃労働もなく，家
族の生活のために安定的な自給生産を基調主する生業的な経営から商品生産を基調とする
企業的な経営へと発展形態をたどる.さらに，家族経営から脱皮し，営業(経営)は家計
から完全に分離されてそれ自体独立して，労働力，土地，資本財市場の確立した中で，企
業利潤を目的として，その三要素を結合して商品生産を行なう組織体であるところの企業
経営として発展することも考えられるtn，
本論でとりあげる企業的経営とは企業経営までは発展しないでいるが，家族経営の枠内
にあって，商品生産を基調とする企業的性格が与えられた家族経営の最も発展した経営経
済形態である.そこにあっては，家父長制度が遺制として若干残存しているとしても，そ
れは崩壊過程をたどっている.すなわち，家族労働者が経営体を構成するのは，家父長の
意向によるよりも，むしろ，その経営によって，正常な労働報酬が得られることを期待す
るからである.そのために，大部分家父長(世帯主)からなる農業経営者は家族労働者を
経営の基幹的常備労働力として保持し，労働の再生産を確保することができるのである.
したがって，農業経営者が家族労働力を把握する範囲は，従来の「家Jの観念がうすれ，
基幹的常備労働力を保持するに必要な最小限の家族にかぎられてくる労働力市場が発達し
ているために，家族労働力の労賃意識が高まり，自家労働に対する評価が確立される.こ
れ故に，農業労働は流動性をもっているため，その調達に際しては，市場価格に支配され
る.商品市場も発達しているため自給生産にも完全に商品生産の選択理論が適用される.
労働手段は手労働よりもむしろ小中型機械を中心とする作業技術体系が確立されている.
このような商品生産を行なうように組織された農業経営においては，農企業者あるいは経
営者能力と生産力の進展， つまり経営規模の大きさがその経営目標を達成するために重要
な課題となるのである山なお，労働力，資本財および商品の各市場の不完全さの具体的問
題として，農地制度，水利秩序，集落構造，独占資本からの圧力などの外部諸条件と個別
経済との関係ももちろん考慮しておかねばならない.
さて，企業的稲作経営の具体的判別基準として次の 3つの条件設定をすることができる.
先ず，第 1に家族経営は稲作生産のみによって，稲作投下農業労働力単位3人以上を受
容できる生産力あるいは経営耕地規模をもっていることである.
次に，第2は，稲作企業利潤が正依となることである.
第3は自家生産要素に帰属する稲作農業所得でもって，標準的家計費を十分に維持でき
ることである.
ここで，第1条件に稲作投下労働量の÷は雇用労働によることをつけカ山 その理
由は，経営構造における近代化， とりわけ，稲作農業労働力の家族労働力に対する依存の
程度から，家計との分)l!tの程度を知り，ひいては，稲作農業労働力の商品化，市場性の発
達の程度を考慮する必要があるからである.
第2条件設定の意味は，農業経営者あるいは農企業者が，経営の技術過程と価値転換過
(注) 詳しくは第 1章第1節第 1項農業経営の経済形態と農家経営を参照されたい.
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程を通じて，企業利潤を最大にすることを最終目標においていると予想されるからである.
第3条件については，企業的稲作経営が第 1，第 2.条件で示されるように企業的性格を
持っているとしても，依然として家族経営の枠内にあるとすれば，家族経営の目標が企業
利潤の極大におかれるとしても，農家目標は達成できない.家族の生計を維持するに十分
な農家所得をあげることによって，農家目標が達成できるのである.このような意味で，
第3条件を設定している.しかるに，企業的稲作経営は農業における経営経済形態の発展
過程の一段階として位置づけられる.
第2項分析視点
企業的稲作経営の考察にあたっては，農業における経営経済形態の発展過程を考慮、して，
どんな要因が労働力を家計から分離させ，商品生産を基調とする企業的性格をもたせるの
か，逆にどんな要因が家族経営に止まらせているのかということに焦点を向けて実証的に
究明していくことにする.経営分析法としては要因分析(直接比較)法と生産関数分析法
を用いる.
さで，わが国の稲作農家の所得格差を縮少し，米の再生産を確保するには，管理価格と
しての米価を値上げすることによっても達成できょう. しかしながら，より基本的には，
農業労働力が流出する過程にあって，労賃の高騰による生産費の上昇部分を労働生産性を
あげることによって吸収できるほどの生産規模をもっ稲作農業構造にすることが重要であ
る.それには稲作農業構造を企業的稲作経営農家が広汎に存在する方向に再編成し，組織
化することであると考える.
本論は，このような問題意識に立って，典型的な水稲単作地帯である庄内平野において，
企業的稲作経営の最上限と推測される水田面積5ha前後の農家を対象として，昭和40年調
査にもとづいて，企業的稲作経営がどのように存在しているのか，すなわち，前述の何が
企業的性格を進展させ，何が家族経営にと どまらせているのかを聞いながら，その方向と
して，家族(労作)経営を脱皮し，稲作企業経営として発展する可能性があるかどうかに
分析視点を向けて考察する.
第2節 企業的稲作経営農家の存立基盤
第1項農家構成と歴史的成立要因
庄内地域において，企業的稲作経営農家は水間面積3ha以上農家のほとんどからなると
みられる.経営耕地面積規模別農家構成で，昭和40年の総農家戸数28，891戸のうち， 2ha 
以上農家が34%，3ha以上農家が15.3%の4，414戸， 5 ha以上農家が0.32%の92戸を占めて
いることから企業的稲作経営農家が広汎に存在しているこ とを知る.(表5-1，2を参照
して下さい)
このような農家構成を成立させた歴史的要因としては次の 3点を指摘されるわめのめの.
第1に戦前においては米生産力が低い上に裏作可能面積率を低めている自然的条件，第
2は，資本主義の発達過程において，庄内地域には地場産業の形成がみられなかったこと
により"兼業機会が与えられずに，前近代的な家父長制度の下で家族労作経営を維持し，
大家族員をかかえて，広い水田面積を保有して耕作できたことである.
第3は戦後の農地改革によって，経営管理意欲を高めることと並行して，稲作技術の進
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表5-1 庄内平野 (33市町村計)の昭22年と昭25年にかけての農民層の変化(%)
川鉛50a 15ト 1日 11可2~l -l|未満 50 a I 100 a I 1.5 ha I 2 ha I 3 ha に 1，0 I 叶 し 言十
0.8 1.1 0.9 0.9 12.8 
自門 25 4.1 5.5 11.3 8.4 8.9 20.1 26.6 0.4 86.3 
自小 22 1.0 0.9 1.8 1.6 20.2 
作農 25 1.0 1.2 3.6 2.9 2.5 4.4 2.5 0.1 18.2 
2.1 2.0 3.9 3.6 28.0 
作差是 25 0.6 0.6 0.9 0.3 0.2 0.1 2.9 
小作農 |
39.0 
1.8 
10.。
資料 山岡盛太郎編 「日本農業生産力構造J
歩によって，土地生産力を高めて，収益性をあげ，資本蓄積を可能にしたことである.し
からば，現段階においてはどうであろう か.
第2項稲作部門経営効率と農家経済
まず， 稲作部門の経営効率をみよう.そのために庄内地域の昭和40年米生産費調査を検
討する.(表 5-3を参照して下さい)それによると10a当り生産費用合計は経営耕地規模
大なるほど低下し)150kg( 1石)当り第 1次生産費についても同様に明らかに低下する傾
向をうかがうことができる.しかも150kg当り第1次生産費にあっては，経営耕地規模大
なるほど10a当り収量が増加していることと，さらに10a当り費用合計が低下しているこ
とによって)10 a当り費用合計よりも著しい低下傾向を示している.このよ うな経済性を
示す経営効率の要因をみるために)10 a当り費用合計の各種目を分析してみると， 物財費
と労働費からなる費用合計のうち，労働費は平均49.3%を占め，その割合は経営耕・地規模
大なるほど低下する傾向を示し，労働費の節約がはかられているこ とがわかる.
他方，物財費では，建物費，農具費，畜力費など比較的分割利用が不可能であって 1
セットで利用される固定費については，経営耕地規模大なるほど低下しており，固定費の
利用効率もそれだけ高められているとおもわれる.種苗費，諸材料費， 肥料費，防除費の
分割利用可能な変動費は経営耕地規模大なるほど増大するか，あるいは一定である. 固定
費は労働手段的費目の大部分からなり，変動費は労働対象的費目の大部分からなるとすれ
ば，経営耕地規模大になるにつれて，労働手段的費目の利用度が高められて合理的利用が
はかられてくると同時に， 労働対象的費目は増収技術として形成されたのである.
この間) 10a当り収量の年増加率が高くなっていることから，確かに，増収効果はあっ
たとおもわれるが，しかしながら，次の問題点が残されている.
① 増収効果はあがったが品質に対する考慮を欠いていた.それは庄内米の庭先販売価
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5ha 
以上
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(単位一て庄内地域一昭和 40年米生産費表5-3
ιm -
01 
N 
? ? 「
?
?????
?
? ? ? ? ?
?
?
? ?
?
ー山形県ー
l| 話埜 E121!i li l i|;!Ei i l El Zl 働資労 |刊l資本料金 言十 地代生産費利子 生産資
1 ha未満 5.6 (2.5) 165.2 523.2 424 4，359 1，189 1，063 864 1，098 4，255 141 16，521 1，653 31，567 28，781 1，342 1，250 31，373 
1 ~2 ha 6.7 (3.3) 158.5 528.1 420 4，312 1，12 997 835 915 4，481 343 15，838 634 29，887 27，256 1，189 1，118 29，563 
O 
ア 2~3 ha 6.9 (3.2) 150.6 502.7 481 4，760 1，085 1，267 964 794 4，255 348 15，236 199 29，390 27，222 1，413 1，055 29，690 
3ha以上 7.2 (3心 135.0 536 532 4，337 1，108 1，423 931 857 4，109 347 14，383 523 28，550 26，704 1，415 1，219 29，339 
ノL
平 均 524.2 454 4.402 1，129 1，146 883 937 4，304 286 15，646 838 30，025 27，582 1，315 1，67 30，064 
水田面63積.8 1 ha未満 122 1，250 341 305 248 315 1，220 41 4，737 474 9，051 8，252 385 358 8，995 
一
五 正 ~2 ha 139，7 45. -316 283 237 260 1，273 97 4，499 180 8，489 7，742 338 318 8，397 
O 
kg 2~3 ha 246.2 44.9 1441 1，421 324 378 288 237 1，270 104 4，547 50 8，770 8，123 422 315 8，860 
当
り 3ha以上 37.8 149 1，213 310 398 260 240 1，150 97 4，024 146 7，988 7，472 396 341 8，209 
平 均 120.7 4L2 323 328 253 268 1，232 81 4，477 240 8，592 7，893 376 334 8，603 
昭和 40年 米生産費表 5-3'
ιn .， 
農林省山形統計調査事務所資料
計 140戸
調査戸数 1ha未満77戸
1 ~ 2ha 42戸
2 ~ 3 ha 12戸
3ha 以上10戸
(注)
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格が，毎年.基準米価を下廻り価格獲得力において劣っていることから知ることができる.
それにしても，時期別格差金の獲得には積極的であることは否定できない.それによって
農繁期を著しく激しいものとして，賃金を必要以上に高める要因となっている.それはま
た家族労働力を完全に利用し，高賃金を回避する意味からの品種構成に対する配慮を欠く
ことになる.
②整地と脱穀調整過程は機械化されたが，栽培管理過程が依然とじ℃手労働中心で、あ
るために，岡植，稲刈り労働作業を削減できないこと，およびそれらの作業時期の基幹的
常備労働力と臨時雇用がともに減少し，賃金の高まったことが，水田経営耕地規模の拡大
を制約している.'
@ 現行の稲作技術体系は庄内稲作農家の圧倒的大部分を占める中間層に適合して形成
されている.一応3ha以上の上層農家で、も増収効果があり，収益性を高めることができた
としても，農業労働力の減少が，特に，手労働中心に行なわれる岡植，稲刈り，その他除
草， I坊除作業などの栽培管理過程に表われて，それらの作業の適期をはずし，作業を粗雑
にナることになる.これがj民量を高める方向を制限し，収益性を停滞させるものと推察さ
れる.
さて 3ha以上農家は 3ha以下農家に比較して，収議性は高い水準にあり企業的性格
を促進する要因が存在するようにおもわれる.それにもかかわらず， 3 ha以上農家は昭和
35年以降わずかながら減少している.この矛盾をもたらす要因とじて次の 2つが指摘でき
ょう.
第1に，現行の稲作技術体系が一巡し，農業労働力の減少によって不利益となる要因を
多くかかえているにもかかわらず，それに代わる中大型稲作技術体系が未だ確立していな
いことである.
第2は，家族(労作)経営の性格によることである.家族(労作)経営は企業的稲作経
営になるほど農家所得を稲作に依存する傾向が強く持つようになる.それは家計と営業部
門との未分離の状態をいっそう強める要因ともなる. しかも，家族は独立的人格の自由を
求め，個人の諸権利を擁護してくるために，家族の 1人1人が近代的生活をしようとする
欲求が強くなり"家計費上昇の一因となる. しかるに今，稲作による農家所得の上昇が家
計費の上昇に及ばないからといって，今後家計費をきり つめようとしても困難となること
である.こうしたなかでも，家族労働力の強度を高めて，農家所得をあげ，経営の再生産
をはかることは単に労働手段的費目に代替するのみならず， 10 a当り収量をも高めるとい
う両費目に補完的関係がうかがえる.また米生産費と米価との関係を米生産費調査結果か
らみるかぎり，いずれの経営耕地規模でも米価を下廻る生産費であって，米の再生産は確
保されている I しかも，経営耕地規模大になるにつれて10a当り費用合計， 150kg当り生
産費がともに低下fる傾向から， 3 ha以上農家の水稲作部門経営効率は(3ha以下農家より
も高いことがわかる.， 
次に，昭和39年庄内地域の農家経済調査から， 3ha以上農家の家計費は農業所得だけで
つぐなわれていることを知る.だが，その農業経済余剰は少額である.ここで 1人当り家
計費が経営耕地規模大なるほど増加していることによる影響をみのがすことはできない.
このように，経営耕地あるいは生産規模が拡大するほど稲作部門の経営効率が高くなる
傾向がみられたが，それに応じて，企業的性格が強められる方向にあるだろうか.
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第3項企業的稲作経営の存立基盤
確かに，主体的条件としては，経営耕地規模大なるほど，経営主の稲作専従者意識が高
まることによって経営者能力を発揮させ，それが適切な意志決定となって，収益性を高め
ていることは否定できない. しからば，客体的条件としての稲作農業構造においてはどう
であろうか.
1.農家人口及び農家構成の変化
庄内地域の一戸当り農家人口は 6.0人で、あって， 3，:- 5 haで、は 6.9人， 5ha以上では7.7
人となって，経営耕地規模が大となるにつれて増加している.だが，時系列でみると経営
耕地規模の大なるほど農家人口は減少している.いずれにしろ，経営耕地規模大なるほど
多くの農家人口をかかえていることは，基幹的常備労働力を保持するどいう意味から，
3ha以上農家においてさえ家族労作経営の性格を依然として持っていることを示してい
る.また，昭和35年以降の農業労働力の減少は，先ず，年雇労働力を，次に，家族労働力
を流出させて専業農家の減少となって表われている.
特に3ha前後農家の年雇の減少は，一方は，臨時雇と手間替え労働の増加によって代接
され，他方，機械化を促進したのである.
しかし，最近は，臨時雇と手間替え労働も微減している. これを契機とし'"(:，集団栽培
によって切り抜けようとしているものの， 3ha以上農家の，年雇を含む基幹的常備労働力
を大量にかかえこむことによって成立していた経営構造は大幅に改変さ性られてきてい
る.次に，農家構成の変化をみると，昭和30~35年の聞は， 3ha以上農家が増加して，富
農層が形成されているとみられていた. ところが，昭和35~40年の聞では， 3ha以上農家
は農家構成比 15.5%から 15.3%と相対的に減少し，また絶対的にも減少している.農家構
成の変化からいわゆる中農肥大化傾向をわずかながらみることができる.
2. 土地基盤整備と機械化
土地基盤整備では10a当り450kgの安定的収量を上げるまでに整備されているとみられ
るが，それ以上の収量を確保することと並行して，労働力が減少する過程にあって，労働
生産性を高める方向と結びつく土地基盤整備を進めていくことが必要とな}っている.次に
農業機械にあっても，労働力の減少，土地基盤整備と農業機械の開発に即応して，大型機
械一貫作業体系を確立しようとする動向をみることができるが，未だ問題を多くかかえて
いる.
3.稲作技術体系の変化
現行の稲作技術体系が大成したのは昭和30~35年の聞とみられる.この稲作技術にあっ
ては，小型動力耕転機を中心とする機械化が牛馬に代替し，それによ って農業労働力を流
出させるか，または労働の集約化を計る要因として働いたとしても，直接増収に結ひ守つく
労働力は十分確保されなければならないという条件のもとでは水田面積規模を拡大するこ
とは多くの困難をともなう.この限りにおいて， 3ha以上の企業的稲作経営は確固たる存
立基盤をも っていないのである、それにつけ，上述の動向をさらに究明するために，庄内
地域の最上限の水稲単作経営農家である水稲作付・面積5ha前後の企業的稲作経営農家28戸
を対象として，特に，稲作部門の調査結果にもとづいて考察を進める、ハ
調査農家のうち南部の鶴岡(大泉) 9戸，藤島 9戸，北部の酒田10戸からなる.各地区
の最上限農家は農地改革の影響もあって一定していない.
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第3節 企業的稲作経営農家の構造と経済分析
第1項調査地区別経営効率差異の経済分析
1.稲作部門の成果と経営効率
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まず，稲作部門の最終的な計測結果を示そう.調査農家全戸平均の経営成果はlOa当り
に換算した経営純収益は 38，538円に達している.この経営成果に影響を及ぼした経営効率
指標のうちで，稲作部門総資本純収益率は10.46%，1日当り家族労働報酬2，512円，庭先
販売価格 (1kg当り 106円)に占める 1kg当り主産物生産費の割合は77%である.(表5
-4を参照して下さい)経営成果そして経営効率は95.5%を占める水田L173.3a，10 a当り
部門投下労働日数12日， 雇用労働率L11.6%， 資本財資本2，010千円，資本財装備率(労働
1単位当り資本財)3，551円， ，10a当り収量 5L15kg， 10 a当り粗収益60，411円， 10 a当り
経営費21，877円，費用率(粗収益に占める経営費の割合)34.3%という稲作経営要素構造
を示めす要因指標の機能によってもたらされたのである.
次に，調査地区別経営効率(本章で経営効率は部門総資本純収主主率 1日当り家族労働
報部1/，米価に占める生産費の割合等の経営効率をさす)では，いずれの経営効率指標でも
油田が高く，鵠岡が低く，藤島が中間にある.その要因として 1つは物的生産力を規定
する自然的条件 2つは経営者の意志決定と基幹的常備労働力に主導される経営構造の差
異に求められる.
2. 自然的条例:と経営構造の差異
(1) 自然的条件
地区別10a当り収量は藤烏 565kg，酒田 560kgと高く，鶴岡は 512kgと格段に低い，
これは自然的条件のうち，土壊と水質による差にもとづくとみられている.しかし， 10 a 
当り収量は必ずしも自然的条件によってのみ説明されるとは限らない.それはまた，経営
効率を含めて， 基幹的常備労働力と臨時雇用労働力との関係に特徴づけられる経営構造と
も関連するとおもわれる.そこでそれらの点について分析を試みる.
(2) 稲作経営構造
1)経営地構成と耕地条件
地区別水田作付面積は鶴岡 512.2aと広く，藤島 490a，酒田 425.8aと狭くなっている.
農地改革前は， 全戸平均 529aであって，そのうち，自作地71%，小作地29%からなって
いたその他貸付地 191aをもっている自小作農的性格が強く，地区別では鶴岡，酒田の
自小作農的性格と藤島の自作あるいは豪農的性格をもった農家が多かった.農地改革後か
ら調査時まで、の農地移動をみると，経営耕地規模は縮少している.これを調査地区別にみ
るJ:，鶴岡の縮小と藤島の拡大と油田の縮小の傾向をみることができる.鶴岡の縮小は土
地生産力の低いことと雇用労働率の高いととに関連し，特に，労働力不足による影響が大
きいとおもわれる.藤島は自家労働率が高いことから基幹的常備労働力が一応確保されて
いることにより規模拡大を可能にしたとおもわれる.酒田の縮小は集団化による経営合理
化をともなう縮小としてとらえられる.このような農地の変動は， 基幹的常備労働力の減
少からく る臨時雇用の確保，機械化に伴なう圃場整備とも関連している.
次に，闘場条件についてみる.調査農家の水間面積の67%が2つの圃場に集固化してい
る. 1団地当り 74aの大きさであり，通作距離は 540111である.地区別では酒間は通作距
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表5-4 調査農家の米生産費の構成
¥¥ 物 財
¥: JI~ 料 諸 i:~ 料 オ℃ |め 建修農繕購|自|昔i 苗床I動機械力I除剤草Iそ{也のI言↑ 利 1¥徐 物繕具修]替佼
一 餓 岡 657 2，606 1，975 4，581 215 649 176 237 1，277 1，620 738 306 τ96 
O 
調 ア j漆 島 632 2，095 1，975 4，070 125 357 267 223 972 1，384 811 489 647 
実
ノレ i国 問 588 2，094 1，975 4，069 161 343 316 223 1，043 1，306 894 412 533 
升主主之 当
りf 司王 均 627 2，273 1，975 4，248 168 454 251 228 1，181 1，441 812 401 662 
i也
一 鶴 岡 193 764 579 1，343 631 190 521 70 375 475 216 90 233 
区 五.
O 藤 島 167
555 523 1，078 331 95 71 59 258 367 215 130 172 
別 ~Il i酉 問 158 561 529 1，090 43 92 85 60 280 350 239 110 143 
当
り 平 均 172 625 543 1，168 46 125 69 63 303 396 223 110 182 
水一 5 .0~5 ， 87 671 2，380 1，975 4，355 205 484 200 237 1，126 1，549 668 270 748 
数 回 O
{乍 ア
面積付 ル1 
4.5~5.0 577 2，145 1，975 4，120 127 437 288 223 1，075 1，414 795 549 516 
別 当り 4.0~4.5 614 2，402 1，975 4，397 171 475 303 223 1，172 1，429 1，021 431 757 
員同 鶴 岡 2.5 9.7 7.4 19.6 0.8 2.4 0.7 0.9 4.8 6.0 2.7 1.1 3.0 
構
査 藤 烏 2.4 7.8 7.4 17.6 0.5 1.3 1.0 0.8 3.6 5.2 3.0 1.8 2.4 
士山
成 区 1i酉 閏 2.3 8.3 7.9 18.5 0.6 1.4 1.3 0.9 4.2 5.2 3.6 1.6 2.1 
害リ
7JI 平 均 '2.4 8.6 7.5 18.5 0.6 1.7 4.2 5.5 ， 3.1 1.5 2.5 
ノ日弘 オ(， 5.0~5.87 2.5 8.9 7.4 16.4 0.8 1.8 0.8 0.9 4.2 5.8 2.5 1:0 2.8 
% 付l問作
4 .5~5.0 2.2 8.3 7，  16.0 0.5 1.7 1.2 0.8 4.2 5.5 3.1 2.1 2.0 
面積
'月Ij 4 .0~4.5 2.3 9.0 2.3 16.3 0.6 1 1.1 0.8 4. 5.3 3.8 1.6 2.8 
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費 労 働 貸 費合 地 主主 費合 租公 費合
賃料 償 去p 臨 自 本
計ー 言l' 用言1・ キリ 用計 用il
料金 建|機|計 H奇 湾'"司えi (1) (t， 子 (2) 税議! (3) 
286 10，263 995 2，095 3，087 13，547 6，179 7，120 13，299 26，646 15，224 2，505 44，575 2，241 46，816 
219 9，225 955 2，757 3，712 13，107 6，036 7，614 13;650 26，739 15，312 2，151 44，220 3，755 47，975 
195 9，O'1O 800 2，569 3，369 12，491 4，693 7，953 12，646 25，137 15，165 1，893 42，195 3，551 45，746 
235 9，536 919 2，467 3，386 13，063 5，655 7，551 13，206 26，267 15，234 2，191 43，694 3，164 46，858 
841 3，008 292 614 3，970 1，811 2，087 3，898 7，868 4，462 734 13，064 657 13，721 
581 2，441 253 730 3，473 1，599 2，017 3，616 7，089 4、057 570 11，715 995 12，710 
521 2，421 214 688 3，345 1，287 2，130 3，387 6，732 4，061 507 11，300 951 12，251 
651 2.620 253 678 3，593 1，555 2，077 3，632 7，226 4，190 603 12，018 870 12，889 
299 9，666 3，054 12，957 6，275 7，356 13，631 26，588 15，267 2，710 44，572 2，831 47，403 
189 9，235 3，633 13，010 5，642 7，135 12，277 25，787 15，223 2，709 43，719 3，360 47，079 
202 10，002 3，528 13，588 5，337 7，865 13，302 26，790 15，168 2，187 44，146 3，250 42，396 
1.1 38.2 3.7 7.8 11.5 50.5 23.0 26.5 49.5 100 
0.8 34.5 3.6 10.3 13.9 49.0 22.6 28.5 51.1 100 
1.0 36.0 3.2 10.2 13.4 49.7 18.7 31.6 50.3 100 
0.9 36.3 3.5 9.4 12.9 49.7 21.5 28.7 50.2 100 
1.1 36.4 11.5 48.7 23.6 27.7 51.3 100 
べ
0.7 35.8 14.1 50.5 21.9 27.7 49.5 100 
0.8 37.3 13.2 50.7 19.9 29.3 49.3 100 
(注) 畜))貨は除いてある. • 
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離が比較的近く，その上集固化しており，藤島は近くにいくぶん分散した団地を持つ.鶴
岡は 1部の農家を除き比較的遠い場所に集団化しているといえる.耕地の集団化と通作距
離を短縮する経営選択は 5ha前後の農家にと って無視できないほど稲作作業労働の節約効
果を持っている.たとえば鶴岡の No.3調査農家は 50111以内に 2ケ所に集団化したことに
よって10a当り投下労働日数9日と調査農家のうち最も少な く.しかも， 10 a当り収量を
平均水準に維持して労働節約効果をあげていることからもその一端を知ることができる.
2)稲作農業労働とその利用
家族労働力を中核とする基幹的常備労働力が企業的稲作経営を存立させる主要な要因で
あることを随所に指摘してきた.そこで次の点を考察する.
① 先ず家族労働力の給源となる家族についてみる. 家族員は平均6.6人で，
年雇を含む基幹的常備労働力(年間稲作投下労働日数150日以上就農可能な者)2.8人であ
って 1人当り7l<図面積169aであり，現行の稲作技術水準では150aであるとされること
かiら，それだけ，機械と臨時雇用への依存は大きいとおもわれる.調査地区のうち，鶴岡
はI人当り水図面積が他の 2地区に比して少ないが，自然的条件が劣悪なために， 10 a当
り収量を少なくしている.家族構成は傍系家族をほとんど含んでいない.しかも，ほとん
どが長子相続による近代的家族構成を示している.長子相続を家父長的家族制度の継承と
みるよりは，むしろ，基幹的常備力の保持という積極的な意味をもってきている.
② 次に， 自家農業労働者及び雇用者の作業別投下労働日数の構成をみると，
家族労働率(総投下労働日数に占める家族労働日数の割合)は 58.4%，年雇率(同年雇日
数の割合)は11:2%臨時雇率(同臨時雇日数の割合)3u.4%である.調査地区別では自家
労働率(総投下労働日数に占める家族と年雇日数の割合)は酒田が最も高く，藤島，鶴岡
の)1慣に低い，家族労働率では藤島が最も高く，酒田がそれに次ぎ，鶴岡は極端に低い.
家族労働率が高いことはそれだけ基幹的常備労働力が保持され，水稲作業技術の手労働
部分の作業を円滑にし，さらに弾力的な作業配分を可能とし，収益性を高めて，安定性を
増大させる主要な重要因となっている.逆に，年雇，特に，臨時雇が多ければそれだけ市場
性をまして， 雇用労働市場の需給関係に左右されるために経営者は弾力的な作業配分を逸
することによって，荒作りを余儀なくされ，それだけ危険を背負うことになる.
このような事情を考慮、して，さらに，稲作作業労働別臨時雇用率をみ?る.全戸平均で最
も高いのは回植作業であって61%を占め，次に，稲刈り作業労働の 58.2%と，これらの作
業労働Jは半分以上を臨時雇用者によって占められている. しかも，臨時雇の給源が少なIく
なり，その作業の臨時雇賃金よりも 1段と高く，米価の値上率よ りも高いほどである.だ
が 1日当り家族労働報酬よりも低いことは注目されねばならない. いずれにしろ，こ1れ
らの作業労働の軽減をはかるため，品種構成(2段播き)，田植え，稲刈期間の延長，集団
栽培の導入をはかることによ って10a当り収量を下げない範囲内で改善を進めている.
@ 10a当り投下労働日数は全戸平均12，日であった. これは庄内地域の米生産
費調査の 3ha以上農ー家10a当り労働日数130.3時間より少ない.その内容をみるために，
作業労働別投下労働日数と構成割合についてみると，中耕除草が全体の 20.6%の2.47日で
最も多く，次いで稲刈り1.8%の2.20日，稲上げ脱穀調整19%の2.28日であり，田植は 16.6
%の1.99日， i1k肥運搬散布は8.3%の1日からなっている.庄内地域の米生産費調査の 3ha
以上農家よりも低い要因として， No.3調査農家の例でも一部うかがわれたように， 5 ha 
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前後農家の耕地の集団化と通作距離などの圏場条件が整備されている程度によるとおもわ
れる.つまり，経営耕地規模が大なるほど 1団地当り面積の広さが大きくなる事実によっ
て，移動運搬作業が節約されることである.
たとえば，団地数多く，団地当り面積が狭りれば，動力耕転機の移動，岡横期における
苗運搬，田植の圃場移動，堆肥運搬，濯排水管理としての水廻り，稲刈り稲上げの運搬な
ど，移動運搬作業が多くかかることになる. 1団地当り圃場面積の比較的広い 5ha前後農
家では，それらの移動運搬作業労働の節約効果が大きく影響するものと考えられる.ここ
で詳述はひかえるが，調査地区によって，保護苗代率，肥料運搬，除草と防除方法と回数，
収穫方法と時期などの相具していることから，作業労働別投下労働日数の性格を知ること
ができる.
3)農用機械とその利用
耕地整地用機具としての乗用トラクター，運搬用機具としての三 ・四輪車は最近めざま
しい勢いで導入されている.それは，中，大型機械技術体系を受容する農道，区画， 集団
化した土地基盤整備と即応し，作業労働の削減と肉体作業労働の強度を軽減し，耕転整地，
運搬の労働J能率を高めることになる.同時に，中大型乗用トラクターの導入は資本装備率
を高めることになり，その段階において，深耕を可能として，通気性，減水深を適度な速
さにし，肥料の受容カを増大させることによって， 10 a当り収量を高める.その結果，資
本装備率を高めることともに，資本回転率を高めて，全体的に，労働生産性を高める契機
となる.
4)栽培期間，品種構成と施肥水準
田植開始期，収穫開始期はいずれも鶴岡が最も早く，各々 4月18日 9月15日ごろであ
る.藤島，酒田と遅くなる.鶴岡が早い理由として次の 2つが指摘されよう.
① 秋落地帯で地力が続かないため，初期生育によって10a当り収量を高めよ
うとする栽培技術が選択されているとみられるからである.しかし，早植であることから，
低温となり s ノビエ発生を長期化し，その上労働力不足のために，ノビエの除草を十分に
行なわないことによって，収量を上げることに必ずしも結び、ついていない面をも っでいる.
② 周辺部には 3ha以上農家が広汎に存在しているために，田植， 稲刈り雇用
労働の獲得競争によって早められることである. 3地区と も経営耕地大なる農家ほど田植，
稲刈り作業を早く終らせる傾向がある.そのために各々の作業は雇用労賃の最も高い時期
に行なわれるという不利益を負担させられている.
次に品種構成についてみる.全戸平均では早生 25.2%，中生52%と晩生は 21.6%で中生
品種を中心として構成されている.地区別にみると鶴岡は早生が多く，藤島は中生"ri酉岡
は晩生品種の作付割合が多い.これは田植開始期，稲刈開始期と労働の季節的繁閑の分布
状況にも影響してくる.これと関連して，早場米奨励金は鶴岡に多く利用され，減収を補
って生産物価額をある程度維持している.
それに対して酒田は早場米(前進販売)よりも10a当り 収量と品種等級を高めることに
よって，さらに，土壌条件の有利性に倍加されて， 10 a当り生産物価額を高め，収益性を
高くしている.施肥水準はN.P.Kともに酒田が多く，それは土壌の肥料に対する保持，
受容力ともに高いことによ って増収につながっているとおもわれる.
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? 。
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?
稲 作 部門 経営資 源
調 7JC 回
笑 数 (10アール当り) 構 成 比 (劣)
投下労働 日 数
査 {乍 付 固 定資 産 流動 固 定資 産 流動
数 面積
自家|臨時雇 1 土地 !建物|大関| 計
合 計
土地|建物 !大農具|計
合計
言十 資産 資産
a 千円 千円千円 千円 千円 千円
鶴岡 (大泉) 9 512.7 366.6 185.4 552.0 253 28 7 289 11 301 84.0 9.5 2.6 96.1 3.9 100 
調
査
土也 勝 島 9 489.9 446.9 188.4 635.3 255 24 6 285 11 297 85.8 8.3 2.0 96.1 3.9 100 
区
jlj 
10 i酉 回 425.8 150.9 150.3 516.2 252 17 7 278 10 I Ö I.~1 6.1 2.6 96.2 3.8 100 
ha: 
ヱ!c 5 ~ 5.87 537.1 425.2 254 26 7 287 11 299 100 
回
{乍
4.5 ~ 5.0 470.9 378.4 183.6 562.0 253 26 7 287 11 298 84. 9.0 100 
付
面
積 4.0 ~ 4.5 8 429.3 372.8 534.0 252 17 7 277 11 289 87.4 2.5 96.0 4.0 100 
平 均 28 474.3 392.1 173.9 566.0 252 23 7 281 11 396 85.7 8;0 2.4 ヶ96.1 3.9 100 
表5-5
a:> 
o 
表 5- 6 稲作音~，門分析指標 一調査地区別ー
. -
成 栗 指 4芳、 ~ 之ご 因 分 析 指 4票
10ア ー ル当 り
五当家り重報働醐 本部間資純収益率 孟王覇室
資装 物 本資 労収 付力日
付加価値資本ネ最
霊堂 10り RB 10り労 10り
員装オ ア生 A 料
アノ'1.-投肺ピH 
ア物
粗収 経営 純収一 純収土 {蔵
転τ弓回担エユ
働益
価値率
用
本率 |霊
ル産 効 ノレ財
益一 費 益 益地 純率 マ-令~ 当量 ヨーすzー 当下数 当主主
千円 千円 千円 円 円 % 円 円 円 % F￥ % F￥ % kg % 円
調 鶴 同 55，9 21.9 33.9 23，972 2，224 8.98 83.44 28，001 1，258 18.56 43.46 75.79 63.35 39.2 512 12，202 11.03 14 
サJヨでー
士tI!. E3寺 島 62.8 22.8 39.9 29，838 2，428 10.89 80.72 22，913 1，010 21.15 50.79 79.16 65.01 36.4 565 15，429 12.97 13 
区
jJl 
i酉 同 62.7 20.7 41.9 31，839 2，866 11.77 77.81 23，831 1，030 21.69 52.43 80.07 67.74 33.0 560 15，409 12.05 12 
ha 
5 ~5.87 56.6 22.0 34.5 9.1 25，923 1，120 18.89 45.36 77.12 62.33 39.0 510 13，009 11.6 13 
7.K 
回
{乍
39.5 付 4.5~5. 0 61.6 22.0 2，570 10.8 25，044 1，090 20.61 49.77 78.8 66.79 35.7 554 14，952 11.9 13 
面
続
jJl 
4.0~4.5 63.3 22.1 41.1 2，600 11.51. 23，252 1，092 21.89 51.14 78.54 66.9 577 ~. 14，469 12.4 14 
平 均 60.4 21.8 38.5 28，443 2，512 10.47 81.81 24，807 1，094 20.40 48.98 78.38 65.43 36.2 545 14;218 12.00 13 
(注) 上表の指標問に次のような関係がある. ① 1日当り労働報酬=資本装備率x資本回転率x労働純収益率
② 部門総資本純収益率=資本回転率x付加価値率x付加価値資本分配率
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第2項稲作経営成果に影響する諸要因分析
前項では経営効率を地区別に，経営地条件，または経営構造における労働力の機能を重
視する意味から，作業労働を中心として分析した.
さて，部門経営成果に影響する諸要因には 1つに個別経営者によって，自由に管理さ
れ選択可能な生産要因.1::， 2つには自由に選択不可能な気象，土壌条件な どに分けられる.
本項では経営者によって選択可能な要因として，土地， 労働力，資本財からなる経営規模
指標，それらの比率を示す受容力指標，生産要素と経営成果指標の比率を示す効率指標を
取上げ，種々の要因分析を行なった中で比較的趨勢的傾向のみられる分析結果を検討して
みる.
1)水間面積規模別経営効率とその要因
まず，調査農家の水間面積を大中小と3区分し，資本収益性と労働収益性の 2つの収益
性指標によってみると，水田面積の小さい稲作経営農家の収益性が最も高く，中，大規模
になるにつれて収益性は低下している.
そこで，経営耕地規模大なるほど労働収益性の低下する要因を明らかにする.そのため
に，労働収益性を分解inして，
5-1 調査地区別労働収主主性と資アド収益性 図5-2 水同作付面積規模月IJ労働j収益性
と資本収益性
tHAO，;f. G t労例力純収榊 G K 
制収("~
労働力純JI，(7，;[L 投ド資本古n 'j'f'動:lJk，tiJIU¥:
資本間桝t
資木装備率E
f.J加WfJu直率
g 
G 
労働収録作
( 1日当り
労働力純収益)
し
投下ザj'f，到日以LL
純'l.J't'dlig
k 
g 
一一削 1M)
-ー一線 島
ーー一-i酉 回
一ー-'f~当値
全戸早均値の
×傾向線を示す
付JflfilflI g 
分配率 百
K 
L 
??? ??
??????
ー
? ，
????
?? ?
????
Gm収税 資本純収I"i.¥( 資本純JIY.M
G 
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資本回転率
¥( G 
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(資本純JIK主主率)
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部門労働力純収益
部門投下労働日数
投下 f資本
部門投下労働日数
豆町盟思益亘間差盤tJ坦血益
投下資本 部門粗収益
(品説哲男議盟諸).(資本装備率) (資本回転率) (部門労働力純収益)
からなる相乗積bすれば"水田面積が大きくなるほど'1'労働収益性が低くなる.同時に，
資本装備率は高くなり，資本回転率は低下し， しかも部門労働力純収益率は低下する.
次に，資本収益性を検討する.資本収益性を分解.して，
(注) 労働収益'性を限界理論との関係でみるとすれば以下の通りである.
いま，労働収益性を次のような記号で示す.
~ . X ， P 、旦=玉.~二ム .ftι= x ~ -"(τ-1 i.・H ・..・H ・. H ・.(1)
L -L K P・x L ¥ーョ一 / 
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但し， 111 部門労働純収益， L 部門投下労働日数， K:投下資本額， R 部門粗収益，
R=P'x， p:米価 x 米生産量，c 労働力利用経営費
限界理論では生産の最適規模は限界費用が平均費用に等しい点である.
そこで，(1)式を生産量zの関数として xで微分する.その値がOとなる生産量におい
て，労働J収益性は極大となる.
!l， 
g-ln k R In 一一 一一 ・十 ・一L -L -L 守 R
g'~ (' ~1 )' =， ~:I;，-mL_= ' ).1' _ m~' = 0 
¥T J - v τ L2 一
IU -JE---…・・…・…・・・・・・………・・・・・………….....・H ・.・H ・. H ・-……・・(2)L L 
つぎに，， R/L=T， 
1 1 
L=R/Tとし，(1)式を(2)式に代入して，
In111T 
(~)'-~ TI T 
mFT 1 
R'T-RT' -R 
いま， Tを一定とする.
R'T-RT， - R 
T2 
T'= 0 RT'= 0 ・H ・H ・，..・H ・..・H ・H ・H ・..，・H ・1....・H ・. H ・.・H ・. H ・.(4)
となる.そこで(4)式を(3)式に代入する.
11'T 1 ~_~...・ H ・.....・ H ・ H ・ H ・..….. .・ H ・.....・ H ・ . ....・ H ・-・ (5)R'T R 一頁，=百十
つぎに，労働純収益1は組収主主Rから労働力利用経営費Cを差引いたものである.
111=R-C 
そこで，これを(5)式に代入する.
(Rー C)' 1 
R'一 一 R
C' C 
-長下 R
1一千=1-t-
C' _ R/ x 
T 一号庁......... ・ ・… ・…r.......…(6)
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• 部門粗収益 部門純生産
投下資本.部門粗収益
(親告号室禁最善運)(資本回転率)
?
?
?
?
?
?
????
?
???
(付加価値資本分配率)
からなる相乗積として表わす.水岡面積が大きくなるほど資本収益性が低下する.同時に
資本回転率は低下し，付加価値率，付加価値資本分配率が低下する傾向をみることができ
る.
2つの収益性指標に共通に含まれる資本回転率は，労働収益性，資本収益性が高くなる
につれて増大する.資本回転率を高めているのは10a当り収量であると推察される.この
(付加価値率)
すなわち，限界粗収益を限界労働力利用経営費で除した値と平均粗収益を平均労働力利
用経営費で除した値と等しくなる生産量において，労働収益性は極大化することになる.
とこで，個別経営において，米価は一定と仮定することが許される.
，p x 
弓手L=子
p'= 0 
p x' p 
C' -c 
x 
したがって， (8)式から，労働収益性の極大点はi限界労働力利用経営費と弔均労働力利
用経営費との等しくなる生産量zできまる.
これを図示すれば図 5-3の通りである.
以上の展開は資本収益性についても同様な方法で導かれる.証明略
P ..........(7) 
C 
Z 
:.P'x=O 
C'=~ ・ (8)x 
p'Xrトpx' 
C' 
p X' =p が=1
限界または宰均労働力利用経営賓と
生産量との関係
図5-3
C 
?
?
???????
?
???
??????
， ?
?
C 
X 
C' 
???????????
?
?
X 
生産量
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複合した成果指標と要因指標との関係
， 
十B一n 因 指 一 襟
1 戸 当 り
集 約 度 (10a当り)
農家番号 労働日数|詩;~I 資本領 |資本財額陶具類| 粗収益 i 経営費 i 純収益 労働日数i資本調書事|農機具額|粗収益|経営費
日 a 百万12円.0 I千，27円3 
一千円
2千，8円06 千86円4 I千，94円1 日 千28円1 千2円9 千円 千65円.9 
千円
1 22 25 26 3 468.3 425.9 312 11.0 7.5 20.3 
2 9 15 16 19 27 5 502.8 455.1 13.3 1，736 227 2，902 974 1，927 11.0 291 38 5.0 63.8 21.4 
3 3 14 18 20 21 27 30 7 59.1 463.4 13.5 1，712 441 2，960 1，079 1，881 12.1 292 36 9.5 63.9 23.2 
4 1 6 8 13 23 24 28 7 588.7 482.7 14.1 1，870 286 2，750 984 12.2 291 38 5.9 57.0 20.4 
5 2 4 5 1012 17 6 649.0 517.5 16.3 3，115 392 2，886 1，189 1，697 12.5 314 60 7.6 55.8 23.0 
平 均 28 566.0 474.3 14.0 2，009 340 2，865 1，037 1，827 12.0 296 42 7.2 60.4 21.8 
要 因 主旨 標
成 果 標(収益性)
集 主ヲ 度 (10a当り) そ の {也
E | 農 家 番号 純収益|生産量|物贈|肥料費(農薬費 装資備本率I物装備率財I費用率I肥料効率 1り0土ア地ー純ル益当I報家族労働酬I 資収 本益 率純I産1k物g生当産り主去を
千45円.6 5k9g 1 千円 干3円.8 80円5 千25円.9 1，15円9 
% 千17円.3 千37円.9 
14 
% 
68円.9 1 22 25 26 3 12.7 30.7 14 
2 9 15 16 19 29 5 42.4 576 12.6 3.9 764 26.4 1，140 31.6 16.5 33.4 1，632 12.6 74.5 
3 3 14 18 20 21 23 30 7 40.6 573 13.5 4.2 980 24.3 1.115 36.5 14.6 31.0 1，007 11.3 81 
4 1 6 8 1323 24 28 7 36.6 510 12.0 4.4 782 24 985 . 36.4 12.9 26.4 921 9.8 82 
5 2 4 5 10 12 17 6 32:8 513 14.2 4.5 708 25 1，135 41.1 12.3 20.6 722 7.7 93 
平 均 28 38.5 545 13.1 4.2 812 36.1 14.2 28.4 10.49 81.81 .， 
表 5 ~7
CI) 
Cl'I 
σ、
c1 
資本装備率=投下資本額 資本財装備率z 資本財資本額 ，物財装備率= 物財費 ，肥料効率=旦盟主x1，000，資本財団転率= 粗収益
投下労働日数' 投下労働臼数 投下労働日数 肥料費 資本財資本額
付加価値率=韮生産盆，労働力純収益率= 労働力純収益，イ村日価値資本分配率= 資本純収益 ，資本回転率=.lil3.'旦益一
組収益 粗 収 量王 純生産額 投下資本額
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故に，収益性を高めるには10a当り収量を高めることが決定的要因である.それを裏付け
るのは家族労働率に示される基幹的常備労働力にささえられる増収技術にあるとおもわれ
る.水田面積規模の大中小に配分された調査農家のうち，大規模の大部分に鶴岡，中規模
に藤島，小規模に酒田の農家が属していることから，このような傾向は調査地区別収益性
の差異とその要因とみることもできる.この点の詳細な分析に関しては前項で明らかにし
ている.
2)複合成果指標に影響する要因
次に 3つの収益性指標 (10a当り土地純i収益 1日当り家族労働報酬，部門総資本純
収益率)と経済性指標 (1kg当り主産物生産費) を複合した成果指標と諸要因指標との
関係をみる.それによると，複合した成果指標の順位が低下するにつれて，つまり収益性
が低下するにつれて，水図面積規模が大きくなる.(表5-7を参照して下さい).10 a当り
投下労働(労働集約度)も順位が下がるにつれて多くなる.労働1日当り投下資本あるい
は物財費(資本装備率)には明確な傾向が認められない. 10 a当り資本財資本(資本財集
約度)は複合した成果指標の順位が下がるにつれて高まる.この理由は収益性の低い農家
において水田面積規模が大きく， しかも資本財集約度が高くなることに関係している.そ
れらの農家では，大中型トラクターやオート三輪，自動四輪車が導入されているが，未だ
利用度が低いことと， 10 a当り収量も低いために，農機具の資本効率が発揮されていない
からである. 10 a当り収量は順位の高いほど多くなるが，これは水岡面積規模大なる農家
が順位の下位に多く属し，しかもそれらの10a当り収量が少ないことによる.地区別には
鶴岡から選んだ農家の多くが下位群に属していることから地区別の10a当り収量の差異が
大きく反映している.費用率は順位が高いほど低くなる.経営費は大差はないことから，
10 a当り収量が高いととによって費用率は低下する関係をみることができる.肥料費千円
当り粗収益は順位が高いほど高くなる. しかしながら， 10 a当り肥料費の増投が， 10 a当
り収量を高めているとみることは困難である.したがって，肥料効率を高めるには耕転整
地過程と施肥技術以外の栽培管理過程の改善と関連をもって，施肥量，施肥法を選択する
ことを必要とする.
第8項生産関数分析
これまでの要因分析を総括する意味で，大規模生産の有利性，生産要素結合の合理性を
生産要素の生産弾性係数とそれらの和および偏限界収益力の計測を通じて明らかにしよ
う.計測方法としてダグラス型生産関数分析法制を用いて全戸調査農家に関して独立変数
(注) ダグラス型生産関数の特徴を数式化して経済的意味を説明すると以下の通りであ
る.
先ず生産関数
f (仇)=ax，b，凡ゾ2・H ・H ・..・ H・...・ H ・H ・H ・..・ H・H ・H ・.…..・ H ・..・ H ・H ・H ・-・(1)
但し" X" x，は生産要素投入量， b" b2は各々X" x2の生産弾性係数 aは定数である.
1)今，九九について各々偏微分すれば，
421LW卜152b2=b4L ! 。)
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f (xi) _ h .， .¥' b2-".¥' b， _ h f (xi) 一ーで←ー b2ax20川 b2一てアー・…・・…・・・・・・・・・…・・・・……・…..・H ・.....(3)
Uλ2 
故に， bl1 b2を計測することによって九らの偏限界収益力を計測することができる.
2) ところが， bl1 b2は(2)，(3)式から
b1=~日企丘主~=~日主主江主~....... f (xi) /--X;---ax ~"'''''''''''''''''''''''''''' ・ H ・.....・ H ・ H ・ H ・..(4)
b2 =~f (xi) /αX2 _ af (xi) /f (xi) f (xi) /ゐ 一一一万五7王J一一...............・ H ・..・ H ・...・ H ・...・ H ・'(5)
となり生産弾性係数を示す.
3)更に(1)式の変数x1> X2をA倍すると，
f(μi) = a (，1x1) b1(，1x2) b2=a，1b1+b2x1b1x2b2・H ・H ・H ・H ・..……....・ H ・..・ H ・..・ H ・-(6)
となり， b1十b251の場合を検討してみると，
今，x2 = aX1とおけば
g (xi) = ax1b1 (x1) b2= aax1b1+b2= aax1b1+b2・H ・H ・H ・H ・..…….........・ H ・..……(7)
aa=Kとおけば
g (xi) =KX1b1+b2…・……・・…..・H ・.…..・H ・..・ H ・..………...・ H ・H ・H ・...・H ・'(8)
となり， b1-トb2ミ1を図示すると図 5-4のようになる
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このこ とからb1十b2>1の場合は規模に対して収穫逓増し，b1十b2<1の場合は逓減し，
bab2= 1の場合は一定であること を知ることができる.
4) もしb1+b2=1の場合，一次同次関数といい， b1， b1は各々 X1> らの分配率を示
す.即ち，オイラーの定理から，
_ af (xi) "αf (xi) f (xi) 一一一7一一 九十一一一一ーら……・・・・・・・・…....いい・……・・….....・...…・・(日)x1 aX2 
、F ヲ・・7oー 、，
f日企=b ，--.!.主!L~日昼L=bi主LσX1 x1 {(X2 x2 
であるから，b2= 1 -b1を利用して，
f (xi) = b1 f (xi) Xáb2~主!LX2= b1 f (xi) + ( 1 -b2) f (xi) ..・H ・-…(10)x2 
となることから言正明される.
¥ 5)更に又(1)式を変換して
x1=(ι供)士
から f(xi)を一定にしたときの等生産量曲線が得られる.
この等生産量曲線上のらとの関係を求めてみると，
αf (xi) = 
{(f (xi)
仰 1+毛争L似 2=0 u." 1 H -1I2 
より
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b.~皇!L
a主~ = ー X_2___ 02X1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・仙
aX2 b，~並i) =~ 
X1 
とし aX1=1(とおけば，
U"^'2 
x1 = b1b1-1Kx2 …….・H ・...・H ・.…..・H ・...・H ・-・………..，・H ・...・H ・-・・・・(12)
となる.納式は規模線と呼ばれる.
他方，最小費用の条件を求めてみると，
(但し， P1' P2はね x2の要素価格)
費用方程式 C = P1X1十， P2X2 ・ H ・ H ・ ......・ H ・...・ H ・.... . ・ H ・ ... ・ H ・... . ，・ H ・ H ・ . . . ...・ H ・ '~3)
とし， 最小費用で生産する場合の生産要素の組合せを求めると，
G =f (xi)ー C..・H ・..…..・H ・.…..・H ・H ・H ・...・H ・.…..・H ・..・H ・..…..・H ・.M)
αG a:L(xi) 
ヲ五了一←万五7 -P1=O
aG _Jtf (Xi2 一τ ー でー 一一-P2=0 
('''2 1l' ~"2 
こjもから，
f(xi) /ax1 af (xi) /aX2 -P
1
- - P
2 
・・・・ H ・ H ・ ....，..・ H ・...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・ H ・ H ・..……~5)
ずとから(2)，(3)式を~5)式に代入すると，
bl~国L Li出し
- X1 X2 
P1 P2 
変形して
b1 P 1=τ-txz…...・H ・...................................................…… "06)
~5)式を変換して
7f (X1) /ax2 P τ計五一一一よとなり，これを子=1(f (X1)/aX2 - P2 <.'.."， ~"V"- P2 
とおけば，X1 = b1b2 -II(X2......・H ・...・H ・...・H ・...・H ・..……・…・・・……...・H ・.…・ (17)
となる.
(17)式は拡張線(最小費用曲線)と呼ばれる.
以上のことから，
③ (12)式の規模線と(1別式の拡張線とは同じ原点を通る直線である.従って，生産量
の水準にかかわらず要素比率は変らない.この関係を図示すれば図 5-5のようになる.
@ 要素比率がOと∞になる漸次線 redgelineは XI) X2軸であることから，極大
生産量を限定する生産要素の組み合せは存在しない.
以上の諸特徴の うち，本章では 1)，2)， 3) の特徴について計測している.
なお，このような単一生産関数を経営経済資料に適用する場合，生産関数型，又線型重
合関係 (mnlti-collinearity)があると係数 (parameter)が定ま らないこと，経営者能力
の差や生産要素の均質性 (homogeneity)，確率的要因について配慮して計測にかからなけ
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ればならない.
これらは又，生産関数の問題点でもある.
lヨ5-4 規模に対する収穫効果
g(X，) 
b，+b，>l 
b，+b，=l 
b，+b，く1
X， 
X， 
1'g15-5 規模紛あるいは拡張線，価格
k:J~と今、生産量曲線との関係
品 規模線あるいは
¥ 拡張線
/¥ 
付等生産量 1*良
φ上一一一一一一一 X，
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の選択の相異によ って 3つの模型を設定して計測を行なった.それについて表 5- 8を参
照されたい.すなわち，その 1つは (M-Iモデノレ)従属変数は生産物価額であり，独立
変数は水田面積，投下労働日数，肥料費，動畜力費，水利費，防除費とその他物財費の 7
つの生産要素からなる. 2つは (M-lモデ、ノレ)従属変数は同じで，独立変数が水間面積，
投下労働日数，建物施設評価額，農機具評価額と流動財資本の 5つの生産要素からなる.
最後は (M-illモデノレ)従属変数は生産物価額で，独立変数が水田面積，投下労働日数，
固定財資本と流動財資本の 4つの生産要素からなる. また，調査地区別生産関数を計測す
るために従属変数に生産物価額をとり，独立変数には水田面積，投下労働日数，固定財資
本と流動財資本の4つの生産要素をとっている.
1.生産弾性係数
各生産要素を 1%増加した場令の生産物価額の増加割合を示めす生産弾性係数をみる
と，まず， M-illモデノレからうかがわれるように最も高いのは水図面積であって， 次いで
投下労働日数，流動財， 最も低いのは固定財である. さらに固定財を建物施設，農機具に
分けて独立変数としたM-llモデルでは，建物施設は負値となり，農機具は流動財よりも
高くなっている. したがって，固定財の生産弾性係数が低いのは，建物施設の負値部分に
相殺されたためであることがわかる.そこで，固定財を除き，流動財を肥料，動畜力機具，
水利，防除とその他の物財に分けて独立変数とするMー Iモデ、1レをみると，水田面積は依
然としで高いが，肥料， 投下労働日数は負値を示している.M-l， M一皿モデノレでは，
流動財の生産弾性係数は肥料の負値部分によって相殺されて低くなっている，したがって，
生産弾性係数について. 3つのモデノレを通じて高い方から順位をつける と，水田面積が最
高とな り，水利，他物財，!IiI;畜力機具，投下労働日数，農機具，建物施設の)1聞に近く なり，
肥料が最低となっている.
2.修正生産弾性係数の和
生産弾性係数のうち負値を除いた修正弾性係数の和は各モデ、/レとも 1より小さくなって
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いることから，生産要素の最適結合比率および経営規模は，調査対象として選んだ4haか
ら6haの企業的稲作経営農家の範囲では，経営規模拡大に対して収穫逓減法則が作用して
いる. したがって，5 ha前後の企業的稲作経営農家がさらに経営規模を拡大することは必
ず しも有利でないことがわかった.
表 5-8 生産関数の計iJll)(生産関数型 Yi= AX1blXZhZ.…..Xnb 
生 産 修正生産 平均値 偏限界収益力
弾性係数 弾性係数 幾何|算 術 幾 何|算 Wi 
(定数A)万1円6 百円 2万74円.0|; 生産物価額 Yl -1 137. 272.9 
a 10a当9り 10 a当り
水田面 積 Xl 0.65982 0.16191 '171.3 472.3 ，375円 9，397円
労 働日 数 X2 0.02520 一
M 目白 料 X3 0.38477 
1千83円.4 1千87円.6 1円当り 1円当り動畜機具 X4 0.10032 0.08665 8431円 0.827円
6千5.6円8 千円
1円a当り 1円当り
オく 不リ X5 0.10817 0.10807 68.39 0.449 0.433 
百円
3百82円.0 
1円当り 1円当り
防 i余 X6 0.09700 0.00924 363.1 0.694 0.649 
1千1.8円9 千円 1円当り 1円当り!也物財 X7 0.10356 0.07568 12.35 1.737 1.680 
g!p. i生手日 S 0.65896 0.41155 
決定係 数 R2 0.78222 0.50242 一
(定数A)万9円5 万円 2万74円.0 生産物価額 Xl 83.2 272.9 一a a 10 a当25り 10a当25り
*問面積 Xl 0.49427 0.44515 471.3 472.3 ，755円 ，751円
日 日 1日当り 1日当り
M 労働日数 X2 0.18597 0.13224 556.7 566.0 648円 640円
建物施設 Xs 0.03968 一
2千96円.6 千円農機具 X9 0.04209 0.03599 340.0 1円当0り.3 1円当0り.2 
2千25円.5、 2千29円.7 
31円 89円
流動財 XIO 0.00592 0.01152 1円当り 1円当。り
0.1394円 .136円
弾 1生 平日 S 0.68857 0.62489 
決 定 係数 R2 0.53297 0.47466 一
生産物価額 Xl (定数A1)0万1.2円4 2万72円.9 2万74円.0: 
a a 
10a 当23り，6 水 田 而積 Xl 0.44876 0.40809 471.3 472.3 24円
10a 当23り，6 M 日 日 1日 93円
労働日数 X2 0.11567 0.10842 556.7 566.0 531円 1日
回定財
524円
Xu -0.01995 
2千25円.5 2千29円.7 
1円当り
流動員オ X10 0.07925 0.07540 0.9125円 1円当0り.9 目 00円
弾性 手口 S 0.62374 0.59191 
決 定 係数 R2 0.45249 0.44392 一
(注) t宗本数は各モテソレとも28である.
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3.各生産要素の偏限界収益力
各生産要素の最適投入量を決定する条件となる偏限界収益力を検討してみよう.水田面
積10a当り偏限界収益力を市場利率6%によって資本還元 して水田地価を計算すると，モ
デノレの相異によって156千円~428千円となる . 投下労働 1 日 当り偏限界収益力は0~648円
の間にあって，日雇賃金 800円よりも低い.農機具評価額は 340千円，減価償却額 117千
円，利子見積額は 20千円であるから，農機具評価額 1円当り回収予定額は (117+ 20)-7-
340口 0.4円となづている.これに対してその 1円当り偏限界収益力は 0.331円となり ， 回
収予定額を下回っている.流動財はその各費目の効果が相殺されていることによって 1
正号
情!
藤
島
i酉
回
表5-9 調査地区別生産関数の計ifl (M一四模型)
生 iを 修正生産 平 均 値 偏限界収 益 力
弾性係数 部性係数 幾何 |算術 幾 何 |算 術
生産物価傾 X1 
(定数A8)2万.34
円
2 2
万
74
円
.8 
a 
7Jく岡市 積 Xl 0.95538 0.73477 510.6 
労働j日数 X2 -0.03437 
固定財 Xs -0.14445 
j車動財 X. -0.26941 
弾性手口 S 0.50716 0.73477 
決定係数 R2 0.7509 0.66508 
(定数A)万円
2
万
95
円
.1 生産物価額 Yl 230.7 
a 
水 間面積 Xl 0.01110 0.01010 488.3 
労働j日数 X2 0.07676 0.07270 625.0 
固定財 Xs 0.00867 
j危立す1) M X. 0.22468 0.26577 2
千
28
円
.8 
弾性手口 S 0.30388 0.34857 
決定係数 R2 0.6061 0.61901 
(定数A)万円
2
万
54
円
.5 生産物{副知 Yl 170.68 
水 間面 積 Xl -0.09815 
労働 iヨ数 X2 -0.09258 一
千円
固定 Hオ X3 0.05000 0.42536 1，010.9 
千円
j庇到} Rオ X. 0.50508 0.05295 191.8 
3ij i生手口 S 0.36435 0.47831 
決定係数 R2 0.5923 0.59239 
(注) t票木数は，鶴岡9，n菜島 9，酒田10である.
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2
万
73
円
.6 
a 10 a当
39
り 10 a当
39
り
512 ，261円 ，215円
一
一
2
万
95
円
.2 
a 110a当り 10 a当り
489.9 670円 663円
日1日当 り 1日当り
635.3 343円 337円
2
千
30
円
.3 
1円当り
2，897円
1円当
3
り
，4 05円
一
万円
256.1 
1，0
千
77
円
.6 
1円当
0
り
.1 33円
1円当
0
り
.1 25円
1
千
94
円
.5 
1円当 り I円当
5
り
，59 5.644円 8円
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円の投下に対して偏限界収益力が 0.9円と低くなっている.流動財を各費目に分けてみる
と，種苗，諸材料，除草剤からなる他物財費の偏限界収益力は1.7円と高くなっている.
しかし，動畜力機具，水利と防除の各費目の偏限界収益力は 1円を下回り， さらに肥料の
それは負値となっている.このような傾向は前述の要因分析でも推察された.
， '4. .主要な経営改善点
経営者は経営改善を行なう にあたっては経営集約度 (操業度) を適正化するという短期
的方向のみならず，経営規模を拡大するという長期的方向をも同時に考慮している.
ここでは生産関数の計測結果に基づいて，主要生産要素の改善・点を指摘する.
まず，労働では田植稲刈作業を軽減するこ とはもちろんであるが， 特に， 経営規模を拡
大するほど，移動運搬作業労働の節減が切実な問題となってくる.そのためには，耕地の
集団化，区画整理，運搬作業機械の導入が必要となる.建物施設の投入は差し控えること
である.農機具は利用率が低いので，それを高めるために閏場を整備することと関連して
くる.流動財のなかでは，特に，肥料の増投が収量を高める要因となっていないことがわ
かった.これを改善するには，肥料の受容力を増大するように深耕を図り，減水深を適正
にするこ とが必要である.そのために，動力耕転機の大型化と土地基盤整備を進めねばな
らない.ここで，長短期のいずれの方向にしろ，各生産要素を独立に改善することはなく，
相互に関連させながら 1つのプロセスとして改善しなければならない.
5.決定係数
決定係数はいずれのモデノレで、も約50%前後であることから，そのような生産要素からな
るダグラス型生産関数で、は生産物価額のうちで説明されない部分を多く残しているのであ
る.この説明されない部分は生産関数の型の選択についての問題を捨象すれば，土地の自
然的環境条件の差異，特に，基幹的常備労働力のなかに含まれる経営者能力の差異に起因
するものと推察されるのである.
なお.M-Iモデノレを用いた地区別生産関数から，生産要素の構造と機能の地区間の特
徴を知ることができる.それについて表5-9を参照されたい.
6.生産関数の 2・3の問題点
生産関数の計測にあたっては，線型重合関係が回避されねばならない.それは判別する
若干の方法は開発されている. しかしながら，生産をあげるには，生産要素が全く無関係
に行なわれるのではないことである.そうである とすれば，生産要素聞に全然相関関係が
存在しないことはありえない. したがって，生産関数分析にあたって，単に， ある任意の
生産要素の偏限界収益力が高いことにとらわれ，その要素の投入量を増加することによ っ
て， 生産物価額を増加するこ とができる とは必ずしも確信できないことである.とすれば，
計測結果から収穫逓減効果のあることを知り， 調査農家の範囲内で最適規模を決定する場
合でも，相互の生産要素の関連において，経営改善をはかることに留意することが必要で
あるlとおもわれる.
第4節 経営諸条件の変化と若干の問題
第1項経営諸条件の変化
経営外部条件のなかにあって，企業的稲作経営の収益性をおびやかして，企業農の発展
の困難性を助長するとおもわれる賃金水準と収益性との関係を簡単に分析しよう.計測結
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果のなかから次の 3つの要因を変化させて，その経営成果指標に及ぼす影響を検討する.
先ず，賃金水準の上昇が主産物価格に占める主産物生産費に影響する関係において，他
の全ての経営諸要素が全戸平均値において等しい限り，賃金水準20%上昇しでも企業利潤
は存在し，また賃金20%と地価15%を同時に上昇しでも，更にまた，賃金20%と物財費15
%を同時に上昇しても企業利潤は依然として存在する.
次に， 1 13当り家族労働報酬は雇用労賃(但し臨時雇賃金)が20%上昇しでも岡植労賃
(機会費用)2，000円を下回らない.また臨時雇賃金20%，地価が15%だけ同時に上昇しで
も，あるいは臨時雇賃金が20%，物財費が15%同時に上昇したとしても 1日当り家族労働
報酬は田植労賃2，000円を下回らないのである.
最後に，部門総資本純収益率は，米価に占める生産費 1日当り家族労働報酬の場合と
同様に賃金20%上昇，賃金と地価，賃金と物財費が同時に上昇しても利回り 9%を下回ら
ない高さにある.
このように， 5ha前後層の企業的稲作経営においては収益性が庄内地域における農家の
平均水準以上にあり，しかも管理価格として米価が補償され， 10 a当り収量が現状を維持
するかぎり，将来 2，3年の短期間は安定した収益性を確持できるのである.だがしかし，
3ha 以上層は停滞から減少に転じている.また，本章でみたように 5ha前後農家層が平
均水準以上にあっても，より一層の経営耕規模の拡大が収量の減少を補うに足る費用の逓
減とならないかぎり，収益性が低下することは明らかである.その上，家族，年雇からな
る自家保有の基幹的常備労働力となる内給生産諸要素は，労働力の流出によって減少し，
それにともなって賃金の上昇となり，総じて，農産物並びに生産要素市場の性格を強める
ことによって危険が増大し，安定性を減退させる.同時に，よりすぐれた経営者能力が期
待されるとしても限界のあることから，現行の小型から中型の移行段階における稲作技術
体系をもっ経営構造を持続する限り収益性は低下するものと考察される.
第 2~真若干の問題
最後に，残された若干の問題にふれてみることにする.
1.機械化による労働生産の向上と農家所得
先ず，労働生産性の向上をめざす機械化が，農家所得に及ぼす効果に関する問題である.
企業的稲作経営が家族労作経営の性格をぬけきれないかぎり，労働力の減少を作業単純化
と機械化によって代替し，労働能率を上げ，労働生産性を高めて，生産費を下げても，農
家所得が減少するとすれば，農家目標は達成できない.機械化は農家所得を下げない限り
において意味をもつものである. とすれば，機械化によって，資本装備率は確かに高まる.
この段階で資本回転率を高め，中でも10a当り収量を高める方向で稲作収益性と同時に農
家所得目標を達成することである.
2.農閑期の余剰資源利用と高IJ次部門の導入
次に農閑期の余剰資源利用と副次部門の導入に関する問題である. 71<稲単作経営の性格
として，資源の利用が水稲の栽培期間である 4月から 9月までに栽培期間が限られている
ことである.冬期の製俵，雪上運搬作業は麻袋，春先の三・四輪車による運搬にそれぞれ
代替してきていることもあって，晩秋と冬期間は家族労働力を含む稲作経営体となる資源
は全く未利用におかれている.特に，家族労働力が基幹的常備労働力となるとしても，年
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間常時農業に就労できないことは問題である.そのような失業期聞があるため，水稲単作
の家族労働力に対する年間受容力を小さくさせ，農家目標の条件である農家所得を増大す
ることを阻害することは明らかである.今仮りに，経営者が限られた家族労働力を強化利
用して水田耕地規模を拡大するとしても，雇用労働力を増加させ，約半年にわたる遊休機
械施設を保持して，自然的損彩|・による減価償却を増加させて，単に，危険負担のともなう
生産規模だけを拡大しても，農家所得の増大につながらないならば，農家目標は達成でき
ない. とすれば，企業的稲作経営の経営規模を拡大する方向での発展を阻害することにな
る. しかるに，未利用の余剰資源の保持は企業的稲作J怪営を停滞させる一因となる.
この余剰資源の利用をはかる方法の 1っとして，副次部門を導入することが考えられる.
実際，調査農家でも肉豚や肥育牛を飼養している例をみる. しかしながら，そのような副
次部門は収益力をあげているとはみられない.
利用されないで、いる家族労働の兼業機会がなく，家族の 1日当り労働報酬がO以上のい
かほどの低水準でも投入することを許すなら別であるが，正常な収益力を確保したいとす
れば，その達成には困難な要因を個別経営の中に多くかかえている.
3.稲作技術体系の再編成と協業化
最後に稲作技術体系の再編成と協業化に関することである.回植，稲刈りの農繁期にお
いては，労働力不足による高賃金に表われているように労働力が稀少資源となっている.
そのために稲作経営者は，大中型機械技術体系を確立し，特に耕転，田植，稲刈り労働を
削減し，労働能率をあげて稲作農業の近代化を促進しようとしている. しかし，その体系
では 5haの企業的稲作経営農家でさえ，受け入れるだけの水図面積に不足することであ
る.もし，農地の流動化が困難であるとすれば，協業組織，協業経営の性格が強められる
ことは必須である.庄内地域には推進母体からみて，農事:組合型，農協型，農民型の 3形
態の協業体をみることができる.それらの協業経営がいずれは個別経営に還元する性格を
もつかどうかは今後の調査研究の課題として提起することに止めたい.
第5節結 論
総括的に言って，自家の基幹的常備労働力の減少が臨時労働の雇用と機械の導入によっ
て代替されることによって，家父長的家族制度は崩壊して，労働力の商品化，市場性が強
められる.その過程にあって，企業経営者の創立を予定し，彼が稲作技術体系と稲作経営
構造に有利に適用し，あるいは改変してゆくことによって稲作企業経営へと展開するであ
ろうという発展的見解に立つことはできなかった.むしろ，企業的稲作経営をいかに存立
させるかという方がより重要で、あると考えられる.
(注) 本章は加藤功稿「企業的稲作経営に関する考察J~農林業問題」研究関西農業経
済学会，第8号， 1966年12月を基礎として，若干補筆し，附表を追加したものである.な
お，本章全体にわたって，更に，詳細な研究資料として，加藤功稿 f企業的稲作経営の経
済分析Jr山形大学記要(農学)J第5巻第2号1967年 1月を参照されたい.
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第6章稲作経営分析における直接
比較法の有効性と限界
第1節開 題
農業経営者が当面の問題に関 して，どんな意志決定をすべきであるかについて関心をも
っている場合，あらかじめ経営情報を蒐集し分類して，因果関係を明らかにし，この分析
診断結果に基づいて意志決定を行なうものであると想定することができる.従って，経営
分析は意志決定と経営情報活動の結節点となる重要な経営管理過程である.それは，又，
意志決定との関係において， 次の 3つに分けられる. • 1つは直観的判断. 2つは質的ある
いは定性的分析. 3つは数量的分析に基づく意志決定に区別することができる.数量的分
析はさらに，言十数値と計量値に基づく意志決定に分けられる.数量的分析は数値で表わさ
れる経営情報資料に基づき，経営活動の因果関係を導き出すこ とである.
従来，農業経営において採用された数量的分析方法乞歴史的発展段階から順序づける
と次のようになる.①標準法.@直接比較法(要因分析又は作表分析ともいう). @統計
的分析〔回帰(限界)，相関または分散・共分散分析を含む).④試算分析法.⑥活動分析
あるいは線型計画法と⑥ゲームの理論などである.これらのうち，直接比較法の農業経営
分析法としての有効性と限界について，分散・共分散分析による実証を通じて明らかにす
る.
第2節 直接比較法の内容と限界
第1項直接比較法と標準法との比較
意志決定の主体者である農業経営者が直接比較法あるいは標準法を用いることは稀であ
る.普通は， 農業経営に関する利害関係者が経営情報の蒐集 とこれらの方法による農業経
営分析を担当じている.両経営分析法は平均値あるいは代表値によって，他の農家と経営
比較を行なう点では同じである.しかし，標準法が分析者によって想定された代表農家と
現実の分析対象農家との経営比較を行なうのに対して，直接比較法は現実の属する同質の
経営群の平均(代表)値と分析対象農家の分析指標との経営比較を行なう点が異なってい
る. また，標準法ではも し農業経営者が完全な知識状態にあれば比較標準として設定して
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いる代表農家に接近することができるという前提をおいている. しかしながら，その代表
値が分析者の直観的判断によって定められることが多いことから分析者自体が完全な知識
状態tこないという意味において，標準法はいくつかの欠点をもっている.それに対して，
直接比較法は農業経営者に対して，完全な知識状態を想定していることには変りはないが，
分析者の直接的判断が極力排除される点で、は標準法よりすぐれている.
従って直接比較法では，同質の農家群の代表(平均)値と異なるのは単に偶然的誤差に
よるものであって，必ず代表{症に接近し経営目標を達成することができるという前提が設
けられている.そのためには，経営規模，集約度などの目標影響要因を水準別に分類し，
有効な同質性を確保することができるように多数の農家を選択する必要がある.次に直接
比較法の内容を吟味する.
第2頃直接比較法の内容の吟味
先ず第1に，直接比較法で用いる農業経営目標について吟味する.その指標として，次
の3つをあげることができる.即ち，経営純収益と経営の安全性に関する指標である.経
営純収益は経営体を構成する各生産要素の機能に帰属する残余報酬を示す.経営の安全性
は経営純収益の安定性と，経営財産の流動性からなる.経営財産の流動性は更に即時現金
可能性と元金回収可能性からなる.
これらの経営目標指標を経営者の意志決定の点から整理すると，短期静態では経営純収
益を高めることを重視し，経営の安全性に関しては全く考慮されない.比較静態又は長期
動態では経営純収益は勿論，経営の安全性の指標に関しでも同等に考慮する必要がある.
単に，短期か長期かによって目標指標聞の選択において，若干の差異を生じてくる.更に
それが成果指標に及ぼす要因指標の処理方法の相具となってくる.即ち，短期では集約度
に関する要因.成果指標が重視されるが，長期では集約度のみならず経営規模に関する要
因.成果指標の分析が重視されるのである.
第2に直接比較法では農業経営部門組織および構造をいかに考えているかを吟味する.
短期的にみた場合，単一経営か複合経営かの農業経営部門組織の相異，家族労作経営か企
業経営かの経営構造の相異.部門協業か全面協業(企業経営)かの協業形態の相異によっ
て，純収益を高めるという経営目標は同じであっても，価値的又は技術的要因指標につい
ては，特定の意味をもっ指標の分析結果によって意志決定を行なう.使えば，単一経営な
らば養鶏の産卵率，果樹の樹令，酪農の繁殖，産乳能力が要因指標として用いられ，複合
経営ならば，作物及び養畜生産指数などが用いられる.
経営純収益と経営構造との関係についてみると，経営体をなす土地，労働力，資本財の
構成の相異によって，収益性の具体的な成果，要因指標の取り方に相異を生ずる.小農
(家族労作経営)の成果指標ならば，自己所有の土地，家族労働力，自己資本からなる混合
した経営要素の機能に帰属する残余純収益または小農所得の最大が目標となる.このよう
に，農業経営の基礎概念に基づいて成果要因指標の選択する範囲と種類をあらかじめ吟味
することによって，分析効果を高めることができる.
第3に，従来の直接比較法は，農業経営者によって選択された農業経営目標(成果)と
要因指標間，要因指標相互間，経営成果指標相互開の関係を分類整理して，作表した諸表
から，指標間の因果関係を把握し，さらに，各経営者は自己の経営実績の属する同質の農
76 
農業経蛍分析の基礎疋Jl諭と実証的研究一一加藤 77 
家群の平均値と直接比較することによって，自己の経営成果を評価して診断を行なうとい
う方法を用いている.同法の本質的内容である因果関係を把握するという観点を強調すれ
ば同法を要因分析ともいい，それが作表から判断するというこ とから作表分析ともいわれ
ている.諸表は①経営資源と経営経済収支，@要因，成果指標聞の関係.@分析結果の総
合的判断を容易にするために分析者の主観的判断に基づいて重要な目標影響要因を取り上
げて表示する諸表からなる.
第s項直接比較法の限界
直接比較法が現在でも広く利用されている根拠は，分析方法の素朴さはさることながら，
lつは農家自身にとって記帳された簿記情報に基づく経営実績の数値を利用していること
である.そのために分析者の恋意性が排除れ，経営実態の信題性をうることが，依然とし
てこの分析方法の存在する理由となっている.2つは直接比較法が非農企業の経営比較分
析と同じ性質をもっているととからすれば，損益分岐点分析が可能となることである.こ
の損益分岐点は経営活動を永続させるには必要な経営経済収支の最低限度の保証を与える
のである. しかしながら，直接比較法は幾多の問題点を持っている.そのうちの 1つは平
均値概念に関することである.個別農家が平均値と同じになることはまれであり，必ず平
均値からある偏差をもっ値として存在する.
この偏差又は分散が偶然的誤差として，棄却されるかどうかに関する検定は従来の直接
比較法ではあまり重要視されなかったといってよい.この故に，真実の経営経済事象を誤
りとみなしたり，誤りを真実のごとくみるという，誤った分析結果をもたらすことになる.
もし，平均値のみで意志決定が行なわれた結果として，従来より高い収益性をあげたとし
ても，それは単に偶然的事象として取り扱われて，他に普及し推奨することはできない.
3つは損益分岐点に関することである.農業経営者が損益分岐点では満足しないで，所与
の条件において，各種生産要素結合の最適点を見出そうとするならば，直接比較法は平均
値概念であって，限界値概念ではないために，それに答えることができない.
従って，従来の直接比較法を，それだけですべての経営業績の実態が正確に明らかにさ
れるものとして，他の農業経営分析との関連を完全に無視して，それ自体完成した分析方
法とみることはできないのである.
そこで，この 3つの問題点を解消するには，平均値からの分散を考慮し，しかも限界値
概念に結びつける方向に直接比較法を発展させることが必要である.この故に，実証によ
って，直接比較法に分散，共分散分析法を結合することを試みることにする.
第3節 直接比較法と分散共分散分析法との
結合による実証分析
第1項分析資料
分析資料として山形県庄内平野の水間作付面積 4~6haのいわゆる企業的稲作経営農家
の実態調査資料を利用する.先ず通常の直接比較法によって得られた分析結果を示す.鶴
岡，藤島，酒田の各調査地区別収益性指標(1日当り労働報酬，部門総資本純収益率， 10 
a当り土地純収益，玄米 1kg当り主産物生産費の成果指標をさす)と要因指標聞の因果関
係のうちで顕著な分析結果を示すと鶴岡，藤島，酒田の各i収益性では，鶴岡が低く，酒阿，
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藤島が鶴岡に比べて格段に高い.この効率の差異は，資本回転率の差異I 特にその内容を
なす10a当り収量の差異によるものとおもわれる. しかも10a当り肥料の投下量が増収に
結びつかないことは注目される.
更にその要因を定性的にみると 1つは自然的条件，殊に土壌条件によるところが大き
い. 2つは家族労働率に示される基幹的常備労働力の確保と経営管理能力の差によるらし
い.このような事から，深耕をはかり土壌の許容力を増大すること と経営管理能力を高め
ることが必要である.また水田面積を大，中，小に分類すると，大規模は鶴岡，中規模は
藤島， 小規模は酒田にほぼ対応している. しかも，収益性は大規模が低<.中小規模とな
るほど高くなることから，地区別収益性で得られた結果と対応じた分析結果を示してい1る.
このような地区差を考慮して，経営効率と要困との関係I 10 a当り収量と諸経営技術指標
との関係を中心として，分散，共分散分析を行なう.
第2項分散分析
(1) 稲作経営成果と要因との関係一先ず，企業的稲作経営の総合的成果を判定するた
めに，それに重要な影響を考えているとおもわれる経営効率指標と して，部内総資本純収
益率を採用する. それを従来の因数分解による経営分析に従って，次のよ うな要因指標か
らなるものとする.
r =R/R= 1 K/B (Y/B・p-W. L/B-M/B) = 1 AI (B・P-W.C-D) 
従って部門総資本純収益率 (r=B/R)は資本集約度(A=R/B):土地の物的生産性 B=
Y/B) :労働集約度 (C=L/B):と物財集約度 (D=M/B)の四つの要因に分解することが
要
表6-1 凹元配置法による分散分析表(繰返しなし)
因 |自由度l平 方和 l平均平方 |分散比| ?， ?????? ??
主 A 間 1 18.105 18.105 8.040 F41 (0.05) = 7.708 
B 問 1 8.066 8.066 3.582 F41(0.025) =1.807 
効
C 間 1 3.516 3.516 1.561 F41 (0.50) = 0.548 
果 D 間 1 0.76 0.076 0.034 
一 AxB閲 1 0.106 0.106 0.047 {周然
次 AxC間 1 0.026 0.026 0.011 自り
f兵
51: AxD問 1 0.640 0.640 0.284 差
互 BxC問 1 0.931 0.931 0.414 
と
み
作 BxD問 1 。 。 。 な
す
用 CxD間 1 0.103 0.103 0.046 
?記 Eーと~. 1_9竺 2出 ----
全体| T ど坦I40.574 I 1-ι」ー
注)A :10a当り Jlj(量 B : 10a当り資本財額 C : 10a当り物財貨
D : 10a当り労働日数 欠測!直一つあるため自由度は1減ずる.
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表 6~ 2 三元配置法による分散分析表 (繰返しなし)
要 因| 自由度 | 平 方和 | 平均平方 | 分 散比 F~1 (d) 
) 2 
?〈????
??
3.406 
2.818 
F22 (0.50) = 1.000 
F21 (0.25) = 2.571 
F21 (0.25) = 2.571 
???
川二ト
2.646 1 -1 
全体「干 1 11 1 示日-，-一丁一一一「
E 2 5.292 
表 6-3 三元配置法による分散分析表 (繰返しなし)
要 因!自由度 | 平方和 | 平均平方 | 分 散比 F~l (d) 
)2 
全体卜 T l' 11 
???
14.006 
9.828 
6:931 
7.003 
9.828 
6.931 
15.129 I F♂(0.10) = 9.000 
21.232 I F21(0.05) =18.5 
14.973 I Fi1 (0.10) = 8.526 
?????
?
注) E:地区
表6← 4 三元配置法による分散分析表 (繰返しなし)
要 因|自由度 |平方和|平均平方|分散比|
主. E 間 2 4.795 2.398 14.060 F2  (0.10 ) = 9.000 
効 A 間 1 6.149 6.149 36.065 F21 (0.05 ) = 18.51 
果 B H円 1 16.450 16.450 96.482 Fz1 (0.025) = 38.506 
一一一一一 一 一一一一一 一 一 ‘一一 一 一
一安 ExA間 2 5.116 2.558 15.003 F2(0.10) =9.000 
互 E x Bl'ff 2 2.638 1.319 7.735 F2  (0.25) = 3.000 作
}欠用 Ax Bnn 1 1.122 1.122 6.583 F21 (0.25) = 2.571 
両「正寸 τ|つ ムi下 0.1可 一一|十一
全体 T 1 11 1 制 1 1 
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できる.そこで，各四つの要因が各2水準からなる繰返しのない四元配置法 (Ai.Bj. Ck. 
D 1)(i = j =k = 1 =1.2j) による分散分析を計測した結果を示そう(表 6ー 1を参照し
て下さい).部門総資本純収益率に対して， 10 a当り収量，資本財集約度，物財集約度の主
効果は有意な差があると認めることができる. したがって，これらの 3つの有効な要因に
全体の平方和を分割することができる.その他，労働集約度の主効果と総ての 2因子交互
作用は有意な差があると認めがたい.この故に，労働集約度と総ての 2因子交互作用は存
在せず，偶然的誤差とみなすことができる.
(2) 調査農家28戸では四元配置法にすると標本数が少なく欠測値を生じるために，要
因数と水準数を増加することは困難である.そこで三元配置で地区差Emを入れた次の 3
つの分散分析を行なう.①(Ai.Dj. Em) (i = j =1.2m ; m=l， 2， 3;). @(Ai. Bj. Em) 
(i = j =1.2 ; m = 1，2， 3 ; ). @ (Ai. Ck. Em)( i = k 1.2 ; m = 1，2， 3 ; )である(表6-
2， 3， 4を参照して下さい).その分析結果として，地区，労働集約度，資本財集約度，物
財集約度10a当り収量の差異の主効果は有意な差があると認めることができる.だが，そ
れらのこ次交互作用のうち地区EX10 a当り収量A以外のいずれも有意な差があると認め
ることはできない.特に10a当り収量の差異は部門総資本純収益率に最も大きな影響を与
えていることを言忍めるととができる.
(3) この10a当り収量の技術的要因を明らかにするために，現行稲作技術体系から栽
培管理過程をとりだし， その現行技術水準で計測可能な技術要因指標として， Aj;中腕生
品種作付面積率(略して中R生率)， Bi;保護苗代面積率 Ck;除草回数 D 防除回数を
選択する.これら繰返しのない四元配置法の各要因は各2水準とする.誤差(実験誤差)
項は 3次と 4次交互作用であるとし，それは偶然的に生起するものとする(表 6- 5を参
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郎元配置法による分散分析表(繰返しなし)表6-5
(d) Ffl 
}2 
F41 (0.05) = 7.709 
分散比|自由度|国要
8.723 8，602.6 1 閉A ?
F41 (0.25) = 1.807 2.264 2，232.6 2，232.6 1 日目B 
826.6 826.6 1 耳目
効
C 
826.6 826.6 1 日司D 
264.1 264.1 1 AxB間
76.6 76.6 1 AxC問
612.6 612.6 1 AxD悶
689.1 689.1 1 BxC問
F41 (0.50) = 0.548 
770.1 
I CxD間 1I 1，425.1 I 1，425.1 I 1叫
云引 E 日)I口示91一両三下一--l
全体 T 115(14) I 20，270.9 I 
注)A:中晩生品種作付面積率 E:保護苗代而積率
C:除草回数 D:防除回数
80 
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照して下さい).この分散分析によると， 10 a当り収量に対して中晩生率と保護苗代面積率
の差異が有意な差となって有効な要因と認めることができる.だが，除草回数と防除回数
の主効果は有効な要因と認められないが，除草と防除回数の 2次交互作用は有意な差があ
るlと認められる.その他の 2因子交互作用はすべて偶然的に生起するものと認められる.
この分析では，特に10a当り収量に対して，中l免生率の差が最も大きな影響を与えている
要因と認める之とができる.
(4) 最後に， 10 a当り収量と中晩生率の地区差による影響について検討する.それに
よると地区の差が10a当り収量と中晩生率ともにきわめて高度の影響を与えていることを
知る.とのことから両指標はいずれの水準の地区聞において有意な差があるかを信頼係数
95%で検定する. 10 a当り収量は，いずれの 2つの地区聞にも収量に差があると認められ
る.また，中晩生率ではEd鶴岡)E2 (藤島)，およびEd鶴岡)と E3(酒田)の間の地区の差
表6-6 10a当り収量に対する地区差の分散分析
要 因 |自由度|平方和 !平均平方 |分散 lt 片J2 付)
E 3，836 I F2o2(0侃) =3摘
誤差 | E 
全体| T 
注)E:地区
表6-7 二元配置法による分散分析
要 困 ‘ F~l (d) J2 
F 182 (0.01) = 6.013 
F182 (0.05) =3.555 
E 
?
?
?
『?
A 
E x A 
誤差 E
全体 T
18 
26 
0.244 
0.590 
0.014 
注) E:地区 A: 10a当り収量 成果は中晩生品種作付面積率である.
図6-1 E x A交互作用図 図6-2 CxD交互作用の図
13 
音 12
門
総
資 11
本
純 10J!~ 
益
率 9
(%) 
A， 650 
ほんの少し交互作用があるらしい
に (危険率約3句~)
持て:}附数
(;:dAE量) ?
??
?
? ?
?
??
?
?、
?
?
?
??
?砂一一一一'JcA， 
ヘzi3Tfm (自給百年量)
(危険率1<P1o) 8 。
E，(鶴l吊J) E，(厳島) E，(酒田)
C， C， 
除草回数7 
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が中晩生率の差に影響を及ぼしている(表6-6を参照して下さい).(ついで，中晩生率に
対する地区と ~Oa当り収量の繰返しのあるこ元配置法から.10 a当り収量の差による中晩
生率の差による中腕生率の差のあるととが認められる.更にいずれの水準の10a当り収量
に有意な差があるかを検定すると， Al (560kg以上)と Az. (520~560kg). および Al (560kg 
以上)と A3(520kg以下)の聞に中晩生率の差が存在する(表 6~7; を参照して下さい).
以上の分散分析でみられるように，部門総資本純収益率の主要な影響要因は10a当り収
量であって，この10a当り収量は地区の差異を伴ないながら，中晩生率によって最も大き
な影響が及ぼされているとみることができる.そして，その他の保護苗代面積率，除草回
数'.防除回数の技術的要因指標とも相互に密接な因果関係を認めることができたのである.
第3項回帰占共分散分析
分散分析の結果にもとづき，限界分析の前提となる回帰と共分散分析を行なう(表6-
8. 9並びに図 6-3を参照して下さい).
(1) 先ず回帰分析によ って回帰関係を定めると同時に最適点を発見する.そこで，10 
a当り収量の中晩生率に対する回帰関係についてみると，分散分析によって 1次式は危
険率10%で有意な差がある. 2次式はその差が認められがい. 3次式は危険率50%で，か
ろうじて有意な差があると認めることができる.従って，中晩生率が高まるにつれて10a 
表 6-8 分散(回帰)分析
回 帰 ??
???
Il.S Fo lFCI(d) 
J2 
次 1 3，156 3，156 4，521 F71(O.10) = 3.5894 
一、 訪く 1 121 121 0.173 F71 (0.50) = 0.5057 
次 1 620 620 0.888 
雪呉 J当と乙士 7 4，886 698 
ノ丘¥二 (本 10 8，783 
図6-3 10a当り収量と中晩生率の回帰関係
650 
O 
a 600 
当り
の 550
霊Ji:~ 
500 
( 極小守
中娩生率 0.5 0.55 0.60 
Xの官宣 o 0.1 
Y=531.3ー 168.2x+1，867.6ど-2，536x.'
(危険率5旬1，) • 
0.65 0.70 0.75 0.80 0.85 0.90 0.95 1.00 
0.2 0.3 0.4 0.5 
中晩生品種作付面積率
(注) 回帰係数は簡単化のため直焚多項式lとより求めている.
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当り収量はわずかながら上昇する.3次式を考慮して， 10 a当り収量の極大点を計測する.
中晩生率が 85.6%で10a当り収量602.6kgの極大点を与える.逆に中晩生率の10a当り収
量に対する回帰関係は一次式で表わす場合には高度に有意である.また2次式で表わす場
合には有意となることから， 10 a当り収量が増加するにつれて，中晩生率は直線にあるい
はわずかながら下に凸の 2次曲線に従って増加することがわかる.
(2) 共分散分析 :上述の回帰分析は中晩生率の10a当り収量に対する影響について，
またはその逆の関係について全体的に知ることができたのである.もし，地区差が10a当
り収量と中晩生率にともにあると十れば，この地区差の中晩生率に対すでる影響を除去した
後の10a当り収量に対する地区差の直接効果を分離して分析することが必要である.'. :'ζ の
ように分散と回帰分析を共に含む分析が共分散分析といわれる.，先ず，誤差回帰式ε(1次
式)の回帰係数の帰無仮設H:B=Oの検定を行なった結果，きわめて高い有意差でそれ
が棄却される.このこ とから，随伴変数 concomitantである中脆生率の10a当り収量に
対する効果を修正した後における，10 a当り収量の地区の差による純 (直接)効果聞に差
異がないという仮説をF分布によ って検定すると，仮説は棄却されて10a当り収量の地区
差による純効果があると認めることができる.このような共分散分析を行なうこ とによる
表6-9 10a当り収量の中晩生率に対する回帰関係と地区差にもとづく共分散分析
~ 因 I自由度|
平 方・4日と積和
I Sxy SyZ SdZ，.f 平均平方
Al 7 628.6 
A2 7 1，489.01 
Aa 7 1，588.3 
地区内
回帰係数
共 通の 21 1 3，706.01 4，27.61 
修正平均 l' I 
会 体 I23. I 5，ω|問7.3円弱4.01
注)Al:j鶴岡 A2 :藤島 'Aa:沼田
官 =x-x y =Y-Y T: 10a当り収量
S d2y • ,=Sy2_bSxy X: r.t悦生率
3，097.68 ①修正平均の検定 F=一一一一一=4.87> F 202 (0.05) = 3.49 635.18 ， 
6 
6 
6 
18 
2 
20 
眠説棄却， 有意な差あり
4，937.33 @ 誤差回帰係数の検定 F 一一一一一=7.773>FzOl(0.05)=f1.35 635.18 
f帯主!~仮説棄却，有意な差あ り
1，699:4 
3，919.6 
9，99Q.7 555.3 
2，706.8 1，353-4 
12，703.6 635.1 
6，195.31 3，097.6 
s2， 17，641.00/21 
③相対効率すご SxTz = 1，138.33 =1.048 
S2，. C 1十 2) = 635.18 C 1十一一一一一一一〕， (a -1) .Sx E2'" ~~-.~ ~ ，~ ， 2 x 3，706.03 
104.8% 
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相対効率は 104.8%であるから，共分散を用いなければ，同ーの精度をうるには， 4.8%の
農家を余分に必要とする.従って，このように共分散分析を行なうまで詳細に検討すれば，
それだけの効果が期待できるのである.
第4節結 論
最後に，分散・共分散分析の実証を通じて生じた 2.3の問題点並びに結論を述べる.
(1) 先ず，調査農家の抽出に関することである.即ち，経営調査によっIて得られる諸指
標の各水準の級内標本(プロット)に欠測値あるいは反覆数が一定しない場合に，各要因
の加算性が成立しないため，残差として算出される実験または抽出誤差が過大に又は過小
に評価されることである.それにはフ。ロットを水準間又は要因開に比例させるか，できる
だけ多くの標本をと ってプロ，ットをそろえることによ って過大 ・過小評価を最小限にする
ことができる. しかしながら，一般に限られた人員と予算での経営調査では一回の調査に
よって成果と要因指標を算出して，各水準をきめ，分類整理し℃作表し分散分析を行なぢ
ことが多い.欠測値が生じたり反覆数が一定しないからといって，再度調査することは大
変困難である従っτ，欠測値・反覆数が一定しないのは現実的伝止むをえず起こりうる
こととみなければならない.本稿はこのような困難性を排除して，要因効果加算性の仮定
を満足させて，なおかつ，分散分析の信湿性を確保するために， (i) (i) (ii) は反覆数の
ない配置法によっているのである.
(2) 分散分析はどんな要因が経営目標に影響を及ぼしているかを，ある危険率でもって
認めることができる.だが，その傾向や最適点の存在の有無を知ることはできない.そこ
に分散分析の限界をみることができたのである. しかしながら，この点，分散分析の結果
にもとづき，回帰あるいは共分散分析によって発展的に解消できる.即ち，回帰分析によ
って関数型が決定され，その選択した関数型によって，最適要素結合点を発見するための
限界分析法に結びつけることができる.それを実証によって確認しえたのである.
(3) 限界分析によって得られる最適要素結合の農業経営上のもつ現実的意味についてふ
れる限界分析は農業経営者が選択しうる総ての可能な割合で組合わせた場合の生産要素の
投入と生産物1の産出との連続的な関数関係を示す生産関数を前提にしている.そのために，
もし農業経営者が短期的に最適な生産要素結合点を選択するために現在の生産要素結合点
から大巾に移動する場合には，具体的な次元で全く別の生産要素を選択することになる.
この故に，その変更が連続的に行なわれることはありえないし，具体的な経営技術に還元
できないのである.従って，短期的経営概念である集約度と，長期に関する経営規模とを
分離でき，しかも，それぞれの効果が総括できる分析方法が必要である.それは活動分析
あるいは線型計画法によって充分解決できる.
最後に，結論として，直接比較法はそれ自体，重要性をもちながら完壁な分析方法とは
いえない.その欠点を他の分析方法で補いながら，直接比較法を利用することによって，
農業経営者の意志決定に際して適切な経営情報を提供することができると考える.
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第7章 稲作農家の経営成果変動の要因分析
第1節問 題
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稲作経営者は経営諸条件の中で外生的要因となる米価と稲作技術については特に強い関
心をよせている.近年の生産者米価の持続的上昇が稲作経営に及ぼした影響の発現形式と
しては，まず，第1に一定面積からの増収をかちとろう とする生産意欲を|喚起したことで
ある.第2に経営規模拡大による収益効果を高めるために，稲作付面積を拡大しようとし
たことである.第3I乙米の相対価格が高まることによって他作目の耕作放棄が生じますま
す水稲作に向かわせたことである.しかし，農地の拡大をともなわない水稲作専門化への
方向は，農機具，農業労働力などの経営資源の利用を水稲栽培期間のみに限定したために，
その利用効率が低下することはまぬがれない.逆に， もし万一米価が下落する場合に生起
する発現形式を考えてみると，第1に家族労作経営であるかぎり，家族労働力が強化され
でも，増収によって農業所得を確保しようとすることである.第2に生産費の高くつく限
界稲作経営は脱農化の方向をたどり，経営間格差を助長することである.その中で資本蓄
積が進み，生産費が低く，収益性の高い稲作経営は経営規模拡大の可能性をもつがわが国
の歴史的経験から学ぶ限り，低米価は農業の資本蓄積を徹底的に不ロT能にし，零細な稲作
経営を広汎に存続させることになると考えられる.第3に米の相対価格が低下しても米作
以上に収益性を高めうる作目が見出されない限り，米作以外の作自の作付面積が増加する
可能性は少ない. しかも，安い外国農産物と競争じなければならないので，農業所得の減
少になることが懸念されるのである.
次に稲作技術あるいは稲作生産方法についてみる.それには労働j節約的，労働集約的と
中立的生産方法がある.これら 3つの発現形式についてみると，労働節約的生産方法は資
本装備率の向上を通じて経営規模の拡大要因となる.労働集約的生産方法は経営集約化の
促進要因となる.中立的生産方法は両方向に発現する.最近の稲作生産方法の動向をみる
と，労働節約的生産方法がめざましく発達している. しかしながら，それが経営規模の拡
大に結びつかずにむしろ農業労働力に対する非農業部門の吸引力に即応して，出稼ぎや在
宅兼業農家を大量に創出させる要因となっている.それによって農家経済は安定したが，
農業経営は常に不安定な状態におかれる結果となったのではなかろうか.
本意では上述のような米側の持続的上昇と稲作生産方法の変化という，稲作経営にと っ
ては外生的な経済諸量要因の変化とその発現形式を前提として，次の 2つの課題について
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考察する.第1に比較的広い水図面積をもっ稲作経営が多く存在する庄内平野において，
5haの水田面積を所有し経営している，いわゆる企業的稲作経営農家を対象として，その
1戸の農家の過去10年間の経営収支資料に基づいて，経営成果の変動とその変動の構造的
要因を明らかにする.第2にその時系列資料に基づいて経営成果の変動とその変動の構造
的要因を明らかにするためにいく つかの経営分析法を用いるが，これらの分析・法の有効性
を検討してみたい.
農業経営分析は資料と予算の制約もあって，単年度という初期条件のみに依存した農業
経営を考察することに限定されて，多年度にわたる経営成果の変動とその変動の構造を考
察の対象とすることは至難である. しかしながら，近年，農業労働力の急激な流出によっ
て農業経営構造は著しく変化している.そのため，単年度の横断分析のみで、は経営者の経
営管理機能，とくに意志決定機能を十分明らかにすることができないので，横断面分析以
外に時系列分析をも加味する必要がある.このような意味から，本稿では経営比率分析，
損益分岐点分析，活動分析(線型計画)の 3つの経営分析方法を適用する. したがって，
次節で、は経営比率分析によって，稲作経営の適応過程を考察する.第3節では損益分岐点
分析によって経営成果の変動要因を比較静態的に分析する.第4節では活動分析によっで，
損益分岐点と利益極大点が結合できることを解明する.
第2節経営比率分析
第1項分析資料と稲作農家の概況
分析資料はいわゆる「企業的稲作経営の経済分析J[山形大学紀要(農学)第5巻第 2号，
昭和42年1月〕で利用した調査農家のうちから，青色申告書を作成するために過去10年間
にわたって継続して簿記記帳しているS農家は庄内平野の南部に位する鶴岡市|日大泉村矢
馳地区に属している.先ず， s農家の経営環境条件を規定する矢馳地区の農業概況をみよ
う.農業用水は湯尻)1，八沢川と赤川水系の 1つである青竜寺)1から取水しており，排水
は大山川に注いでいる.湯尻川は揚水機掛で濯i阪水量が少ない.本地区は八沢川，青竜寺
川(倉)/高堰)の下流にあって，上流の地区との競合関係にあるため自由に取水で、きなかっ
たことから例年早魁ぎみ 3であった.そのため10a当り収量は鶴岡市平均収量に比べて低か
った.昭和28年以降青竜寺川の改修によって，農業用水はますます青竜寺川に依存するよ
うになり，その上必要な時期に自由に取水できるようになったことによっで，農業水利施
設は現段階での生産力水準を維持できるほどには整備されている.区画整理は育竜寺)1の
用水路整備事業と並んで昭和27~28年に積寒法の融資補助によって，また暗渠排水路は昭
和37~39年の 3 ヶ年に農業構造改善事業によって施行された.それ以来，土地基盤は中小
型動力耕転機を駆使しうる程度に整備されている.農家の経営耕地規模構成は隣接地区と
ほぼ同様な構成を示している.戦前は約350haの水回面積を所有する太地主が存在してい
た.農地改革後はきわだった農地移動がみうけられない.畑地は宅地の一部にあるのみで
自給菜闘として利用されているにすぎない. したがって，商品作物は米であり，その他は
ほとんどないという典型的な水稲単作農家からなっている.
次に分析対象農家の経営概況について述べる.まず農地の移動状況は農地改革以前に自
作地 5.45ha，小作地0.25haの経営耕地の他に貸付地を1.7haもっている.いわば自作経営
耕地を 5.33ha(水凶作付面積5.0ha)もつ自作農である.農地改革以降の農地移動には大き
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な変動がない.水間は 5ケ所の団地に分かれ，そのうち 2ケ所で4haを占めており，すべ
て500m以内にある. 1枚の大きさは平均 5aで主主付けが可能であり，土性は砂壌土が大
部分である.苗代は昭和36年にコンク リート畦畔(新農村建設)を施行している.家族員
のうち農業従事者は昭和31年に主人，妻，弟の 3人の家族労働力および年雇3人， 計6入
力あった.昭和32年に年雇が l人減ったが，その代わりに妹が農業に従事している.昭和
35年にさらにまた年雇が減り ，弟が養子として流出し，家族労働力 3人，年雇 1人，計4
人になっている.昭和38年には年雇が流出して，年雇が全くいなくなり，昭和39年では主
人，妻と妹の 3人になっている.昭和30年に比較して半分に減少したことになる.(表7-
1参照)
役馬は現在も養畜として 1頭飼養されている.農業機械をみると，石油発動機，動力脱
穀機，動力籾摺機などは戦前からすでに利用されていたが， !li)J力耕転機は昭和26年から導
入され，以後4囲更新されている.動力脱穀機， 動力籾摺機はそれぞれ昭和34年， 36年と
全自動式に更新されている.これは早期供出によって，高い米価を確保し，さらに労動力
の流出に対応して脱穀調整過程における労働の強度を軽減し労働の節約をはかるとともに
労働の収益性を高めるという労働の代替効果をねらったものである.昭和36年には長管多
頭口式による共同防除が行なわれるようになった.これは労働の節約と防除の徹底をはか
ることを目的としていることはいうまでもない.さらに農業構造改善事業によって，大型
トラクターが共同で導入されている.以上述べてきたように，この稲作農家においては労
働力の流出によって，労働能率を向上することが最も重要な経営問題になったとみること
ができる.そのため，家族労働力，年雇の減少が臨時雇に代替されるのではなく て，むし
ろ労働節約的生産方法として農業資材や農業機械を購入して資本装備率を高める こと，さ
らに協業組織を活用することによって，労働力の減少に対処していることが知ら されるの
である.
表7-1 農家労働の投下量の変化
昭和31if.1日目仰年|昭和3吋昭和3叫白手間年|昭和3吋昭和37if.1昭和3吋昭和39年|昭和40年
家(人数族) 
836.0 8吋 671.0 777.5 632 523.5 502.0 466.5 518.0 478 
(4 ) (5 ) (4 ) (5 ) ( '1 ) (3 ) (3) (3) (3 ) (3 ) 
年(火数履) 
768.0 426.0 '13.5 409.0 440 230.0 232.5 220.0 
(3 ) ( 2) (2 ) (2 )。 (2 ) ( 1) ( 1) (1 ) 
臨時雇 89.5 139.5 121.5 116.0 136.5 225.5 219.0 178.0 281.5 313 
言十l ， 1，693.5 1，416.5 1，226.0 -1，302.5 1，208目6 979 953.5 864.5 799.5 791 
:第2項経営成果と要因の年次変動
1まず，経営比率分析の一般的意義を述べておこう.古典的経営分析法は損益計算書や貸
借対照表などの経営資料にもとづいて諸指標を実数，比率，指数としてできるだけ簡単明
l僚に表示し，経営的評価と経営診断が正確，迅速にできるようにする ことが原則となって
いる.最近，一般の企業経営では景気変動と企業開競争の激化に対応して企業経営の近代
化を推進するために，より高い精度の経営診断が必要となってきている.そのために広汎
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に情報を収集し，問題別に整理する.そしてその資料を使って電子計算機でもって演算し，
分析診断するために，新しい分析体系と組織が要請されているのであるが，現段階では依
然として古典的経営分析手法が経営分析の主流を占めている.それは経営者と利害関係者
が，簿記記帳結果の事後的計算としてそれに最も信頼をおいているからにほかならない.
経営者の目的意識が初めから折り込まれている管理会計あるいは簿記形式は，経営者集団
の変動などがある場合には永続的な客観性をもたない疑念がある.だが，いずれにしろ，
簿記記帳結果だけにもとづく事後的な分析が， 経営者の将来予測に関して有効な情報を高
い精度で提供しうるかどうかには問題がある l経営者の意志形成要因も同時に事前的に予
測できるものでなければならない.
次に本稿で用いる経営成果並ひ守に効率指標について述べる.企業的家族経営として，そ
の農業経営目標を達成することは，農家の効用目標を達成する形式的な条件となる.それ
を前提として農業経営を家計部面から分離独立させ，自己完了体として認識する場合の農
業経営目標となる経営成果指標は家族経営純収益と経営純収益の安定性とする.それに影
響を与える効率指標として次の 3つがあげられる.即ち，収益性，生産性と経済性である.
(1)収益性は資本純収益率と 1日当り労働報酬によって代表される.(2)生産性は10a当り収
量によって代表される物的生産性と，労働，土地， 資本財資本のそれぞれ単位当り純生産
額によ って表わされる価値生産性から成たっている.(3)経済性は10a当り生産費用と損益
分岐点の生産額によって表わされる.なお，経営成果としての経営純収益の安定性は経営
純収益の分散，標準偏差または変動係数によって表わされる.経営者が意志を決定する場
合には経営純収益に影響する各効率指標を序列的に配置する. どの効率指標がどの位の重
要さでもって選択され順序づけられるかは，経営者の当面する経営問題が何であるかに依
存する.経営効率指標の序列配置が決まれば，その要因指標の範囲と種類が限定され，そ
れらの重要性を実証する以前にあらかじめ評価することが従来の分析者の経験から可能と
なる.また，成果指標の序列配置にあたって，安定性は短期静態では意味をもたなくなる
が，長期静態(比較静態)，長期動態では重要となるのである.また，経営効率指標はどの
ような経営体，分析方法や経済状態を仮定しても必要な指標であることに変わりはない.
木節はこの面からみれば比較静態における分析であるといえる.
さて，まず，経営効率としての(1)収益性を示す資本純収益率と 1日当り労働報酬につい
てともに一次傾向線をあてはめて，それらの趨勢をみよう.いずれも年次が経るにつれて
上昇し，昭和31~40年の10年間では推定値で資本収益率が 2.1 倍に 1 日当り労働J報酬が
6.1倍となり，後者のほうが急速に増加している. 昭和40年の実測値をみると，資本純収
益率が 35.8%，1日当り労働報酬が 2，158円であれ推定値ではそれぞれ31%，1，850円と
なっている.
ここで，両収益性の上昇率の差異の要因をみよう.第1にこの差異は各収益性の分子を
なす労働純収益額の増加率が資本純収益額のそれよりも高いことに基因する.第2に資本
収益性(率)の分母の投下資本額 (土地評価額を含む)が1.26倍と増加しているのに対し
て労働収益性(1日当り労働報酬)の投下労働日数は逆に昭和31年の 10a当り 33.87日か
ら昭和40年の10a当り， 15.82日と約半分に減少していることに基因する.これらの事情を
さらに検討しよ う.
(原資料と して表 7 - 2 をあげておいたので参照されたし ~.) 
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生産費用の変化
物 物 目オ i'l 515，699 507，647 540，113 512，097 545，049 568，285 653，910 668.904 810，117 790，402 
財 祖 税 Z・~ 課 44，342 55，198 54，988 45，864 53，387 58，224 58，148 56，146 80，909 97，971 
費 計 560，041 562，845 595，101 557，961 598，436 626，509 712，058 725，050 891，026 888，373 
ラ7 ~一旬、ー1 B主 279，028 294，651 280，843 293，672 252，078 266，754 274，320 315，820 362，850 414，81C 
(動 雇 用 296，022 249，481 276，080 242，673 303，950 290，685 334，085 410，830 345，700 393，850 
fま 言十 575，050 544，132 556，923 536，345 556，028 557，439 608，405 726，650 708，550 808，660 
手目 子 ・地 代 143，367 145，248 150，898 171，055 173，160 174，991 174，011 186，905 185，951 180，707 
ノロ主 言十 1，278，458 1，252，225 1，302，922 1，265，361 1，494，474 1，638，605 1，785，527 1，877，740 
[昭和吋昭和判昭和吋昭出
表 7-2
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たとえばすの増加率は
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資本収益性(率)の増加率Kは次式の通り展開できる.
A / Y -Lw ¥ 
c 二_\_I~=f ム (Y -Lw) 
l¥. - Y _ Lw Y -Lw 
K 
・ーム(Y-Lw) 
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となる.
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ム(ヱ壬~)K 
一 YτLw←-
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ムtEP
k = (Y -Lw)-K 
ムK
K 
すなわち，資本純収益性(率)の増加率は近似的には，資本純収益の増加率から投下資
本額の増加率を差引いたイ直に等しい.
また，労働純収益性の糟加率eは次式の通り展開できる I
A ( Y-Kr ¥ 
ら=三，__ ~，-l'. ~ (Y-KrL_Aι 
Y-Kr Y-Kr L 
L 
すなわち，労働純収益力の増加率は近似的には労働純収益の増加率から投下労働量の増
加率を差引いた値に等しい.
従って，資本収益性の増加率kと労働収益性の増加率eの聞には次の大小関係が可能に
なる.
e ;霊 kが成立するためには， (Y-Kr)-L主 (Y-Lw)-:-Kが成立しなければならない.
移項すると，
K-Lミ(Y-Lw)一 (Y-Kr)が成立しなければならない.
もし，左辺が右辺よりも大ならば，労働収益性の増加率が高い.反対に左辺が右辺より
小さいならば，資本収益性の増加率が高い.両辺が等しいならば，労働収益性と資本収益
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性の増加率が等しいことを示す.
しかるに，推定値から各収益性の分母となるうちで資本の増加率をみると 3.36%，投下
労働日数のそれは -6.1%と逆に減少している. (表7-3を参照して下さい).また各収
益性の分子のうち，資本純収益額の増加率に 20.2%であり，労働J純収益額のそれは 13.5%
である.これらを上式に代入すると3.36一(-6.1)>20.2-13.5 .¥9.46%>6.7%となり，
労働収益性の増加率は資本収益性の増加率より高いことがわかる.
このように労働収益性の増加率が資本収益性の増加率以上に増大したのは，おもに労働
日数の減少，それに労働日数の減少を相殺して労働費の上昇をもたらした賃金率の上昇に
起因しているので，それぞれの内容を検討しよう.投下労働日数の減少のうち雇用労働日
数の減少が家族労働日数の減少よりも多い.これは年雇の減少に対して一定の臨時雇を代
替させるよりも労働節約的資本財によ って代替させたからである.労働費のうち雇用労働
費は賃金率の上昇を反映して， 1.15倍に増加している.家族労働費が 2.09倍と大きく増加
したのはその評価基準として用いた臨時雇労賃が上昇したととによるしかもこの賃金の
上昇は労働の限界収益力の上昇とともに，家族労働力の限界評価の上昇，具体的には家計
費の上昇に影響されているのである.
以上の収益性の分析から，投下労働日数の減少が投下資本額の増加となって代替する過
程で労働j収益性に有利に作用している.その結果，労働節約的資本財投下の資本収益性上
昇効果よりもその労働収益性上昇効果のほうが高かったとみるととができる.
次に(2)物的生産性を示す10a当り収量は一次式による推定値で10年聞に1.16倍に毎年1.6
%(単利計算)ずつ増加している.これは米価の上昇率には到底およばない. 10 a当り収
量が過去10年聞に1.16倍と緩慢にしか伸びない要因として，その年間，土地基盤整備事業
が毎年のように行なわれていること，およひ守労働力の流出に対処するために労働節約技術
を導入し，協業組織の確立を計ることに経営者の管理機能が向けられたことを反映してい
る.昭和40年以降は労働力の流出に対処して稲作の大型機械による一貫技術体系が試みら
れている.だが，これには問題点の多いことから，むしろ集団栽培を加味して小農技術の
延命をはかることによって収量の伸びを計っている.さらにまた気象条件が良好であった
ことにもささえられて， 10 a当り収量は着実な伸びを示している.労働，資本と土地の価
値生産性の伸びをみると，実測値でそれぞれ労働4.47倍，資本1.65倍，土地2.1倍となって
いる.これは水田面積が一定であるのに対して労働日数が減少し，投下資本額が増加した
ことを反映している.それによって，労働生産性の伸びが最も大きいことを知ることがで
きる. (3)経済性を表わす指標としては年次別の損益分岐点に一次傾向線をあてはめてみる
と， 10年聞に損益分岐点の生産額と費用がそれぞれ1.35倍および1刈音に上昇し，そのうち
固定費よりも変動費の上昇率が高い.この変動費の高さよりも生産額が1.8倍とより一層
高く上昇しているために，損益分岐点の生産額が上昇したとはいえ，企業利潤は 4.2倍と
増加している.とれは 1日当り労働報酬の 6.1倍には及ばない.
最後に，(4)安定性を表わす指標として資本純収益率の変動係数(塵墾垣差)をみると平
平均値
均値32%であり 1日当り労働報酬のそれは平均値の48%と高いことから 1日当り労働
報酬は資本純収益率に比べて大きく変化していることがわかる.これはまた 1日当り労
働報酬が 6.1倍と上昇しているのに対して資本純収益率が 2倍と低いことからも知ること
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小4
% 円 円 円 円 円 日 : kg 円 % 
昭 和 31年 14.40 450.31 375，260 762，601 52，133 10，314 33.87 436.96 67.10 339.56 
昭 和 32年 13.70 498.06 361，815 705，501 52，817 10，153 28.33 404.00 69.98 384.14 
昭 和 33年 23.59 814.32 647，316 998，353 54，872 10，802 24.52 511.32 68.23 454.26 
昭和 34年 18.42 684.32 572，753 892，179 62，202 10，242 26.05 467.00 69.43 411.78 
昭和 35年 22.64 862.27 712，655 62，967 10，901 24.17 515.78 70.33 460.06 
昭 和 36年 25.07 1，146.03 797，741 63，633 11，366 19.58 518.24 74.23 569.40 
昭和 37年 27.29 1，300.00 863，300 63，277 13，078 19.07 518.88 81.93 638.08 
昭和 38年 18.46 . 1，284.87 627，175 17.29 462.08 87.55 840.54 
昭 和 39年 29.14 1，784.83 985，281 67，619 16，202 15.99 500.38 100.08 886.24 
日召 和 40年 35.83 2，158.26 1，177，200 65，712 15，808 15.82 109.67 1，022.33 
経営成果と要因指標の傾向車線 常数項はすべて昭和31年を基準とする
資本純 収益率 x= 14.574+ 1.84 T 
1日当り労働報部<<X =311.297+174.91 T 
資本純 収 益 X= 372，840+75，380T 
労働 報 酬 X= 685，205+ 92，337T 
10a当り資本額 x=53，269+1，789T 
10a当 り物財変 x= 9，125+688.73T 
10a当り労働回数 x = 30.929-1.88T 
10 a当り生産量 X=451，109+7.33T 
生産物価格 X= 59，918+4.43T 
賃金率 x= 263，049+ 75.02T 
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ができる.この上昇傾向を除去した修正変動係数回帰からの残余に関する標準偏差を真
平均値
の安定性を示す指様として用いると，資本純収益率の修正変動係数は平均値の1.89%であ
り 1日当り労働報酬のそれは平均値の 15.0%となっている. したがって 1日当り労働
報酬は資本純収益率よりもより安定してより高い増加率で上昇していることがわかる. と
くに，昭和38年は各収益性が昭和37年度と昭和39年度より低く ，これが主要な不安定要因
となっている.これは38年の10a当り収量が低かったためであり，その要因は気象条件の
不順に基国する.
以上述べてきたように，経営比率分析を通してみるかぎり，労働収益性は資本収益性よ
りも高くしかも安定した上昇率を示している.この故tこ，労働力の流出によ tって労働節約
効果は着実に発揮されていることが明らかになった.その具体的な労働節約技術としては
①区画整理，農道の整備による運搬労働jの節約，②耕転過程における馬耕から動力耕転機
耕への全面的な切りかえ，しかも年々高馬力へと更新し，さ らにはトラクター賃耕によっ
て労働能率の向上をはかっていること，@除草剤の使用によって除草過程における四つん
ばい農業から解放されたこと，④防除過程における長管多頭口による共同防除，さらには
粉剤利用によってますます労働節約効果と増収効果を高めたこと，⑤脱穀調整過程では普
通型から全自動型に代替したこ と，⑥包装過程でも俵から麻袋，かますにかわったことな
ど一連の作業過程における労働節約技術の採用とその進歩によ って，労働能率が向上し，
労働収益性を高めることができたのである.
このような傾向は労働収益性が賃金の上昇に及ばなくなり ，労働力が流出し， しかも資
本装備率が低いかぎりつづくものと考えられる.その限りでは， 5 haのS農家でも経営耕
地規模拡大の方向を歩まざるをえない.もし，労働収益性が賃金率より も高<， しかも増
加率が高い場合には，土地収益性または土地生産力を上げて，経営集約度を高める方向に
進むであろう.それは再度の土地基盤整備を必要とするのではなかろうか.
第3節損益分岐時点分析
第1項損益分岐点分析の課題と予備的考察
前述のように経営者は一定の経営目標を達成するために，種々の経営行動をとり，これ
らの経営行動の結果の分析に際して，経営成果の変動，したがって，また操業度(一定固
定設備における生産量，生産額)の変化を考慮に入れるときに新たな分析方法が考えられ
る.それが損益分岐点分析1)である.損益分岐点は一定の経営成果を実現するために，費
用，利益;操業度の相互関連を考慮しで経営行動がとられたかどうかを分析することであ
る.すなわち，費用，利益，操業度を評価し，さらに収益性や安定性について評価する.
また，販売価格の決定，費用の管理，予算の編成，また投資の決定などの意志決定に損益
分岐点分析が用いられる.このように損益分岐点分析は今日の経営計画や予算統制制度の
原型である.損益分岐点は短期静態費用関数によ って説明される.ここで短期静態とは生
産要素の投入量がすべて変動化するのではなく て，土地，労働力，固定財資本などの固定
的生産要素が存在するような計画期間を問題とすること を意味している.それが，生産期
間を最高限度として短期間に固定していることから短期静態とし、う.このような条件にお
ける利益と費用が操業度とどのような関係にあるかを分析することである. しかし，年次
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聞の時系列分析では固定的生産要素は変化する. その場合の損益分岐点分析は長期静態
(比較静態)を取り扱うととになり，ある主体均衡時点の損益分岐点からつぎの主体均衡時
点の損益分岐点まで変動する要因を分析する ことに拡張することができる.長期静態の損
益分岐点は理論的には短期静態費用関数において固定的生産要素が変化することによって
得られる長期静態費用関数から導出される.今， 規範的な費用関数型を示すと次のように
なる.横軸に産出量，縦軸に費用をとった座標において，産出量が増加するにつれて，総
費用は横軸に対して凹から凸へと連続的に変化する 3次関数をなすものと仮定する.また，
生産物価格Pは産出量Xが増加しても変わらないとする.生産額直線S=P・xが 3次の
費用関数と初めて交わる点が収支の均衡する左側の損益分岐点で・ある.次に交わる点が右
側の損益分岐点である.これら左右の損益分岐点は生産物価格が平均費用と等しくなる点
にほかならない.最適(最有利)集約度はこれら両損益分岐点の中間で、限界生産費が生産
物仙.格に等しくなる点である.実際上の損益分岐点分析においてはp生産額だけでなくて，
費用関数についても直線を仮定しているので，右側損益分岐点， つま り最大集約度を示す
ことはできない.この故に損益分岐点は単に左側の損益分岐点， つまり収支均衡点を示す
のみである.
損益分岐点を算式で示す.いま利益G，生産額S，総費用C(うち固定費Gf)，変動費率
V(=変動費/生産額)とすれば，利益方程式はG=S-Cと表わされる.ここで， G.= Gf 
+S.Vであるから，これを利益方程式に代入すればG=S -(Gf+S・V)=S( l-V)-
Cfとなる.この式からS(1 -V) >Cfの場合に利益を生じ，S (1 -y) <Cfの場合に損
失を生じる.いま利益をSに関して微分すれば， dG/dS=1-iE-21-Vとなり，dS 
(1 -V)は生産額単位当りの限界利益になる.限界変動費Vは一定と仮定しているから，
眼界利益も一定になる.損益分岐点は利益が Oとなる生産額であるこ とから，上式でG=
Oとなる生産額を Soで表わすと，0 =So( 1 -V)ー Cf、..So= Cf/(l-V)として示さ
れる.他方，損益分岐点を生産量で表示するために，いま，生産量X，生産物価格P，生
産物1単位当り変動費V'とすれば，利益方程式はG=S-C=p.X-(V'x+Cf)と表
わされる.ここでG=Oとおくと， O=P.X-(Cf+V.X) ...X=Cf/(p-V')また
dG 1豆一=p-V'であるから，(P-V')は生産量単位当りの限界利益となる・生産額，生産
量のどちらで表示しても， 損益分岐点は固定費をそれぞれ生産額または生産量単位当りの
限界利益で除した値であることがわかる.
第2t頁 損益分岐点の年次変動とその増減要因分析
(1) まず"稲作農家の損益分岐点を，一次傾向線にあてはめてみる.昭和31年から昭
和40年までの10年間では33，979円ずつ損益分岐点が上昇しでいる. (表 7-4を参照)
実測値では昭和31年から昭和35年まで若干低下して，昭和35年以降から上昇する傾向を
示す.いずれにしろ，損益分岐点は上昇Lている.固定費が毎年 22，076円ずつ増加してい
るのに，変動費は毎年47，765円と固定費を上回って増加している. しか L生産額が毎年
135，877円と増加していることから， 変動費率はほとんど変わらないで，毎年0.16%だけむ
しろ減少(限界利益で0.09%増加)している. したがって，固定費の増加率が3.3%であ
ることによ って，損益分岐点の年上昇率3.39%左増加したのである.この点で注釈を加
える.
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t員養分岐点分析
| 酬 3昨 | 昭手陣 | 昭和33年 昭和34年 問年 |昭和36年 昭和37年 昭問
生産単位 21，848 20，200 25，566 23，350 25，789 25，912 25，944 23，104 25，019 25，315 
単 価(米価) 67.10 69.98 68.23 69.43 70.33 74.23 81，92 87.55 100.08 109.67 
生 産 告買 1，466，009 1，413，594 1，744，352 1，621，195 1，813，732 1，923，465 2，125，615 2，022，729 2，503，948 2，776，262 
功4ζミ 動 費 546，159 504，584 633，179 549，538 669，420 627，899 776，687 831，546 864，400 960，685 
国 定 2ま 732，299 747，641 669，743 715，823 658，204 731，062 717，787 807，059 921，127 917，055 
1一変動費率 0.6275 0.6430 0.6370 0.6610 0.6309 0.6736 0.6346 0.5889 0.6548 0.6540 
価格平均変動率 42.10 45.00 43.46 45.90 44.37 50.00 51.99 51.56 65.53 71.72 
限界利益 919，850 909，010 1，111，173 1，071，657 1，144，312 1，295，566 1，348，928 1，191，183 1，639，548 1，815，577 
分岐点の生産額 1，167，010 1，162，739 1，051，402 1，082，939 1，043，278 1，085，313 1，131，086 1，370，451 1，406，730 1，402，225 
分岐点の生産量 17，394 16，614 15，411 15，598 14，834 14，621 13，806 15，653 14，057 12，787 
企 業 利潤 187，551 161，369 441，430 55，833 486，108 564，526 631，141 384，124 718，421 898，522 
損益分岐点比率 0.7960 0.8225 0.6027 0.6680 0.5752 0.5642 0.5321 0.6775 0.5618 0.5051 
表 7-4
位白色.，
にDc.n 
X = 185，196+66，157T 企業利潤X=1，032，411+ 33，929T 損益分岐点の傾向直線
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50 = Cf :.~~_=[ムCf ム(1-V) lf 1ーム(l-VL1
一寸TτV了 .• L.Su -r---c子一一-(1二V)- nム 1-V 
= {0.033一(ー 0.0009}{ 1ー (-0.0009} 
=0.0339 x 1.0009 
=0.0339 
また，変動費率が低下するとそれだけ損益分岐点は低下するから収益性は高まる.もし，
固定費が増加すれば損益分岐点の生産額は増加するために収益性は低下する.、
(2) 次に10年間の10a当り1収量，米価の傾向直線とそれらの常数項を用いて，各々の
増加率(回帰係数)から，生産額を上昇させた要因を分析する. 10年間の生産額の増加額
L.Zは，ムZ= (P+ムP)(M十6M)-p.M 
=ムp・M+ムM.P+ムP・ムM
である.ここで生産額の増加額ムZに占める10a当り収量の増加量の寄与率はPムM/ムZ，
生産物価格(米価)の寄与率ムP.M/ムZ，10 a当り収量と米価の結合寄与率ムP・ムM/
ムZで表わされるとする.しかるに， 10 a当り収量の寄与率は15.8%，米価の寄与率は72.5
%米価と生産量との結合寄与率は 11.7%であるから，米価の上昇による寄与率が最も高い
ことがわかる.このように生産額の増加は大部分米価の騰貴に基因している.稲作の増収
技術による増収効果は 5haの企業的稲作経営ではあまり大きくなかったことが再認識され
る.
(3) 生産額の糟加額に対して米価の寄与率が高いことが明らかにされたので，次にそ
の高さは当該農家の価格獲得力によっていかほど高められたのであるかについて考察す
る. (表 7-6，7並びに図 7-1ともに参照されたい).経営者が価格獲得力の発揮でき
表7-5 煩益分岐点のt目減分析
金額表示のI員益分岐点算式So= Cf + ( 1 -v/s)を利用して，昭和40年度営基準として
次のような分析を行なう.
A:利益生産額が変化する場合
① 利益分岐点
So = 917，055 + 0.654 = 1，402，225円
② ある一定の生産額200万円の場合に生ずる利益額(R)
R = 2，000，000 x 0.654-917，055 = 390，945円
⑥ ある一定の利益(たとえば昭和40年の標準家計費分)をあげるに必要な生産額(S)
S = (321，538十1，097，806)+ 0.654 = 2，170，251円
@ ある一定の生J部自120万円の場合， 赤字をなくするために必要な費用の節約傾(C)
C = 917，055-1，200，000 x 0.654= 131，255円
① ある一定の生産額200万円の場合，目標利益をあげるのに必要な貸用と節減傾(x)
x = (321，538+ 1冷97，806)-2，000，000 x 654 = 111，344円
B:生産物販売価格(米側)などが変化する場合
①米価が次年度においである率ほど変化すると考えられる場合の係算点S，その率そ
11，%とする.
S = 917，055+ ~ 1-0.346..--Aード1，332，348円l - ---1 +0.11 J 
②変動費率が5，%変化する場合
S =917，055+ {1 -0.346 ( 1 +0.05)} -1，440，325円
③ 固定資が100万円増加する場合
s = (917，055+1，000，000) + ( 1 -0.346) = 2，931，277円
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るのは 1つは品質・等級を向上させること. 2つは時期別価格差に対応し，価格の高い時期
に出荷する割合を増加させることである.時期別価格差利益を考慮に入れないで， 10年間
の等級構成に変化がなかったかどうかを傾向直線によってみよう.等級別の傾向直線は次
の通りである.
XA=0.4160ー 0.0118T，XB = 0.4775十O.0072T，Xc =0.106十0.0046T，Tは年次を， XA 
は1，2等級， Xnは3等級，Xcは4等級以下の販売量を示す.
まず，1， 2:等級の販売量の割合はわずかずつ減少し 3等級及び4等級はわずかなが
ら増加する傾向が認められる. しかし，いずれの回帰係数も非常に小さいことから，等級
構成は10年間ほぼ一定に維持されていたとみられる.この限りでは，品質等級の向上によ
る利益があるとは認められない.そうであるとすれば，時期別価格差についてはどうであ
ろうか，そこで米販売通1I長から，時期別販売量をみる.米価は品質等級を一定とすれば，
前期ほど高くなっている.いま，昭和31~40年間の米販売時期をA ， B， C期にわり， A
は10月10日以前， B は 10月 11~20 日まで， Cは10月21日以降とする.各時期別に傾向線を
あてはめると， 10月10日以前は毎年4.07%ずつ増加するが， 10月 11~20日までの B時期は
毎年 3.66%ずつ減少し，また10月21日以降は年 0.41qもずっ減少する.すなわち，傾向直線
は次のとおりである.
表7-6 米販売量時期別割合
IA 期IB巧己一円
昭和21年 0.1278 0.1643 
昭和22年 0.2630 0.1524 
昭和田年 0.6261 0.2060 
昭和24年 0.2524 0.3300 
昭和25年 0.4483 0.3737 
昭和26年 0.2859 0.2769 
昭和27年 0.3986 0.6011 
昭和28年 0.2606 0.4742 
昭和29年 O. 0.4093 
昭和30年 0.4423 0.4014 
昭和31年 0.1438 0.4712 
昭和32年 0.3451 0.6258 
昭和33年 0.1970 0.3558 
昭和34年 0.2202 0.3206 
昭和35年 0.2904 0.5554 
昭和36年 0.3268 0.5775 
昭和37年 0.5279 0.3759 
昭和38年 0.5925 0.3656 
昭昭39年 0.5210 0.1984 
昭昭40年 0.4262 0.1236 
傾向直線
XA = 0.2559+ 0.083 T 
Xn = 0.3258+0.0047 T 
Xc = 0.4188-0.0131 T 
0.7 
0.6 
0.1 
0.4 
0.1 
0.4 
O. 
0.2 
0.5 
0.1 
0.3 
0.0 
0.4 
0.4 
0.1 
0.0 
0.0 
0.0 
0.2 
0.4 
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47 
03 
61 
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00 
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表 7-7 米販売量等級別割合
11・2等級 1 3等級 1 4等級
昭和21年 0.9997 O. 
昭和22年 0.7154 0.2051 
昭和23年 0.3888 0.4122 
昭和24年 0.1553 0.8444 
昭和25年 0.0420 0.8829 
昭和26年 0.0963 0.6592 
昭和27年 0.0552 0.4846 
昭和28年 0.0427 0.7475 
昭和29年 0.3533 0.4610 
昭和30年 0.0408 0.7620 
昭和31年 0.4640 0.4496 
昭和32年 0.6225 0.3548 
昭和33年 0.1176 0.8894 
昭和34年 0.4227 0.5664 
昭和35年 0.5125 0.4870 
昭和36年 0.2669 0.6892 
昭和37年 0.2773 0.6559 
昭和38年 0.0176 0.4009 
昭和39年 0.1402 0.5687 
昭和40年 0.3473 0.5078 
傾向直線
X1 = 0.4160-0.0118 T 
X2 = 0.4775+0.0072 T 
Xa = 0.1061 +0.0046 T 
O. 
0.0789 
0.1982 
O. 
0.0745 
0.2437 
0.4599 
0.2093 
0.1853 
0.1970 
0.0863 
0.0225 
0.1028 
0.0104 
O. 
0.0435 
0.0666 
0.5808 
0.2909 
0.1447 
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XA = 0.1759 + 0.0407T， XB = 0.5667 -0.0366T， Xc = 0.2571→0.004IT，ただしTは年次，
Xiはi期の販売量を示す.上式から，たとえば，昭和31年の時期別販売割合をみると;A
期は総販売量の175.9%，B期は56.67%とC期は 25.71%であったのが，昭和39年にA期は
54.22%， B期は23.73%とC期は22.02%となる.なお，昭和31年と39年においては，推定
値が実測値とほぼ近似している.
図7-1 ;j~販売量時期l別構成割合の趨勢
CIIキ!羽l
1.0-1 Xc=0.2571十O.OO，I!T
0.5 
0 
1.0 BII干i計j X，;=().56日7-(J.()366T
????
???
? ?
?
? ?
1.0 A時期 X，=O.1759十O.0407T
0.5 
。
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これから，年々ますます前期に供
出する傾向をもっととによって，
米価の獲得力が高められたことが
理解される.換言すれば，一般的
にいって，晩生品種は早生品種に
比べて多収でしかも後期に販売さ
れるのであるが，それを作付・ける
よりも，早生，中生品種を多ぐし
て，価格獲得力を高めるととによ
うて生産額を増加させることが有
利であると経営者は判断している
とみられる.ここで生産額を増加
させるのに収量と価格のどちらを
優先するかの判断には田植，稲刈
り労働をどのように乗り切るかと
いう労働配分が考慮されていると
みなければならない.
第3項昭和40年の撰益分岐点分析と利益増減分析
(1) 昭和40年の損益分岐点分析結果を予算統制または短期経営計画に利用するために
利益，操業度，生産物価格費用が変化する場合の損益分岐点分析を行な、った分析結果は
表に示す通りである(表 7- 4，5並びに図 7-2(1)， (2):をともに参照1されたい)そこで
，¥i i1i 図7-2. (I)損益分岐点図
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注意されねばならないことは各指標はあくまで小範囲の変化においてのみ有効であること
である.
(2) 次に昭和40年の損益分岐点分析における利益の増減とその要因を昭和39年との比
較を通して明らかにする.第2項(2)で述べた生産額の増加額の要因寄与率においてムP
.6.Mの結合残差要因を両要因にどのように帰属させるかは現在のところ定説がない.ここ
では結合残差要因を生産物販売価格の場減要因として処理する，いま生産物販売価格P，'
同増加額ムp，生産量M，同増加額ムMとすlる. したがって，生産物販売価格{米価)の
騰貴による生産額の増加額は(P + .6.P HM +.6.M) -P・(M+:ムM)=ムp・M-十ムP・
ムMで示される.これは 242.737円となる.また生産量の増加による生産額の増加はP(M 
+ムMで示される.これは 29.577円となる.この故に米価が生産額を増加させるための寄
与率は89%であることがわかる.
他方，費用の増加要因についてみる.いま，総費用:をC，、その増加額をムC，生産量を
M，その増加率をムM，生産物単位当り平均生産費を C，その増加額をムCとして次のよ
うに分解する.、すなわち'.6.C ==ムc(M+ムM)十.6.M・Cとなる.しかるに，右辺の第 1項
は平均生産費の高騰による総生産費用の増加額ムc(M十ムM)は21，092円となる.生産量
の増加による費用の増加額(ムM・c)は71，121円であり，これは総費用の増加額 92，213円
に対して 77.2%の寄与率となる. したがって生産量の増加は利益の増加に寄与することは
ほとんどなく，変動費の増加によ って相殺されでしまい，この故に利益の増加額180，101円
は米価の上昇によって達成されたとみることができる.さらに，総費用を固定費と変動費
にわけて，総費用の増加の要因についてみる.固定費はむしろ減少しているために，総費
用の増加は変動費の増加のみに依存する.そこで変動費の鳩減分析を行なう変動費のうち
単位当り変動費の高騰による変動費の増加分は 89.4%，生産量の増加による変動費の増加
は10.6%である.この故， 10 a当り収量の増加による変動費の純増加要因は高い寄与率を
示さない. づまり，物財利用による技術改善の効果は小さいことである.このことは，庄
内平野の昭和40年10a当り収量の要因効果のうち気象要因がきわめて大きく，技術要因効
果がわずかにすぎないことから傍証できる. しかしながら，気象条件に適合した栽培技術
の採用を計測しているかどうかは疑問であることをみのがすことはできない.このかぎり
において変動費の高騰が10a当り収量に影響を及ぼしていないのである.
第4節 ，活動分析
1)損益分岐点分析の欠点は，多くの生産部門がある場合には損益分岐点を生産額で表
わすことができるとしても，部門別にどのくらいの生産量水準で採用されているのかを判
断することができないこと，および収支の均衡点を示すのみで利益極大点を見出すことが
できないことである.活動分析3)は資源利用可能量と活動 (activity)という概念を新たに
導入することによって，損益分岐点分析の二つの欠陥を克服することができる.
2)次に，当該稲作農家の資料を中心として，損益分岐点と利益極大点を結合する活動
分析を行なう.分析資料は当該稲作農家のほかに，将来5カ年以内に予測される. 10 a当
り収量の伸び，米販売価絡の1港貴，生産費の高Jl時，新しい稲作技術の進歩を考慮する.活
動 (activity)は総て水稲部門からなる.それは早生，中生と腕生の 3品種群からなる.活
動分析2)は資源(生産要素)の利用可能量ベクトノレ，純収益ベクトノレ，技術マトリックス
99 
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からなる.まず，制約条件となる資源の利用可能量が水田作付500a，同植労働時間1，120
時間，収穫労働(稲刈り，稲上げ，脱穀調整労働を含む)時間2，150時間とする.純収益係
数は10a当り直接変動的物財費差引き純収益によって表わされる.直接変動的物財費は各
品種とも一定であるとする. したがって10a当り純収益は各品種群の米価と10a当り米収
量の差異のみに依存する.前述のように米側は等級を一定とすれば，早生品種群ほど高く ，
10 a当り収量は中生あるいは中l免生品種群ほど若干高・くなる.このような事情を考慮する
と，純収益係数は中生品種群が最も高く，次に晩生，早生が最も低いことになる.各品種
群別の技術係数は， 10 a当りに必要な水回作付面積，作業時期別労働などの資源、利用可能
量である.同様労働のうち，早生は中生に比べて苗が未だ小さく取りにくいときに行なわ
れ， !免生は苗が長くなるときに行なわれる.そのため，田植労働係数は早生が， 10 a当り
23時間，中生が22時間，晩生が24時間必要である.J民稽労働のうち，早生は稲刈りが安易
で労働能率があがり ，腕生は労働時間の利用可能量に関して，早生， 中生と競合しなν、収
穫時期がある.そのため，収穫労働j係数は早生が10a当り 41時間，中生が44時間， I卵生が
40時間必要である.以上の分析資料に基づいて，水稲品種の組織問題を利益最大化問題と
して数式化すれば次の通りである. (表 7-8，9をともに参照して下さい.)
lX1+ lX2十 lX3話 50 (水田面積単位10a) 
23X1十 22X2+24X3~玉 11.20 (回植労働時間)
41X1十44X2十40X3;五 2，150(収穫労働時間)
表7-8 活動分析における損益分岐点と利主主阪大点
基本 可能 解 S6 SI S. S2 S3 S5 S7 
粗 ij~ 益 3，042，600 3，166，150 3，195，510 3，262，000 3，263，333 3，263，170 3，265，000 
変 WJ) 資 700，00Q 730，650 732，915 750，000 750，000 748，950 750，000 
労 倒j 費 466，666 487，100 488，100 500，000 500，00 499，300 500，000 
変動費 (広義) 1，166，666 1，217，750 1，221，525 1，250，000 1，250，000 1，248，250 1，250，000 
国 rメiと" 費 900，000 900，000 900，000 900，000 900，000 900，000 900，000 
1一変動費率 0.6166 0.6153 0.6177 0.6168 0.6170 0.6175 0.6172 
分岐点の金額 1，459，617 1，462，701 1，457，018 1，459，144 1，459，144 1，457，490 1，458，198 
分岐点比率 0.4797 0.4620 0.4560 0.4473 0.4470 0.446648 0.446615 
フ・ロセス純収益総額 2，342，330 2，435，500 2，462，590 2，512，000 2，513，333 2，514，222 2，515，000 
表 7- 9 プロセス純収益算出基礎
早生 品程 群 中生品程鮮 挽生品 程 1平
'1l. JllI. 益 65，000 65，400 65，200 
変 動 費 15，000 15，000 15，000 
純 JI~ 益 50，000 50，400 50，200 
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の制約条件のもとで，目的関数
Z=50.0X1 +50.4X2+50.2X3 
101 
を最大十こする X1(早生品種群作付面積， X2(中生)， X3 (晩生)を求めることである.ただ
し，目的関数における X1，X2， X3の係数は利益係数である.
この問題の双対(最小化)問題は次の通りである.
1 Yt+ 23Y2十 41Ys~50.0千円(早生品種10a当り利益係数)
1Yl十 22Y2十44Y3~50.4 (中生品種10a当り利益係数)
1 Y1十24Y2+40Ys孟50.2(晩生品種10a当り利益係数)
Y1:水間面積10a当り限界収益力(千円)
Y2 :田植労働1時間当り限界収益力(千円)
Y3 :収穫労働1時間当り限界収益力(千円)
Ylt Y2， Y3迄O
の制約条件のもとで
M=500Y1十l，120Y2十九150Y3
を最小にする Y1，Y2， Y3を求めることである.
(1) 最適基本解を示す前に凸集合を形成する総ての基本可能解をXに関して示せば次
のJmりである.
Si= (X1 X2 XsJとする.
SI=(48.71， 0， 0 J 
S3 = (16.6， 33.3， 0 J 
S5= ( 0， 36.68， 11.25J 
S7= (10， 35， 5 J 
S2=(20， 30， OJ 
S4 = ( 0， 48.86， 0 J 
S6 = ( 0， 0， 46.6 J 
そして，利益係数との関係から経営純収益Zを最大にする最適基本解はS7=(10， 35， 5 J 
となる.これを図示すれば原点を入れた八つの端点をもっ凸多面体となる.との故に，最
適基本可能解は早生品種群100a，中生品種群350a，晩生品種群50aを作付けることによ
って総ての 3品種が採用される. しかもその時，水田作付面積，田植労働時間，収穫労働
時間の各資源の利用可能量は総て利用しつくされる.各資源の平均限界収益力(機会費用)
は採用されている技術マトリックス (disposalprocessを含む)の逆マ トリックスに純収益
ベクトルを乗ずることによって得られる.あるいは双対問題の解として得られる.その結
果，水田，田植労働，収穫労働のそれぞれの機会費用は (26ム 5.2，3.0J千円となる.
(2) 次に損益分岐点分析と活動分析との関係を考察する.そこで次のような演算操作
をする.各基本可能解の生産額，変動費，固定費を計測する.生産額は各基本可能解.の品
種群の稼働水準から容易に知ることができる.また，直接変動的物財費も同様である.た
だし，この直接変動的物財費に各稼働水準別に直接変動的労働費(雇用労働費)を加えて
変動費とする.固定費は地代，資本利子と家族労働費からなるものとする.
今，各基本可能解の純収益総額の最も小さいものから，大きい順に並べると S6<SIくお
らくらくS5くらとなる.その順序に応じて，損益分岐点に対する実現可能な生産額の割合
である損益分岐点比率を計測する. しかるに，各端点における純収益額が大きくなるにつ
れて損益分岐点比率は低下することがわかった.これは純収益総額が大きいほど各端点の
実現可能な生産額を損益分岐点まで、大幅な割合で低めることができることを意味してい
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る.たとえば，純収益総額の最も高い最適基本可能解の損益分岐点の生産額が1，458，198円
であり，実現可能な生産額が3，265，000円であるから損益分岐点比率は 0.4466円である.し
たがって，実現可能な生産額が0.5534つまり55.34%下がれば収支の均衡する損益分岐点に
達する.これは総ての基本可能解で最も高い低下率であることを知ることができる.なお，
この場合の費用線は費用最小点の軌跡で、ゐる.これ故に，最適基本可能解で利益が最大と
なり， しかも双対定理から，費用が最小であるから，最適基本可能解の生産額での総費用
(=固定費十変動費)と生産額が零における最適基本可能解の固定費とを結ぶ直線上は総て
費用が他の端点より低く最小である.
以上のように，活動分析によって損益分析点と利益極大点とを同時に発見し，しかもそ
れらを結合することができる.さらに，純収益総額を最大にすることを保証する最適基本
可能解の損益分岐点を利用して，通常の損益分岐点分析のように利益や費用などの種々の
増減分析ができる.ただし，それらの増減分析は他の基本可能解を dominateする範囲内
で行なわれる.もし dominateされないならば，活動分析の条件変化の手法を使って，あ
らためて純収益総額が最大となる最適基本可能解を利用し℃損益分岐点を出さねばならな
い.それによって，さらに他を dominateする範囲で種々の増減分析ができる.
第5節結 論
最後に，以上のような3:つの農業経営分析を通じて得られたことを要約する.まず，資
本l収益性よりも労働収益性の伸び、が格段と高u、ことである.次に損益分析点は緩慢に高ま
っているにすぎない. したがって，企業利潤は高い伸び率で増加している.これらの要因
を損益分岐点分析によって確かめると， 10 a当り収量の増加よりも米価の上昇による効果
の高いことが判明する.第 3に活動分析によって，極大利益点と損益分岐点を結合させら
れることが確かめられた.極大利益点では中生品種群が水田作付・面積の75%と中核を占め
ており，早生品種がそれにつぎ，晩生品種群はわずかにすぎない.，これは農業経営者が損
益分岐点のみに満足せず利益極大点をも追求する場合に有効である.
これらの分析結果を評価すれば次のとおりである.農業労働力の絶対的減少にもかかわ
らず，米価が上昇し緩慢ではあったが一応増収してlいるなかで，労働節約技術の進歩，農
機具の高能率化など労働の資本装備率の高志ったことが資本生産性よりも労働生産性をよ
り高く向上させていることになったのである.そのかぎりで労働節約効果のあったことは
高く評価される.この故tこ，水田面積5haに固定しているため資本収益性が低下したこと
を過剰投資とみて，水回面積を若干拡大す1ることによって，資本収益性が高まるかどうか
については幾多の問題がある.それは収益性の増大と安定化が米価の上昇にささえられて
いる底の浅い経営構造であるとみられるからである.むしろ土地生産力を高めて経営集約
化の方向と併存する経営耕地規模の拡大の方向がとられなければならないのではなかろう
か.今後はこのような意味からも，農業機械化が労働生産性はあがるが，ともすれば1人
当り農家所得を低下させる要因となりがちであるとの批判を克服せねばならない.それに
答えることのできる土地基盤の整備とさらには農地の集団化，協業化を推進して農業機械
の利用効率を高めるような経営改善施策が望まれる.
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第8章斜地みかん作経営の経済分析
一徳島県名東郡佐那河内村
嵯峨地区の調査事例ー
第1節問 題
資本主義経営としての企業の指導原理は，一般的，形式的には利潤極大化原則としての
営利原則に求められる. しかしその指導原理が現代の企業に関して具体的，実質的に関わ
れる場合には，企業の発展に即応するその具体的内容を究明することが必要になる.それ
を企業の固定化，持続化に即応する「営利原則の長期化Jの問題としてとりあげるならば，
利潤率ことに「企業の総資本利潤率の極大化j にある.更には「総資本附加価値率(総
資本利潤率十総資本賃金率)の極大イじ」と発展するものとして理解されている注1).
農業経営においても農企業営利原則(経営目標)は総資本利潤率(換言すれば総資本純
収益率注2)) の極大化に求められる世丸
だが農業経営においては所得経済部門と家計経済部門とが，一般の経営体にみられるよ
うに完全分離，独立していないところに特殊条件が存在する.つまり自家労働，土地など
の内給経営要素の評価の大小によって総資本純収益は左右されるのであって，経営目標を
即座に総資本純収益率Iとすることはできず， 1日当り家族労働j報酬， 10 a当り土地純収益
のような効率指標を必要とする.
(注 1) 藻利重隆著 f経営学の基礎1
(注2) 総資本純収益率=資本純収益÷投下資本額
(注3) 経営成果指標は短期静態的には，経営体の構成要素となる経営要素から湧出
する各生産要素に帰属する残余報酬としての経営純収益である.
いま，その経営体を資本利用経営と仮定すると，その経営成果は本来資本純
収益である.だが，便宜上，本章では資本純収益を総資本で割って示される
総資本純収益率(資本効率)を，分析目的からみて，経営成果指標としてい
ることに留意されたい.
第2節課題と方法
本稿の課題は，農業構造改善事業地区における投資効率を計測することにある.投資効
率の計測に当っては，具体的実証的に農業構造改善事業の一環として行なわれている農道，
共同防除施設，共同選果場施設，共同貯蔵庫，水回転作または開墾による造成果樹圏など
の諸事業別に，あるいは自己資本，借入資本別に計測することが極めて大切である.他方.
農業構造改善事業の受益する個別農業経営の企業化，近代化が終極的な目標であるとすれ
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ば，個別農業経営の総資本純収益率を計測することによって，かかる投資効率を計測する
ととに答えることができると考える.
したがって本稿の課題は，調査対象農家 (30戸)がみかん部門の 1日当り家族労働報酬，
10 a当り土地純収益の補助目標指標と均衡をとって，または，国際競争カ，価格の低下傾
向，主産地(集団産地)形成と産地問競争及び調整と関連して 1kg当り主産物生産費の
極小化と均衡をとって，いかに総資本純収益率の極大化を達成してν、るかを明らかにする
ことにある.その際みかん作経営が，それをとりまく環境条件とみかん作経営要素構造の
差異に対していかなる運営方法を選択しているかという側面に焦点をあわせて調査研究り
する.
調査研究方法は，各種統計資料及び調査農家の農業構造改善簿記とそれを補充する聴取
調査によることにする.調査農家の分析方法としては，まず直接比較による要因分析を行
ない，次に生産関数による生産弾性係数並びに偏限界収益力を計測し分析することによっ
て課題に接近することを意図している.
1第3節調査対象地区の概況
調査対象地区の概況について述べるに先立って，調査研究の課題の背景となるみかん作
りの動向についてみよう.先ず農産物の選択的拡大傾向をみるために昭和32年を 100とし
て，昭和38年では畜産物生産額は302，果実はそれに次いで高く 244，野菜200，米作147，
となっており，最近のわが国の果樹農業の発展にはめざましいものがある.これは高度経
済成長によって，国民の果実に対する需要が伸びたことに基因するものである.特に図8
-1みかんの栽倍i扇積及び生産数量の推移，図 8-2主な果実の樹令別栽培面積の割合で
明らかなように，栽培面積及び生産数量の増大は著しく，昭和33年頃までは栽培面積にお
いて微増を続けていたが，その後，みかんに対する需要が増加し，価格が高騰したことと
相まって，栽培面積は急増し，昭和34年から昭和36年までは毎年13%の増加を示し，その
% 
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後も同様の傾向を持続している.ここで，供給と需要の均衡条件となる価格の動向が増反
増植に強い刺激を与えているととをみのがすことはできない.東京市場のみかん 1kg当
り平均価格は昭和25，26年の63円から昭和35，36年の72円と10年間に85%の値上りとなっ
たが，物価指数換算価格の値上り率でも50%である.このようなみかんの著しい値上りは，
需要量の増大に対して供給量の不足によるといえよう.こ こで表8-1から，世界市場の
競売価格または卸売価格について比較してみると 1959~60年の平均価格では日本のみかん
価格は外国からの輸入品で輸入関税が課せられている仏，英，西独の密柑よりも高く，また
南欧の主要みかん産地であるイスラエノレ，スペイ ンめ価格よりも日本のみかんはそれぞれ
74%，93%も高いのである.しかもこれらの諸国のわが国との l人当り国民所得の大きい
隔差を考えると， ，みかんは勿論他の果実にしでも，日本人の経済力に比較し之はなはだ高
い価格であるといえる.参考表8-1アメリカ，イタリーのみかんと日本のみかんの生産
者価格からの比較でも，わが国の価格は著しく高いのである.特にフロリダはわが国の半
分の価格で生産されており，世界最大のみかん生産をあげるに至ったのは，ジュース産業
のi発展によるものであるとしても，それはまた原料生産費の安いためであるとおもわれる.
わが国のみかんが，今後，増反，増植による生産数量の増大によって，需要の緩和と国
参考表8-1 ミ、カシの世界市場の競売価格または販売価格
I!9Tりの価格米貨 平均価格
195911960 11961 I平均 |円換算産
?
t也 jJ> 
フランス北アフリカ産輸入港F. O. B平均価格
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1主 ※印は1962年7月までの平均価格各年の日本の価絡も比較の便宜上セシトに換算表記した.
1セシトは3円印銭
原典引用文献 F. A. O. Production Year book. 1961 
u. S. D. A. Agricultural Statistics， 1961 
Florida Citrus Mutual Annual Statistical j.¥eport， 1962 
引用文献高橋郁郎著 f果樹農業改善新説j による.
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際競争に伍していくからにはみかん価格は低下することこそあれ，これ以上高値が持続す
ることは予測できないであろう.
したがって，みかん経営者は，価格の低下の予想にあたって経営諸資源を合理的に利用
する経営活動を選択しなければならないであろうとおもわれる.それには，経営目標とし
て，まず生産費を低下させるとともに産地聞の出荷調整を計ること，農業労働報酬を非農
業のそれ以上に確保すること，経営総資本純利益率が市場利子率を下廻らないことが必要
かっ充分条件である.
調査対象地区である傭島県名東郡佐郡河内村嵯峨地区の概況についてみる.本地区はみ
かん作農業経営の総資本純収益率，及びみかん生産を規定し，条件づける環境条件におい
て，標高，地形，土質(微量要素欠乏，浅士)，気象(平均気温150C)の自然条件がみかん
生産にとって厳しい条件にあるため.みかん経営者は本地区に適応した貯蔵みかんを中心
とした新しい栽培技術を導入し，絶え間ない努力によって厳しい自然条件への適応と改善
にいどんでいること.社会経済的条件のうち産業の就業構造では，昭和35年の第一次産業
の就業化率が 70.4%を占めて大部分農業を営み，その経営耕地50a，耕地率17%の純農山
村であること.戦前は米麦中心であって，みかん生産は約 100年前に嵯峨地区に導入され，
日露戦勝記念開墾で一時増反されたものの，養蚕の普及，第二次大戦中および戦後の食糧
不足によって，いも，雑穀類は米麦に次いで高い割合を占めていた. しかし昭和30年頃か
ら食糧事情も緩和し，新農村建設，農業構造の諸事業による生産基盤，近代化施設の強化
など，みかん需要の増大とあいまって時宜をえたことにもより，みかんが急速に増反増植
されていることをみることができる.
第4節調査対象地区の農業の実態
1.本節は調査対象地区の農業の実態を明らかにする(表8-1，2，3，4，5).農家の性
格として 1戸当り経営耕地 84.5a (昭和38年)を耕作し，大部分果樹園地である.専業農家
は 60.9% と高い専業率を示している.経営耕地広狭別農家は0.5~ 1ha総農家数198戸の中
93戸と47%を占め本地区のみかん経営の中核的推進体となっている.みかん生産が全階層
に導入されているため地区内で採取作業労働等の雇用労働を得ることが困難となり，他地
区村からの雇用労働が増加している.経営耕地面積 166.4haのうち 60.9%にはみかんが作
表8-1 集溶別の戸数，耕地(昭和39年現在)
部落名 総戸数
農家 F手数
耕地面積
総戸数 I農第業1積お兼よ業び
戸 戸 戸
丸田 54 51 46 47.4 
中分 47 43 35 32.4 
東 j今 55 51 45 43.0 
l嵯峨 49 45 39 36.3 
栗見j反 7 7 5 7.3 
212 197 170 166.'1 
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付され，品種別では尾張温州，杉山温州
が多く，宮川早生がそれについでいる，
農業構造改善事業によって，農道が新設
されることにより，運搬能率が高められ，
共同防除施設，共同選果場，共同貯蔵庫
が設置拡充され，みかん作協業経営，通
勤耕作など経営規模拡大に対する積極的
な農業経営者の意欲を知ることができ，
農業の企業化，近代化が促進されている.
だが農業構造改善事業総額1億7千万円
のうち受益農家負担金1億円の借入金を
木地区経営耕地面積 166.4haで除すると
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表8-2 経営耕地規模別， 専兼業日IJ農家戸数
|総数 I 0.5ha 1 0.5~ 1 ha 11 ~ 1 叫1.5~2叫 2ha 
日3自5和年 戸 戸 戸 戸 戸 戸130 61 50 19 。 。
38年 120 。 74 39 7 。
集1種(35年 45 17 21 7 。 。
業 38年 50 20 16 14 。 。
兼第 2~業重j13385年 22 11 11 。 。 。
19 24 3 。 。 。
業 197 89 82 26 。 。
38年 189 44 93 53 7 。
表8-3 家族労働力
{生 現在の状態 (昭手同年) 1 昭和 35年の状態
年令別
農業専問!農主兼従者l兼主農儲[農業専従者|駐兼従者|毒性農従者5JIJ 
人 人 人 人 人 人
212 38 21 215 36 19 
男 60才 22 5 2 27 3 3 
小計 234 43 23 242 39 22 
244 5 9 266 3 4 
女 60才 35 O 。 35 。 。
ノj、計 279 5 9 301 3 4 
兄口、 言1 513 48 32 5'13 42 26 
表8-4 家族労働力1
地 目 |最近3年間の増減傾向
ha (増+， 減一) ha 
46.6 -0.3 
初I 回 二毛回 16.2 -8.0 
小計 62.8 -8.3 
普 通 i:UJ 2.1 -0.2 
101.5 +20.1 
士山 1樹園地 。 。
ノj、言1・ 101.5 +20.1 
800.5 -9.7 
その他
宅地，道路敷雑池等 14.1 +6.4 
メ1=1込 百十 981.0 
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すれば10a当り負担金6万円の償還
能力がはたしてあるかどうかを分析
する必要が残されている.農業機械
の増加は著しく，特にオート三輪，
四輪車，動力草刈機の導入がめざま
しく増加して労働率の向上を可能に
するとおもわれる.みかん生産は最
近10年間の増反増植によって漸次増
加し，昭和38年産で、は生産量2，150t，
販売金額 149，840千円に達し，総て
嵯l峨園芸農協に集荷され，精算はプ
ーノレ計算方式をとるなど，極めて高度な段階まで共販体制が整えられている.
2. みかんの販売出荷の状況を少し立入ってみると
1)出荷先別販売金額割合では，昭和36年は大阪市場28.8%，神戸 16.6%東京10%，
その他西の官8.7%，姫路7.6%，県内2.9%カナダ，沖縄，東南アジア等の輸出みかん2.2%，
北陸，京都の順であり，加工原料は 19.6%であった.だが昭和37年は豪雪，早害などによ
って，奇形果，小型果のj青みかんが多量に出たためもあって，加工原料として50%，大阪
市場は 14.6%に減少した.昭和38年は，調査資料に欠くが，おそらく昭和36年とほぼ同様
な傾向であるとおもわれる
2)次に，図 8-3から年次別月別生産数量割合と販売金額のうち月別出荷販売量の
割合についてみると，昭和36年は 3月が一番多く 28.4%， 2月に21.1%12月に20%， 1月
に7.1%，4月に 6.9%，10月に 2.5%， 11月に 4%を出荷したのに対して， 昭和37年は 1
月以降の出荷割合が，昭和36年の 73.4%に対して， 68.4%に減少している.昭和37年は年
度内出荷割合が増加し，収量減，不良品の増加などによって加工原料として早期に出荷さ
れたものが多いことによるとおもわれる.なお月別出荷販売割合からうかがわれるように
本地区は貯蔵みかんの集団産地であることがわかる.
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品種別樹令別ミカン(昭和39年8月現在)
品種別面積(ha) 成閣の樹(h令a)Blj面積
品種名| 核J
尾張温州、| 62.6 50年以上 19.2 
杉山温州 24.3 15~50年生 60.0 
温ル1'ミカシ 宮川早生 10.5 15年以下 22.3 
その他 4.1 
101.5 101.5 
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表8-5
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図8-13
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単位:ダンボール 1箱15kg入価絡
2.200 
~，~~~ 1 …ー ・ー一昭和36iド1li2.000 ~ ï.fí()~ ~ 一一一一昭和37年践
しsoi ー・ー 一ー昭和13崎:j主
1.700 
1，600 
1.500 
1，400 
1，300 
1.20 
1，100 
1，000 
1出
情!'f:I 101520251 5101520 25 J 5 10J 5 20 25 1 5 1 () J 5 2025 1 5 10 15 
月骨一一12一一寸時一一一l 寸二 2一一一→持一一一一 3一一一→~4ー
、 ，
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?
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|剖 8-4 年次別， 月匂iJlJみかん卸売価絡
(注) 市場仕切価格，普通混川，昭和36年11cg当り平均77.31円，昭和37年75.02円，昭和38年81.97円，
市場手数料8%.迎合組合手数料2%.計10%控除後の園芸農協での価格昭和36年70.28円，
昭和37年68.2円，昭和38年74.52円園芸農協において選果，荷造費，輸送費，控除後の農家庭先
価格，昭和36年61.62円.fl;3和37年58.61円，昭和38年64.20円である.その他農家の売上金の 1
%が共同選果場償還積立金と して控除される.
3)図8-4から年次別，月旬別みかん卸売価格の過去3ヶ年の旬別市場仕切価格的
の動向をみると，昭和36年はダンボール1箱当り (15kg入り)12月上旬に 1，000円であった
ものが 3月中旬では1，550円となり 4月に入って急速に上昇し， 2，100円にまで高まった.
昭和37年は全般的に価格の変動が緩慢であったが，前年に比し， 12月から 3月上旬までは
200円高い価格を持続し， ..3月以降は低下に転じた.昭和38年は12月と 1月は前年よりも
200円ほど低く昭和36年と同じような価格傾向を維持していたが 2月に入 って急速に高
まり昭和36年， 37年の価格をしのぎ，3月下旬まで、それが続き 4月上旬には2，200円にまで
上昇をみるにいたった.また加工原料価格は昭和37年には全般的に高価格を維持している.
なお過去 3ヶ年の月別出荷量割合と価格の動きから，月別出荷割合と価格の間には強い
正の相関関係のある ことがう かがわれる.特に昭和37年は前進販売と原料価格の高値と前
期の高価格によって販売金額を昭和36年の 86.8%，昭和38年の 80.3%の低下にとどめる こ
とができたとおもわれる.このように，本地区は貯蔵みかん技術の進歩と年間プール精算
方式を昭和32年以降から採用することによって共同出荷体制に万全を期し，貯蔵みかんの
有標品化が進み， 全国的l乙市場信用を高めることによって産地聞の調整が比較的ととのい，
ある程度価格予測にたって，安定した販売政策がとられてきているこ とは注目される こと
である.
4) ここで出荷経費についてみると，昭和35年ではタ事ンボー ノレ 1箱当り 130円をかけ
ており，その内訳は容器60円，海上運賃35円，陸上運賃 9円，荷造費10円，その他損耗釘
又は針金，集荷費，洗剤ワックス，容器損耗，償却予備費などからなるが，昭和36年では
144円，昭和37年155円， 昭和38年はおそらく 166円と推定される.その他市場手数料8%，
組合手数料 2%が差引かれる外， 選来場償還積立金 1%を控除した後に，個別みかん作経
営農家の庭先価格が決定されている.
109 
110 山形大学紀要(農学)第7巻第1号
第5節 調査対象農家の経済分析
本節は調査対象農家について要因分析と限界分析法による経済分析を行ない.総資本純
収益率を計測することによって，みかん経営要素構造と運営方法を明らかにし，さらに将
来の方向を予測しようとしたものである.経済分析は昭和38年産みかんの 1ヶ年の調査資
料を対象としている.
第1l:頁農家の経済分析
調査農家の農家経済に関しての表は省略し，農業経営に関しては，表8-6家族農業労
働力単位と農業経営地の構成，表8-7農業組収益構成，また，みかん部門経営の決算，
表8-8みかん部門の資源，表8-9みかん部門経営の決算，表8← 10みかん部門経営の
分析諸指標，表8-11果樹園の団地面積広狭別距離，表8-12作業労働別10a当り労働日
数割合において，全戸平均と丸田，共栄，東内の 3集落別平均および農家所得の高中低別
平均によって比較表示しである.計測結果として調査農家30戸平均のみかん部門の総資本
純収益率は 16.948%，1日当り家族労働報酬2，731円，みかん 1kg当り生産費は 3，704円で
庭先販売価格の52.52%と計測された.そしてそれは果樹閏地75.5a，成園率61%，10 a当
り投下労働37.1日，雇用労働率20.4%，資本財資本1，422千円，平均樹令21.1年生， 10 a当
り収量2，310kg，10 a当!り粗収益157千円， 10 a当り経営費41千円， 10 a当り純収益115千
円といみかん部門の経営要素構造とその機能の結果によってもたされたものである.つぎ
に集落別では丸岡(共防)が収益性(総資本純収益率 1日当り家族労働報酬， 1 kg当り
主産物生産費を指す)においてもっとも劣っている.それは自然的条件にその主要な要因
が求められ，土壌は耕土浅く，土質は輝緑岩あるいは蛇紋岩からなりみかん生産には適lじ
た土質とはいえず，微量要素特にMg欠乏症を呈するほどである.また耕士が浅いことと
傾斜方面が南面で高温多照になるため皐害や高温障害を生じる危険があり，根部の活動を
衰えさせ，日焼けなどでアカダニやサピダニ，ハダニの発生を多くする.このため丸田で
は土壌条件を改善するとともに，防除に万全を期し共同防除施設をいち早くとり久れ適期
に年8回の防除を実施して，他の 3集落よりも多量多額の農薬をかけて一定の収量を確保
しようとするみかん作経営活動を選択していることがうかがわれるとともに，樹令が若い
ために収量の割合には経営費を多く要することから収益性が劣っているとおもわれる.も
っともその反面，経営活動が積極的であって，経営規模拡大のため，共同開墾によって果
樹園を開園して協業経営として，通勤耕作も行なわれているほどでそ1の一端を知ることが
できる.樹令が若く収益性が劣っているとしても，現在の収益性を犠牲にして成園率{果
樹聞に対する成木 (15年以上)園の割合}の向上とともに将来の収益性に期待していると
みることができる.東内集落は戦前からのみかん作経営農家が多く成園率が高く平均樹令
が古く 10a当り収量が多く，費用率(部内粗収益に占める経営費の割合)が低い ζとによ
って，本地区のように自然的条件の厳しい条件の中にあっては比較的よく，従って 3集落
の中，収益性が最も高くなったものとおもわれる.だが在来品種が多く樹令が古いため隔
年結果がはなはだしいことから安定的な収益性の予測の困難であることが懸念される.共
栄集落は丸岡(共防)東内(共防)の中位に収益性があヮて，以前は米作の割合が高く ，
しかも良質米を生産し，木地区では，比較的農家経済が安定していた.そのためもあって
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か，みかん作経営に対する適応が遅れ未成木園のうち，最近新植された幼木園地率が 3集
落のうち最高であること，また傾斜方向が北面であるため果樹の生長が遅く，病虫害が少
なく，樹勢は良好であるが結果が遅い，また急傾斜地が多いこ iとなどから調査農家群のう
ち， 中位の収益性を示しているとしても丸田集落の収益性の伸ひ守率に追い越される可能性
が多分にあるとみる ことができる.表 8-11，表 8-12を参照しながら労働力利用につい
てふれてみる.傾斜地での作業労働であるために，作業労働の強度がきつい.作業能率を
あげるには，作業労働日数の削減と肉体作業労働の強度の軽減をはかることが，きわめて
重要である.調査農家においては，作業労働日数の削減のうち，収穫採収，中~I・除草と土
壌管理を特に削減しようとしている.その中でも収穫採収にあっては圃場条件，栽植方式，
採収方法の改善が，中耕除草と土壌管理にあっては動力草刈機，草生栽培などの新しい栽
培管理技術の導入がはかられている.肉体作業労働の強度を軽減し，労働能率をあげるに
表8-6 家版農業労動力単位と農業経営地の構成 而積l~.位 a
が1 地 採草，1iX牧家族農 業 合計
;l:il i山 計 地宅地，原 (護世話)労働力lIJ.N~ 問
遊園地|普通畑l (耕地) 野など計
戸
丸1 国 11 A 2.4 3.1 80.5 0.6 81.2 112.1 1.7 113.9 
丸田(共|め) 10 A' 2.5 3.1 85.6 0.7 86.3 117.4 1.9 119.3 
共ー 栄 10 B 2.6 3.9 81.1 0.5 81.6 120.8 0.8 121.6 
東 内 9 C 2.7 3.1 63.7 1.1 64.8 98.3 0.6 98.9 
東内(共防) 7 C' 3.0 3.3 70.4 0.6 71.0 104.1 0.7 104.8 
全体平均 30 T 2.6 3.5 75.7 0.7 76.4 110.9 1.1 113.2 
表 8ー 7 農業粗収益構成 金額単位:円， ( )内は%
製? f重 部 門
害 警 護 |疏菜作|果樹{乍|特用作!小
養 苦言 言十
稲 作
120，191 10，918 37，623 l，2884，6. 57 36，091 1，493，479 29，541 1，523，020 
， ， (84.6) 
143(891. 10 11，07. 36 39，635 1，397，587 39，700 l，611，87. 68 31，931 1，643，698 
7) (0.7) 2.4) (85.0) (2.4) (98.0) (1.9) (100) 
148，200 20，1. 35 23，904 1，49，605 27，100 l，35906，9.9 44 413，9. 96 1，392，940 
(10，6) (0.1) (1.7) (82.5) (1.9) (96.9) (3.0) (100) 
，134，653 4，586 23，688 l，211，56.4 31 17，927 1，392，485 25，607 1，418，093 
(85.4) 
136(.81.270 ) 4(，06.29) 3 24，097 1，342，043 16，755 I，52398，6. 38 29，13.803 1 1，5(21 ，941 (1.5) (86.4) (1.0) (98.1) (1.8) 00) 
133，94. 99 6，091 28，869 1，219，41. 99 27，16. 44 I，4157，6. 69 )32，5.212 ) 1，448，182 
(9.2) (0.4) (1.9) (84.2) (1.9) (97.7) (100) 
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は，運搬作業労働を機械化することであって，そのため 3集落とも，農道が完備されつ
つある段階で，最近急速に運搬用農機具の導入がみられていることは既に述べた通りであ
る.だが現在のところその利用度が必ずしも高いとはいえず，その利用度を高めること，
と同時に，果樹園の集団化 (表 8-10) が残されている.そうである としても，作業能率
をあげて 1日当り家族労働報酬を高めるようなみかん作経営者の行動をみることができ
るのである.
表8-8 みかん部門の資源 ( 1戸当り平均)
ヌL 同 丸岡(共防) 共 栄 東 内 東内(共防) 全 体平均
47.8 a 52.1 491 40.9 47.1 46.2 
成 間 (59.2%) (61) (60.5) (64.1) (67.0) (6.1) 
果 22 a 22.5 14.9 11.4 12.8 16.1 
(27.3%) (21.2) (18.3) (17.9) (18.3) (21.2) 
10.7 a 11 17.1 11.4 20.5 12.4 
持I成幼木 (13.5%) (17.8) (21.2) (18) (14.7) 17.8 
困 ノj守|
32.7 a 33.5 32.0 22.8 33.3 29.5 
(40.8%) (39) (39.5) (35.9) (33) (3.9) 
閤
80.5 a 85.6 81.1 63.7 70.4 75.7 
百十 (100%) (100) (100) (100) (100) (100) 
235.7日 252.3 192.8 245.9 261.6 224.5 
雇傭 75.9日 83.5 44.4 48.6 52.5 57.2 
働労j数 計
311.7日 335.8 237.2 294.5 314.1 281.7 
士 地 3，267，161円 3，493，697 2，993，185 
2，001，882 2，672，100 2，929，711 
fil (67.6%) (67.4) (66.0) 
(55.3) (66.6) (67.0) 
残: 物
246，197円 270，466 260，550 187，688 213，832 233，429 
定 (5.1%) (5.2) (5.7) (5.2) (5.3) (5.3) 
1，058，222円 1，138，755 1，017，403 792.724 916，358 964，966 
資 大 植物 (21.9) (22.0) (22.4) (21.9) (22.8) (22.1) 
産 大農 具
107，026円 116，389 150，036 79，438 86，897 113，086 
(2.2%) (2.2) (3.3) (2.2) (2.2) (2.6) 
流動 資 産 155，333円 166，547 112，848 110，501 137，684 127，722 
(3.2%) (3.2) (2目5) (3.0) (3.4) (2.9) 
言十 4，833，939円 5，185，932 4，534，023 3，167，096 4，011，675 4，368，914 
(100) (100) (100) (100) (100) (100) 
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表8-9 みかん部門経営の決算 ( 1戸当り平均)
丸 悶 丸田(共|坊) 共 栄 東 内 東内(共防) 全 体平均
18，038kg 19，593 16，528 17，889 19，888 17，490-
産物価傾 1，160，277円 1，260，713 1，065，332 1，152，059 1，282，152 1，126，163 
両J 産物 89，037円 94，153 59，290 40，456 37，728 64，547 
言1- 1，249，314円 1，354，866 1，124，622 1，192，516 1，319，880 1，90，710 
肥料費 12(424，6.23F6円) 1334，. 28 118，98. 85 101，571 112，4O.404 1 115，57. 95 (24.2) (29.0) (24.3) (24.4) (25.7) 
f重 ta-費 22(4，7.642%円) 22，48. 78 11，986 5，678 8，229 14(，3. 44(4.1) (2.9) (1.4) (1.8) 2) 
93，8.3796円) 103，80.7 43 35，85.4 18 60，841 71，5. 97 644，1. 65農 薬 費 (18.3 (18.7) (8.4) (14.5) (15.6) (14.3) 
諸材料費 13，5264FU円Y 14，066 18(4，3. 79 14，032 13，408 15，32. 95(2. (2.6) 5) (3.4) (2.9) (3.4) 
10(2，5.O39F6円) 11，438 10，564 7，813 8，870 9(2，7. 30 光熱水道費 (2.1) (2.6) (1.9) (1.9) 
小差是具費 61096円) 613 l，07. 92 525 477 
， 978 
(0.1 (0.1) (0.4) (0.1) (0.1) (0.2) 
雇傭労費 49(，96.75F4M円) 54(，96.290 ) 40，9O.8 50 368，6. 83 39(，84.614 ) 42，562 (9.8) (8.8) (9.5) 
4(，05.191FM円) 4，08. 39 5，14. 57{ 3，547 3，766 4，537 固定資産税 (0.9) (1.3) (0.8) (0.8) (1.0) 
減価償却費 51，50O9FM円) 55，161 52，710 39，9O.73 1 43，98. 43 48，01. 78 (10.0) (12.9) (9.3) (9.6) (10.7) 
※1371，569円 400，086 294，340 ' 270，760 301，607 315，582 
計ー
(部門経営費〉
※2 513，016円 551，460 409，990 418，293 458，464 450，256 
※3 (72.4%) (72.5) (71.8) (64.7) (65.8) (70.1) 
肥料 費 15，481円 15，587 14，359 15，945 15，909 15，296 
種苗費 2，827円 2，672 1，477 891 1，69 1，894 
農 薬費 11，656円 12，037 3，256 9，551 10，170 8，476 
諸材料費 1，680円 1，643 2，66 2，203 1，904 2，020 
光熱水道費 1，309円 1，336 1，302 1，226 1，260 1，285 ! 
小 農兵費 76円 72 221 82 68 129 
雇傭労費 6，168円 6，381 4，938 5，759 5，598 5，622 
白定資産税 560円 565 673 557 534 599 
減価償却費 6，398円 6，444 6，499 6，133 6，227 6，364 
討ー ※1 46，157円 46，739 36，293 42，505 42，842 41，688 
(部門経営費)※2 63，729円 64，422 50，553 65，666 65，123 59，479 
部門経経済費の※ 1は言l'であり，※2は自家労働見積綴 (1臼600評価)を加えた計であっ
て， ※3比率は生産量費用合言Hと占める白家労働見積額を含む経営費 (物財費+労働j資)の比
率を表わしている.
13 
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表8-10 みかん部門経営の分析諸指標 ( 1戸当り平均)
缶子同宅Lhよlh子ロザl靖子
植栽本 !数 641本l' 674 . 614 561 629 609 
昔日 ι門純収 I 益1 877，745円1 95l~， 780 1 830，282 卜921，755 I 1，018，273 I ，875，128 
部門土地純収益1 442，291円1 701，972， 1 632，181， 1: 704，001 1 780，861 1 654，123 
部門資本財資本純収益1 531，177円1，593，884 1 535，041 1 627'，417 '1 701，004 1 564，672 
樹体資本純収益1 603，762内1 662，110 1 596，085 1 674，981 1 754，557 1 622，570 
???? ? ?
??
??
? ?
?， ?
???
?
?
?
?
??
??
?
???
??
? ?
? ???
?
?
?
??
? ?
? ?
》
???
?
??
??????? ??
?
?
?? ????
??
?
? ?
? ? ?
?
?
??
?
?????，?
?
?
??? ??
??
?
?
百|純収益、
Ti家紋労働報酬
資 1 1万当り純収益
部門経営)資9
:2j丈|本純収益率
3，723円
2，493円
1，784 
2，551 
187，407 
42，825 
144，582 
157，363 
41，707 
115，656 
? ?
?
?
?
??
?
??，，??????
??
?，，?? 。 ，
?
3，893， 
• 2，972 
3，8Q8 
2，731 
1，816円 1，841 ，1 1，8311 2，548 1 2，538 1 2，003 
0.152321 0.15473 1 日 762 ，1¥0.2凶 5 I 0.2附 4.I 0.1似 8
101 経 営費
司|家族労 i励賞
当 |資本利子
り1詐 (生産費用)
46，127円
(46.3%)， 
17，559円 17，684
(17.69百l.I (17.5) 
46.739 
(46.4)， ，1 
36，005円 36，350
(36.1%)1 守 (36.1)
99，691円
(100%) 
100，773 
(100) 
36，293 1 40，345 
(43.2)， 1. (40.4) 
42，825 
(43.1) 
it;fa141;ti?i112if 
?it;|i，1if?ー|?;if
84，098 
(100) 
99，788 
(100) 
99，295 
(100) 
????????
???
?
?
?
??
?
?
?
?
?
??
? ????
?
?
????
?
???
??
?
?
?
?
?
?ー??
?
?
?
、?
?
?
?
??
?
??
??
?
?
?
?
?
?
?
?
資
?
肥料費千円当り粗収益
農薬費千円当り粗収益
。 。 。
?
???
??
?
?
?
?
61.5% 
38:6日
80本
19.，~年
?
2，2401tg 
29.7% 
10，025円
13，314円
39.22 
64.35 
60.9 
39.1 
79 
20.3 
2，288 
29目5
10，154 
13，149 
37.68， 
64.46 
58.4 
29.2 ' 
76 
33.25 
64.40 
51.6 
46.2 
88 
22.4 
2，808 
22.7 
11，741 
19，601 
33.27 
64.46 
51.6 
44.9 
89 
22.4 
2，825 
22.9 
11，784 
18，435 
41，707 
(44.2) 
17，798 
(18.9) 
34，643 
(36.7) 
94，149 
(100) 
37.04 
64.39 
57.5 
37.~ 
80 
21.1 
2，310 
26.5 
10，283 
18，557 
21.8 
2，037 
26.2 
9，460 
32，581 
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団地面積l順位
¥¥| 1 
1戸当 り玉ji-J勾 36.4 a 21.4 12.2 7.1 
% (42.5) (25.0) (1'1.3) (8.3) 
家からの距離 275m 285 369 286 
1戸当 り平均 48.9 a 16.3 8.1 3.5 
~6 (60.3) (20.1) (10.0) (4.3) I (2.7)1 (L9) I (0.7) I 1 (100)1 4.31 18.9 
家からの距!椛 376m 437 649 195 
1戸当 り平均 30.5a 15.5 
% (43刈 (22.1) (15.4) I (9.1) I (5.9) I (4;1) I 1 (100)1 4.71 15.0 
f共1;方I家からの距離 793m 995 1，4p8 
36.9 a 17.1 9.9 
(48.8) (22.7) (13.2) 
423m 471 658 
表8-12 作業労働j別10a当り労働日数割合 (集落別)
、 |耀|関|叫|川護標識|州諸|臨|臨111'
自110a当り労働!日数
共
，1功 タザ
1 2 3 4 11 171 11 。 21 41 
???
??
?
?
?
? (;~.8) 1 (7.0) 1(10.3) (0.，5)1 (1.3)1 (41幼1(28刈1(5.3) 1 (100) 
共 110a当り労働白数
% 栄
再10a当り労働日数
共
防
全
戸
平
均
% 
10 a当り労働日数
ヌ6
(3.9) 
21 3 4 9 
(5.9)1 (9刈1(12.8) 
(2.1) 
1 3 
。 1 9 21 31 
3 44(ιト10;;
心:l(3;:j(2J(J
(2.2) 1 (6.5) 1 (6.2) 
0.9 
(2.4) 
注)10 a当り 労働日数は能力不換算，小数第 1位四捨五入， %は総計の比率をと っている.
本文中にある数値は能力換算在したものである.
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表8-13 規模指僚と諸要因指標及び音1¥門成果指標との関係
果樹園地面積※4 成果樹果樹園令地換面積算 1爪・ 3
ア{ル ア{ル
83 ~ 60 55 ~ 15 68 ~ 50 46 ~ 15 
160 ~ 120 160~ 70 
(総投下労働 416.6日 269.4 159.0 430.8 253.4 160.9 
投下労働
家族労働 315.7日 207.7 150.0 328.3 194.3 150.9 
果樹闘地面積 120a 67.7 40 118 68 42 
投 下 資 本 7，086千円 3，752 2，267 6，777 3，882 2，446 
投下資本財資本 2，201千円 1，307 758 2，221 1，232 813 
手旦 収 益 1，738，928円 1，173，828 659，375 1，813，616 1，129，725 628，790 
経 営 資 442，927円 314，235 189，588 461，354 290，776 194，620 
純 J!l. 益 1，296，001円 859，593 469，787 1，352，261 838，949 434，171 
10a当り投下労働日数 34.7日 40.1 40.3 36.6 37.5 38.4 
1植0栽a本当数り (集労約働度) 78本 82 85 79 74 95 
1 本当り樹令 24年 22 15 22 24 15 
10 a 当り収量 2，460kg 2，315 1，980 2，268 2，481 2，160 
費 用 率※1 25.5% 25.8 28.7 25.5 25.7 30.9 
肥料費千円当り粗収益 11，145円 10，256 8，573 11，116 10，549 8，152 
農薬費千円当り粗収益 16，623円 19，051 25，101 15，624 22，904 23，210 
10 a当り土地純l収益 81，009円 97，699 84，616 86，908 96，061 70，371 
1日当り家族労働報酬 2，759円 3，055 2，224 2，881 3，119 1，905 
部資本門純経収営益 率総 15.616% 1.9585 16.747 17.045 18.608 14.046 
1 kg当り主産物生産費 37.60円 3，521 38.93 36.39 35.15 42.46 
10 a 当i同り M月え O白
果 樹評 額 1，072，630円 1，388，415 1，158，716 1，192，600 1'，325，182 916，671 
※ 1 費用率口経営費+粗収益
※ 2 10a当り果樹評価額={(組収益ー果樹体利用経営費)+ 0.06} +果樹園地面積
※ 3 成果樹令換算果樹園地面積の換算値(比率)は森和男著 f傾斡地の果樹経営J327頁
によっている.
※ 4 果樹地面積6区分については表示を省略する.
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部門資本財資本 農業労働 力 単位 生 産 費 用
5，623，808 円 1，819，945 1，391，271 3.25 1.30 0.79 1，367，846 円 670，042 564，832 
1，884，120 1.413，734 375.462 1.35 0.80 0.29 788，633 594，698 207，422 
423.4 230.4 191.3 449.0 247.3 148.7 430.7 253.7 160.7 
322.9 174.2 176.3 335.7 200.3 137.3 3135 209.3 150.7 
117 69 42 105 75 48 112 73 42 
6，866 3，974 2，265 、 5，945 4，458 2，703 6，791 4，026 2，88 
2，242 1，358 666 2，029 1，410 827 2，130 1，334 802 
1，690，626 1，223，536 657，969 1，733，241 1，172，588 666，303 1，909，185 1，067，086 595，860 
445，845 312，520 188，385 461，682 305，705 179，363 489，369 291，320 166，061 
1，244，781 911，016 469，584 1，271，559 866，883 486，939 1，419，816 775，766 429，799 
36.3 33.5 46.1 43.0 33.0 31.2 38.5 35.0 38.5 
78 75 95 78 82 85 79 75 96 
22 23 17 24 22 15 23 22 17 
2，128 2，617 2，323 2，46Q 2，315 1，980 2，521 2，167 2，002 
26.3 25.6 28.6 26.6 26.1 26.9 25.6 27.3 27.9 
1，004 10，535 8，479 11，024 10，184 8，882 11，184 9，438 9，368 
15，380 22，721 22，912 14，628 22，133 31，686 15，387 23，549 25，793 
78，537 105，371 78，030 90，749 88，395 74，558 98，475 78，533 68，854 
2，579 3，861 1，893 2，725 2，992 2，365 3，230 2，553 1，941 
15.307 20.293 16.056 17.999 16.749 14.966 18.136 16.150 14.829 
38.67 32.83 40.70 36.66 36.75 38.61 35.29 38.18 40.77 
1，047，581 1，499，122 1，029，298 1，272，033 1，185，083 975，167 1，354，342 1，058，517 932，340 
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第2項要因分析
本項では調査対象農家30戸の部門経営成果指標または要因指標の分類区分別平均値を用
いて直接比較による要因分析を行なうことにする.(そこで表 8-13， 14， 15を参照してい
ただこう).その計測結果として，部門経営総資本純収益率 1日当り家族労働j報酬， 1 kg 
当pみかん生産費からなる部門経営成果指標，受容力指標(生産要素比率)，効率指標(生
産量と要素との比率)からなる要因指標との関係において，部門成果指標あるいは要因指
標を数段階に区分して要因指標，部門成果指標あるいはその逆にして比較考察じた場合に
は，個別経営に特殊条件が存在し， 要因指標 (例えば果樹地面積)が中位にあるのに対し
て，部門成果指標の総てが中位あるいは上位にあるとは限らず，部門総資本純収益率が中
位にあっても 1日当り家族労働報酬は上位にあるこ とがしばしば表われる傾向がある.
これは家族労働見積額の評価，区分範囲の取り方の問題でもあると同時に，投下資本(土
地含む)と投下労働の不均衡な関係からく るものであって， 要素代替率が変化しても一定
の成果が保障されているという意味での合理的関係にあるとは考えられず，むじろγ経営
に無理な点のあることを示しているとおもわれる.ζのような家族経営による個別の特殊
条件をできるだけ排除しない限りにおいては，部門総資本純収益率に主導されるで般的傾
向を分析し，説明することはできない.そこで 3つの複合された部門経営成果指標と要因
指標との関係を考察することにする.先ず 1日当り家族労働報酬，資本純収益率， 1 kg 
当り主産物生産費を単一成果指標のようにそれぞれ6区分しておく.次に 1経営農家別に
みて 1日当り家族労働報酬，資本純収益率， 1 kg当り主産物生産費ともに 6区分の第l
位の区分に入る経営農家をとりだしてみると 4戸が第 1位の範囲の条件をみたしているの
で， 第1位に入れる.第2と第3位は経営農家が2戸と3戸なので，合わせて第2に入れ
て5戸とする.同様にして第 3位 6戸，第4位10戸，第5位 5戸となる.このようにして
表 8-14複合された部門成果指標と要因指標の関係を表示したものである.又表8-'-17作
業労働別10a当り労働日数と割合を表示している.表8-16から明らかなように，果樹園
地， 投下資本，資本財資本の規模指標，資本装備率(能力換算農業労働力単位当り投下資
本)，資本集約度 (10a当り資本財資本)の受容力指標にあっては意味のある明確な関係が
みられず分散が大きい.これは依然として個別経営において特殊条件の存在すること によ
るものである.だが植付本数1本当り平均樹令，10 a当り収量，労働集約度 (10a当り投
下労働量)，粗収益に占める増殖額の割合，費用率と )1慎位との関係にあっては極めて強い相
関関係のあることがうかがえる.換言すれば相関の関係のある要因指標によって説明され，
意味づけられる限りにおいて，複合された部門経営成果指標の順位を決定できるのであ
る.
第3t貫生産関数分析
前項では生産諸要素問，生産要素と部門成果との関係を直接比較による要因分析によっ
ていわば点比較で検討した. だが点比較にあっては単に直観と して 2-3の高低， 大小，
多少の程度つまり勾配どでも呼ばれるものは数量的に計測されていない.本項では生産要
素と経営成果の関係を生産関数として定式化して検討する.生産関数の型は指数関数であ
って，その経済的意味は①指数は生産要素の生産弾性係数となる.②生産弾性係数の和か
ら規模に対する効果の関係を知ることができる.③各生産要素の偏限界価値生産力はそれ
.1;18 
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?
??
? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ?
??
??
? ? ?
諸要因 指標 と部門成果指標の関係
農業労働(資力本単装位備当率り)投下資本 10 a当(資り本投下条資約本度)財資本 1本当り樹令※ 1 10. a 当 り 収量
10，818，840 4，531，055 3，005，774 776，259 599，959 524，496 30.9 22.6 19.1 5，278 2，596 1，809 
4，598，527 3，061，467 1，405，334 618，885 552，769 332，753 23.1 19.2 4.9 2，733 1，891 831 
投下労働J総投下 労刀働 223.4日 304.2 317.4 328.2 254.1 262.7 323.1 330.0 191.9 326.8 301.0 217.3 
家庭労働 176.0日 233.2 264.1 239.2 229.7 204.5 250.4 259.5 163.5 240.7 252.8 179.9 
果樹園 地面積 81 a 83 63 87 66 74 83 78 66 67 86 74 
投 下 主著 本 5，341千円 4，507 3，257 5，833 3，823 3，449 4，128 4，711 4，266 3，779 5，186 4，140 
投下資本財資本 1，518千円 1，601 1，147 1，786 1，067 1，413 1，636 1，396 1，234 1，358 1，526 1，382 
F且 1又 五正 1，072，507円 1，386，605 1，113，019 1，428，962 956，122 1，187，047 1，503，769 1，238，060 830，303 1，494，039 1，303，644 774，449 
京電 営 Zま 280，501円 351，529 314，720 378，463 215，037 353，249 383，299 326，687 236，764 399，959 307，623 239，168 
純 収 盃 792，006円 1，035，076 798，300 1，050，499 741，085 833.798 1，120，470 911，373 593，539 1，094，080 996，021 535，281 
10a当り投下労働日数 27.6日 36.8 50.1 379 38.4 35.4 38.9 42.5 29.0 48.8 34.8 29.5 
10 a当り 植栽 本数 79本 79 84 78 79 80 78 84 84 79 80 
1 本当 り樹令 17年 24 20 19 24 27 21 15 25 22 17 
10 a 当 り 収量 1，892kg 2，504 2，597 2，415 2，105 2，375 2，724 2，331 1，771 3，367 2，213 1，466 
ユH4-.主 用 τ三台戸 26.1% 25.3 28.2 26.4 22.4 29.7 25.4 28.7 23.4 26.8 23.6 32.1 
肥料費千円当り粗収益 10，875円 10，834 9，215 10，965 11，613 8，810 10，134 11，201 9，386 10，070 11，626 8，914 
g~茶費千円当り粗収益 25，510円 16，707 16，500 20，160 25，729 14，056 18，410 15，951 25，015 15，866 18，864 26，503 
10 a当 り土 地純収益 73，491円 96，734 90，063 92，354 81，457 84，403 104，941 86，472 63，648 129，573 87，127 46，792 
1日当り家族 労働報酬 2，678円 3，278 2，283 2，929 2，228 3，064 3，486 2，423 2，064 3，603 2，709 1，595 
部門経営総資本純収益率 12.856% 19.859 19.640 15.548 15.780 20.611 23.501 16.039 11.612 25，126 16.280 10.321 
1 kg当り主産物生産資 40.39円 34.35 37.30 37.82 37.64 35.65 32.53 38.33 43.76 34.18 40.29 55.21 
10 a当 り果樹評価額 879，700円 1，395，667 1，286，600 1，204，400 1，061，317 1，260，750 1，579，054 1，133，596 737，287 1，928，094 1，146，857 541，269 
巴 F 由晴【 出 -，-，_.，.ー 制・.. 目、
表8-14
? ?
?
?
?1本当り樹令は加重平均値である.なお6区分の表示は省略する.※ 1 
?
?
。
?
?
??
?
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??
???
? ?
??
?
?
?
部門成果指標と 要因指標 の関係
10 a当り土地純収益 1日当 り家族 労働報部l 部門経営総資本純収益率 1 kg当り主産物生産費
229;723 90，557 60，358 8，889 2，820 2，130 41，976 16，888 13，482 68.03 41.16 34.30 
100，453 65，069 15，495 2，885 2，133 406 17，790 13，528 4，963 41.18 35.85 24.62 
投下労働 {総投下労働 365.5日 256.7 222.9 306.7 244.1 294.2 328.3 301.9 214.9 275.0 277.3 292.7 
家 族労働 277.4日 208.1 187.9 227.6 204.9 240.9 257.5 237.4 178.5 220.7 235.1 217.5 
果 樹園地 面 積 78a 82 67 94 68 65 79 74 74 69 76 83 
投 下 資 本 4，572千円 4，816 3，717 5，593 3，477 4，036 4，055 4，310 4，740 4，191 4，100 4，815 
投 下資木財資 本 1.489千円 1，422 1，355 1，690 1，280 1，296 1，520 1，363 1，383 1，367 1，414 1，485 
湿 ヰ又 益 1，675，374円 1，156，864 739，894 1，719，017 952，199 900，916 1，516，727 1，172，859 837，545 885，230 1，083，976 1，602，926 
経 営 費 383，816円 306，214 256，721 376，212 262，303 308，235 354，651 345，223 246，875 310，541 292，346 343，863 
純 収 益 1，291，558円 850，650 483，173 1，342，805 689，896 592，681 1，207，076 827，636 590，670 574，689 791，630 1，259，063 
10 a当り投下労働日 数 47.0臼 31.3 33.2 32.8 35.9 45.0 41.8 40.6 29.0 40.1 36.6 35.4 
10 a当り 植 栽本 数 80本 76 87 75 80 88 80 76 86 89 82 72 
1 本当 り樹令 24年 21 18 23 22 18 25 22 16 22 24 
10 a 当 り 収 量 3，224kg 2，062 1，560 2，736 2，029 1，997 2，999 2，305 1，588 2，090 2，889 
まを 用 率 22.9，% 26.4 34.6 22.0 27.5 34.2 23.4 29.5 29.4 27 21.4 
肥料費千円当り粗収益 12，055円 10.231 7，762 11，938 10，029 8，308 11，479 9，352 9，747 7，964 10，141 12，393 
農薬資千円当り粗収益 17，816円 17，546 22，750 21，924 17，724 14，925 18，538 16，085 23，704 16，314 16，485 22，116 
10 a当 り土地純収益 133，127円 78，104 43，023 118，035 72，078 56，630 122，309 81，098 54，133 52，509 74，627 125，838 
1日当り家族労働報酬 3，667円 2，699 1，384 4，426 2，349 1，455 3，742 2，397 1，716 1，464 2，321 4，460 
部門経営総資本純収益率 24.606，% 15.069 9.964 21.567 16，306 11.102 25.955 15.895 10.201 10.552 15.866 23.437 
1 kg当り主産物生産資 30.82円 38.22 50.02 30.51 38.27 48.54 30.19 39.47 47.24 49.56 38.39 29.45 
10丘当 り果樹評価額 1，951，869円 1，003，064 505，975 1，674，352 1，001，616 661，756 1，949，406 1，074，707 578，197 594，026 1，020，948 1，815，618 
表 8-15
??
各々の部門成果指標を1区分5戸からなる6区分の表示は省略する.
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表8-16 複合された部門成果指標と要因指標の関係
順 位
指 :襟¥¥集計戸数
l 2 4 
10 
3 5 
4 5 6 5 
分 (1日当り家族労働相I'lHl
宮 !部門経営総資本純収制
分 ~ 1 kg当り主l宝物生産費
{総投 下労働
投下労働 {
l家族労働
労働 能力 単 位
果樹園地面積
農業労働能力単位当り投下資本
(資本装置率)
投 下資本
10 a 当り資本財資本
(資本集約度)
投下 資 本財 資 本
10 a当 り投下労働日数
(労働集約度)
主産物 価額
百Ij産物価傾
高Ij 産 物
粗
経
II~ 
営
純 収 主
費 用率
樹{本 町資本純収益
果樹園 10 a 当り 樹令
果樹園 10a当り楠 栽本 数
楠付本数 1本 当り 樹令
果樹園 10 a 当り収 量
果樹困 10a当り土地純収益
1日 当 り家族労働報酬
音1¥門 経営 資本純収益率
1 kg当 り主産物 生産 費
10 a 当 り果樹 評 価 '傾
果樹 .1木当り 評 価街
5，303円以上I2，299以上I2，133以上I1，565以上
26.97.%以上I16.167以上I13.528以上I7.591以上
28.62円以下I3UO以下I41.16以下I50.30以下
406以上
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68.03以下
202.8 
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表 8ー 17 作業労働別10a当り労働日数割合
(複合された成果指標順位別)
!I買 強 枝 寒霜害 補摘芽J妾 土壌 深 夜 出荷¥ 施肥 防 除 接 t事 摘 果
位 持 定 の防止 f艮 接l 管:fA 貯 蔵 販 売
10a当り 1 1 4 3 。 。 13 14 5 38 
1 労働日数
% (2.5) (1.4) (9.7) (8.8) (0.3) (0.3) (34.5) (37.3) (5.2) (100) 
10 a当り 1 1 3 4 。 1 19 1 2 42 
2 労働日数
月d (2.3) (2.9) (7.9) (8.6) (0.1) (1.6) (45.6) (26.4) (4.6) (100) 
10 a当り 1 2 3 4 。 1 12 12 1 36 
3 労働日数
% (3.4) (6.2) (7.4) (12.0) (0.8) (2.1) (31.8) (33刈 (2.9) (100) 
10 a当数り 1 2 2 4 。 1 17 9 2 38 
4 労働日
% (2.4) (4i6) (6.4) (10.0) (1.2) (3.1) ('l3.4) (23.1) (5.8) (100) 
10 a当り 。 2 3 4 。 1 15 11 2 38 
5' 労働日数L
% (1.3) (5.6) (7.0) (1.07) (0.7) (2.8) (38.1) (29.6) (4.2) (100) 
会戸 10 a当り 2.8 3.9 0.3 0.8 15.2 11 1.8 38目3労働日数
平 F￥ 私4)[! (4.3)' (7.4) (10.1) (0.8) (2.2) (39.6) (28.5) (4.7) (100) 均
注:10 a当り労働日数は能力不換算，小数第1位四拾1i.入，%は総昔|の比率をとっている.
ぞれの平均価値生産力にその生産弾性係数を乗じて算出される.その際それぞ、れの生産要
素の投下量再生産物生産量について調査農家の幾何平均値を以って代表さ苧号}ことによっ
て容易に生産要素の偏限界価値生産力あるいは収益力を計測することができる注1).
本項ではまず調査農家30戸を標本数として従属変数と独立変数のとり方によっlて5つの
摸型を設定Lて計測した.次に従属変数に生産物価額，独立変数に果樹園地，投下労働日
数，固定財資本流動財資本の主にストック量を泣lった 4つの生産要素注めからなる M-ill
模型を使つで集落別，果樹園地大中小別，平均樹令老中若別によるものの分類区分別生産
関数を計測レた.ただじ，生産要素は独立であって線型重合関係にないものとする.なお
表.8-18，19，を参照されたい
計調.IJ結果'.生産要素の偏限界収益力を市場利率および賃金率に換算して生産要素聞を比
較してみると，生産要素の偏限界収益力に大きな差異があって，生産資源の合理的利用を
可能とするような経営要素，構造を組織し，機能するよ うに，経営者の経営活動(運営方法)
が選択されているとは必ずしもいえない側面をもっていることが指摘される.まず果樹闇
地にあっては10a当り38.7万円として百分率で示される値と市場利率と比較すれば，M-
1模型，共栄集落， 1 ha以上経営農家，1O~20年生樹令農家M一聞模型は市場利率を上廻
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っている.市場賃金率を1，000円とすれば M-ll模型， M一皿模型， 60 a ~ 1 ha農家，
60 a以下農家， 25，"，-，30年生樹令農家，M-ill模型の生産関数の労働の偏限界生産力は市場
賃金率を上廻っている.回定財資本では市場利率6%より低いのは分類区分別生産関数の
60 a以下農家以外の生産関数にあって 5つの模型のう ちM-l模型の建物施設価額以外
はすべて市場利率を上廻つでいるi，流動財資本}とあっては総て市場利率を上廻っているこ
とが計測lさjもたのである1'3).
個々の生産要素についてみると， 果樹園地と部門投下労働量は，個別経営群において意
味のある特殊条件が存在し分散が大きいが，市場利率，賃金率に比べて，諸模型，分類区
分別生産関数の全般にわたって高い収益力をあげでいるとはみられなν、ーだが成園率の向
上と部門投下労働量の機械の代替，並びに栽培管理方法の改善により労働能率を向上する
ことによって，それらの収益力を高めることが可能となる.固定財資本の偏限界収益力に
関して諸模型では"市場利率を上廻るものが多く，分類区分別では少ないということがい
えた左しても，全般的に高い収益力をあげているlとはいえない.その改善には建物施設の
低いことから個別農家で所有することによる重複f・過剰投資を避け，共同貯蔵庫，共同防
除施設によってその利用度を高めることも一方法であろう.農機具の収益力は比較的高
く， 多投が可能である.そして部門投下労働量を農機具という労働手段に代替することが
極めて可能である.流動財資本で、は模型別，分類区分別生産関数，ともに市場利率より著
しく高v'.M---: 1模型の肥料費は，微量要素の施用に留意するとともに木地区の土壌条件
はみかん栽培の点から豊沃度が優れていると:はみられず， しかも全国の10a当り肥料投入
額より少ないことからも，施肥障害にならない程鹿に増肥ずることができる.農薬費の収
益力は高く，共同防除の効果のあったこ とを示す.より一層共同防除によって防除の徹底
を期するこ とは益々生産物価額を増大し規模拡大の可能性を期待することができる.
分類区分別のうち，集落別生産関数の計測結果から，生産弾性係数の和の大きいものを
伸び率が大であるとすれば，東内(共防)はよりl一層発展し，共栄は現状維持で丸岡(共
肪)，の伸び率は大きい.また市場利率，賃金率で換算された偏限界収益力が生産要素聞に
大きい差異のあることからすれば，経営要素構造は極めで不均衡であって，今後の経営改
(注1) 固定財資本の偏限界(価値)生産力は固定)資本)財用役の偏限界(価値)生
産力であって，資本用役の偏限界(価値)生産力とは異なる.また， 流動財資
本の偏限界 (価値)生産力には，流動財資本の回転率を年1回転するとすれば，
回収しなければならない流動財が含まれている.
'(注2) 回定財資本は，建物，大植物(果樹)と大農具の評価額である.流動財資本は
雇用労賃と減価償却費を除く部門経営費の半額とした.
(注 3) 市場利率と比較する場合には固定財資本にあっては，
{囲定財資本の平均(価値)生産力一減価償却費}x生産弾性係数=資本用役の
限界(価値)生産力とであり，また流動財・資本については，
{流動財資本用役の平均(価値)生産力一流動費}x生産弾性係数=資本用役の
限界(価値)生産力と比較することであって投資効率を測定する場合には極め
て重要な指標であるが本文では単なる偏限界価値生産力(偏限界収益力)と市
場利率と比較している.従って過大に比較評価されている.
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イ 生産関数による諸模型の生産弾性係数とi扇限界生産力の言hFJ)
表8-18 生産関数による諸模型の生産弾性係数と偏限界生産力の計決1)
生産関数の一般数式(指数関数とする) 生産弾性係数 修正帰性係数 !扇限界収益力 幾何平均
ldEyi茂/Y了i dyi/Yi 
Yi = AX1blX2b2…...Xnbn dxi/Yi dyi/dxi (Xi) 
M-I Y 単 位 R= 0.90073 単位10万円
果 樹図面積 10アール 10-1 b 1 0.21180 0.29775 6.663 
労働 日 数 10 日 10-1 b 2 0.11992 0.04614 24.342 
i成 {曲償却 費 1万円 10-4 b3 0.22959 0.42720 5.034 .'. 
月巴 料 3ま 1万円 10-4 b 4 0.15649 0.14726 9.954 
農 楽 質' 1千円 10-3 b 5 0.15994 0.03674 40.775 
その他物財貨 1万円 10-4 b 6 0.23889 0.94857 2.359 
村j メ~、 10 年 10-1 b 7 0.50541 2.34713 2.017 
S 1.62209 
M-U Y R 0.77026 0.83619 6.663 
果 樹園 l前積 10アール 10-1 b 1 0.06219 0.05891 0.08281 24.342 
労働 日 数 10 日 10-1 b 2 0.29414 0.29567 0.11377 
建物施設評価'綴 1万円 10-4 b 3 0.0682 0.12433 8.150 
果 樹評価額 10万円 10-5 b 4 0.11208 0.10818 0.08633 14.949 
農 機具評価額 1万円 10-4 b 5 0.13877 0.13778 0.53200 9.669 
流動財資本 1万円 10-4 6 0.55291 0.54916 
S 1.15328 1.149.17 
M一目 Y R 0.82488 
果 樹園而積 10アール 10-1 b 1 0.01464 0.02058 6.663 
労働日数 10 日 10-1 b 2 0.38871 0.14957 24.342 
固定 財 資本 10万円 10-5 b 3 0.18077 0.14039 12.061 
流動 Ht資本 1万円 10-4 b 4 0.59114 0.57267 9.669 
S 1.17526 
M-ffi Y R 0.59080 0.52289 
果樹図面積 10アール 10-1 b 1 . 1.83400 
労 働日数 10 日 10-1 b 2 0.43826 0.27282 
出|定 Jlオ 資本 10万円 10-5 b 3 1.60068 1.38904 0.20705 12.342 
流動財資本 1万円 10-4 b 4 1.73352 1.66186 1.34564 9.669 
S 1.06194 
i主:生産諸要素には経営者要素を含めるとすれば経営者要素は討すHI)期間においでいずれ
の1謀本経営群においても);iJ一同質であって一定に維持されていると ζこでは仮定し
ておし
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M一軍模型による分類区分別生産関数の計iJl1j
生産弾性係数 修性正係弾数 偏収益限界力 生産弾性係数 偏収益限界力 幾何平均 生産弾性係数 修正弾数 偏収益限界力 幾何平均性係
dy2/Y2 dy2jY2 
幾何平均 dy2jY2 dy2jY2 dyijyi dyijyi 
dxijXi dy2jdxi dxijXi dy2jdxi (Xi) ゐ;:ijXi 今ijdxiI (Xi) d玄ijXi ゐ王ijXi ゐ;:.ijXi
集落別 (-3M2『-司fE Y2) 単位10万円 60a-1h旦 単位10万円 10~20年
丸旧 R2=0.94237 0.86925 R2=0.74664 0.72152 R2 = 0.77327 0.77714 
b 1 -0.15431 b 1 -0.16542 b 1 0.48716 0.417371 0.52800 6.002 
b 2 -0.27834 b 2 0.59174 0.67517 0.28170: 25.589 b 2 -0.18391 
b 3 0.13247 0.03618 0.02835 12.992 b 3 -0.30667 b 3 -0.07759 
b 4 1.29634 0.98455 0.92275 12.183 b 4 0.74252 0.59462 0.61508 10.171 b 4 0.72959 0.66204 4.19254 1.199 
S 0.99616 1.02073 Y 10.181 S 0.86307 1.27979 Y 10.251 S 0.95525 1.07941 Y 7.593 
60a一以下 M-盟R2= 0.86665 
共栄 R2=0.28771 R2 = 0.90164 0.79195 b 1 0.23189 0.32599 6.663 
b 1 0.27862 0.37615 7.670 b 1 -1.71264 b 2 0.30746 0.11831 24.342 
b 2 0.16582 0.07715 22.255 b 2 0.08079 0.75596 0.25173 15.213 b 3 0.07554 0.05866 12.342 
b 3 0.02313 0.01733 139 .813 b 3 1.12251 0.17760 0.13795 6.522 b 4 0.36934 0.35780 9.669 
b 4 0.16370 1.05372 .695 b 4 0.89681 0.60836 6.123 b 5 0.68147 3.164761 2.017 
S 0.63127 Y 10.355 S 0.38747 1.54192 5.066 S 1.66572 
東内 R2=0.97215 0.96345 樹25令~3別0年(M一面 Y2)
b 1 0.62633 0.14050 0.22589 6.367 生産物価額 10万円10-51 9.3 
b 2 0.02387 0.11987 0.04577 26.805 R2=0.81200 0.71453 
b 3 -0.58024 b 1 0.39275 0.09612 0.17515 7.698 利子率 103 i 119. 
b 4 1.26842 1.07730 1.16013 9.506 b 2 0.59423 0日「凶即 29.850 
S 1.33838 1.33767 Y 10.237 b 3 -0.25061 
b 4 0.56992 0.533901 0.52158 14.359 注:R2:決定係数
S 1.30629 1.161321 Y 14.028 
果1h樹a以図上(M広野-狭=別B0Y.6298) 41 
S:生産弾性係数の和
20~25年
R2=0.89669 b 1 1.08486 1.40258 11.933 b 1 0.08424 0.12983 7.346 b 2 0.04411 0.01837 37.043 b 2 0.16775 0.06320 30.048 b 3 0.07898 0.05905 20.641 b 3 0.07352 0.06494 12.817 b 4 0.42749 0.45423 b4 0.39881 0.4352Y01 i 10.375 S 1.63494 Y 15.435 S 0.72432 11.322 
表 8-19
?
?
??
賃銀率の上昇と部門経営成果指標の変化
1，000円
利廻り (妥資f本純収益率 果樹園1叩Oa当り果樹評価額
6印0叫(」説EF円1 80吋 刷円刊1 60∞0円刊|(」謂自F円1 80∞州0明円阿| 
附 81 1臼山6.7叫 15.747[ 悶 111，1ユ附 9目31い山，ユ1日6久ω仰3斜ω吋4必何3[肌
表 8ー 20
1kg当り主産物生産費
6叫(」EFls∞円11，000円
37.041 . 37.481 ω | ω| 
¥ ¥ ¥ ~一一~一一ー
???
???
??
?
? ?
?
?
?
?
? ?
?
?
948，475 
780.2-324.1 39.97 43.41 17.999 17.696 16.567 15.0801 1，272.033 1，243，307 995;249 
投下労働日数 313.0-193.4 36.751 36.95 39.26 41.72 23.979 16.672 15.774 14.817 1，185，089 1，177，490 1，088，345 993，470 
191.4-70.3 38.61 41.68 44.681 14.915 13.899 12.851 975，159 970，302 874，133 774，987 
0.90909-0.69576 32.53 33.95 36.00 38.78 23.501 23.368 21.678 20.633 1，579，叫 1，722，似 1，567，843 1，472，193 
成 園 τ←ミすpーそ 0.68966-0.54545 38.33 38.56 41.47 44.50 16.039 15.059 14.240 12.976 1，133，596 1，002，139 923，494 802，017 
0.54296-0.16000 43.76 45.26 48.76 1.612 12.572 11.924 10.605 737，287 782，231 716，555 582，865 
5，278-2，733 34.18 33.08 35.21 38.11 23.540 
218C2司引L鉛え094
mmd mm09開 制 7
果樹 園 10a 
2，596-1，891 40.29 36.88 39.53 42.49 16.280! 16.092 15.117 14.0241 1，146，857 1，128，0231 1，030，4961 921，153 
当 り収量
1，809- 831 55・211 47.73 51.06 54.51 10.321 10.290 9.422 8.5221 541，269 開 181 4町内問38
160-102 37.60 38.02 40.51 43.78 15.616 15.465 14.574 13.402 1，072，630 1，057，732 70，265 1，855，269 
果樹図面積 83- 60 35.21 35.76 38.13 40.86 19.585 19.325 18.218 16.944 1，388，415 1，364，253 1，261，241 1，42，618 
一，"，，55-..15 38.93 39.17 42.32 45.31 一 16.747 .16.644 _ 15.321 14.064 1，158，716 1，.148，936 1，022，329 .902，050 
???
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表8-21 労賃の高騰，収量の増大，生産物価格下落と資本純収益率の変化
53.4 以1)( 価 F各
ヌG 1当0アりー Kル9 
。 2，311 16，774 
600 10 2，541 19，352 
20 2，905 23，404 
30 3，004 24，508 
40 
。 2，3l1 15，921 
10 2，541 18，499 
800 1，20 2，905 22，550 
果樹園面積 75.7ア{ル f話 殖 事責 64，547円
生産数量 17，490kg 生産物価格 64.39円kg 絶対安全要注意
投下資本 4，368，914円 投(下能労力換働算日数) 224.4日 !"・二-j
安 全危 F'食
40 
。
10 
30 
40 
。
10 
30 
40 
町 95. '15，593 13，591 ; n，590 ; 
示司郎45 17，643 15，641 13，640 
22，751 ?0，749 1即 47 同市町44 以加即40
25328M7Z司，19，323 17，322 15，320 13，318 
附 '1 12，162 10，160げ，159J1157 ム155 1，009 
払742 叩 40 12，7138 即 36!広明久7331 久729
20，7931 1 札792 16，790 叩 88 1 仰 6 1 仰 5 i 丸叩叩7祁83
叩ω叫1 2抑 4 仰 97什|附
3，吋 !明仰2部6臼232 州 5 担 473 20，4ペ附0 附 8 1仰山
2，3111 14，531 12，774 10，772: 8，771 6，769! 4，767 丸7邸
2，5411_1竺竺 15，352 13，350 11，348! 9，347" ..?'，~~S.J 5，343 円
2，9051 21，161 119，404 17，ω2 15，400 '13，398 11，397 1 9，395 7，393 
3，0041 22，265 ヌ五回50と16，504 1μ4久仰側，502印問ω 辺即附，点川5印01団t立;zih3土，4包之
3，23制5同I2剖4，84必2 2幻3，0ω85 21，0ω84叫I1印9玖削，ρ0ω82 17，0ω8o 15川8 13，川仰7 11川5
丸幻m刷刈3況叩叫UI即
仰 1 叫ω070 1“4い叩，312幻抑ロ: i己j記ふふ，3瓦記i瓦1 1記玩泌0，ふ3丙ぶ:.. 山幽コ:芯，3司 叩附05 ム304 2，3白
川同五l'18，364 附 2 附 12，35'バ10，'357十日1-2:iL
13，463 i，461 i 9，459 7，458 3，0041 21，225 
3，235[ 23，803 
30 
15，017 13，015 11，044 j 9，012 
???
?
?
?
?
?
????? ?????
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
??
??
?
?
?
?
? ?????
?
?
???
?
??
?
? ? ? ?
????
???
??
764 
19，468 ??? ??，，?? ??????
?
? ?
?
↑
??
?
? ?
?
ヮ ，
??
??
?
? ?
12，037 10，036 16，041 14，039 22，046 
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善が要請される.さらに果樹園地広狭では，要因分析において複合された部門経営成果，
収益性をみると60a~1 ha経営群が高かったが.限界分析においても， 1 ha以上経営群と
ともに規模に対して逓増の効果を示す関係にある.特に1ha以上経営群にあっては，成園
率が必ずしも高くないことから，その増大によ り将来への果樹園地規模拡大に期待できる.
樹令別では20~30年生経営群の安定した成長と， 20~25年生経営群の停滞傾向， さらに
10~20年生経営群が25~30年生経営群に次いで高い伸び、率を示すもの と期待できる .
第4項みかん作をめぐる経済変動と経営成果の変化
最近のみかん作農業の顕著な経済変動として，賃金率が上昇し，さらに増反増植および
10 a当り収量の増大によって，相対価格の低下が予想される.その方向に添ってみかん作
経営を維持改善しなければならない.本項は予想、される賃銀率の上昇， 10 a当り収量増大，
価格の低下t乙よって，みかん部門経営成果がどのように変化するかを推察した.表8-20
は賃銀率の上昇と部門経営成果指標の変化を，表8-21は労賃の高騰，収量の増大，生産
物価下落と資本純収益率の変化を計測した.経済与件変動に対する部門経営総資本純収
益率が20%以上を「絶対安全j，10~20% を「安全j ， 6 ~10%を「要注意j ， 6 %以下を「危
険Jであるという比較基準を定めて計測してみると，例えば，賃金率 1，200円， 1 kg 当り
主産物価格40円で，収量が現在より 20%増大し，10 a当り 2，905kgどし，他の経営要素は
全戸平均値において一定である とすれば，部門経営資本純収益率'10.357%の「安全」な部
門経営総資本純収益率をあげることができる.このようにしてみかん作経営者の将来の経
済与件変動による投資効率の変化が推測されるのである.
第6節結 論
選択的成長農産物といわれる中にあって，個別農家の収益性が一応確保されているのは
みかん作とみるだけだといっても過言ではない.しかるにその収益性の確保される時期に，
共同選果場，共同防除施設，農道のような諸事業投資活動を行なうことの意義は充分みと
められる.だが，基盤整備，近代化施設がととのったとしても，本文で分析されたように
個別農家の栽培技術，管理運営，販売過程において， i個別農家聞に大きな差異のあること
が明らかにされた.貯蔵みかんの集団産地を形成し，有標品化をすす沙るにあたっては，
斉一化された技術り経芦構造を必要とするとおもわれる・個別農家は果樹園地の集団化の
促進とともに，その面からの経営構造改善が残されている.
文 献
1)本章は下記の拙稿を要約し，更に補筆したものである.
加藤功稿『傾斜地みかん作経営における技資効率に関する実証的研究J.農林漁業金融公庫.
2)課査地区の概況を示す統計資料に関しては次の報告書から主に引用している.
a.徳島県佐那河内村『朝日農業賞調書.1伺村，1964. 
b.徳島県佐那河内村『年度別農業構造改善事業実施計図書』同村， 1963. 
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第9章農業経営部門組織の編成計画
一兵庫県加西郡下の濯i低水利施設開発地域の事例として一
第 1節開 題
農業経営者は，長期的には，非農業部門と均衡し，さらにはそれを上廻わる農業従事者
1人当り農業労働所得を確保することを目標として，経営を運営じなIければならない.彼
はその運営過程において，困難な諸問題に直面し，それを解決すべく決意するのであるが，
とくに，農業経営経済現象の動態的変動に対応して，自己の経営経済に対する観念，農業
経営要素構造と農業経営部門組織とを調整する必要がある.農業経営経済現象の動態的変
動のもとでは，農業経営者は，価格，技術，自然，人間要素と諸制度等を事前的に予測す
る必要があるが，それらの知識が不完全であるために，農業経営の管理運営には，危険と
不確実性が随伴する.農業経営者の所与の問題に対する知識の程度が不完全であれば，そ
れだけ，意志決定が困難となり，行動の結果が，期待し，予測された農業経営目標から遠
くはずれ，偽装された正しくない成果をもたらしたとしても，彼はその責任を負担しなけ
ればならないのである.
以上述べてきたように，農業経営者は，先ず事実についての疑問から問題を認識し，そ
れを解決するために必要な農業経営経済の諾現象を観察し，さらに観察結果を分析する.
ついで，分析結果を考慮に入れながら，将来の経営諸条件について合理的な予測を行ない，
それに基づいて，農業経営計画の選択に関する意志決定を行なう.第3にその農業経営計
画を実行レ，選択可能性を知るべくその成果に関する責任を負担する必要がある1)~ 
現在，農家の兼業化傾向，特に農業従事者の婦女子化が顕著であり，本来の農業経営者
たるべiき者の不在が一方にあるのに対して，他方では産業構造の高度化により，農業機械
化を中心左する農業技術構造の再編成が強調されているという矛盾した問題が生じてい
る iこのように農業経営計画者と行動主体が異なる場合には，行動主体が農業経営活動に
関する事前的な情報予測に当って，どの程度の完全な知識を得ているかが問題になること
を指摘しておかねばならない.
農業経営計画の接近方法としては，線型計画が最もよく開発され，広く適用例をみるに
至うているので，綿型計画法を採用する.それによって，地域の農業経営者に標準的な計
画指針を提供することにする.
本論文で取り扱う問題は，農業生産の物的過程における外部経済であっ?で， 1:地域的な資
源利用の性格をもっ濯瓶水利施設を開発することに対応して，農業経営者がいかなる経営
活動をとったならば，経営目標を達成しうるかを考察することにある.だが経営活動のI全
部を取り扱うのではなく，そのうち，農業経営経済現象の動態的変動によって，農業経営
部門組織(経営部門の組合わせ)をどのように再編成することが農業経営純収益を増大し
ラるかに問題を限定する.更に，今，仮に，農業経営純収益が，濯i師水利施設を除く農業
経営要因と濯i鼠水利施設要因の 2変数と関数関係民あるとする.そこで，農業経営純収益
の現在値とその将来の予測されうる場分は，現在の農業経営諾要因と濯満水利施設要因:10'
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よび各々の予測されうる増分との関数関係で表わされるとし，これから農業経営純収益の
増分は，農業経営諸要因の増分によってもたらされた部分効果と濯瓶水利施設要因の増分
による部分効果からなるとする.これを全部効果と名付ける.この濯i低水利施設要因によ
る部分効果は濯i餌水利施設要因の増分，換言すれば将来予測される濯瓶水利施設の開発と
旧施設の改善によって，他の農業経営諸要因に変化を及ぼしで，全部効果を形成し，農業
経営純収益の増大と安定に寄与するものと仮定する.他の農業経営諸要因に変化を及ぼす
ものとして，第 1は新しい経営部門の導入によっ!て農業経営部門組織を変更して，ひいて
は，地域の主産地形成を可能とする.第2は瀧瓶水利施設の開発にともなって，区画整理
事業を合せ行ない， 通作距離の短縮，動力耕転機等により農業機械化を可能とすることに
よって運搬能率と作業能率を高め，労働生産性の向上となる.
第3は濯i統水利施設の完備によって早魁などによる既存経営部門の生産量の不安定性と
低位な土地生産性を是正し，生産量の減収を防止し，主i也生産性を高める.
第4は用水不足のために既存の濯瓶水利施設について必要な管理費用が濯瓶水利施設の
開発と完備によって，管理費用を節約し，生産費を低下させ，生産物の市場競争力を強め
る.
これら 4つが全体として農業経営純収益の増大となってプラスの効果を及ぼすのであ
る.本論文では，第 1の新しい経営部門，及び経営方式の導入による農業経営部閉組織の
再編成の計画を作成することに限定する.最初に濯i既水利施設の開発を必要としている地
域の農業の実態を述べることにするわめのめ.
第2節地域農業の実態
第1項地域の農業を規定する諸条件
農業経営計画の作成の対象地域は兵庫県加西郡北条町，泉町，加西町の 3ケ，町をi含む加
古川西部農業水利改良事業地域であって，管轄は農林省近畿農政局である.先ず自然的条
件についてみると，河川としては普光寺川，万願寺川及び下里)1.が流れ， 本地域の南部で
三川合流して加古川に入る.農業経営耕地の土質は主として河川沿いに分布する沖積層ι
加西町中央部及。、東部には広大な洪積層からなり， ，土壌は"沖積地帯の水田}乙あっては，
一般に植壌土で土層も深く 13cm位であって，地下水位は中位及び低位で、乾回が大部分で
ある.洪積層地帯の耕地は植質系で極端な重粘度を呈し，作土も浅く 10Cl11位であって:'
地下水位低位の乾田が多い.iih青野ケ原の両台地には，終戦後の開田が多わ用水源
はそれに比して確保されていないために用水不足をきた:L:てV¥る水間が多い.表9-1か
ら，気象条件についてみると，いわゆる瀬戸内気象であって，わが国有数の寡I雨地帯主さ
れている北条町では明治33年から昭和37年の年間平均総雨量1，55l.9mm(北条観測所調
べ)であり，特に夏期は雨量少なく，濯i蹴期間最大連続早天日数は昭和32年441;'Uこ違い¥
木地域の北部で、雨量の比較的豊富な神崎郡下で、は昭和33年19日にすぎないこ とからもわかa
る. このような気象条件によ古てj謹葎臨i瓶師及び
ずj謹董劃i瓶既水利施設(用オ水1施設) fにこついては，表9-2に表示しているように，加西郡の耕地
面積約ム100haの約75.%溜池掛であり， 20%弱が井堰掛，残り 5%が揚水機掛， その他と
なgつtている.井堰掛でも三川とも流域面積は小さく， 早天時には，渇水状態となり，代揖
時のご用水不足は特:にはなはだIしい.このため反覆還元水を利用しているところも!ある.
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表9-1気象 条 件
トt5lU] iJ!Jj Fi!1 1 月 1 2 ~ I -:~ 月 ~1 4 月 5~ 1 6~ 1 7 月 1 8~[，月|州問 1
4「973l-412037lm11607ト60.7ペ北 ??????????
最大連続
条 早天日 数
第 1位
?
?
?
?
?
??
?
???
?
?
?
??
???
?
」
?
??? ?
7月12日
-8月2日
…1 1月12月13月14~ 1 5 月 1 6~ 1 7 ~1 8 月 1 9 月トベ ll~ 1 
iト均降水量172~ …4 219川部4.71320.SI 175.11 243.61 U4.51 
;J:コトイ 40日口Z19日ト2位 27日|百日
|濯渡期間最大
町 |連続早天回数
c:.o -
自奇 i荏渡期間最大
町 連続早天日数 一8月9日 一
大正3年
大正 3年
第 1位 42日
第 2位
?? 。っ ?
-8月4日
昭和36年
7月13日
? ????
トー イ:|剖備
ベ1刊…;:
自昭和33年
'-9月10日
昭和22年
至昭和37年
?
?
? ? ??
?
開(年計l;:(苦|
6L， ，ベ 1:
自昭和18年
第3位 1 26日 7月24日
ァー 8月18日
昭和26年 至昭和37年
第 3位 121日 1- 7月初日
??
? ?
???
?
?? ?
?
? ? ? ?
? ? ? ?
… ? ? ? ?
?
?
?
?
??
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溜池掛では箇所にして 663ケ所あるがいずれもJlI1.池が多く，井堰掛より用水の不足度がは
なはだしい.揚水機掛は主に地下水を利用し各所に堀井戸を設けて， r参出水を貯留してい
るが応急処理にすぎない.いずれの濯蹴水利施設(用水施設)も瀧i統面積は 1ケ所当り
100ha未満である.排水については用水不足が顕著であることから特記すべきことはない.
このような濯瓶水利施設からみても，水利慣行はきわめて複雑である.そこには承水機
(水利権)をめぐる紛争も多く発生している.農業経営者は用水不足の消極的適応策とじて
「なかづくり J(水中耕起)を行ない水持ちをよくするための水利作業慣行を行なっている.
特に溜池掛では半強制的に行なわれており，労働過重と農繁期ピークに拍車をかけ，その
上，不合理な費用がかさみ，土壌に理化学上悪影響を与えるなど，農業経営者にとってfな
かづくり」は用水不足のための必要悪とみなされる.農作物への自然的災害状況のうち皐
害は病害，風水害に次いで、多い結果が出ている.農産物市場，生産要素市場までの交通地
位はきわめて便利であって，神戸市場など大きな食糧需要地帯をひかえており，農産物の
安定的生産と商品性の向上を計ることにより主産地形成の方向はきわめて可能性があると
表9-2 用水施設
1iI!i ヨ西見'" 名 箇 m 数 I藍 減 同I 積 口ー~ 分 一法主 一
井i医及び自然]反水 144(回 803.18ha 19.4% 
i留 j也 663 3，091.87 74.9 
j易 水 機 848 195.44 4.7 
そ の 他 8 36.61 1.0 
1，663 4，127.10 100.0 
昭和37年度 近畿農政局調べ g
表 9ー 3土地
i也
一一一|山 林 11.点 野 |宅 地| l仁h1 
計
ha 
面 手責 3，970.0 414.2 4，384.2 4，595.5 736.3 10，064.1 
~6 
百分 率 39 4.1 43.5 45.1 7.3 3.5 100.0 
昭和33年度 兵庫県統計書
表9-4 人口 と世-i?
総人口 農 家人口
総日数 就業岬 Iårdl ^~ I率夜間人口
H!3ヰU35年 49，243 37，106 9，871 I - I 97.3 
昭 和 30年 49，736 39，736 9，511 I 75 
昭和30年 臨時農業基本調査 昭和35年世界農林業センサス
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考察される.地域の人口， 世帯数を表 9-4からみると総人口昭和35年で '19，234人である
が，農家人口は年々減少しており，特に農業労働の内男子労働力は通勤という就業形態で
阪神地帯へ流出しているが，女子農業労働力は逆に増加して，農業労働力の婦女子化が顕
著にみられる.本地域の非農業部門は4人以下従事者事業所が全体の 81.8%と零細な中小
企業が大部分である.
第2項地域の農業経営要素とその利用
1.経営地及び農家構成
農用地は 4，525haであって農家1戸当り農用地は65a，耕地では61aと兵庫県のそれよ
りも10a弱大きい.表 9ー 5から経営耕地広狭別農家戸数では昭和35年で 50a ~ 1 ha農
家は総農家戸数6，965戸のうち42.6%を占めている.表 9- 6から専兼業別農家をみると昭
農家戸数| 
昭和25年
昭和 35年
昭 和 34 ifミ
日目 和 36 年
表9-5 経営耕地面積jぶ狭}jIJ農家
30-50 50-70 …11-1.5ha I | 農地当家り耐経1戸積営
1，426 65 
23ペ 20.5 12.2 I 100 
単
戸
戸
-134 -51 26 |¥昭和訟
昭和 35年¥
昭和35年 世界農林業センサス
表9-6 寺.兼業別 農家
ヨ長 業
位 専 業 メ口ミ 言十
第11'重 第2f.重
数 | 7，338 
% 100.0 
数 | 6，965 
% 100.0 
昭和25年，昭和35年 世界農林業センサス
表9-7 農業人口補充 率
農 家戸 数 |あとつ ぎ |中高卒農業従事者|補 充 率
6，806戸
6，954 
227人
232 
133 
206人
29 
90.7% 
12.5 
学校基本調査
a 
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和35年で総農家戸数の72%が兼業農家であって近年急激に増加していることがわかる.表
9-~ から昭和35年の農業補充率をみると 12.5% と急激に減少している.中高卒業生の非
農業部門への就職がきわめて著しいことを知ることができる.
2. ;資本装備
表 9-8から農用機械で、は米麦作に主として利用 される.動力耕転機，動力籾摺機，， お
表9-8 農用!創成所有農家 表9-9 家畜師l養農家及び飼養頭数
ム口 舶凱 1;農家100戸数当i 農家 100 増減 Eれ
り所有台 飼養農家 戸当りの 昭和32~
M転機 {駆動型 560台 8.0台
飼蒼頭数 351'ド
声 頭羽数 月6
来引型 86 L2 平L 牛 385 12.0 22.4 
エンジン 6，136 88.8 i交畜用牛 6，245 93.2 22.0 
モータ ー 294 4.2 ，早j 41 0.6 9.5 
動力)j見殺|幾 6，188 88.8 Jま 286 8.4 55.0 
動力籾摺 l幾 2，674 38.4 *~~ 羊 11 0.3. 235.0 
;易 オく !幾 1，086 15.6 叫| 羊 86 1.2 370.6 
動力 jn~ 粉 1幾 98 1.4 1.1.~ 5，386 '1，351 176.0 
昭和35年世界農林業センサス 昭和35年'iI.
表9-10耕地利用
販 売 農家 収穫農 家
l収 穫面積 作(，j 比率
収穫農家 yi主 家
ha % % ヌ6
し、 J-;J. 3，660 52.1 78.9 96.5 
麦 類 2，280 32.5 87.6 87.5 
豊臣 穀 0.1 
し、 も 類 153 2.2 8.6 74.5 
ま 3 め 類 178 2.5 8.2 78.5 
果 菜 j実 75 1.1 7.0 74.0 
4艮 菜 類 97 1.4 7.5 75.6 
業 茎 菜類 71 1.0 0.2 
計 (疏菜) 244 3.5 
工 芸 作物類 32 1.2 66.7 11.6 
栄枯1:);自その他 8 0.1 34.6 1.5 
飼肥料作物 415 5.9 0.3 57.2 
~ 7，022 
昭和35年世界農林業センサス
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よび稲作の用水に専ら利用される動力揚水機は，兵庫県農家 100戸当り平均台数よりむい
ずれも多いことがみられる.表 9-9から家畜についてみると和牛は各農家約1頭飼養し
ていることになり，乳牛は幾分伸びてはいるが，飼養農家戸数は少ない.鶏は最近急激に
増加している.京大農学部簿研での木地域で行なった例として簡易農家簿記記帳農家の調
査では昭和37年で農家労働 1日当り労働報酬では 1，770円と非常に高い成績をあげている.
3.耕地利用と農産物
表 9-10のよ うに木地域は米表作を合わせると収穫総面積の85.6%に達しており，成長
農産物である高級菰莱，果物は収穫面積は少なく ，販売収入の過半を占める農家は極めて
少ない.阪神の大量の食糧需要地帯をひかえている本地域だけに，成長農産物の商品化を
促進してそれら食糧需要地と直結することによって，地域の農業経営者の農業経営純収益
の増大と安定の可能性の余地が残されている.
第3節 調査農家の農業経営の実態
調査対象農家の調査地の選定にあたって，本地域を畑作未墾地帯としては加西町栄地区
4戸を，既存水田地帯としては小谷地区6戸を選定し，調査している.調査対象期間は昭
和36年の暦年度である調査地区の概況は省略し，調査農家の農業経営の実態を簡単に吟味
する.表 9-11についてみると成果指標として，農業労働 1日当り労働報酬では，両地区
とも大差な く，小谷地区379円，栄地区373円となっている. だが，とのよう な岡地区の平
均農家において，要因諸指標をみると，なかでも，水田率，耕地利用率，労働集約度(耕
地10a当り投下労働日数)，資本装備率 (労働単位当り資本額)，農業労働効率(労働単位当
り生産量)，農業所得率などが，家族農業労働 1日当り労働報酬を高める方向に強く影響し
ている. さらに水田率の高い農家ほど農業労働報酬が高いことから稲作部門の比重が圧倒
的に高い関係にある.作付方式をみると麦作なと耕地利用率は高くても収益性(農業労働
1日当り労働報酬)の高くない作物を従来までの慣習的あるいは本能的に選択し，作付し
ている.タバコ作のような作物は局部的にある季節に労働力を集中し労働強化となっでお
り，その労働能率はきわめて低い.いずれにしろ，稲作部門以外の経営部門の収益性の低
さは，耕地10a当り生産量‘の低さに起因している.タバコ作は米麦作の用水不足のために
収益性の高い稲作を犠牲にしてまで作付されている.これは，濯i師用水不足が両調査地区
とも重要な制限資源となっていること による.この放に，農業用ダムの建設と濯瓶用水路，
溜池の整理統合などの瀧i侠水利施設の開発と完備が，農業経営改善の主要な地域農業の施
策であると考察される ι 
第4節 線型計画法による農業経営部門組織
の編成計画
周知の如く線型計画法6)7)8)9)10)を数学的に表現すれば多元連立一次不等式と変数がすべ
て非負である制約条件のもとで， 一次方程式である目的函数を最大あるいは最小にするこ
とである.変数はプロセスという概念で把握され，独立性，可分性，加算性，比例性(直
線性)が仮定されている.農業経営計画法として利用する場合，従来の適用例にみられる
手続きとしては， 1)現状の把握と基本方針の決定， 2)基礎資料あるいは予測形成のた
めに必要な情報の蒐集と整理，計画方針の決定， 3)期待模型を設定し，必要な係数を組
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表 9-11 調査農家の経営分析
小谷地区
栄地区
小谷地区
栄士山区
? ? ? ?
小谷地区
栄地区
小谷地区
栄地区
盆翁
忌d
，-'.， 
18  経 済 ( 1 戸当り)
l家族労働単位!家族労働日数|
要 因指標
734.5 687 
当り) 成 果 主旨 襟
農業資産 |収穫面積|農業純収益i字詰諸島I3ft諒位位 |襲安釘品|話回す
千円 a 千円 円
3，148 168.2 393 379 187 0.046 
3，055 297.9 465 373 166 27 0.027 
Z百査之Tご 因 指 4宅
家族農業労働単位当り l耕地 10 a 当り
耕地面積 |農業資本 |大限資本 |農業従事日数 |農業労働日数 |大農具資本
円 i円l:日|:日I 1: 
EE 
?
部 組 織経 門蛍'
1 つ】 3 
?????? ? ??
手当T
フ帯ミご
タバコ・ 乳 牛 手L 牛
乳 牛 ・タパコ E涜
昭和36年度近畿農政局調べ
??
?
?????????????????????
表 9-12 調査良家の経営部門の成果
(特に代表的とおもわれるもので分散の小さいのは平均)
巳ゐ3
-叫
戸 収 穫 家族労働 京井 土tJ1. 資 本 寺井 地 主産物価格 耕 土也
粗収主主 経営費 純収益 1日当り 10a当り 利回 り 10a当り 中に占める 10 a当り
数 面 もt 報 酬 純収益 ( 1円当り) 生産量 生産資比率 労働日数
戸 a 円 円i 円 円
24，787 円
円 446.9 kg 臼F首 イ乍 4 92.4 311，894 85，868 226，026 1，059 0.112 @71.2円 76.0%， 15.0 
タノミコ作 。令 25.8 219，830 86，882 132，948 557 51，845 0.094 241 @34.7 95.7 67.1 
スイカ作 1 8.0 33，000 14，027 18，973 577 23，687 0.072 2，745 @14.9 93.3 24.5 
大根作 3 38.8 46，611 26，492 20，119 682 7.091 0.074 2，800 @ 4.0 10.40 6.4 
馬鈴薯作 1 22.4 46，350 32，774 13，576 -5.9 6，061 - 0.069 1，624 @ 9.3 18.70 26.0 
甘藷イ乍 1 37.7 64，870 21，467 43，403 568 11，513 0.071 1，175 @12. 107.5 12.1 
2( ζ 作 1 33.8 22，120 15.158 6，962 -67 2，060 - 0.02 210 @29. 290 10.0 
2.3 頭
nm当り 1頭当り 1頭当り
自主 ~ 1 154，893 100，463 372 54，230 0.026 4，467 @28.7 98.6 96.5 
昭和36年度近畿農政局調べ
???、?????
??
????????
? ?
?? ?
? ? ?
? ?
?
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み入れる手続きである単体表の作成と演算， 4)修正と農業経営計画の確立を内容とする.
さらに線型計画法は条件変更，総合的反省，長期計画，個別農業経営計画の積み上げ方式
としての地域農業計画の一連の手続きからなる.地域農業計画の作成にあたっては，積み
下げ方式，あるいは，積み上げ方式と積み下げ方式の同時接近方式など，一部の研究者に
よって提唱されている.本論文では，同時接近方式に近いが，積み上げ方式の域を脱して
いない.いうなれば，規範的にして標準的な方式といってよい.
第1項 基礎資料あるいは予測形成のための情報の蒐集と生産方向
今，農業用水資源が制限とならない場合を想定して，他の農業経営諸要因に変化を及ぼ
し，農業純収益を形成するという，前述の第1節での4つの間接的効果のうち，第1の新
しい経営部門あるいは経営方式の導入による農業経営部門組織の再編成を考察する.そし
て，農業経営純収益の増大と安定が達成されると予想される農業経営計画を作成する.新
しい経営部門あるいは経営方式の導入にあたっては，耕地利用の高度化，労働力利用の効
率化，農業機械諸施設の高度利用を計ることを条件として，本地域と酷似した経営環境に
あって，将来，木地域の生産方向として，予測j可能である神戸市岩岡田Tの代表農家の経営
部門あるいは経営方式を採用することにした.調査対象期聞は昭和36年の暦年度である.
調査をする前に，先ず，本地域の生産方向を競莱を加味した水田酪農経営として打出して，
かかる農家を 9戸選び，事例的に詳細な経営部門あるいは経営方式についての調査を行な
った.経営方式としては，早期水稲一甘藍(越冬)が主軸となり，それに，早期水稲一甘
藍(早生)一青刈ヱン麦，スイカー甘藍〔越冬性，以下(越)と略記する)，タバコー甘藍
(越)トマトー甘藍(越)，甘藍(越)一青メリエン表一青刈トーモロコシ， レタスー早期水稲，
混播，甘藍一飼料カブー青刈レープ，甘藍(越)一青刈トーモロコシ，ブドー，などが主要
なものである.また，木地域は，兵庫県でも酒米の主産地(年間作付面積約 1，000ha)で
あることから酒米部門を導入している.但し，早期水稲は，普通水稲よりも生産量，品質
ともに劣り，現に岩岡町では白葉枯病などの病害の大発生を招来しており，また，夏期の
酷暑時期の収穫は，作業労働能率の低下をきたしている事例もあるので，早期水稲を無条
件に多く作付することは危険であるという側面を持っている.岩岡町の主要な農畜産物で
ある，競莱(甘藍， トマト，スイカ等)，牛乳は総て農業協同組合の共同出荷体制をとって
いることは注目に値し，本地域でもかかる共同出荷体制をとることを想定する. (計画の
ための基礎資料に関しては表9-13， 14を参照されたい).
第2項基本計画方針の決定と予測値の計;JlJI
1.基本計画方針の決定
(I)本論文では，本地域のうち畑作未墾地帯を対象とし，生産方向としては，水稲に競莱
を採用した水田酪農経営とする.(2)経営部門あるいは経営方式以外の農業経営諸要素は現
状と変らず将来も続くものと予測し，計画実施期聞は濯i虹・水利施設の開発と完備後の 5年
間とする. (3)地域で最も固定的資源、は経営地であると推察されるので，経営耕地規模別農
業経営部門組織の編成計画を作成する.
2. 予測値の計測
(1)資源
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期待模型としての単体表を作成し、演算するために必要な予測値一資源，技術係数， 利益
係数ーを基礎資料あるいは情報から計測する.先ず，経営耕地規模としては経営耕地を
125 a， 90 a， 70 aに区分し， 早期水稲，レタス作， スイカ作， ナス科作地は減収防止の
ため，酒米地は，地域の酒米生産の供給量の調整のために，供給可能量を意味する資源に
制限をもうける.制限量は各経営耕地規模の場合の耕地は畑地， 1佳畔地は含んでいない水
田耕地を意味する.労働は成人男子2人とし，経営部門あるいは経営方式によって時期的
に労働の代替の比較的困難なものは句別に，比較的代替性のあるものは月別に制限をもう
け雇用労働を含めた最大可能労働供給量を設定した.乳牛部門においては飼料必要量とし
て1年を 3期に区分して，各T.D.N(可消化総養分量)， D. C.P (可消化粗蛋白質)の制
限をもうけ，時期別の飼料の均衡を計ることにつとめた.乳牛プロセスを 2つもうけ，平
均5頭飼養乳牛プロセスについては 3頭以上飼養するという意味でM記号を使用してい
る，もう 1つは平均3頭飼養乳牛プロセスである.ただ同一単体表には 2つのプロセスを
同時に入れるのではなく，いずれか一方のみである.水稲作制限地を設定したのは，地域
の濯i低水利施設事業計画当局の予算的規模を個別の農業経営において考慮した制度的制限
である.単体表の行数は， M使用経営耕地規模では24個， Mを使用しないそれは18個とな
り単体表を経営耕地M使用125a， M使用90a， 125 a， 90 a， 70 aと5つ作成している.
(2) プロセス
フ。ロセスは利益係数左技術係数とからなる.先ず利益係数は各生産物の10a当り粗収益
から10a当り比例的変動費(本論文では直接費と以下呼ぶ)を差引いた値であるから，そ
れらを構成する生産量，生産物価格，生産要素量，生産要素価格を予測する必要がある.
生産物価格，生産要素価格は， 計画期間中， r中日対価格Jにおいて変わらず，生産量，生産
要素量も計画期間中変化しないものとして，利益係数を計測する.粗収益のうち，各作物
生産量は，現在， 選択されている高位な技術水準で加西地区および岩岡地区の調査結果の
情報から得ている.生産物価格は木地域の大部分の農産物が神戸市場に出荷されるので，
神戸中央卸売市場の，昭和33-36年，県内産について，出荷月別単価から市場手数料を差
し引1t.~て加重平均し，これに加西地区，岩岡地区での昭和34-36年の各年庭先販売価格，
および農林省 『農産物の需要と生産の長期見通しj を参考と し， 類推決定している.次に
直接費の内容は，耕種部門では，肥料，種苗，薬剤，諸材料，動力光熱，賃料料金，災害
保険料，組合費， 専用農具費の各費目からなる， 各費目のなか の種目の数量は，加西地
区，岩岡地区の個別農家経営調査の栽培技術を参考とし，その価格は，昭和36，37年度兵
庫県物質調査，岩岡農業協同組合，タキイ種苗1(，1(，からの情報によって推測した.プロ
セスにおいて，補完，補合関係の強い経営部門聞においては経営方式(作付方式)別に，
強くないものは単独の経営部門としている.乳牛部門は4頭まで飼養可能なフ。ロセスと，
3頭以上8頭以下飼養可能なプロ セスにわけ， 購入飼料フ。ロセスは資源で3時期に区分し
ているので，同一単体表に同様に 3時期別に 3つのプロセスをもうけている.購入飼料は
乳牛部門直接費に含めて単独に設定しないことも考えられるが，自給飼料である粗飼料の
最小必要量が諸参考資料あるいは情報によって， 分散が大きいので予測困難で あるた め
である.乳牛プロセスの前提として，乳牛は単純自己再生産(乳牛は経営外から購入しな
い)を行ない，常に搾乳牛頭数は一定とする.その場合初産月令は30ヶ月，産次回数は加
西郡下の牛乳生産費調査では 4ー 5産が大部分を占めているが将来飼養技術の向上を見込
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?
fit 表 9-13 ???
?
?
?
?
?
?????
?
? ? ? ?
??
?
?
生産量 4，687.5 x 3kg 4，687.5 x 3kg 
手L
粗 乳価 32.9円 32.9円
代
価 額 462，656円 771，094円
ヰ史 廃牛 0.5頭37，500円0.8頭60，000円
売
却 統 合 1.2頭-4，800円2頭 8，000円
益 牛 6ケ月 0.7頭35，000円1.2頭60，000円飼育古
価 額| 539，95叫 899，094円
直 J妾 費 118，381円 189，663円
純収 五正 421，575円 709，431円
搾当 粗収益 179，985円 179，819円
手Lり
一牛係
直接rt 39，460円 37，933円
頭数 140，252円 141，886円
320.3時間
P員5 E員3 ス
投下労働量
セフロ
「う
。 頭
ぺザ7 若牛 0.8 そ 若牛 0.8
tl 0.5 校 0.5
搾乳牛 3 の
6 カ 月
言十 搾乳牛5 の
6 カ月
言十
他 育成 0.7 他 育成 1.2
kg kg kg kg kg kg 
維 持飼料 113.2x 3= 339.6 339.6 566 566 
可
生産 飼 料 229.1 x 3 =687.3 687.3 1，145.5 1，145.5 i月
イじ 妊娠牛補助飼料 27.9x3=83.7 83.7 139.5 139.5 
粗 育 成 牛 213.3 218.2 355.5 355.5 
蛋
2，206.5 
白 計 1，110.6 213.3 1，323.9 1，851 
質
J主1主
搾 乳 牛午"主 441.3 441.3 1頭当 り換
維 持飼料 1，387 x 3 = 4，]61 4，161 6，935 6，935 
可 生 産 飼 料 1，511 x 3 = 4，53 4，533 7，555 7，556.5 
j南 妊娠牛補助飼料 279x3=837 837 1，395 1，395 
イ七
総 宵 成 牛 2，251.1 2，089.8 3，483 3，481.9 
養
分 言十 9，532 2，251.1 11，620.8 15，885 19，368 
主1討主会
牛1頭当搾り 換ー 算手L 3，873.6 3，873.6 
5 E員
ぷ.. 
c 
表 9-14-排種部門 資 料
" 4 
手立 収 盃
作 目
価|価
直 接費 純 収 査証 投下労働量
数 JL1 己 額
kg 円 円 円 時間
レ タ ス (秋) 3，600 30.3 109，080 61，501 219.6 
レ タ ス (冬) 3，750-;: 25.3 94，875 60，409 34，466 219.6 
カ ンラ ンー (早) 3，450 18.7 64，515 26，103 38，412 169.2 
ン (中) 4，312 17.3 74，598 29，536 カ シラ 45，062 183.2 
カ ン ラ ン (越) 5，175 15.1 78，143 32，251 45，892 183.2 
セルリ ー (年内型) 7，000 26.6 186，200 126，368 59，832 
セルリー(越冬型) 6，300 32.1 202，230 155，621 46，609 
ト マ ド (半促成) 8，000 34.5 276，000 161，406 114，594 1，505.1 
ノ、. レ イ シ ヨ 2，250 14.0 31，500 14，580 16，920 135.4 
甘ー 藷 2，250 13.3 30，713 9，184 21，529 146.6 
ブく キ艮 4，125 10.8 44，550 14，870 29，680 138.8 
ノ、 タ。ー カ 麦 280 @60kg 2，541 11，858 4，238 7，620 79.6 
タ ノ、守 コ 250 346 86，500 21，427 65，073 625.0 
ラジノグロノ〈 ー 7，500 2，750 - 2，750 39.0 
イタリアンライクーラス 3，750 6，280 - 6，280 31.1 
ム ラ サキ カ ブ 5，250 2，856 - 2，856 78.4 
背 メリ 二r. ン 三ク包ζ 4，OOO(秋) 2，250(春) 2，411 - 2，411 (秋)39.4 (春)35.4 
背 刈ト ーモロコシ 4，500 ( 4月蒔) 3，750 ( 6月蒔) 2，561 '- 2，561 39.0 
背 メリ Lノ 一 フ 1，500 2，950 2，950 30.0 
レ ン ゲ 3，375 2，428 - 2，428 8.5 
I昆 播 9，125 7，448 - 7，448 81.2 
水 手話 (普) 435 @60kg 4，300 31，175 5，889 25，286 129.7 
7J( 手首 (早) 435 4，530 32，770 7，334 25，436 138.3 
7J( F市 (酒) 405 2等 5，610 35，708 7，446 28，262 132.7 
ス イ カ 3，750 18.2 68，250 28，866 39，384 184.2 
フe ド 一 2，500 60.0 150，000 77，442 64，878 424.0 
(半促成) 7，000 31.0 218，750 119，655 99，095 961.6 
??????
?????????
? ?
??
???
?
?
??
?
?
??
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表9-15単体 表
C ー→ 。71，328 61，437 86，937 85，276 160，486 110，965 
単 P47 早期水
早ー稲艦エ期青(Y早刈麦水甘) 
早期水 スイカ トマト タノξコ
の 稲ー甘 稲ーレ 一甘藍 ー甘藍 一甘酸
基 底 水準1変数  盤(越) タス (越) (越) (越)
位 P1 P2 P3 P4 P6 P6 P7 
耕 地 麦 作地 P26 a 125 1 1 1 1 1 1 
耕地裏作地 P27 a 125 1 1 1 1 1 1 
i回 えと 作 地 P 23 日 30 
レタ ス作 地 P29 日 40 1 
ス イ カ作地 P30 a 25 1 
ナス科作地 P31 a 40 1 1 
車主 。物 量 P 32 kg 。 -757 -1，563 -389 -368 -368 -368 
睦 四半 地 P 83 a 5 
5月上 ・下旬 労働 P34 時間 484.4 500 60.0 50.0 30.0 226.0 
6 月 労 (羽J P35 時間 761.6 6.1 6.1 6.1 47.6 420.0 51.2 
8 月下 旬労 働 P36 時間 336.0 3.0 59.0 36.C 6.C 5.C -5.0 
9月上 ・中旬労働 P87 1寺間 560.0 39.5 35.0 64.9 36.C 36.C 78.0 
10月下 ・11月上匂労働 P38 時間 60.05 3.0 93.2 3.0 3.C 3.0 
12 月 労 働 P 39時間 448.0 22.8 113.4 22.8 22.8 22.8 
12 - 3月 TDN P40 kg 。 -387.2 -56.0 56.0 -331.2 -331.2 
12 - 3月 DCP P41 kg 。 -80.2 -1.5 -1.5 -78.7 一78.7 -78.7 
4 - 7月 TDN P42 kg 。 -83.0 -631.0 -83.0 
4 - 7月 DCP P 43 kg 。 -2.2 -58.0 一20
8-11月 TDN P44 kg 。 -28.0 -248.8 -28.0 
8-11月 DCP P 45 kg 。 -0.8 -53.2 -0.8 
乳牛 8 頭 以下 P46 頭 8 
-M 乳牛 3 頭 以下 P47 日良 3 -1 
i:1l 1血 P48 a 30 
水稲作制 |浪士山 P43 a 75 1 1 1 
Z 一 C 円 。M -71，328 -61，437 -86，937 -85，276 -160，486 -110，965 
厩 I1巴 3，350 4，850 41，150 5，200 5，950 
使用するプ ロセス P1 pz P3 P4 P6 
注:0) 二重似の内側はM使用単体表を.二重線の外側はMを使用しない場合の単体表を意味する
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25，286 28，262 7，620 -2，411 -6，2801 19，630 40，770 44，920 -2，750 -7，448 -7，448 
一一
普通 青刈 イタリ 早期水 甘藍(越)甘藍(越) ラザノ 1昆播
水稲 i国米 ハダカ麦 エン麦 アンラ 稲飼料
青刈トー青刈 グロー 混 t需 (畑)モロコシエ ン麦
イグラ カフーレ 青刈トー 青刈ト{
ノ、，.ー
ス {フ モロコシ モロコシ
P8 Pg PIO Pl1 P 12 P 13 P14 P 16 P 16 P17 P 18
1 1 1 1 1 1 1 
1 1 1 1 1 1 1 1 
1 
-389 -389 -928 -938 -1，105 -1，787 -1，537 -1，193 -1，912 -1，912 
0.4 
8.7 8.7 10.0 50.0 32.0 9.5 1.9 1.9 
55.8 55.8 48.0 7.0 6.1 36.0 5.0 10.7 10.7 
2.8 4.8 28.0 5.0 54.0 
2.0 3.0 21.5 54.0 3.0 
31.5 31.5 14.6 16.0 0.4 3.0 22.8 
21.0 22.8 -331.2 9.0 9.0 
-56.0 56.0 -728.2 -331.2 -78.7 -199.6 -199.6 
-1.5 -1.5 -43.7 一78.7 -308.3 -691.5 -34.9 -34.9 
-83.0 ザ -83.0 -548.0 -543.8 216.5 -445.5 -31.5 -226.9 -848.4 -848.4 
-2.2 -2.2 -56.0 -78.8 -32.2 -40:5 -371.3 -246.0 -148.4 -148.4 
-28.0 -28.0 -252.1 -371.3 -33.8 -80.6 -199.6 -199.6 
-0.8 -0.8 -14.9 -33.8 -34.9 -34.9 
l 1 1 1 
-25，286 -28，262 -7，620 2，411 6，280 -19，630 -40，770 -，-44，920 2，750 7，448 7，448 
1，500 1，300 1，500 2，800 3，000 
P7 P8 Pg P 17 P 1
@処分プロセスは省略する. ① 水準は経営耕地 125aの例宕示している.
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46，600!-2，428 o 1 141，8861 -8061 -8061 -806ー 140，525‘ 17，3411 64，878 ， 144;987ベ使
馬鈴薯 購入購入購入 甘藍 キウリグ用
大 根 レシゲ 野 草 乳牛飼 料飼 料飼料 平L 14ニ rM~ 麦 ブ ドー 一廿藍|す
(越) ルる
PI9132 1 P21 1 P22 1 P23 '1 P24P 25
一寸--1づ-1-. r----~;-I 
1，1 、P18 
1 I I . I 1 I 1/ 
. ;，:.370 1 -645 
P 19
P 20
P 21
P22 
4，380 1 1 -333 1 1 P 23
1 い
6.01 7.01 6，0 
17.81 19.21 21.01 1 P 24
26.71 28.81 71.01 1]2.01 160.0; P 25
5，6 
8.91 9.61 10.01 376.01 P 26
43.61 1.51 2.0 
17.81 19.21 160，01 5.01 P 27
40.6 
17.81 19.21 73.61 36.01 P 28
26，71 28.81 3.01 P 29
1，162.11 -19.5 
3，7 
年間TDN
132.41 1-19.51 3，873.61 -326.41 1 -331.21 P30 
-:-293，61 -112.01 1，421.61 1 -.3.7 
iミ
-77.61 -18.61 162.01 1 -19.5 
年間DCP
-56.01 1，290，01 1 -3.71 441.31 -25.81 -78.71 P31 
-9.51 146.91 1 1 1 P32 
1 
11 11 11 Ip33 
P3.¥ 
-M 
-46，6001 2，4281 0 1 -141，8861 8061 806 18061 -140，5251 -17，3411-'-64，8781 ~ 14'1，987 
3，5001 1，0001 1 -10，1 
3 1 1 1 l' I _. 1" ' I P 14 1 P 12T 16lP5¥ 
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み6産とする.妊娠期間(分娩間隔)は事故率20%として15ヶ月とすれば80%の生産率的
となり，また，備の雌雄比率は50%とする.とのように予測して平均3頭と平均5頭飼養
の1頭当りプロセスの利益係数，技術係数を計測した.例えば，平均3頭飼養の搾乳牛1
頭当り換算プロセスの粗収益は，乳代と，廃牛0.5頭，償 1.2頭，.6ヶ月飼育牛0.7頭の3分
の1となる.乳代のう ち，牛乳生産量は乳脂率 3.2%換算で昭和36年度加西地区牛乳生産
費調査では4，2752kg(22.9石)であるが昭和35年兵庫県のそれが4，6875kgであり，岩岡地
区の調査農家では平均4，893.7kg(26.1石)であるので，牛乳生産量の増大を見込んで搾乳
牛1頭当り 4，687.5kgとした.乾価は乳脂率3.2%換算で物賃調査によれば，昭和35年で年
平均10kg当り267円， 36年 326円， 37年 333円(但し， 4 ~10月の月別価格から類推)で
あり ，昭和36年， 37年の平均値と して10kg当り329円とした. 売却牛の単価は兵庫県畜産
課の調査，加西，岩岡両地区の調査を基礎とし，廃牛75千円 6ヶ月育成牛50千円，雄積
4千円とした.乳牛プロセスの直接費は耕種部門と同じであ る.直接費の各費自に含ま
れる種目白の数量，単価は岩岡地区調査農家の事例と，加西地区昭和35，36年牛乳生産費調
査，昭和35年全国牛乳生産費調査，昭和35年兵庫県統計年報を参酌し推測している.
技術係数のうち，乳牛プロセスの時期別自給飼料係数においては耕種部門からの供給は
収穫された時の生産量で評価し，即時に乳牛に給餌されることにしている.労働係数は加
西，岩岡両地区の代表的な調査農家の資料から算出し，なお，水稲作の場合は加西地区の
昭和36年度米生産費調査を，乳牛の労働j係数の場合は昭和36年度牛乳生産費調査を参考に
した.
処分プロ セス を除いた実働プロ セス数はM使用の場合の経営耕地125aと90aでは25個，
Mを使用しない経営耕地 125a， 90 a， 70 aでは 17個である.Mを使用しない場合の経営
耕地規模では縮退あるいは解不能が起る危険があるので飼料必要量を3時期別に取らず1
年間にと っているので行数，列数はM使用の場合よりも少な くなっているのである.以上
単体表の基礎資料として予測した酪農部門及び耕種部門については表9-13，表9-14に
それぞれ表示している通り である.労働係数， 飼料係数については表 9-15の単体表に一
括しで表示している.
(注):理想的な分娩間隔=分娩後60+妊娠期間280十約53=393日(13月)， 実際は16ヶ月
位
、第 3項単体表の演算結果と考察
単体表の第1段階のベーシス(基底)に入っている資源は来利用の状態にある農業経営
体を想定することができる.従って経営純収益は零である.経営純収益を最大にするには
未利用の資源を稼働させて，最適解の得られると予想される各プロセスに未利用の資源を
転稼する必要がある.その場合の判別は最下段z-c行で判断する.最大化問題では原則
としてその段階で負の最大の列を転出列に選び，この列に該当するプロセスの水準を!定め
るために，その段階の資源を当該プロセスの正の係数値で除した商の最ノト{直が当該フ。ロ セ
スの稼働水準と なり転出行が定まる.この計算過程の手続きをz-c行が総て零あるいは
正になった段階にまで行って最適解が求められるのである.これが単体表演算で、ある.本
論文では総て電子計算機を使用 して単体表の演算を行なった.各単体表演算の最適解まで
の回数は125a(M)が22回， 90a(M)が25回，計算時間3時間50分，125aが20回， 90aと70a
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は18回であった.線型計画の最大問題で求められた経営純収益は，生産に必要な直接比例
的変動生産要素以外の，制限となって稼動した固定的経営要素(あるいは固定的経営要素
から湧出した用役である経営の生産要素)に帰属する経営内機会収益に，その稼働した生
産要素量を乗じて，加重した農業経営純収益を最大にするといってもよい.さらに換言す
れば，練型計画は一次同次性が充たされているので，オイラーの定理が成立し農業純収益
はすべて国定的経営要素の用役としての生産要素に分配されるのである.各々の内給生産
要素の経営内機会収益を他の経営耕地規模の農業経営計画と比べ，また同一経営耕地規模
の代替する内給生産要素聞の収益性を比較するなどして，計画と同時に経営分析的性格を
多分に持っているのである.経営内機会収益とは単体表では処分プロセスのZを指すので
ある.換言すれば，機会費用， Shadow priceなどとも云われる.さて，次に単体表の演算
結果と考察に移ろう.演算は 5つの単体表で行なったが，表 9-16から演算結果をみる
と， M使用 125aでは裏作地は表作地よりも経営内機会収益が高く，労働では 9月上，中
旬が 1時間当り 872.3円と非常に高い.このことは 9月上.中旬の労働が経営純収益に強
く影響しており比較的激しい制限要素として機能していることを示す.飼料ではT.D. N 
が過不足なく 3時期とも適正な供給量である.M使用 125aの場合Mは制限資源として働
いていないのでMを使用する意味は初めからなかったことが 3.1頭と 3頭以上飼養される
ことから推察されるM使用90aの土地についてみると耕地表作地，耕地裏作地，スイカ作
地，ナス科作地と畑地は総て利用可能量を利用し尽しており，労働では 5月上・下旬と
6月が利用し尽され 8月下旬 9月上・中旬， 10月下旬， 11月上旬と12月では残量を生
じている.時期別の T.D. NとD.C. Pについてみるといずれの時期でも D.C. Pは乳
牛必要量を超過している.Mは制限として機能している.Mが機能していると，それだけ
Mを使用しない場合よりは農業経営純収益は低くなる.M使用 125aと90aの制限になっ
でいる各々の生産要素に帰属する10a当り経営内機会収益の傾向をみると，土地では，耕
作裏作地は耕地表作地よりも高い.M使用90aでは特にナス科作地は耕地裏作地の経営内
機会収益を上廻っており，ナス科に属するタパコ作の栽培管理の良否が農業経営純収益に
強く影響する.M使用125aの労働では 1月上・中旬が5月上・下旬よりも制限が厳しい
のに対して， M使用90a白では全般的に労働の制限が厳しくない.だが土地は逆にM使用，
125 aよりは厳しい.経営耕地125aではスイカ作地の制限が比較的厳しくスイカのプロセ
スが経営純収益の増大の方向に強く機能している.労働では 5月上・下旬が 1時間当り
328.1円であり，飼料ではTDNが適正な供給量となっている. 90aでは， 125 aと同じく
スイカ作地が厳しく，早期水稲は残量を生じている.労働では 9月上・中旬が相対的に 1
時間当り235.1円の経営内機会収益をあげている.この旬期は甘藍(越)の植付け，早期水
稲の収穫，ブドーの収穫などの作業労働にあたっている.経営耕地70aは90aと同様な傾
向があり，耕地ではスイカ作地が厳しく， 労働では，やはり 9月上・中旬 5月上・下
旬が相対的に撤しい制限であることがうかがわれる. 5月上・下旬はスイカの追肥，薬剤
撒布，敷藁，チヤツプの除去など， トマトの中耕，追肥，薬剤撒布など，キウリの薬剤撒
布，初期の収穫などの作業労働と競合関係にある.各作業労働の適期性には若干の幅を持
っていることを考慮して，かかる作業労働の利用効率を高めることによって，経営純収益
の増大の方向に大きな影響力を持っているのである.
次に図 9-1から耕種部門稼働水準と作付方式を，表9-17から経営部門別の稼働水準
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表 9-16 資源の利用と収益性単体表の演算結果と考察 (そのー )
耕 土色 規 模 125a 仏f使用) 90 a 仏在使用)
資 源|使用童 l残 F旦C叉L 機会費用 資 源|使用量|残 主巴 機会費用
125 125 。10 a当り 4，588円.1i 90 。 33，145.48 
耕地裏作地 P27 125 125 。 7，175.0 90 90 。 56，328.7 
i箇 i米 f乍 土色 P詔 30 24.1 5.9 。 20 。 20 。
レタ ス イ乍土也 P 29 40 40 。 30 。 30 。 ~! 
スイ カイ乍土IE P 30 25 17.2 7.8 。 18 18 。 3，276.39 
トE回悔気; ナス科作地 P31 40 32.8 7.2 。 30 30 。 34，938.73 
李主 物 3-E 1 P 32 。 13，674.3 802.8 。 。 13，140 O 0.93 とp
畦 四半 t也 P 3 5 5 。 661.7 5 5 。 6，341.84 昇、fう
5月上・下匂労働 P34 484.4時間 484.4 。1時間当り 366.1 484.4時間 484.4 。 200.48 E持
6 月 労 (動 P35 761.1 761.6 。 9.3 761.6 761.6 。 11.42 同回、一言
] 
4‘4 h 8 月下匂労働 P36 336.0 291.8 44.2 336.0 216.6 119.4 。 2=lM p 
9月上・中匂労働 P37 560.0 560.0 。 560.0 529.2 30.8 。 ~ )ft} 
10月下匂11月上匂労働P羽 560.0 396.7 163.3 560.0 345.8 214.2 。 円せ
12 月 労 働 P39 448.0 300.0 148.0 448.0 246.3 201.7 。 主、二ロT司司ー晶吋
12 - 3月 TDN P40 。 3，628.1 。 32.0 。 3，486.3 。 41.33 
12 - 3月 DCP P41 。 413.4 322.6 I 。 。 397.2 336.6 。
4 - 7月 TDN P42 。 4，438.2 。 20.4 。 4，264.8 。 41.3 
4 - 7月 DCP P 43 。 505.8 89.4 。 。 486 65.0 。 主義
8 -11月 TDN P44 。 4，027.4 。 41.3 。 3，870 。 41.3 
8 -11月 DCP P 45 。l 458.6 285.5 。 。 440.7 241.9 。
搾 頭 P 46 81I買 3.1 4.9 。 81I買 3 5 。
搾乳牛 3頭以上 P47 3 3 。 M 3 3 。 M 
t回 t也 P 48 30a 30 。 23，736.3 30a 30 。 45，397.1 
水稲作制限地 P49 75 75 。 75 63.2 11.8 。
トι、・ョ
? ? ?
(その二)単体表の演算結果と考察
j原|間正了亘 li孟-l資 量 I ~A，m~1機会資用残
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表 9-17 経営部門別の稼働 水 準と収益性
?
??
一l maN) |…) l m l m
水稼 働準 [純 収 益 水稼働準 I純 収金日 水稼働準 [純 収益 水稼働準 [純収 益 水稼働準[純収益 稼水働準 I純収盆v 稼水働準 [純収益 水稼働準 I純収益
普通水 稲 a 
l 12| 3吋 121 31ω I 30 I 76，3291 30 I 
早期水稲 50.9 25.61 65，155¥ 60 1 152，6161 60 152，6161 38 1 96，6841 38 1 96，6841 30 1 76，3291 30 76，329 
甘藍(越冬) 78.8 
甘藍(早生) 22.2 25.61 98，3 
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フぞ ド 5 1 1.6) 10，5871 9.91 63，9571 9.9j 63，957 
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% 
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タ￥
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と収益性を参照しながら，採用されたプロセスと稼働水準について考察する.M使用経営
耕地 125aでは作付方式として，早期水稲一甘藍(早生)一青刈エン麦22.2a，裸麦と酒米
24.1 a，甘藍(越)ースイカ17.2a，甘藍(越)ータバコ29.7a，甘藍(越) 早期水稲28.8a， 
甘藍(越)ー トマト3.1a，混播30a，野草5aとなっており，乳牛は3.1頭で購入飼料は 8-11
月138単位採用されている.購入飼料が他の 2時期には採用されず 1時期にだけ採用さ
れているため，実施にあたっては，理論的には最適解とはいえないが，サイレージなどを
利用して，他の時期の自給飼料と代替利用することによって，時期別に購入o農厚)，自給
(粗)飼料の均衡をはかることが必要である.M使用経営耕地70aの採用プロセスはM使用
経営耕地 125aから裸麦と酒米を除き，それに甘藍(越)一青刈トーモロコシー青刈トーモ
ロコシ16.4aと畑地lこ馬鈴薯一大根8.5aを加えた作付方式(プロセス) を採用しており，
その他の稼働水準は早期水稲ー甘藍(早)一青刈エン麦 25.6a，スイカー甘藍(越)18 a， ト
マトー 甘藍(越)9.3 a，混播21.5a，タパコー甘藍(越)20.7 aと乳牛はMの制限が機能して
3頭，購入飼料は 3時期ともすべて購入飼料のプロセスが採用され， 4-7月に1.8単位，
12-3月に40単位， 8-11月に 111.1単位を各々購入することになる.甘藍(越)の外葉利
用のため冬期の自給飼料は比較的多いが，夏秋期は自給飼料に不足し購入飼料を比較的多
く使用しなければならないことなど他の一般的傾向と逆であることが考察される.その他
野草 5aとなっている.M使用経営耕地 125aと70aの主要な経営部門は，早期水稲，甘藍
(越)， トマト，スイカ，タバコで，その他 125aには酒米と裸麦が 70aに大根，馬鈴薯が
採用され，飼料作物としては経営耕地90aに青刈トーモロコシ，青刈エン表，混播，野草，
125 aには青刈エン麦，混播，野草と単純である.以上の結果，表9-18の農業経営の収益
性に表示した通りM使用経営耕地 125a の最適解である農業経営純収益は 1 ，262，9~0円，年
間労働1時間当り労働J報酬137.1円，飼料自給率(成分価評価)86.9%，飼料自給率 (経営
内機会収益で評額)68.8 %になっている.
M使用経営耕:l:1!，90aでは農業経営純収益1，082，612円，年間労働1時間当り労働報酬73.5
円，飼料自給率(経営内機会収益)74.3%となってM使用の場合はMを使用しない場合よ
り高くなっている.そのわけはM使用の場合，時期別の飼料必要量を制限していることと
Mを使用しない場合，時期別に取らず1年間としていること，また使用しない場合の方が
乳牛頭数が4頭と 1頭多く採用されているためであると推察される.
経営耕地 125aのプロセスの稼働水準では早期水稲一甘藍(越)60 a，普通水稲一青刈エ
ン麦1.2a，スイカー甘藍(越)30 a， トマトー甘藍0.7a，タバコー甘藍(越)17.3 aが採用さ
れ，購入飼料は 1年間でとっているが 555.1単位，乳牛4頭となっている.経営耕地90a 
と70aは採用プロセスでは同一であるが，稼働水準は少しく異なっている.90 aと70aの
採用プロセスは早期水稲一甘藍(越)，経営耕地90aで38a (経営耕地70aでは30a)，タバ
コ 甘藍28.5a (15 a) ， トマトー甘藍(越)1.5 a (8 a)， キウリー甘藍(越)8.8 a (0.1 a) ， 
スイカー甘藍(越)13.2 a (16.9 a ) ，混播3.7a(1.9a)， ブドー 1.6a (9.9 a)となっている.
作物別に稼働水準を表9-17からみると， 早期水稲，甘藍(越)，スイカ，タバコが 3つの
経営耕地規模の主要な耕穣経営部門であることが考察される.第18表から経営耕地 125a 
の農業純収益は1，004，960円，年間労働1時間当り労働報酬は 95.3円，飼料自給率は成分価
で評価すると， 35.6%，経営内機会収益で評価すると 30.1%である.経営耕地90aの経営
純収益は949，383円(経営耕地70aでは8'10，532円)，年間労働1時間当り労働報酬は78.5円
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(82.2円)，飼料自給率は成分価で評価すると 28.4%(31.9%)，経営内機会収益で評価すると
26.3% (33.5%)になる.M使用の場合に比べて，乳牛頭数は多いが，農業経営純収益，年
間労働1時間当り労働報酬，飼料自給率のいずれも低く，また，経営耕地規模の小なるほ
ど， そのよ うな指標は低下する傾向がみられる. つまり，今，各規模別に制限になった句
あるいは月の労働の経営内機会収益に各々の制限になった句，月の労働時聞を乗じて加え
た和を制限になった句，月の労働時間の和で除することによって，各々の農業労働1時間
当り経営内機会収益を計測すると， M使用経営耕地125aでは369円， M使用経営耕地90a 
では 78.6円，経営耕地125aで303.8円，経営耕地90aと70aでは148.1円となっていること
から推察される.労働1時間当り経営内機会収益の低下傾向は，それだけ労働が余分にな
ってくることを示す.表9-16から 5月上・下旬労働の経営内機会収益はM使用経営耕地
125.aで484.4円， M使用経営耕地90aでは200.5円， 125 aでは328円， 90 aと70aでは82.39
円と低下していること，経営耕地90aと70aでは 6月労働が制限になっているが 5月
上・下旬労働と 6月労働の和にしても経営耕地 125aの6月労働の経営内機会収益には及
ばない. 9月上・中旬についてみると経営規模が小さくなる程労働1時間当り経営内機会
収益の低下が同一時期をとっても低下する傾向がうかがわれる.従って残量となった労働
時間を，農業経営に更に余分に投下することにより技術係数，利益係数に変化を及ぼし，
農業経営純収益の増大が期待される方向に労働の強度を強めるか，農外に雇用機会ある場
合には，農外所得を確保し，全体として農家所得を高めるか，その労働を余暇として利用
し，将来にわたって労働力を再生産するために保養につとめるか，農業従事者の効用極大
原理に従って，いずれにでも利用可能である.
制限となっている経営耕地によ って加重された10a当り経営内機会収益をみるとM使用
経営lMtI!.125aでは7，669円， M使用90aでは40，127円，経営耕地125aでは 12，274円， 90 a 
で34，451円， 70 aでは 34，578円となっており労働とは逆に規模が大なるほど低下する傾向
が推察されるのである.従って経営規模の小さいほど経営耕地に対する制限は厳しく，労
働はJ逆に経営規模の大なるほど労働に対する制限が厳しくなることが考察される.'
経営耕地90aと70aでは労働1時間当り経営機会収益は同値であるのは，両方とも同一
のプロセスが採用されているために最適解で採用されたプロセスと制限となった資源から
なる逆行列の要素が同じで， しかも各旬・月別の労働制限が同じであるからである.
第4t頁最逼解からの若干の変化
Mを使用しない経営耕地規模では飼料・を 1年聞にと っているので時期別の自給(粗)飼
料と購入(濃厚)飼料との均衡を期することと，飼料自給率を高めるために，労働1時間
当り労働報酬を高める方向に修正を試みる.飼料自給率はM使用の場合に比べて， Mを使
用しない経営耕地規模で、はいずれも半分にも達していない.飼料自給率を高める一つの方
法は，購入飼料プロセスの価格を引き上げるか，飼料自給率最下限を設定することによっ
て高めるミとも可能であるが，全体としての農業経営純収益が必ず増大するといIうl保証は
できない.そこで，先ず，畑地の残量に時期別均衡を考慮し飼料作物を採用して，乳牛を
4頭の稼働水準から 3頭tこ減らす，だが，労働はいずれの規模においても若干制限量を超
過する¥さらに自給飼料で時期別必要量， T. D. N.， D.C. P.のいずれかが不足する時期
の場合にそれだけ，購入飼料を採用して修正した結果，各々の経営耕地規模においても飼
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料自給率は高まり，農業経営純収益は増大し，年間労働1時間当り労働報酬では，経営耕
地125aで7.5円， 90 aで8.2円70aでは 10.6円の上昇をみるに至った.
さて，農業経営者が，かかる農業経営部門組織の編成計画を実施するにあたっては，次
のような点に留意しておかねばならない.
(1) 新しい経営部門あるいは経営方式に関する意志と勇気が必要であること.
(2) 農産物の増大に伴ない，地域の生産の安定出荷と商品性を確立し，主産地形成を指
向した販売出荷体制を強化すること.
(3) 現存する水利慣行の改善と合理化をはかること.
(4) 資本の導入と融資対策を実施すること.
(5) 経営諸要素と生産物の価格に関する危険と不確実性に対する対応策を考えること.
(6) 最後に本論文の線型計画による，地域の農業経営部門組織の編成計画における諸前
提を，充分認識された上で実施すること.
が条件となるであろう.'本論文では，兼業部門は取り扱わなかったが，それま必要悪とし
て是認されようとも産業としての農企業ということを考えれば，地域の農業経営の中核的
主体は，あくまで標準的な専業的農業経営者であらねばならない.彼等が先駆者となって，
かかる農業経営計画を実行することによって，地域全体の農業経営者に波及結果を及ぼし
て，地域の農業経済を発展させることができるものと期待されるのである.
第5節結 論
新しく謹瓶水利施設を開発することにより，それを受益する一定の地域の農業経営者群
は，それを外部経済の農業生産手段として，共同利用するのである.このような新技術に
対しては，旧来の慣行的，本能的ともいうべき農業経営者の行動では解決できない新しい
農業経営者の行動が要請されるのである.本論文では，その一つの行動として，農業経営
部門組織の再編成をとりあげた.従来，木地域では主要な経営部門はなかったが，新しく
瀧i師水利施設が開発されることによって，代表的経営部門と予測される部門を隣接地域に
求め，経営耕地は経営計画期間において固定的で、あるとし.経営耕地125a (M)， 90 a ω11)， 
125 a， 90 aと70aの5つの経営耕地規模の農業経営について部門組織の編成計画を作成
した.線型計画法によって，単体表演算を行なった結果，いずれの経営耕地規模でも，稼
動水準は異なるが，甘藍(越冬性)，早期水稲，スイカ，タパコ，若干の飼料作物と乳牛が
主要な経営部門をなす農業経営部門組織を編成し，選択することによって，農業経営目標
を最大にしうることが考察されたので、あるl的.
(注) 本章は農業濯i阪水利施設事業を行なった後における，受益地域の営農計画の一環
として農業経営部門をいかに合理的に組み合わせることによって，個別農家の段階におい
て，最大の経営純収益をあげることができるかという規点に限定して研究している.従っ
て，当該地域に，何故そのような農業濯i師水利施設が必要であり，それがどの位の投資効
率で行われるのであるかについては引用文献(1)(2)(3)と(4)を参照して頂きたいことを先ず指
t腐しておかなければならない.'
次に，いやしくも，本章のようなテーマを取り上げるには，上述のような現状問題にふ
れることなくして，農業経営部門組織編成計画を十分明らかにすることに，困難な側面の
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あるおそれのあることは感知できる.そこで次の問題だけを指摘しておくことにする.
すなわち，将来，我国の水資源を考えた場合，単に，農業水利のみならず，工業用水，
飲料水など水資源の多目的利用をはかる必要が増加してくるとともに，水害は云うに及ば
ず，経済発展による水質の汚染も問題となる.そのなかで水資源の多目的利用を考えた場
合，水資源を浪費しないで，いわゆる， rエントロピー・ミ ニマムJの原理に則る，合理的
水資源の利用を指向した調査研究を推し進めることが必要不可欠となってくる.
従来のように，水資源の利用が農業水利のみならば，大規模な貯水ダムを必要とせず，
溜池，天然水にたよるだけで，ある程度の農業生産力を確保できたとおもわれるが，間断
濯水』こより濯i統水を節約して農業生産力をより一層増大するとともに，先述のような工業
用水，飲料水の外に電源開発にも利用し，その上，水害を予防する冶水のためなど，いわ
ゆる多目的ダムを開発するには大規模なダムの建設を必要とする.それに附随して，ダム
用地に居住していた世帯の挙家移転にともなう補償問題，下流においては，従来，農業構
i師水として利用したのが，その他の用途は利用されるために既得権が脅'かされることにと
もなう水利権の問題やダム建設によって水位が低下し，それによって農業濯概水の取り入
れ口を変更しなければならなくなるためにかかわる補償の問題など，本章で取り扱うテー
マ以前に述べなければならない幾多の問題がある.この点に関して，当該地域に関しては
引用文献を参照することに正って，その一端を明らかにされるとおもわれるが，今後，筆
者自身としても，先述で指摘した問題や更に農業と工業の調和のとれる経済発展を含めて，
例えば，庄内平野などで機会を更めて，調査研究に取り組みたいと考えている.
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要 約
これまでの考察結果を各章ごとに要約する.
第1章 農業経営分析の認識対象と経営主体
第1章 「農業経営分析の認識対象と経営主体j では，農業経営分析の認識対象となる家
族農業経営とその経営主体について考察している，
第1に，本論の農業経営分析の認識対象は家族農業経営であるが，農業経営の様々な経
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済形態のなかで，この家族農業経営がどのような位置を占めるかについて考察する.先ず，
農業経営の経済形態は理念的な経済形態と現実的なそれとの 2つに大別される.そのなか
で，家族経営は資本家的農業経営と並んで現実的な農業経営の経済形態に属する.家族経
営は更に，自給的家族経営，本来的家族経営，企業的家族経営の 3つに分けられる.その
なかでも，本来的家族経営あるいは狭義の農家経済経営はわが国農業において，一般的に
存在する経済形態である.その性格として，家計と経営は不完全融合の関係にある.農業
経営目標は農家の究極的経済目標である効用最大化の中間目標となり.それは農業所得ま
たは農家経済経営純収益の最大化におかれる.経営主体は経営主として，母-体をなす農家
の家計経済から独立するのではなくて，家計経済の世帯主がこれにあたっている.本来的
家族経営をとりまく市場条件をみると，労働，資本，生産物に関しでほぼ完全競争市場が
成立している.経営は，商品生産を基調としながらも，一部自給生産を行なっている.経
営の生産力はかなり高いが，小型動力耕の段階で、あって，必ずしも機械作業体系が確立lし
ていないために，近代的経営とはみられなれ しかしながら，経営活動の環境条件が経営
に有利に展開する場合には，この本来的家族経営が企業的家族経営へと発展する可能性が
伏在している.
f第2に，本来的家族経営の主体均衡条件について考察している.従来まで、の主体均衡理
論を整理する意味で， r頼J理論に基づいて主体均衡理論を展開し，それに若干の解釈を加
えている.4寺に本論で主体均衡理論を取り上げたのは序章の課題と方法でも述べたように，
経営分析者あるいは経営主体の意志決定についての考察がなくては，経営分析の役割を明
らかにできないからである.農家経済の主体均衡モデノレは家族経営のすべての経営経済活
動を統一的に把握するモデノレである.
先ず本論では，主体均衡の必要条件を経営経済活動別に示しているが，その際，庭先
売買価格差条件を前提において考察を進めている.その根拠として家族農業経営は基本的
には①所有生産要素内給の利益，@生産物家計向けの利益を追求することによって，その
存立基盤が与えられるからで!ある.
これら 2つの利益が消滅するときに家族経営は限界につきあたる.家族経営は家族労働
の分化と商品化をともないながら変質する.家族経営といっても企業的家族経営になると
商品生産が，本質的経済活動となり，生産物の選択および家族労働の投入にあたって，選
択基準としての主観的限界評価の重要性が後退してくる.すなわち，①労働についてはあ
らかじめ労働時聞が規定されて，労働と余暇との選択を自由に行なうことができないよIう
になれば，限界評価と限界収益力との比較が行なわれなくなる.②家計仕向け生産物につ
いては小規模自給生産が不利になり，大規模商品生産が有利になればなるほど，また庭先
売買価格差が縮小するほど，商品生産に専同化する方が有利になる.その際，はじめて生
産物の限界評価を生産量決定のための選択尺度として使うことが不必要になってくるので
ある.
農業経営の変質に応じて家族労働力は，基幹労働者(経営者機能をもっ)と補助労働者
か，または経営者(専従者)と補助労働者とに分化してきて，各々の役割を担当するよう
になる.例えば，水稲単作農家についてみると，商品生産としての水稲部門は経営主とそ
の他の専従労働者・によ って分担され，自給程度の自家莱園は補助労働者によって分担され
ているのが現状である.基幹家族労働者はますます商品生産の影響を受けて，自己の生産
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物または自己の労働を単なる主観的評価によって評価するのではなく，社会的に客観化さ
れた生産物市場価格または市場賃金によって評価するようになる.
他方，自給生産を担当する家族労働力のうち補助労働者は自給生産を分担しているため
に，自己の生産物または自らの労働を客観的に商品化する機会がないので，それを主観的
に評価する態度をとりつづける.このように商品生産一基幹労働者，自給生産一補助労働
者の対応関係は，自立可能な農業経営の一般的形態として定式化することができる.兼業
農家のそれは， 自給生産ー補助労働者の関係を変えないで基幹労働力それ自体が商品化し，
商品生産が賃金におきかえられて，賃金 基幹労働者という関係になる.商品生産一基幹
労働者と賃金一基幹労働者との最も大きな差異は，商品生産の基幹労働者に経営能力が要
求されているのに対して，賃金獲得だけに従事する基幹労働者は経営能力を必要としない
ことである.補助労働者は農業所得形成に少しは寄与するが，無規できるほどであるのに
対して，基幹労働者の農業所得形成に占める比重はますます増大してくる.
このような主体均衡理論によ って家族経営を理解し，説明することは勿論大切なことで
あるがそれはあくまで定性的分析の域を出ないのであって，それを計量化することは困難
なことである. しかし，農業経営において利用可能な家族労働時間と資金配分量および生
産物家計仕向量が所得水準や家族員数に対応して社会慣行的に決まっており ，それを効用
関数Iこ照らして決定する必要がないとすれば，計量化の可能性が生ずる.家族経営におけ
る家計と経営との融合関係を認めながらも経営を家計から独立した自己完了的な組織体と
して認識し，計a量的な農業経営分析法を適用することができるようになるのである.
第2章 農業経営分析の役割と目的
前章では，農業経営分析の認識対象である家族経営の位置づけとその主体均衡モデ、/レを
明らかにした.
本章では，どの農業経営の経済形態にも共通する経営経済行動のなかで経営者の管理機
能を取り上げ，この経営管理機能の 1っとして農業経営分析がどのような役割と目的をも
っているかについて考察している.
第1に，農業経営者の管理機能は形式的にいつも次の 3っからなっている.すなわち，
①情報，②意志・決定，③執行そして危険負担である.情報は観察と分析からなる.分析
は計画と実績との差異を検討し，更に新しい計画案を作成して，意志決定のための情報を
準備する.意志決定， つまり計画は最終計画を選択することである.この最終計画は基本
方針と実施計画の決定のニ段階に分けられる.計画を実行する執行活動は，組織，指導，
監督と統制とに分けられる.執行活動は意志決定と密接不可分の関係にあることから，意
志決定，執行活動として把握する.分析は執行活動における統制機能の役割を担ってい
る.そこでの分析は計画に誤りがないことを前提にしている.
これらの農業経営者の管理機能は，意志決定を中心として，情報.意志決定.執行活動
が1つの経営管理の循環過程を構成するものとみることができる.なお，危険負担は意志
決定と表裏一体となっている活動である.
第2fこ，分析者，利用者のいかんにかかわらず， 実際に経営活動を行なう経営者の知識
状態と行動様式が農業経営分析の性格を特徴づけることを確認している.
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第3章 農業経営分析指標の基礎的考察
第3章 「農業経営分析指標の基礎的考察」 では，わが国の農業経営の課題に対応して分
析指標を設定するために，①わが国の農業経営の課題と分析指標の設定，②農業経営分析
指標の種類と意味を明らかにした.
第1に，わが国の農業経営は家族経営が一般的であ り，その経済目標は農家所得を最大
tこすることにある.それを実現するには，農業経営において農業経営純収益をできるだけ
増大させることである.それには経営主体の確立，生産性の向上，および庭先販売価格の
増大と庭先購入価格の節減からなる価格獲得力の強化が必要になる.そのための具体的手
段として，個別経営の対応策，営農団地としての対応策，行政的措置がとられなければな
らない.本章の課題は個別経営の対応策に相応する分析指標を設定することにある.その
中でも，特に生産過程の分析指標を重視して，生産性の向上を通じて，経営純収益の増大
につながる経営規模の拡大と経営集約度の増大とに重点を合せて，両値に関する分析指標
に限定して考察を進めた.
第 2に，農業経営分析指標について検討する.成果指標は経営純収益と経営の安全性か
らなっている.要因指標は大別して，経営効率，経営規模および経営集約度からなっている.
経営効率は収益性，生産性の指標からなる.経営集約度は本来的経営集約度(lntensity)，
狭義の受容力からなる. しかも，このような分析指標を経営 ・生産理論と結び、つけて吟味
することによ って成果と要因，要因問，成果関の基本的関係を明らかにしている.
第4章 農業経営分析法とその体系
第4主 「農業経営分析法とその体系Jでは，農業経営の目標に照らして問題の所在を明
らかにし， しかも分析指標によって農業経営の特徴をとらえている. しかし，これが現実
の農業経営の改善に直接に結び、つくとは限らないことから，農業経営問題を農業経営の特
徴に応じて解く方法が必要であることを明らかにし，そのために，経営分析法を吟味し，
それを体系化している.
第 1に，既存の商工業経営分析も含む古典的経営分析法を吟味しているが，それらはあ
くまで，経営実績の蒐集と整理の範囲を越えるものではなく，従って，経営予測と計画に
結ひ'つかない欠陥をもっていることを明らかにしている.その際，特に経営比率分析法を
中心にして体系化された経営分析法に考察を加えた.
第2に，農業経営分析法の系譜を追跡し，農業経営問題と農業経営の研究方法とが表裏
一体をなして発展していることを，米国の農業経営分析法の研究からうかがうことができ
た.先ず，標準法によって分析方法が初めて形成されたが，それは記述分析にとどまり，
あらゆる目的に使用される内容をもっており，問題解決という意味からみて役立つことは
少ない. 次に直接比較法が工夫されたが，これは多数の農家から成果と要因の資料を蒐集
して作表することによって，標本農家の平均値と個別農家の家績値を比較し，個別農家の
改善点を明らかにする方法である.更に費用分析(限界分析)法，試算分析法の開発を経
て，今日の問題解決のための計画論的な分析方法である活動分析法へと進歩してきたこと
がうかがわれた.
第 3に，現在利用されている農業経営分析法を体系化する とともに各分析方法の問題点
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を指摘して，それぞれの分析方法の限界を明らかにしている.先ず農業経営分析法は経営
純収益追求型分析体系と経営の安全性追求型体系に三大別される.前者は更に実在分析体
系と規範分析体系に分けられる.実在分析には直接比較法，相関，回帰分析などの記述分
析や生産関数・限界分析法などが含まれる.規範分析には標準法，試算分析法(活動分析
法(線型計画法)が含まれる.経営の安全性追求型分析体系は 1つは経営純収益の安定
性を追求する分析体系であり， Risk Progr官 nmig，Game理論と推測統計分析を加味し
た計量経済学的分析接近法などがあげられる. 2つは経営財産の流動性を追求する分析体
系である.これは，特に独自の分析方法をもたないが，経営純収益追求型体系のなかの標
準法，直接比較法，試算分析法などが，このために用いられる.次に，主要な分析方法の
問題点と限界を吟味している.それによって， 実際の経営資料を用いて分析する際に，経
営問題の正確な解決と経営改善に役立てることができると考える.
第5章 企業的稲作経営の経済分析
第5章「企業的稲作経営の経済分析Jでは，第1章から 4章までの農業経営分析法に関
する基礎的考察にもとずいて実証的な分析を行なっている.本章で用いられる分析方法は
直接比較法と生産関数分析法である.これらの分析方法を実際の調査資料に適用した場合
の有効性を明らかにするとともに，企業的稲作経営の当面する問題を掘り起すことに重点
をおいている.
企業的稲作経営に関する考察結果を総括すると，自家の基幹的常備労働力が臨時労働の
雇用と機械導入によって代替されて減少している.またそれにともなって，家父長的家族
制度が崩壊し，家族労働の商品化が進み，その市場性が強められてきた.企業的稲作経営
がこの経営要素条件の変動に対して，稲作技術体系と稲作経営構造とを有利に適応させ，
あるいは改変していくことによって稲作企業経営へと発展していく であろうという展望を
もつことはできなかった.むしろ，現在の企業的稲作経営という発展段階からいかにして
後退させないようにするかということがより重要な課題であると結論できる.
第1fC;庄内地域における最上限の水稲単作経営農家で、ある水稲作付面積5ha前後の企
業的稲作経営農家28戸の経営成果を分析した.先ず，直接比較法によって要因分析を行な
ってみると，資本回転率が高いほど，あるいはその構成要因のなかで10a当り収量が高い
ほど，収益性 (10a当り土地純収益 1日当り家族労働報部j，部門緑、資本純収益率)が高
くなり，さらに経済性が増大する.つまり 1kg当り主産物生産費が低くなる.5ha前後
の調査対象農家のうち，比較的小さい経営耕地規模の農家ほど， 10 a当り収量が高く，そ
れに応じて収益性と経済性が高くなる.
それはまた，水田作付面積規模に主って大・中・小と三分類された農家が各々鶴岡，藤
島，酒田に位置しているから，水田作付面積規模とともにその他の土地条件の地区差もま
た収益性の差に反映しているこ とを明らかにした.次に，生産物価額と生産要素投入量と
の聞の投入産出関係を生産関数分析法によって検討した.各生産関数モデ、ノレに共通してい
ることは経営規模の増加に対して，収穫逓減という規模効果を示していることである. そ
の中でも，経営耕地規模の拡大が必ずしも有利でないという結果を重視しなければならな
u、.
第2に，これらの分析結果をもたらした基本的要因について考察した.10 a当り収量に
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主として影響する自然的条件は勿論重要であるが，それにもまして家族労働率に示される
家族労働力を中心とする基幹的常備労働力との構造的関係が重要である.そして，この基
幹的常備労働力が減少し，ついで臨時雇用労働が減少したことが，現行稲作技術体系の枠
での経営者能力を制約していること，さらに農繁期の作業に必要な労働を円滑に取得でき
ないことなどによって，結局は経営規模の拡大を制約していることを明らかにした.
第6章 稲作経営分析における直接比較法の有効性と限界
第6章 f稲作経営分析における直接比較法の有効性と限界Jでは，第5章と同じ調査資
料を用いたが， 稲作経営農家の稲作部門の問題を更に煮詰めることに止まらず，むしろ分
析方法それ自体に重点をおいて考察している.
直接比較法による要因分析に分散・共分散分析法を補完的に結合する場合において，ま
ず，調査農家の抽出に関する問題点を考察した.すなわち，経営調査によ って得られる諸
指標の各水準の級内標本に，欠測値があるか，あるいは反覆数が一定しない場合には，各
要因の加算性が成立しないために，残差として算出される実験誤差，または抽出誤差が過
大にか，または過小に評価される.それには，級内標本数を水準間または要因聞に比例さ
せるか，あるいはできるだけ多くの標本をと って級内標本数をそろえることによって過大
評価または過小評価を最小限にとどめることができる. しかしながら，一般に限られた人
数と予算で行なう経営調査では 1回の調査によって成果指標と要因指標を算出して，各
水準をきめ，分類整理して作表し，分散分析を行なうことが多い.欠測値が生じたり反覆
数が一定しないからといって，再度調査することは大変困難である.このような困難性を
排除して，要因加算性の仮定を満足させて，なおかっ，分散分析の信題性を確保するため
に， (1)(2)(3)は反覆数のない配置法によっているのである.
第2に分散分析法を用いる と， どんな要因が経営目標にどれだけの影響を及ぼしている
かを，ある危険率をも って認めることができる.だが，その影響する方向や最適点の存在
の有無を知ることができない.そこに分散分析法の限界をみることができたのである. し
かしながら，この点，分散分析の結果にもとづき，回帰分析法あるいは共分散分析法を併
用するこどによって発展的に解消できる.すなわち，回帰分析によって生産関数型を決定
し，その選択した関数型によって，最適要素結合点を発見するという限界分析法を結びつ
けることができる.それを実証によって確認したのである.
第3に，限界分析によって得られる最適要素結合投入量の農業経営上のもつ現実的意味
についてふれる.限界分析は農業経営者が選択しうる総ての生産要素を総ての可能な割合
で組み合せた場合の生産要素の投入と生産物の産出との連続的な関数関係を示す生産関数
を前提している.もし農業経営者が短期的に最適な生産要素結合点を選択するために，現
在の生産要素結合的から大巾に移動することは，具体的次元では全く別の生産要素を選択
すること になる.この故に， その変更が連続的に行なわれることはあ りえないし，具体的
な経営技術に還元できないのである.従って短期的な経営分析概念である集約度と，長期
的な経営規模とを分離でき， しかもそれぞれの効果を総括で、きる分析方法が必要になる.
それは活動分析法あるいは線型計画法によって充分解決できる.従って，直接比較法はそ
れ自体，重要性をもちながら完壁な分析方法とはいえないその欠点を他の分析方法で補
いながら，直接比較法を利用することによって，農業経営者の意志決定に際して適切な経
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営情報を提供することができる.
第 7章 稲作農家の経営成果変動の要因分析
第5章と第6章は稲作農家の昭和40年度における横断面分析 (CrosSection Analysis) 
であづた. これに対して第7章 f稲作農家の経営成果変動の要因分析」では，その同一資
料の中から 1 戸の調査対象農家を選択して，昭和31~昭和40の 10年間の時系列資料に対し
ていろいろな動態分析法を適用して，稲作農家の問題点を明らかにしている.分析方法の
有効性と限界については本論に譲り， 時系列資料から得られた稲作農家の問題点を明らか
にιておく.
第1に，諸分析方法別に得られた分析結果についてみる.
①時系列の傾向値からみて，資本収益性よりも労働収益性の伸び、が格段と高い.②損益
分岐点は緩慢に高まっているにすぎない.したがって，企業利潤は高い伸び率で増加して
νる.これらの要因を損益分岐点分析によって確かめると， 10 a当り収量の増加よりも米
価の上昇による効果の高いことが判明する.③活動分析法によって最大利益点と損益分岐
京とを結合させうることが確かめられた.最大利益点で、は中生品種群が水田作付・面積の75
%と中核を占めており，早生品穏群がそれに次ぎ，晩生品種群はわずかにすぎない. これ
は農業経営者が損益分岐点のみに満足せず，最大利益点をも追求する場合に有効である.
第2に，これらの分析結果は次の如く評価することができる.農業労働力は絶対的に減
少しているが，米価が上昇し，緩慢ではあったが一応収量も増加している.労働節約技術，
技術の進歩，農機具の高能率化など労働の資本装備率が高まったことが，資本生産性より
も労働生産性をより高く向上させていることになったのである.そのかぎりで労働節約効
果のあったことは高く評価される.水田面積5ha に固定しているために，資本収益性が低
下したことを過剰投資とみて， 水岡面積を若干拡大することによって，資本収益性が高ま
るかどうかについては幾多の問題がある.それは収益性の増大と安定化が米価の上昇に支
えられている底の浅い経営構造であるとみられるからである.むしろ，土地生産力を高め
て経営集a約化の方向と併存する経営耕地規模拡大の方向をとる必要がある.今後はこのよ
うな意味からも，農業機械化によって労働生産性はあがるが， 農業機械化がともすれば1
人当り農家所得を低下させる要因となりがちであるという批判を克服せねばならない.そ
れに対応できる土地基盤の整備とさらには農地の集団化と協業化を推進して，農業機械の
利用効率を高めるような経営改善施策が望まれることを明らかにした.
実証分析を取り扱っている第5・6・7章の3章は同一資料にも とずし稲作経営に関す
るものであった.
第 8章 傾斜地みかん作経営の経済分析
第8章「傾斜地みかん作経営の経済分析Jで、は，りんご作と並んで現在，果樹農業の 2
大作物にまで成長したみかん作を取り上げている.
本章の課題はみかん作経営における経営資源の投資効率を計測することにある.そのた
めに，経営の経済目標として， 便宜上，経営効率指標である総資本利益率を選択している.
この総資本利益率を収益性を表わす経営効率指標で補強しながら，地区別，総資本利益率
の大中小別， 各種要因別に資料を分類することによって，総資本利益率を中心とする成果
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指標の経営経済的要因を明らかにしている.本章で用いている分析法は第5章で用いた直
接比較法による要因分析と生産関数分析法の 2つで、ある.
第1に，分析結果についてみる.先ず，みかん部門について直接比較法による要因分析
によって明らかにしたととは次の通りである.調査地区を 3集落に分けて収益性をみると，
3集落に差異のあるととが明らかにされた.その差異は土壌及び微気象条件の差異と樹令
による差異に基因する.このような差異を更に経営経済構造の差異として究明するために，
複合された成果指標に対する要因指標の効果について考察したなかで，果樹園地，投下資
本，資本財資本などの規模要因指標，資本装備率，資本集約度の経営集約度要因指標にあ
っては，複合された成果指標と明確な関係があるとは認められない.だが，植付本数1本
当り平均樹令.10 a当り収量，労働集約度，組収益に占める増殖額の割合，費用率などの
要因指標は複合された成果指標の順位と極めて強い関係のあることがうかがえる，従って，
複合された成果指標はこれらの関係の強い要因分析指標によ って説明される.つぎに，生
産関数分析法によって明らかにされたことは次の通りである.先ず，生産要素の偏限界収
益力には大きな差異があり， しかも市場利子率とそれらを比較すると極めて不均衡であっ
て，経営資源が合理的に利用されているとはいえない.だが，果樹園地，部門投下労働の
限界収益力は市場の平均収益力を上回っていることから，その面における追加投資は有利
である.経営規模拡大による収益効果をみると，全体的にいって収益逓増効果のあること
が確認されることから，この範囲内の調査農家において声見模を拡大することは有利である
ことが明らかにされた.だが，集落別，経営耕地規模別，樹令別で、は必ずしも収益逓増効
果があるとは限らない.ただ樹令別にあっては25~30年生のみについて収益逓増効果がみ
とめられる.これは個別経営聞に技術構造における差異があることに基因してると考えら
jっしる.
第2に，若干の問題点を指摘する.選択的成長農産物といわれるなかにあって，分析結
果でも明らかにされたように個別経営の収益性が一応確保されているのはみかん作だけで
あるといっても過言ではない. したがって，その収益性の確保されている時期に共同選果
場，共同防除施設，農道のような諸事業に対して投資活動を行なうことの意義は充分に認
められる.だが，基盤整備，近代化施設が整ったとしても，本文で分析されたよう に個別
経営の栽培技術，管理，販売過程において，個別経営聞に大きな差異のあることが明らか
にされている.従って，貯蔵みかんの集団産地を形成し有標品化を進めるにあたっては，
斉一化された技術を採用している経営構造に改善する必要がある.個別経営農家は果;Jiil園
地の集団化を促進するとともに，その面からの経営構造改善が残されている.
第 9章 農業経営部門組織の編成計画
農業経営分析はその目的からいって，農業経営者の意志決定活動である計画に結びつけ
ることが必、要である.
第9章 「農業経営部門組織の編成計画」では，経営分析のなかで規模分析に属する活動
分析法=線型計画法を複合経営に適用して，その経営部門組織の編成計画を作成すること
によって，経営者の意志決定が経営経済現象に対して正確に行なえることを明らかにして
いる.
調査対象地域は新しく湛i師水利施設を開発する計画地域である.新しい湛i統水利施設を
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開発することにより，それを受益する一定の地域の農業経営者群は，それを外部経済の提
供する農業経営資源として共同利用する.このような新しい技術に対して，旧来の慣行的，
本能的ともいうべき農業経営者の行動では解決できない新しい農業経営者の行動が要請さ
れる.本章はその一つの行動として，複合経営が選択されることを前提として線型計画法
による経営部門編成計画を作成し，それに対処する経営者の行動を明らかにしているー
そこで代表的経営部門に関する資料を調査地区に求め，また新じい経営部門に関する資
料を隣接地区から求めた.経営耕地は経営計画期間にわたって固定されているとして，経
営耕地規模125a ，(M) ， 90 a(M)， 125 a， 90 aと70aの5つの農業経営部門組織の編成計
画を作成している.線型計画法を利用して，それを電子計-算機によって単体表演算を行な
った結果，いずれの経営耕地規模で、も稼働水準は異なるが，甘藍(越冬性)，早期水稲，ス
イカ，タバコ，若干の飼料作物と乳牛が主要な経営部門をなす部門組織を編成し，選択す
ることによって農業経営目標を最大にしうることを明らかにした.そのなかで注目すべき
ことは経営耕地規模が小さいほど，経営耕地に対する制限が厳しく，逆に経営耕地規模の
大なほど，労働に対する制限が厳しくなることが明らかになった.
なお，農業経営者がこうした農業経営部門組織の編成計画を実施するにあたっては，次
のような点に留意しておかねばならない.
(1) 新しい経営部門あるいは経営方式に関す知識水準と実行する意志と勇気が必嬰であ
ること.
(2) 農産物の増大にともない，地域の生産の安定出荷と商品性を確立し，主産地形成を
指向した販売出荷体制を強化すること.
(3) 現存する水利慣行の改善と合理化をはかること.
(4) 資本の導入と融資対策を実施すること.
(5) 経営諸要素および生産物の各:価格に関する危険と不確実性に対する対応策を考える
こと.
(6) 線型計画法に用いられている諸前提を充分認識した土で実施すること.
以土の点が条件となるであろう.本章では兼業部門を取り扱わなかったが，それが必要
悪として是認されようとも，産業としての農企業ということを考えれば，地域の農業経営
の中核的主体はあくまで標準的な専業的農業経営者であらねば、ならない.彼らが先駆者と
なって，かかる農業経営計画を実行するならば，それを地域全体の農業経営者に波及効果
を及ぼして，地域の農業経済を発展させることができるのである.
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Summary 
( 1) Chapter・1is concerned with the economic type of farm business as 
the object of farm l11anagement analysis and the behavior of each type of farl11 
manager. 
First1y， the charactel'istics of a fal11ily fann are described by cOl11parison with 
other economic types of farm business. The econol11ic types of farm business al'e 
broadly c1assified into two types， that is， ideal type and actual type of farl11. The 
actual type of fann is cOl11posed of family farm and capitalistic farm. The fam~ly 
farl11 is divided into three types， that is， non-commercialized， semi-commel'cialized， 
and enterprising family farms. In Japan the semi-commercialized family fanus 
are common. Their features are as follows : The household and farm business 
are imperfectly combined with each other in the family fann. The final economic 
object of the family farl11 as a whole is to l11axil11ize uti1ty. The econol11ic object 
of the fann business is to l11aximize the farm businessincome， but this is an 
intermediate object of the family farl11 and must be consistent .with the final 
object. The farm l11anager is usually the sal11e person as the chief of the fal11ily 
farm. Labor， capital goods， and land are partly bought from each factor market 
and partly supp1ied by the fal11ily farm itself. The farm products are partlysold 
at the products market and partly conSUl1巴dby the fal11ily 1l1ember. Thefarm 
productivity of the se1l1i-col111l1ercoalized fa1l1ily fann is generally highel' than 
the non-com1l1ercialized one. The former's far1l1 business is equipped with sl11al 
size tractor. But it is not. yet modernized because mechanized operation system 
is not always established in it. 
Secondly， the subjective equilibrium theories of a family farm are l'e-examined 
in order to arrange and 1l10dify the1l1. The farm management analyses intend to 
rationalize the fanner's decision making process in the fann business. It means 
that the fanner has to make the plan of the fann business so as to al'l'ive at the 
subjective equi1bl'ium of the family farm as a whole. A family fann s巴eksfol' 
the equi1ibrium point under the condition that acquisition costs are larger than 
salvage values for most farm products and productive factors. The difference 
between acquisition costs and salvage values results in the benefits of the com-
bination of the farm business with the household in a family farm. The ben巴fits
consist of (1) the benefit of se 
business are considered. 
Fil'st1y， itis c1efined that a farmer's managerial process consists of planning， 
organizaton， supervision， and control. The process of control is l11ade up of obse-
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1・すationand ana1ysis. The ana1ysis does not mean only to collect the neccessary 
infonnation for decision making but a1so investigate the causes which bring 
about the difference between the farm p1an and the resu1t of actua1 activities. 
The organization and supervision are executive activities which carry out the 
farm p1an decided beforehand. The manageria1 process is taken charge by the 
organization of farm managers， and the organization must change in accordance 
with the deve10pment process of the farm business. It is confirl11ecl that the 
features of farm l11anagel11ent ana1ysis must vary with the behavior pattern ancl 
know1eclge situation of the fann manager. 
(m) Chapter 3 treats the inclicators for the 1l1anagement ana1ysis which are 
re1evant to measure how much the goa1 of the fami1y farm is attainecl， what 
kincls of causa1 factors contributes to the goa1. It is a1so consiclerecl that what 
kinds of inclicators are l110re significant as the means of s01ving the prob1e1l1s in 
a farm business in Japan. 
First1y， the object of the far1l1 business is to 1l1axi1l1ize the fann business 
income to .the extent which is consistent with the maxi1l1ization of the fa1l1i1y 
fann inc01l1e. As the 1l1eans of attaining the object， itis necessary to improve 
the 1l1anageria1 abi1ity， toraise the procluctivities of 1abor， 1ancl ancl capita1 in 
paralle1 with each other， to receive higher sa1e price of proclucts at farl1， ancl to 
pay 10wer purchase price of factors at fann. The exphasis is put on the inclica-
tors which are usefu1 to ana1yze the procluction process， especially that of farm 
size ancl farl11 intensity. 
Seconcl1y， the success. inclicators are c1assifiecl into procluctivity， econol11izing 
abi1ity， ancl liquiclity. The causa1 indicators are c1assifiecl primari1y into 1l1ain 
causa1 inclicator and subsicliary causa1 factor. The fonner consists of the inclica-
tors of .farl11 size ancl farl11 intensity， ancl the 1atter consists of the indicators of 
capacity of variab1e factors ancl efficiency clerived by the variab1e factors. The 
essentia1 prob1e1l1 is how to iclentify the re1ationships with each other al110ng the 
success indicators ancl casua1 inclicators. 
(町 Chapter4 is concerned with the systel11atization of the fann 1l1anage-
1l1ent ana1ysis l11ethods fr01l1 the viewpoint of s01ving actua1 fann prob1el11s 
effective1y. 
First1y， the c1assica1 ana1ysis methocls are lil11itecl to collect a 
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This is available for analyzing the fatm management throl1gh the comparisol1 
between the average levels of variol1s indicators for al sampled fanns and that 
of each farm which needs a diagnosis. Subseql1ently cost analysis， bl1dgeting 
method， and linear programming. are examined. They were effective method in 
accordance with the level of farm problems as well as farm management econo-
mics. Conseql1ently they are synthesized into the present analytical method. 
Thirdly， the above-mentioned l11ethods are systel11atized in this paper， while 
their problel11s and lil11its of application are pointed out in c1etai1. 1n my own 
opinion， the analytical l11ethoc1s of farl11 l11anagement are c1assified into the met-
hoc1 of seeking for theeconomic effeciency mainly and the method of acquiring 
the economic stability. The former method is c1assified into the positive and 
nonnative ones. The positive analysis inc1udes procluction function， marginal ana-
lysis， descriptive analysis such as the direct comparison l11ethod (survey method)， 
and regression analysis，巴tc.The norl11ative analysis inc1ucles standarcl l11ethoc1， 
bl1dgeting l11ethoc1， anc1 linear ptograml11ing l1ethoc1. The l11ethoc1 of acquiring 
the econol11ic stability is concernec1 with the probabi1ty analysis. It inc1uc1es risk 
programming， game theory， and the econol1etric approach with statistical infere・
nce. 1. have a conc1usion that any of these analytical methods are l1sef11 so long 
as its fitness anc1 limit to the farm management problem concerned are appro圃
priately taken into account. 
(V) 1n Chapter 5 the al1thel' treats of “Economic Analysis of Enterprising 
Family日Farmin Padc1y Rice Farming District the Shonai". This is one of the 
positive (actual) analyses c1erived frol1l fundamental stuc1i巴sof the farm bussiness 
in chapters 1 to 4. The analytical methoc1s used this chapter are direct compari-
S011 and proc1uction function. The auther intends to finc1 the present problen of 
enterprising family farm aswell as to c1arify the validity of these analytical 
methods， when they are appliec1 to the actual.data of fann survey. 
An ei1terprising family farm of rice monoculture In巴ansthe farm which is 
able， firstly， to employ more than three workers at least for rice l11onoculture， 
secondly， toearn positive enterpreneuer's profit， anc1 thirdly， tocover the stand. 
ard living expenseof a family with its fann i 
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rial talents would appear and the ente1'prising fal11ily farl11 of rice monoculture 
would progress to the farm enterpr包ewith la1'ge sizeof， paddy field. In conclu-
sion， the most impo1'tant problem is now farme1's manages to support the ente1'-
prising family farl11 of rice monoculture. The detailed explanation， is as follows : 
1) Accorc1ing to the survey on production cost of 1'ice by the Minist1'Y of 
Ag1'icultuve and Forestry， the average rice farln gets enterp1'enevr's profit in 
every class of farm size. inthe Shonai c1ist1'ict， because the production cost of 
rice per Kg islower than the selling price. The larger is the paddy field of 
farm， the highe1' is p1'ofit. Accordingly， the enterpring family farm of rice mon-
oculture ove1' 3 ha. arable land gets more p1'ofits than the fann unde1' 3 ha .
Nevertheless， the number of enterpl・isingfal11ily farm over 3 ha. shows a slight 
decrease now compared with five years ago. 
One of the 1'easons is that the growth rate of income of the farm over3 ha. 
has not necessari1y been so high as that of the farm 'under 3 ha. Because the 
middle 01' large-type oftractorization has not been established enough to comp-
ensate the outflow of farm labo1' under the p1'esent level of rice technique， so 
that the growth rate of rice yield per one of the farm over 3， ha. has been rela-
tively declining compared with the farm under 3 ha .
Another is the feature of family fann on which farl11ers must 1'aise not only 
the profit but also the farm income enough to make the family support the 
standard level .of living. 
Therefore， we should conclude that the enterprising family fann over 3 ha. 
doesn't have the stable base of management. 
2) As the result of thesu1'vey on the 28 farms with about 5 ha. paddy 
field， and of the factor analysis on 3 sampling area:;. 3 groups classified by the 
size of" paddy field and 3 groups by 4 compounded indicator of farms， and also 
of the analysis of production function which computes theelasticity of production 
anc1 marginal p1'oductivity， itis pointed out that the higher is the rice yield， the 
higher is the returns， and also the 1'ice yield becomes higher 011 the small farm 
than on the la1'ge one. 
• It is de1'ived f1'om the difference among 3 sampling areas， because most of 
s1l1al far1l1s belong to Sakata， 1l1iddle fann to Fujishima anc1 large farm to 
Tsuruoka. 
It is estab!ished on the production function analysis that， as every model 
iden 
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that uses family labor and the hired labor for a year as a main 1'egular labor. 
Accompanying to the outlow of 1'egula1' worke1'， the manager's ability is restric‘ 
tedand al1 the operations of rice growing can not be done smoothly unde1' the 
p1'esent system of rice' technique. 
Farmers are suffe1'ed from the shortage of hired labor and the rise of wage， 
particula1'ly in the seasons of transplanting and harvest. It is important for th巴m
to choose a new technique substitutes the machineries and othe1' production fac-
to1's for these labor and at the same time， tosimplify the other labor-intensive-
practice. 
B) If farme1's int1'oduce mechanization and work simplification to their far-
ms， they will be able to raise labo1' efficiency and productivity of labor， and to 
drop down the cost of rice per Kg・.It is， however， noted that the object of 
family farm is. not accomplished， iffarm income is dec1'eased by mechanization. 
In othe1' words， they should adopt such a method as 1'aising rice yield per 10 a 
in order to increase capital turn-over ratio on such fanns with high capital-equ-
ipment 1'atio as the sUl'veyed farms. It 1'esults in increasing farm income as the 
final object. Eventual1y， iffarmers select the managerial st1'ategy that they use 
profitable production facto1' originated in fa1'm and that they save what origina-
ted in non-agriculture， the1'e is1'oom fo1' the existence of th巴enterprisingfamily 
farm of rice monoculture. 
(VI) Chapte1' 6 isentitled “A vailability and Limit of Di1'ect Comparison on 
the Fann Business Analysis." The data of the p1'evious chapter is used I11 this 
chapter. The pu1'pose of this chapte1' is mainly to inqui1'e the analytical method 
1'ather than investigating the problem of 1'ice farm enterprise of family fa1'm. 
-1) The authe1' points out and solves a delicate question on the sampling of 
fa1'm survey， th1'ough combining complemental1y variance-covariance analysis to 
factor analysis based on direct compa1'ison method. If the1'e is estimate of the 
missirig obse1'vation 01' unequal and dis-p1'opo1'tinate numbe1' for the va1'ious 
cel1s on the table that express the indicato1's gotten by fann su1'vey， the expe子
imental erro1' and the sampling error that is calculated as the residuals over-
estimated or unde1'-estimsted because of failing to secure the additivity of such 
factor. We can 1'educe the over-or under-estimation in the case of a factorial set 
of t1'回tmentcombinati 
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unequeal and disproportinate number. The design of variance analysis is not 
replicated in order to get the confidence of the analysis satisfying the .factor 
additivity ¥vithout such a difficulty. 
2) We can on the level o.f risk by this variance analysis identify what factor 
affects the object of farm bussiness with the relevant levelof error. The weak 
points of the variance analysis are such that we can not. clarify the trend and 
the optullum point of input level of the causal factor. But we can omit， the 
もNeakpoints by using the regression and the covariance analysis， ifthe type of 
the function is set by the regression analysis. It is recognized ! by i the actual 
data of the. fann aurvey that we are able to combine the val'iance analysis to 
the 1l1arginal analysis in order to find the .opti1l1u1l1 point of. factor combination. 
3) Iinvestigate about the present importance of the optimul11 .point of .fac-
tor c01l1bination on the far1l1 business acquired by the l11arginal analysis. 011 the 
production function in the l11arginal analysis， itis assul11ed that the，continuous 
functioned relationship exists between the input of factor and output of products 
Accurdingly， a farl11 l11anager would select the optil1ul11 point of factor C01l1-
bination on the production function in. the short run.' Ifhe want to change the 
present c01l1bination of .factor， he 1l1ust select entirely the different factor. Thus， 
he doesnot select the continuous factor c01l1bination on the actual situation of 
far1l1 .bussiness， and also can't put the continuous change back in .the. practical 
l1anager・ialtechnique. Therefore， we reqiur・ethe analytical l11ethod which i.s iJ.ble 
to divide into the farl11 intensity in theshort runand the farm size in. thelong 
run， and then to distinguish. the effect of each change of. the intensity 01' farl11 
size. We 1l1ay find such a analytical l1ethod in the. activity analysis cantaining 
linear progra1l11l1ing. In consequence， the l11ethod of direct COl11parison is， il11por~ 
tant，'ofitself， but， itis not all. If the user COl11pensates the deficiency with uther 
analytical l11ethod， 1 think， he can l11ake decision on farl11 business .with the. exact 
inforl11ation obtained frol11 the results of the factor analysisof direct cOl11parisun 
1l1ethod. 
(VI) ln chapter 7， the auther intends to study on “the Fann. Results and 
their Dynal11ic Factors of Enterprising Fal1ily Farl11 of Rice." Much attention 
will be given to illustrate the proble 
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series analysisare as follows: 
1) Witll'regard to the' trendof the estimate of the effective indicators， the 
growth rate of profitability of labor is higher than the one of capital. 
， 2) 1'he break down poiritof profits and loss has been gradually higher from 
year to year. Accordingly， enterpreneour's profit in<?reases by the higher growth 
1・ate.Judging from theanalysis of break down point of profits and loss， the effect 
of the increase of rice selling price for producer is larger for profitability than 
the increase of i'ice yield. 
3) The maximum point df profits and the br・eskdown point of profits and 
loss are combinedby the activityanalysis. The varieties of middle-ripening rice 
occupies 75 %oftdtal riee' acreage in thearea of paddy field， the varieties of 
early-'-ripening rice next; and that of，late-ripening rice are planted but a litle 
aceage~ Thefarm manager，canidentify by the activity analysis whenhe wants 
to select the maxiimtin point of net return as final effective indicator in吉teadof 
the break point:'i 
4) It is 'expeeted that rice farmer willtake in the direction of stability， as 
farm income' osdllates witll' 'decrement 'according to the dynamic model analysis. 
B) The auther 沖praisesthe results of these analysed as fol1ow: Agricu1tu-
ral labor 'exοdus 'the rise of riceprice for producer， theincrease of yield per 10 
a .，' the improv'enlent of labor-saving.:techniquejand， the inciease of eficil:incy of 
agricultural rnacnineries，' eventually， increase the ratio ，df capital equipment to 
labdr frorh year to year，'so that the labor 'productivity increases more than the 
capital productivity; Therefore; wecan greatly appraise the effect of the labor-
saving-techique' onthe 'net returns.' But we wonder whether the profitability of 
capital increases' ornot tht;ough expanding the fann size， even if the profitabili-
tyof capitalappears to decline as the result of over-investment under the fixed 
acreage of the farm.' The rice farm does notappear to be sti1ble， b巴causethe 
increase of profitabilityiand stability are maintain巴donly by the rise of rice 
price for producer. The rice farm manager is required intensify the farming in 
order to increaseland productivity， as well as to expand the farm size in order 
to increase labor productivity. Consequel1tly， we must answet' the question that， 
mechanization raisethe labor productivity， 'butit is apt todecrease fa 
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mate the efficiency of investment of farm resources. The co-efficient of net 
capital return per a1 the . capital input is taken as. the. final¥'!ffectindicator of 
citrus fann business， whi1e the， indicato1' is 1'einfo1'ced， with 1 the partial ¥，!ffect 
indicato1' which exp1'esses the profitabili七yof fa1'm， 1'esources， ! The. causes of， farm 
economy affecting the final effect indicato1'. of ~he" co;-efficient.of net capital 
returns are c1a1'ified by the means of c1assifying the ，data in. ~ach ~lass of area， 
of the co-efficient of net capital 1'eturns and. ofeach factor." ，
The two analytical methods are used， which a1'e. directcompa1'isqn and p1'o. 
duction fll1ction analysis. .， ， i ，; ;! 
1) The 1'esults of analysis a1'e as follows : Fi1'stly， when the area is ，diy;ided 
into three groups，the difference， of the profitability is admitted among' the three 
ones by the direct comparison method about citrus farm' enterprise.! It is caused 
by the difference of soil 01' micro-meterological condition and the difference of 
the age of.fruit-t1'e. As sllch a differ官 lceis substantially founded on the diffe-
1'ence of the structure of farm business，theallthel1 investigated the effect of the 
causal facto1' on the complex .final indicator. It is not alway~ . conc14ded that the 
facto1'ial indicators of the fann size such. as cit1'us cultllre ilrea，，capital ， i，npu~ 
and capital goods input， and the f早lininte)1sity such as the 1' atio . ，q~ capital equ-
ipment to labo1' and the intensity of capital affect on thecomplex final indicato1'. 
However， the factorialindicators . sllcha~ the .average age .of :planting trees，. put-
plt of prodllcts per 10 a， the intensityθf labor， thevalue， of increil~~! per gross 
retllils and the ratio of bllsiness! cost pergross 1'etu，rn，s，; ilre" ，cl9s~ ，y ;lS$qytated 
with the o1'de1' of the complex final effect .indicato1'. 1)1 Qthe1' ¥，ords" it is asce1'-
tained that its indicato1' is explained by the callsal facto1's 1'elated with it， c1osely. 
Next， those that a1'e explained th1'ollgh the p1'odllction fllction methodare as 
follows; 
The rage of difference is large among the pa1'tial 1l1arginal retlllils of far1l1 
r巴sOllrces.If the .partial 1l1a1'ginal 1'etllrns i$ c01l1pared ;with the ，~narket rate of 
prodllction facto1's， they dQ notbalance substantially. with each other. Therefqre， 
it is， J10t signified that far1l1 r，eSOll1'ces are llsed with.a 1'ational combinatiOl，1. Ho-
wever， becausethe 1l1arginal value pro'-ductivitiesof lan 
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2) Theauther proposes to point out the several problem as follow : 
It is not much to say that the citrls farm enterprise gets the highest pl"ofi-
tability， vvhich is one of the agricultllral products that are the most elastic to 
income， jlldging from the results of analysis. 
It is significant to incest the co-operative eqllipment such as the co-operative 
grading and package center of citrus fruit and the road for agriculture at the 
present time of maintaining the profitability highly. Thollgh basic eqllipmentfor 
land and the institute for modernization are formally equipped. 
It is evident that there is difference among the citrus fanns in the cultural 
teehnique， management and marketing process. 
Evei1tually， they need to improve the present structure to take the uniform 
techniqlle. In othel' words， the improvement 011 the farm structure wi1l be rema‘ 
ined to farmers' with the realization of collecting the scattered field in ;one place. 
'Thereis h巴cessityforcombining to the' planning that is a decision making 
activity for farmersrlooking from the pllrpose of farm business analysis: 
， (医) Infinal chapter 9，“The r・e-organizationplan of Farm enterprise combi 
uation" by the use of linear programming method is i1lustrated in the' area 
where uew irrigation facilities are constrllcted. 
，1 The' activity a:nalysisor the linearpro'grammng l11ethod belongs to normative 
analysisand is a:pplied to the fann which incllldes many enterprises. To give 
previous notice，、;vhenfarl11 managel' draws up the organization plan of fal'm 
enterprises oy Using linear progl'amming l11ethod， itis ascertained that the far-
mel' can Iuake' the decision more exact than when other classic analytical me-
thods are lIS巴d.
'A) By constrllctingnevv irrigation facilities， the fanners wi1l use them as 
co-operative means of agricllltllral prodllction in order to get the external econo' 
my' inthearea. They are reqllested to select farm management process by lheir 
positive adjustmeht to the change of irrigation facilities， instead of negative ad-
jl1stment (such !as' the action based onhabits and instiuct)・
1n this papel'， it is assumed that they r・e-combinateenterprises to changes 
ori' the irrigatiou facilities. One slIrvey is carried out in 1waoka town the'west 
of Kobe city for purpose of finding new entel'prises which are com binated 'by 
fahners in the area after irrigation facilities a 
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each c1ass select cabbage (over winte1'ing)， ear1y season rice， wate1' m巴lon，toba・
cco and milk cow as the main enterprises， But the activity levels of enterprises 
vary in the each type of farm organization plan. 
If farmers select the fa1'm organization plan that belongs to the c1ass. it is 
expected that they can ea1'n maximul11 and optimul11 farl11 incol11e. 
It is noticed that， the smaller the size of fann arable land is， the 110re it
becomes scarce resource and the la1'ger the size of farm arable land is， the 
more the labor becomes scarce resoU1'ce. 
B) Further， when farmers practise a farm organization planning， al1ther sho句
11d like to add as follows ; 
1) The knowledge situation in relative to new enterprises and farm system， 
anc1 will 01' courage enough to practise the planning. 
2) The stable shipment anc1 estabishing commercialization with the rise of 
agricultural products， anc1 strenthening the system of shipment which aims at 
the forming of the place of production. 
3) The imp1'ovement and rationalization on the habits in the present water 
l¥se. 
4) To bring in capital and a financial counte1'-plan. 
5) To establish a counter-plan corresponding to risk anc1 uncertainty in 
refe1'ence to respective p1'ice of products and production facto1's. 
6)羽lhenits planning is practised， fanne1's should 1'ecognize the assllmpti・
ons which is usec1 in linear programming method. 
The above mentioned wi1 be several conc1ition f01・p1・actise.Though the 
auther does not take part-time ente1'prise against full-time enterprise， itneec1 
only as il of necessity. If we consic1er agricultu1'e as business， the neutral 
subjective in the area should be standarc1 and full-time farm managers. If they 
become pioneers anc1 also practise the above farm organization planning， itis 
expectec1 that the farm organization planning is extenc1ed to other fanners anc1 
then agricultural economy is c1evelopec1 in the area. 
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